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わが国における建設産業は日本経済の発以 と共に拡大し、その流れのけ1で近代

化・合理化が進められてきた。しかし、現在進められている各純のit.没プロジェ

クトを眺めてみると、確かに工事内容は大規校化し、そこ で用いられる施工機械

も大型化してきてはいるものの、建設現場で行われている 日常の行開業務は、い

まだに入手に頼るところが大きいのが現状である。このことは、これまで進めら

れてきた技術革新が、施工方法や施工機械、それに新材料の開発な ど、いわゆる

ハード技術を中心として推進 8れてきたことが大きく影響していることと思われ

る。

しかし、経済や社会状況が複雑化し多械化してきた結果、建設 rl~ 両や管理業務

などのソフト技術の重要性は日に日に増してきているのも事実 である。特に、建

設生産の最前線である工事現場事務所(本論文では作業所と呼ぶ〉では、工事に

伴う騒音や振動の排除、や自然環境 iこ対する配慮が求められるな ど、工 事を遂行す

る方法が従来より難しくなっている中で、さらに工期短縮やコスト低減が強く求

められている。このために、従来のような手作業による工事計画や工 事代理方法

では、このような要求に迅速に、かっ効果的に対応することが難しい状況となっ

てきている。ここに、建設工事を一つの生産システムと捉え、これにシステムズ

アプローチを適用することにより合理化を図る 工事マネジメント・システムの重

要性がある。

本研究では以上のような観点から、作業所で行われる種々のマネ ジメント業務

を対象とし、中でら中核的な管理要素であるという理由から“ 工粍竹町業務"に

焦点を絞って、合理化およびコンビュータ・システム化を進めるための方法を論

じた。そして、ここで取り扱うマネジメント業務は、実務経験により 1~ られた知

識や技術が重要な役割を果たす経験主義的な特質を持つこと、また、このために

コンビュータによるシステム開発が、日程計算などのほんの一部でしか行われて

いないなどの理由から、このブレイクスルーとなる技術として人 工知能という 新

たなシステム化技術を適用した。

人工知能技術は、現在研究が進められている未完成の技術である。また、これ

を工事マネジメントに適用し、これを知的システム化するための研究も、まだ緒

についたばかりである。このために、本論文で知的システムとして具体的に示す

ことができた問題も、工事マネジメント問題全体からみるとほんの一部分でしか

ない。しかし、この論文の中で示すことができたシステム化のための方法論が、

今後進められる工事マネジメントの合理化、システム化に多少なりとも寄与する

ことができれば、望外の喜びである。

本研究を進めるにあたっては、多くの方々にご指導、ご鞭縫をいただいた。特

に京都大学教授吉川和広先生には、昭和59年 4月より 2年間、筆者が上木計画学

研究室の受託研究員となって以来、 終始篤実なるご指導ご鞭縫を賜 った。 また、

立命館大学教授(前京都大学助教授)春名攻先生には、本研究を進める上で数々



【自己~]
の貴重なご教示をいただいた。さらに、名古屋工業大学教授山本幸司先生には、

本論文をまとめるに当たって直接ご指導をいただいた。以上の方々に深甚なる謝

意を表する次第である。

また、筆者が所属する株式会社フジタにおいても、実に多くの方々のご指導、

ご協力をいただいた。特に、前取締役副社長馬場勇博士(現相談役)は筆者がこ

の分野で技術開発に携わる機会を与えられ、以後ご指導、ご鞭援をいただいた。

また、吉井良二 氏(現大阪支庖副支庖長)には本社土木本部に在籍中、上司とし

て親しくご指導をいただいた。また、後藤哲雄氏(現名古屋支底副支庖長)には、

鮒フジタに入社して以来、システム開発に関して基礎的なご教示をいただいた。

さらに、技術研究所に転勤し本論文をまとめるに当たっては、田中修身氏(技術

研究所所長〉、鎌田正孝博士(同副所長)、和久昭正氏〈同生産技術研究部長〉

に多大なご支援をいただいた。また、本論文中に示したシステム開発にあたって

は、野末章氏、太田宏通氏、荒田幸宜氏、大倉吉雅氏、関原康成氏の協力を得る

ことができた。ここに謝意を表する。

また、土木学会における建設マネジメント委員会ならびに人工知能小委員会

〈土木情報システム委員会)での研究活動においては、本研究に係わる多くの議

論を行い、また貴重な意見や情報を得ることができた。特に、建設マネジメント

委員会の中の計画・管理技法小委員会(現分科会)では、平田義則小委員長(当

時)以下多くのメンバーの方々と大変意義深い討論を行うことができた。これら

の学会活動が、本論文を取りまとめるに当たり非常に参考となったこと最後に記

し、謝意を表す次第である。
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ニコロ緒第l節

it.没産業は農業とともに最ち古い斤Xにj吊し、村会'1:ifiや他産業 の落盤挫備を

抑!うことから、占くから経済の中妓的な陀業 と して{江間 づ けられてきた。 わがい!

の佐北産業も、第 2次世界大戦による[f..1七此岐に対する復旧事業や、昭和 30年代

以降急速に発注した圏内経済を支えるための産業)A盤柊備事業など、戦後 .nし

て建設需要が拡大推移してきたことが大きな変休!とな って、現在では、わが同 G

N P (国民総生産)の約 17%に当たる 60兆川を魁える建設技資を抱い、全拭主将

のがJ9 %に当たる 540万人の就業省数を擁するほ斡応業として、わが凶経済のq1

で.n安な地位を 占めるように成長してきている。

しかし、昭如 46年のいわゆるニクソンショ γ クによる変動為替制度への移行や

昭和148年秋のオイルショックによるエネルギー危機が大きなトリガーとな って、

わが同の経済活動は質的に大きな変化を迫 られることとな った。 そして、その後

の 10年余りの不安定期を乗り越え、現在では {lt界経済の rt1で重要な地位を占める

までになってきている。このことは、すなわち、それまでの米国経済に大きく依

存した単純な 2国間関係ではなく、欧州諸国か ら第 3世界諸国までを含めた被維

な地球焼模の政治・経済関係の枠組みの中に組み込まれたことを意味し、この結

果、かつてないほどに世界の経済状況や社会変動の影響を強く受けるようにな っ

てきた。

また、以上のような経済状況の変化は、我々の社会生活や社会に対するJZえ}j、

さらに人生観にまで大きな影響を乍えるようにな ってきている。 つまり、かつて

の経済中心、もの中心の考え方から、生活環境の向上や臼然環境保護など、

質を屯視した考え方に移行してきている。また、質的な変化ばかりではなく、人

々の価値観の多様化も進み、従来と比較して、より質の高い多搬な価値観の存在

する社会を形成してきている。この結果、女性の社会進出や地位の向上、高学舷

化や出生率の低下による若年労働力の減少、医療の発速による高齢化などの社会

現象が進展し、さらに、わが国経済の発展にともな って、外国企業の参入や外同

人労働者の流入などの“内なる国際化"も急激に進んできて、わが国の社会状況

は有形無形の大きな質的変化を起こしてきているのが現状である。

以上のような、わが国の経済および社会状況の変化は、当然のことながら、

設産業にも非常に大きな影響を与え、その結果、かつて例を見ないようなタイフ

の問題点が、随所に顕在化してきている状況にある。 例えば、建設需要の動向は、

経済活動の活発化やインフラストラクチュアの整備の要求から、基本的には拡大

傾向にあるが、世界的な経済・社会変動の影曹を強く受けるために、将来的な予

測は大変困難となってきている。例えば、ほんの数年前まで f建設業は冬の時代

が統く Jと予想、されていたりにもかかわらず、現在では、消化しきれないほどの

お要を抱え「建設業夏の時代」とさえぷわれるようになってきている。また、辿

設需要の内容を見ても、わが国経済の発出に{'I'.い、築造する構造物の巨大化 ・隙

より

建
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雑化が進んできている白また、重厚長大庄業から軒薄短小産業へ斤業界全体かシ

フトしてきたことにより、これまでのような 情造物をただ佳品するだけではなく、

近代 設備を伴う尚機能構造物の建造や、凶作施，没の企画・設計、部dj機能を備え

た地域開発など、従来のハード技術だけではなく、ソフト技術かÆ~・な役割を演

じる也品工"Lt~ の制作か附加してきている。

また、社会環境の変化は、さらに大きな影響を建設産業に及ほ.してきている。

例えば、都市の高官皮・高機能化や 生活環境向上の要求、さらには地価の異常な

尚脱により、 都i1iI割における建設工事の施工用境は、大変な困難を伴うようにな

吋てきている。また、 若年労働者の建設離れとそれによる作業nの尚船化、熟練

技能r.の不足と託金の1.界など、労務世間の.il!1迫は、これまで):に位品構造物の

大型l化{こ対応するために進められてきた工 'frの峨械化や プレハブ化を、中小規模

の工事も対象に含めて、さらに推進する必要に迫られている。また、地球規模で

の環境保全の重要性が叫ばれるようにな った 昨今では、建設工事による自然環境

の般地は、そ の経済的な 怠義がいかに大きくとら、持されない社会的コンセンサ

スが形成されつつある。

このように、佳品市淀を取り巻く 多 時 多 搬 な 環 境 変 化 の 中 で 、 ま だ ま だ 不 足 し

ている社会資本の光実や、拡大の速 度を早めつつあるわが国経済の法盤墜備を効

病的に推進していくために、建設産 業の責務はますます増大してくると子想され

る。すなわち、建設期間の短縮化、高 機 能 健 造 物 や 長 大 型 建 造 物 のili設、そして

~I~ 民性向上による姐&世用の低減化などが、より強く求められている。しかし、

他注業と比較して①労働生産性が低い、②労働災23が多い、 の 2点が示している

ように、建設産X界の中には、いまだに多くの非近代的な問題点、を多く抱えてい

るのも 'l~k である。

このような問題点に対して、これまで戦後-1'tして建設産業の近代化を進めて

きた }j訟は、 建設機械や新材料の開発、住投機械の大型化、製造過nのプレハプ

化 な と 、 新 て法の開発を主体とした方法であった。このことは、個別工事のおか

れた工事環境や建造物に求められる機能が千差万別であるために、建設生産シス

テムの標準化や管理/j法の合理化などのソフト技術による生産性の向上は大変難

し かったのに対して、新材料や新工法、新施工機械の開発などのハード技術の方

が、より革新的な生産性向上をもたらすことが容易であったことによる。

しかし、このようなハードな施工 技術 の先 述に よっ て、 逆に 、そ れら の遂 行を

効術的に管理する }j法や、施工時の環境変化への迅速な対応方法、さらに保有資

源の有効的な 利用}j法や、効果的な 施工技術の組合せ方法、さらに施工 時の進捗

状況の把握や予測fj法など、ソフトな管理技術の必要性が、より大きくなってき

ている 。 つまり、これまで縫工技術や建設資材の開発により、建設工事の生産性

は大幅に前進したが、それらの技術の発速にともない、より生産性を高くするた

めに は、工事の計闘・管理技術(マ ネジメント技術)が注目を集めるようになっ

てきた。

ところが、ソフト技術と呼ばれ るこれ らのマネジメント技術の多くの部分は、

これまで現場技術者が経験的に修得し、また実務を通して若い世代に受け継がれ

てきたことから、科学的万法の研究やそれの符放に対す~努力は、これまであま

りなされてきていなかった。そこで、以上のような ill投染料の状況を踏まえて、

1916年 (S51.8) 土木学会土木計i同学研究委員会のt1Jに施工 ，;1"I珂問題分科会 (1:合

:古川和広〉が発足し、それまであまり体系立てた研究がなされていなかった施

工計阿 問題について、大学と官庁、および民間企業 の研究者が 4 一向に会して研究

が進められることとなったz)。この研究会は、現iL、詑設マネジメントと呼ばれ

る、 ill設工事の計画と管理方法をシステムズ ・ア フ ロ ー チ に よ り 解 明 し 、システ

ム化の方法をさぐる研究の鴨矢とな った ak そして、こ の研究会が 1979 年 (S5 ~ .8)

には、施工情報システム分科会(主査:川崎健次)、 1982年 (S57.1) には 施仁fJi

報システム小委員会(委員長:川崎位次)に発展し、さらに I985年 (S60.2) には、

土木計画学研究委員会から独立して建設マ ネ ジ メ ン ト 養 日 会 と発展し、対象とす

る研究の範囲も、それまでの辿設工事計画 ・管理分野〈これを以後工事マネジメ

ント conslruclionmanagemenl と 呼 ぴ 、 プ ロ ジ ェ ク ト 企 両 か ら 維 持 管 理 までを含

む建設マネジメント project managementと区別する)たけでなく、建設プロ ジェ

クトの企画や海外工事のマネジメントまでを含むように拡大してきている‘ ¥

以上のように、工事マネジメントに関する研究は、施工計画問題分科会発足か

ら数えても既に 16年間続けられてきていることになる。また、この間にはコンビ

ュータ技術が飛躍的に発達し、この結果、工事マネジメントを支援するための数

々のシステム開発も試みられてきた。し かし、これまでになされたシステム開発

は、 工程管理に おける日程計算や原価管理における既仏集計などの計算業務か対

象で、マネジメントの本質的な部分のシステム化までには至 っていないのが現状

である。この理由は、先ほども述べたように、工 事 に関するマネジメントは符験

的に修得される部分が非常に多く、定型化しにくい特性を持っているためで、従

来のシステム化技術を用いた方法には自ずと限界があ ったことによる。

これに対して、コンピュータ科学の研究に端を発し、人間の頭脳の心IT学や生

理学的研究などを巻き込んで発達してきた人工知能 (Arlificial Intelligence) 

研究は、従来とは異なる思想によるシステム開発の可能性を我々に示唆している。

特に、人間のもつ知識をコンビュータに記憶させて、それを用いて問題解決を図

る知識ベース・システムの考え方は、従来システム化の対象となった定型化され

た知識ばかりでなく、経験的に修得されるような非定型型の知識も、システム化

することを容易にしている点で、工事マネジメントをシステム化する上で大変貴

重な手法となりうる。

本研究では、これまで述べてきたような問題認識に越づき、わが国の社会 情 造

や経済情造の変化により、これまでより益々難しくな って きた建設工事の生 産 性

向 上 に つ い て 、 従 来 一般的に行われてきた施工技術や建設材料の開発などのハー

ド技術ではなく、それらのハード技術をより効率的に実施するためのソフト技術、

すなわち建設工事の計画から施工管理までのマネジメント方法を研究対象と考え

た。また、この工事マネジメントでは、マネジメントを評価する 3つの重要要素

である①原価、②工程、③品質の中でも、全体の工 'f~ の進行を把握する上で、共

通のほitf，軸となる工程計画 ・管理に着目し、計画立案過粍に経験的な知"盤を行効

の
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的に利用するために、人工知能技術を適用したマネジメント・システムの開発を

t要な研究目的としたo すなわち、建設工事の遂行に直接的に倒わる現場工事事

務所(以後、作業所と呼ぶ)においてなされる建設生産システムの解明と合理化、

その生産システムに適した科学的な管理技術の開発と、それを用いたコンピュー

タ・システムの開発、およびそのシステムを適用するための普及 }j法に関して、

具体的な事例に基づき実証的な研究を行うこととした。

第2節建設生産システムとマネジメント

1.建設生産システムの特徴

建設工事における生産システムは、 一般製造業と比較して多くの異なる特徴が

あることが、これまでにも度々指摘されている‘¥ そして、これらの特徴ゆえに

建設工事のためのマネジメント・システム構築に際しては、従来一般製造業を対

象に発述してきたマネジメント手法をそのまま適用することは難しい。 このため、

建設生産のためのマネジメン卜には、その特性に適した手法を用いたシステム化

が必要となる。

ここでは、以上のような観点から、建設生産システムの特徴を再度検討し、こ

れを以下に 示すように①製品としての特徴、②生産活動の特徴、③生産組織の特

徴、の 3つに分類して、各々の特徴がマネジメント・システムにどのように影響

するかという点に関しての考察を試みる。

( 1 )製品としての特徴

建設活動により生み出される辿造物を工業製品としてみた場合、一般製造業の

それと比較して、いくつかの大きな違いがみられる。 ここでは、それらの追いを

マネジメントへの影響という視点から検討する。

①個別性が高い

製造される製品の形状 ・規模 ・仕械等は、全て異なる。 これは、自然環境に適

合し易いように建造物が設計され築造されることによる。 つまり、建造物は、現

地の地形や気象などの自然環境の影響を非常に強く受けることにより、その形状

・規模・(上級などが大きく異なるため、製造される型品は全て唯一無二 のものと

なる。 このため、これまで他の製造業において生産システムの近代化や合理化を

進める越本的な手段として推進されてきた“製品の規格化 ・標準化" が、砲設生

産においては非常に困難を伴い、マネジメント ・システム構築にあた っては、よ

りフレキシブルな構造とする必要がある。

②生産規模が大きい

建造物は、我々の生活や産業基盤を構成し、また大自然の中に長期間晒される

ものであるため、他の工業製品と比べて、個々の製品の生産規模は一般的に大き

くなる。 このため、製品の重量や容積が大きく、かっ製造原価も莫大となるのが

一般的であることから、そのマネジメント iこは全体をマクロに把握する機能と、

必要な品質を損なわない綴密性が、同時に要求される。

③地域性が高い

生産活動は、生産地域の産業 ・気象 ・政情等に強く影響される。例えば、建造

物に用いられる材料や基本構造などは、寒冷地や熱帯地、降雪地や乾燥地など、

その地域の気象条件に大きく左右される。このため、工場生産を前提としたよう

な画一的なマネジメント方法ではなく、地域特性を考慮したシステム化が必要と

ー 4-
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なる。

@公Jtt'tが高い

~ ~Itに、控造物は多くの人々の生活革盤を支える 目的で利用されるため、製品

の良否による影響か、生命を直接的に向かすなと、重大かっ広範囲に及ぶ場合が

多 L、。このため、品質管理はマネジメントを情成する基本的な提案の lっとして

検討されなけれはならない。

⑤お~・変動が激しい

公共 c*が地域似興や失業対策等の政策的要素で決められる引が多い事や、民

間の設備投資や住宅住設などの工事は、その時々の景気変動に強く影響されるた

めに、起，没 E 事のお~変動は大きく、また予測し難いという特徴がある。このた

め、これらの変動を旨く吸収し、効本的に生産を進めることができる組織構造を

検討する必要がある。

⑥在庫が難 しい

事前に民込み生産をしておいて保存しておくというような生障関整が難し いた

め、自立的な生度目十両が立て にくい。 このため、先ほどの“大きな需要変動"と

併ぜて、 '1:姥マネジメントの合理化を巾体工 'IJだけで検討するのではなく、懐数

L恨の合理化を図るマルチプロジェクト ・マネジメントの概念か屯要となる。

( 2 )生産活動の特徴

以上のように、住造物は 一 般の工業製品と比較していくつかの特異性を侍する

ため、その生産活動も一般製造業とは大きく異なる。ここでは、それらの主なも

のを、マネジメントへの影響という観点から検討する。

①現地での生陀活動

it造物は地域性が点く、かっ個別性が高い上に製品の 'll量 が 大 き く 型 造 後 に 現

地へ運搬する事も難しいため、どうしても現地で生産しなければならない場合が

多い。このため、 4 般製造業では生産設備を 工場などに回定させて製造できるの

に対して、建設生産では現地に生産設備や労働力などの生産手段を移動させなけ

ればならない。 そこで、このためのマネジメントには、限られた生産資額を有効

に利用して牛.産を進めることが求められる。

②屋外での生産活動

現地生産という特徴に加えて、建造物は一般に大きく、また自然、の中に長期的

に[剖定されるために、生産活動の多くの部分は屋外作業となる。このことは、生

産活動がその場所の自然条件に強く影響されることを意味し、生産計画に大きな

不確実性をうえる一因となり、その不確実性を合理的に計画に組み込むマネジメ

ント手法が必要となる。

③長期の生 産活動

建造物は一 般的に規模が大きいため、生産期間が長期に渡る場合が多い。特に、

土木工事では普通のプロジェクトで 3--4年、ダムなどの大規模工事となると 10

年以上かかることも珍しくない。このため、建設計画に当たっては、長期間の政

治・経済変動や技術の発達などを予測する必要があるし、また、生産過程の要所

要所においては、現実に即した計画変更が容易に出来るようなマネジメント方法

をとることが重要となる。

④労働集約的な生産活動

建造物は個別性が高い上に現地の屋外で生産しなければならないことが多いた

めに、製品の規格化やほ準化による 工場生産や機械化生産が難しい。また、自然

を相手に生産活動を行うことにより、その渇その場に合わせて 柔軟に対 応した生

産活動を行う必要があり、どうしても入手に頼らなければならない部分が多く存

在する。 このため、機械と比較して作業スピードや作業能ノjに大きなばらつきが

ある技能員を有効に投入するためのマネジメントが .ll要となる。

( 3 )生産システムの特徴

建造物自身の特異性や、それに起因する生産活動の特異性により、 生産システ

ムもまた一 般製造業と大きく異なる。 ここでは、生産システムを以下のように 4

つに分傾して検討する。

①単品受注生産

建造物は、閉じものが 2つとないと言われるように個別性が高く、また、生産

規模が大きくリスクも大きなことから、施工業者は工事を受注してから、そのた

めの生産組織を編成し、生産計画を立て、必要な資機材を調達し、 工 事にとりか

かることとなる。

②重病 的下請け生産

建造物は需要変動が激しく、かつ長期におよぶ生産活動のために、生産に必要

となる作業員や施工機械等の生産財の全てを固定的に保有することには、大きな

経済的リスクを伴う。このため、これらのリスクヘッジを目的として、現在のよ

うな“元請け 一下請け 一孫請け"という霊局的な生産組織が形作られてきた川 。

ただし、かつては主に労務供給のリスクヘッジを目的として、このような階居

組織が形成されてきたのに対して、 その後の施工の機械化やお度化に伴い、特殊

技術や大型機械を保有する専門業者が現れたこと、また最近では、技術や施工体

制を整備することにより力をつけ、特定の元請けに所属しない下請け業者も出現

してきたことから、このような話題構造の各局閣の関係は、以前とは大きく搬チ

が異なってきているのも事実である。

③原価主義 による製品価格 決定

工業製品は、その製品に対する需要と需給のバランスによる市場原理によって

製品の価格が決定するのが一般的である。ところが、建造物は個別性が高く単品

受注生産であることから、このような市場価格 を形成することができずに、生産

に掛かった原価に利潤を加えるという、いわゆる原価主義に基づいた価格形成が

行われる。

④ 設 計 と 施 工 の 分離

設計と施工を行う組織が異なるということも建設生産システムの大きな特徴の

lつである。 これは、建造物は lつ 1つ個別に設計しなければならないために、

「設計により具体的な製品の仕様が決定し、その仕械に基づいて製品価格を決定

する 」と いう独自のメカニズムが働く。このため、合理的な価格決定を行うため

には、この両省-の機能を異なる組織で行い、施工業者の選定は入札によるという

戸
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2 .建設生産環境の変化とマネジメント

かつてのように“建設 よいこと"という巾純な判断ではなく、各日の生活環境

との係わり合いの中から、建設工事の価値が考えられるようになってきていて、

そのような環境の中で辿設工事を推進するためには、近隣住民の意向を反映した

施工計画の立案が重要となってきている。

④都市の高密度化

都市化の進行にともなって、都市部における建必需要は増大してきている。し

かし、活動中の都市機能を損なうことなく工事を推進しなければならないために、

その施工にはより多くの制約条件が課され、それらを反映した施工。十両の立案や、

管理システムの開発が重要となる。

( 2 )経済環境の変化とその影響

経済環境の変化も、建設生産システムに大きな影響を及ぼしている。ここでは、

工事マネジメントとの係わりあいの観点から、それらの変化を考察する。

①構造物の高度化

建設投資の効率的な運用や建造物の高機能化を目的として、複合施設やインテ

リジェントピルなどの建設が進められてきているが、これらの構造物は構造が複

雑であることや、高い品質が求められることなどから、その建設にはこれまで以

上に高度な施工技術と、それを効率的に実施するための工事マネジメント技術が

必要となる。

②工事期間の短縮化

連設工事の大型化に伴い、建造物を早く使用に供し、投下資本を早期回収する

必要性が高ま って きている。このことは、何も民間工事に限 ったことではなく、

建設投資の効率的な運用という見方をすると、全ての工事にあてはまる。そして、

このためには急速化施工技術の開発ばかりではなく、効率的に施工を進めるため

の計回・管理技術が必要となる。

③リスクの噌大

建設役資の大型化とその工事の高度化 ・傾雑化により、建設工事に伴うリスク

はこれまでと比較にならないくらいに大きくなってきている。このため、このよ

うな工事を間違いなく建設するための計画技術や、その時々の状況の変化に応じ

て施工を進めるための管理技術の必要性は、これまで以上に必要となってきてい

制度が作られてきた。

建設住町システムは、公共性が高く地域に密:目しているなどの特性から、その

H与々の社会環境や続済環境の影響を強く受けるという特徴がある。このため、現

ι、経済大|時と Jわれるようになったわが国の中で、急速に進んできている社会

・経済環岐の変化が、このような生産システムに大きな影響を 号えることは容易

に想像かっく。そこで、ここでは建設生産システムに影響するだろうと巧えられ

る社会・経済環境の変化について、 工事マネジメントとの係わりという観点から

~.察を加える。

( 1 )社会環境の変化とその影響

科学技術や経済活動の発展は、我々の生活を質量ともに大きく向上させたが、

このことは、また、建設生産活動へも大小椋々な影響を 写える結果となった。そ

こで、ここでは、これらの社会環境の変化が、建設生産システムに 与えている影

響について身察を加える。

①社会の高齢化

医療技術の発展により、日本人の平均寿命は男子で 11歳、女子では 82混と大幅

に延び、わが国は北欧と変わらないような高齢化社会に変わろうとしている。こ

の結果、労働者の高齢化や技能工不足が急速に進行している。また価値観の多械

化や社会全体の23裕化等により、若年労働者の建設離れが急速に進んだことら、

このような状況を深刻化させる大きな要因となっている。

このため、建設作業のロボット(自動機械)化や省力化技術の開発などが緊急課

題となっている。 ー方、このような労働力不足は、作業現場だけの問題ではなく、

それを計両 ・管理する技術職員の不足も大きな問題となってきており、そのよう

なマネジメント業務を効率化するためのコンビュータ・システムの開発も、重要

な課題となってきている。

②自然環腐の重視

自然環境の保護が、経済的な効率化よりも強く求められる時代となってきてい

る。このことは、社会に色々な意味での余裕ができてきていることと、環境保全

が問題となるほど人間の活動が大規模化してきたことによるものと考えられる。

特に、建設活動は孜々が快適に生活を営めるように自然環境を造り変えることを

目的としているので、この目的と自然環境保護との係わりあいは重要である。

そこで、建設による自然環境の操作が必要最低限に抑えられることが重要とな

り、そのための新しい工法や施工機械の開発が必要とな ってきている。そして、

そのような技術を目的通りに実施するための管理技術として、工事マネジメント

の必要が高まってきてい る。

③生活環境の向上

生活の質の向上にと もなって、我々の価値観は多様化してきている。このため、

る。
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第3節 本研究の目的と構成

1.研究の目的

第 1章序 ヨ量盆泊‘
品情

( 1 ) ill 設 f~~ の現状と工事マネジメントの必要性

前節で述べたように、建設生産システムは、建造物の特殊性ゆえに一般別造業

と比較して特民な生産形態を有している。また、建設産業は社会や経済状況に強

く影留される特性があるため、この十数年の聞にわが国で起こった大きな変化に

適応する方法を模索している状況にある。そして、このように社会や経済が大き

く変化する中にあって、急激に膨張を続ける日本経済の産業基盤や、国民の生活

向上に伴う社会基盤を急速に整備しなければならないという使命を建設産業界は

担っているという状況にある。

すなわち、交通機関や物流設備、住宅需要など、わが国における社会経済基盤

は、欧米などの先進諸問と比較して大きな落差があり、今後とも早急に整備する

必要がある。また、生活の向上や社会の高度化にともない、これまでのような量

的な整備だけではなく、質的な整備も求められるようになってきている。そして、

これらの整備は、生活環境や自然環境を極力指なわないという社会が許容する方

法で、より効率的にまた 廉価に行うことが求められている。

このような社会の要求に応えるためには、施工方法の改良や生産管理の近代化

により、多械な制約条件をクリアしつつ、生産性の向上を進めなければな らない。

そして、このための刀法としては、新しい施工法の開発や施工機械の大型化、そ

れに新住材の開発など、主にハ ード的な対応が、これまでは重点的に行われてき

た。このことは、メカトロニクスや新素材など、他分野における先端技術を吸収

することにより、常に 新しい建設生産方法の開発を進めることができたこと、ま

た建造する惰遺物の規模がこれまで順調に拡大を続けてきたことの 2つが幸いし

て、このようなハード的な方法により、これまでは生産性を飛躍的に向上させる

ことが可能であった。

しかし、大型工事では大きな成果を上げることができた「施工機械の大型化」

という }j法は、大部分の中小規模の工事には適用することが難しいというように、

これまでの生産性向上を目的とした戦略は、多分に生産規模の大型化に依存して

きた傾向が強い。このため、図-1.1のように、 一 般製造業が順調に労働生産性を

向上させてきたのに対して、建設業全体でみた場合では、一部大型工事の飛躍的

な生産性向上にもかかわらず、生産性は下降傾向となっている。このことは、両

者の生産性の比である労働生産性指数(建設業÷製造業 x100 )で示すとより明

かとなるが、昭和50年 (1975)に120.4であ った指数が、 10年後の昭和60年 (1985)

には 52.8まで低下している"。この結果、これまで順調に生産性を向上させてき

た大型工事であっても、建設を取り巻く 環境は、 以前にも増して複雑化・多憾化

してきているため、より効率的な生産システムを確立する必要に迫られてきてい

-10 申
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この結果、これまでは自に見えないけ画・管問技術より、丈際に触ることがで

き、評価もしやすい施工技術の導入に、より多くの努))が払われてきたのが実状

ではあるが、これまで述べてきた理由から、これからは、従米からのハート的な

方法だけで建設生産システムの合理化を進めるのではなく、 f寺町の計 l耐I. TI 1'p.技

法に基づく生産管理システムを併せて適用し、より敏性;に生ff:システムの合同!化

を阿ることが、これまで以上に重要となるものと考えられる。すなわち、 r ir I没

工事を合理化するためには、ハード的な施工技術とソ フト的な計画 ・代理技術が、

巾の両輸 のごとくバランス良く発達することが望ましい.)Jといわれるように、

マネジメント・システムと呼ばれるソフト技術の研究 ・開発が、これからは倍々

必要となってきている。

(指 数 50~手叶 00)

200 

一~
150 

100 

(年度)

図-1.1労働生産性の推移(昭和62年版建設白書より転誠)引

( 2 )新たなマネジ メント技術の適用

以上のような主旨から、土木学会では建設マネジメント問題を研究対象とした

建設マネジメント委員会が設立され、建設プロジェクトの企画から維持管埋まで

を含めて、産学官共同の研究が行われるようになった。しかし、建設工事の生産

性に直接的に係わる工事マネジメントの範囲だけを見てみると、昭和40年代の工

程管理の合理化を目指した PE R T導入運動や、昭和50年代の VEや TQCの導

入活動、それに 50年代後半からのマイクロ・コンピュータや通信技術の進歩に触

発された作業所管理システムの開発ブームを経て、現在では lつの墜に直面し、

足踏みしている状態にあるらのと推察できる。

これは、これまで進められてきたシステム化の範囲が、広範な業務の中のプロ

グラム化しやすい一部分に限られていて、それだけでは期待するような効果が生

まれないことが、次第に理解 されてきたことによるものと思われる。

一方、コンビュータ科学の世界では、人工知能 (Artificial Intelligence) に

置 11-
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関 す る研究 が、次第に実用化レベルに述してきた。 例えば、定形化しにくい経験

的知"訟を システム中に蓄積し、これに活づいて問題解決を行うための知識工学

(Knowlcdge Enginccring) 研究や、 人間の頭脳の生開学的な研究が発端となった

ニュー ラル ・ネットの研究などの実用化が進んできた。 周知のように、土木工学

は経験仁学である。 このため、実務を通じて修得された経験的な知識が、日頃の

業務の rjlで大きな比重を占める分野 で あ る 。 特 に 、 本 研 究 が 対 象 と し て い る 工 事

マネジメントの 分 野 は 、 経 験 的 知 識 の占める割合がより高いため、そのシステム

化にあたっては、経験的な知識を効 率的に蓄積し、利用できるプログラミング技

術が必要不可 欠 で あ る。 このため、現在、停滞気味のマネジメント・システムの

開発において、知識ベース ・システムなどの人工知能技術の適用を検討すること

は非常・に重要である 。

。 開発方針

開発方針

企画方針 ..It方針 経営方針

↓ 4 

官 斗Rf子l… 一一一寸

実純計醤
ーーーーー自白血ーーー砂

ヱ-It.. 

企画資料

&*方針

関連資料

. 工方針
~ 

..ヱ資料

図寸.2建 設マ ネ ジメ ン トと工事 マ ネ ジ メ ン ト
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( 3 )工事マネジメントの定義

'‘ "H8 

ノド研究が対象とする分野は、現在、学問的な体系化が進め られつ つ ある分野 で

あるために、問い方が統一 されていない用語が多々ある。 そ こで 、 こ の ような川

語の中でも、本研究に深く係わり、かっ f重要と巧え られる川 認のノド品文".で の用

い Jjを、ここで予め定義しておくこととする。

まず、本論文の表題の中にも現れる “工事マネジメント"という[~ ~であるが、

この言葉は、新しい請負契約方式として米国で普及してきた CM (Co n s t r u c t i 0 n 

Management) 方式が、契約遂行の手段として科学的マネジメント技術を駆使 し て

いることから、わが国においても、新しい建設てすI管 問 を 点 す 用 語 と して使用さ

れるようになった。しかし、同様の主旨を持った“建設マネジメント"と混同し

て用いられる場合が多いことから、図ー1.2に SA 0 T (Structured Analysis and 

Design Technique)で示したように、企画から維持管理までの建設プロジ ェ ク ト

全 体 の マ ネ ジ メ ン ト を “建設マネ ジメント"、この中の「施て計画 Jと「施工管理J

段階のマネジメントを “工 事 マ ネ ジメン ト"と呼ぴ区別することとした。 なお、

英語との関係は、建設マネジメントがProject Managc・cnl、工事マネジメントが

Conslruclion Manage・ent に対応するものとした。

図寸.3工 事 マ ネ ジ メ ン トの概念構成

ー 13-
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また、このような J事マネジメン トは、施工計画や施工行理に係わる多将多搬

な 業務から構成されるが、これらの業務閣の関係を分額 ・整理すると、図ー1.3の

ようになる。すなわち、基本的構造としては計画フェーズと管理フ z ーズの 2階

同をなし、 1: uiの計画フェーズでは 工程計画が中級となって、この工程計画を決

定するための工法選定や仮設備計画 など、諸々の要素別のJ画問題が散在する構

造とな っている。 つまり、工事マネジメントにおける業務の遂行手)1聞は、結初の

ul-両段階では、まず各要素別問題を解決、 もしくは仮定し、この結果に基づいて

工程，，1tifijを立案する。そして、ここ で作成された計画群(これを施て計画と呼ぶ)

に基づいて施工管理を行うという構図となる。

以上の論旨を整理すると、工事マネジメントは、括本的に図-1.~ に示したよう

な三 つ の 段 階により実施されることとなる。本論文では、この図の最初の要素別

け画段階をプランニング (Planning)、また、二番目の工程計画段階を スケジュー

リング (Schedu I i ng)、そして、最後の管理段階をコン トロ ー ル (Control) と呼ん

で区別すること とした。この点に関しては、クラウ (R.H. Clough)も同様な医別を

している I0) が、ウエス卜(J.D. Wicst)がこれらの慨念をより明砿に定義してい

る 11) ので、以下にその部分の文章を示す。

Thc planning phase of any venture involves a listing of tasks or 

jobs that must be performed to bring about thc venture' s completion. 

Gross reQuirements for material. eQuipllents ， and manpower are also 

detcrmined in this phasc ， and cstimatcs of costs and durations for 

the various jobs are made. 

Schduling is thc laying out of thc actual jobs of thc project in 

thc time order in which they have to bc performed. Manpowcr and ma-

terial reQirements needed at each stage of production are calculated， 

along with the expccted completion time of each of the jobs. 

Control. generally regarded as "the underlying managerial function" 

begins with reviewing the difference between the schedule and actual 

performance once the project has begun. 

以上のように、工程計画におけるプランニン グの 目 的 は 、 工 事 遂 行 の た め に 必

要な作業を洗い出し、各作業の所要回数やコスト、それに、技術的な作業問の順

序関 係 な ど を決定する所にある。そして、これらを決定するために、先ほど述べ

たように、技術、資材、労務、原価などの、個別要素計画との連携が必要となる。

すなわち、必要となる作業を生成するためには、どのような方法で施工するのか

を決定しなけ れ ば な ら な い し 、 プ ロジェクト全体で必要とする資源の大枠は、労

務や資材計画で 個 別 に 検 討 さ れ る 。また、スケジューリングの目的は、プランニ

ング 段階 で生成された各作業について、資源の調達量やコスト、それに 工期など

世 14-
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に 関 す る 諸 々 の 制 約 条 件 の 中 で 、 そ の 開 始 日 と 終 了 日 を 決 定 す る こ と に ある。 さ

らにコン トロ ールの目的は、工事の着工後の段階において、 工事の.iffi捗状況 を 計

画と比較し、進捗状況の評価と問題箇所の探索を行い、発比された問題点に附し

て検討した改善方法を実施することにより、工事を起l\~なくJ1t進させるところに

ある。本研究では、以上のような考え }jに基づき、 仁 'I~ マネジメントを図ーI.~の

ような 3段階から構成されるものと定義して研究をl1tめることとした。

要素別 司

計画段階

工程計画段階吋

施工管理段階4

プランニング
(Planning) .. 

スケジ込ーリング
(Schedul ing) 

4・レ
コントロール

(Control) 

施工計画

=施工管理

図ー1.(工 事マネジメントの実施段階

( 4 )本研究の目的

これまで述べてきたように、わが国の建設産業界は、技能工不足や労働行の高

齢化など、内に大きな問題を抱えながらも、生産性向上を批進することにより、

産業および社会法盤の整備に貢献することが求められている。このような生応性

向上を推進する手段としては、施工機械や建設設備の大型化であるとか、新工法

のための新たな施工機械の開発など、従来は主にハ ード面での研究が中心であっ

た。これは、わが国経済の高度成長に伴う建造物の大引化への対応や、従来から

の労働集約的生産形態を改善するために直接的な効果が期待できることから、当

時としては妥当な選択であったといえる。

しかし、このような情勢の中で、工事計画の合理化や管理技術の向上など、ソ

フト面に関する研究には、このようなハード面での研究活動に比して、あまり努

力が払われずに、今日の建設プロジェクトを取り巻く非常に梅雄な環境に、 十分

に対応できない状況を作り出してしまった。すなわち、わが国の経済状況は、 “ 

重高長大"から“軽薄短小"と言われるように、これまでのような量的拡大だけ

ではなく、質的な変化が進んできている。また、価値観の多械化などによって、

社会環境も大きく変化してきていることなどから、これまでのようなハード面だ

けの対応のみでは、従来のような生産性向上は望めない状況となってきている。

言い換えると、現在の状況は、ソフト面での遅れがボトルネ ックとなっていて、

、ード面での研究開発成果が、建設プロジェクトの生産性向上に充分に寄与して

いない状況となってきているものと考えられる。

-15 -
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住投プロジェクトは、先ほど定義したように企画、設白十、施工計画・管理、維

持管問の各段階を踏んで実施されるが、これらの中で施工計画・管理段階を対象

とした研究は、ハード面の研究とソフト面の研究という比較で見た場合、相対的

に非常に遅れている状況にあると恩われる。また、この部分を改善することは、

控会設システム全体の生産性向上に特に大きく寄与すると考えられる。そこで、 本

研究においては、建設プロジェクトの中でも、施工3十両 ・管理、すなわち工事マ

ネシメントの部分に焦点をあてて、 この分野に人工知能などの新しいシステム化

技 術を適111し、従来システムの改善や、これまで問題情造が悔雑であるために開

発が.i[まなかった業務範囲のシステム化を推進することが弔要であると考え 、 こ

のような新しいコンピュータ・システムを開発するえf法を研究することとする。

また、本研究では、工事 マネジメントの中に存在する多間多様な管理要素 の中

でも、 “工程"が中核的な働きをなすとの認識から、 “工程を基軸とした施工計

悶 ・管理のシステム化"を研究の主要な目的とすることとした。そして、 この目

的を実現するために、上で述べたような人工知能研究により発達してきた、新し

いシステム化技術を工事マネジメントへ適用することとし、そのために、現状シ

ステムの分析と、問題点の把握、さらに、 これに新技術を適用して合理的なシス

テムに改良するための方法を具体的に研究し、この成果に基づいたコンピュータ

・システムを開発し、その運用実験を通して、新たな }j法の長所と欠点、それに

将来に向けた研究課題などを、 実証的 lこ明らかにしたいと考える。

第 lホ ry: A 
n聞

次に、マネジメント ・システムを設計寸る J:で、 m愛・な要素となるマネジメン

ト組織に関して、概念的な考察を加える。ここでは、結初に、米国において白及

してきた新たな建設契約形態の一つである CM突 約 (Construction Management) 

に訂目し、従来のランプサ ム契約 (Lump-sull)との関係から、現状における組織形

態を再考する必要性を明かとする。そして、このような観点から、近代組織形態

の発展過程を検討し、 現状における起設企業の組織形態の成り立ちとその特徴、

それに、建設企業組織 の中にあって、実際に工 t，rマネジメントを遂行する作業所

組織 の現状を分析し、今後の組織の在り方に|則して考察を加える。

目、
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2.論文の構成

ノド論文は、越投マネジメントの中でも、直接生産活動に拠わるて 事 マネジ メ ン

トを研究対象として、そこで行われるマネジメント 業務に関する①システ ム構造

の解明と、②マネジ メ ント ・システムの開発方法の確立を大きな目的として、序

章と結論を合めて、全体で 6章の構成とした。

以下に、各市ごとの研究目的とその慨 要を示すが、これら論文全体の 構成と論

旨の流れをより明確に表すために、図ー1.5にこれらの関係を図化して示した。

( 1 )第 2章 の概要

第 2~では、本研究が対象とする工事マネジメントの 慨念情成を明らかにする

目的で、その主要な 構成要素である①マ ネ ジメ ント 技術、②マ ネ ジメ ン ト組織、

③マ ネ ジメ ン ト情報 システムについて、その枠組みを示す。

まず最初に、マネジメント技術の開発経緯とその背景を明かにする目的から、

わ が国における辿設産業 の近代化の歴史と、その過程で顕 在化した問題や解 決の

試みなどに関して、 本研究に至るまでの過程を、工 事 マ ネ ジメントという視点か

ら考察 したo また、 工 事 マネジメントが、 従来の工事管理と異なることを特徴 づ

ける 1つの要 素である 各種 の マネ ジメ ント手法に関して、 1890年代後期 に米国で

起こった科学的マ ネ ジメント 法の発達 や、それ以後 の各分野に お けるマネジ メン

ト手法の研究開発状況を、品質、 原価、 工程、 安全の 4分野ごとに 概観する。
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建設マネジ

メント 組織

マネジメン

ト情報シス

テム

建設生産シ

ステムとマ
ネジメント

スケジ ュー

リングシス

テムの惜成

人工知能研

究の慨要と

技術 レベル

ハイブリッド

聡略 によるネ

ットワーク生

成方法

工程管理支

援システム

の開発

実工事での

適用事例と

その考察

図 -1.5論文 講成 と論 旨の流れ
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また、マネジメント情報システムに関しては、情報処珂技術や通仏技術の発注

が、これまでの 組 織 形 態 や 業 務 形 態を大きく変貌させてきたことを述べる。そし

て、 こ の 結 果、組織内における意思決定権限の配分問題、本文応組織と作工所組

織との業務分 担 の 問 題 、 ま た 、 こ れをうけて、作業所組織内部における的報シス

テム措成の在り忘について考察を加える。また、以上のような合理的なシステム

構成を検討する方法として、 SAOTを 適 用 し た モ デ ル 化 が 打 効 で あ る こ と を 示

す。

( 2 )第 3~ の慨要

第 3牢では、工事マネジメントの中 核を なす 工程 計画iシステムについて、その

現状と問題点を巧察し、これを解決 するための新たなシステム化技法として、人

工知能技術の有効性と技術レベルを示し、この人工知能技術を適用した工程計画

システムの権成と可能性について論ずる。

すな わち、ま ず厳初に、これまでわが国で進められてきた工程計LilIfに関する研

究内容を①プランニング法、②スケジューリング法、それに③投入資源最適化法

に分けて、詳しく考察し、これらの研究の特徴と問題点を指嫡する。そして、こ

こで指摘し た問題点を解決する 一 つの方法として、人工知能研究により開発され

た新しいシステム化技法が有効であることを、 J::に米凶で行われてきている人工

知能技術の適用研究を示しながら論ずる。

そして、次に、このような人工知能に関する研究が、どのようにして起こり、

どのように して発達してきたかについ て 、 本 研 究 と の 関 わ り と い う 視 点 か ら 、 そ

の醇史を慨観する。そして、このような歴史的身察に誌づき、現状における人工

知能技術の特散とシステム開発技術 としての意義に関して、事者の身えを示す。

ま た、 知識工学やファジィ理論、それに、ニューラル ・ネットワークなど、人工

知能研究で 生まれた械々な技術の中でも、特に、マネジメント・システム開発に

有効と考えられ る 技 術 に 関 し て 、 現状における技術レベルと、近い将来における

発達の可能性について私見を述べる。

そして、厳後に、このような新しい人工知能技術の適用を前提として、新しい

工 事マネ ジ メント・システムの開発を模索する目的から、その中核をなす て程計

画問題の情 造や特徴について、人工知能技術適用という観点から、検討を加える。

そして、以 上のような工程計画立案過程に、これらの人工知能技術を適用する方

法に関して具体的に検討し、工程計画を対象とした知識ベース・システム、すな

わち、知的工程計画システムの開発に関 して、その構造と、そこで必要となる知

識の種類と表現方法、また、 計画生成方法などについて詳細に論じる。

( 3 )第 4章の甑要

第 4章では、前章で示した 「知的工程計画システ ムの構想Jのプランニング部

分に関して、計画生成方法とシステム化方法について論じ、この方法に基づき開

発したネ・y トワーク生成システム (PF- PLAN) を紹介する。

まず最初に、計画生成の段階の分 析から、プランニングの問題構造を明かとす

る。 そして、このような問題に対して、これまでどのように研究が行われてきた

のか、どのような計画生成戦略が提案されてきているのかについて、その概要と
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問題点を示す。次に、以上の考察に~~づき、新たな計剛 ~I: 成戦略を民主する 。 こ

こでは、計画生成に必要な知識をフレーム珂!論 (frame lheory)に よ り 、 階 崩構造

を持たせて蓄積する方法や、オブジェクト指向 (objecl-orienlcd) に活づくネッ

トワークの生成Jj法について、具体的に検討する。 特に知識ベース ・システムの

理念である“知識の独立性"や、メソッドやトリガーなどの付加手続きの活用方

法などに関して詳細に考察する。

また次に、以上のような考え方に基づいて開発したプランニング・システム

(PF-PLAN) について、システム開発の過程や、システム情成、それに、

いくつかの重要な機能とシステムの特徴などを紹介する。このシステムは、次章

で詳しく述べるスケジューリング ・システム (PF-NETS) の入力データ・

ジェネレータとして、位置づけられる。すなわち、基本的な工事情報を入力する

だけで、 PF- N ETSが必要とするネットワーク・データを 自動的に生成する

ことができる。そして、次に、 PF- PLAN開発の過程で得 られた数々の知見

を整理し、工事マネジメント ・システムの開発という観点から、人工知能技術適

用の可能性とその限界について考察を加える。

( 4 )第 5章 の概要

第 5章では、工程計画の後半を構成するスケジューリング ・システムに関して、

その構成とシステム開発例、および、このシステムの適用例について論じる。

最初に、スケ ジューリング・システム で用いる計画モデルについて、工事マネ

ジメントで有効に利用できる方法という観点から、これまでに提案されてきたモ

デルを比較検討する。そして、新たなにスケジューリング方法を考索するよで明

かとしておかなければならない、工程計画の前提条件や制約条件を明確に脱定す

る。 そして、これらの条件に基づく、資源制約を考慮した新たなスケ ジューリン

グ方法と、これに人工 知能 技 術 を 適 用 し て シ ス テ ム 化 す る 方 法 を 提 案 す る。

以上の研究は、全く新しいスケジューリング・システムを提案するものである

が、従来のスケジューリング・システムが、それほど活用されていないという現

実が、他方に存在する。そこで、従来技術を改良して開発したスケジューリング

・システムの適用状況とそこでの問題点を明かとしておくことも重要であ る 。こ

のような意函から、ここでは、筆者が数年前に開発し、普及を進めているパソコ

ンで稼働するスケジューリング ・システム PF-NETSの開発に関して、その

概要を紹介する。

このシステムは、開発と改良を繰り返しながら、これまでに多くの建設プ ロ ジ

ェクトに適用してきたが、ここでは、この慨要をまず紹介し、次に、下水管敷設

工 事を取り上げて、適用方法とその経過、および結果について、詳細に紹介する。

そして、この適用実験から得られたいくつかの知見について、詳しく論ずる。
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[!J~ マネ ジ メント構成に I~Jする研究第 2立

ニコロ緒第1節

辿設工 1~ は、気象条件や上質条件など、事前に f' dl'Jすることが難しい本硝:'Xな

要因の影響を強く受けるため、目肢の建造物を施 工するための最適な方法や手 JI闘

を事前に把握することは、 一般に難しい。 また、実際の施工にあた っても、勺初

予想できなかった事態が発生することも多く、計画に従 って滞りなく施工を惟進

することら、また難しい問題の一つである。

このように建設工事の遂行を難しくしている原因の 一つ には、事前に予測する

ことが難しい自然現象の不確実性があるが、もう 一 つ別の原因としては、佳品 工

事には多くの人や組織が関係していて、各自の目的や ~IJ 'J}が複雑に関係している

ことが上げられる。

「人類の近代化の歴史は数量化の歴史である j といわれるように、自然科学の

分野では多くの自然現象を数量化することにより、そのメカニズムを解明してき

ている。これに対して、社会現象の解明を目的とした社会科学の分野では、研究

の対象が人間やその集合体である組織であるため、それらの意思や行動を数量化

することが難しく、このために自然科学ほどには問題構造の解明は進んでいない

のが現状と考えられる。

土木工学は、基本的には自然を対象とする工学であるため、例えば、基礎地盤

の強度解析や構造物の構造解析など、自然科学の問題が多くの部分を占めるか、

多械な価値観が存在する社会環境の中で、建設活動そのものの是非が問われるよ

うな時代となってきた現在、土木工学の中でも社会科学に属する問題は次第に大

きな比重を占めるようになってきている。特に、本研究が対象としている建設工

事の施工段階においては、非常に多くの異なる特性を持った人や組織が、u1t~ 的

に建設生産活動に携わることから、社会科学に属する問題が特に大きな比，flを占

める状況にある。

特に、近年、コンピュータや通信技術の発達により、これまで主に入手で行 っ

てきた業務をコンビュータ ・システム化しようという機運が高まり、本研究が対

象とする工事マネジメント業務に対しでも、各種のシステム開発が試み られるよ

うになってきた。一般に 「マネジメントは“組織"と“ fo-j報システム"より構成

される」といわれるが、本論文が対象とする工事マネジメント研究においては、

これまで情報システムの研究は数多くなきれてきたものの、そこで開発された各

種の情報システムが実際に稼働する組織との関連や、工*マネジメント組織自体

の研究は、これまであまり議論されてきてはいないのが現状と考えられる。

本論文の研究目的は、 工事マネジメントを実施する上で中核的な役割を果たす

工程管理業務の解明と知識工学技術を適用したシステム化ではあるが、このよう

なテーマを論ずる前に、本研究の理論的な背景や葛礎的な慨念を明らかにする目

的で、本1lでは、本研究に関わる既往の研究の流れを概観し、つぎに建設生産組

織および マネジメント 情報シス テムの現状と今後のあり万に関して、話礎的な考

察を行うこととした。
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第2節建設産業の近代化とマネジメント技術の開発

it.&工事の生産システムは、構造物を造り 上 げる地域の社会風土に密訂して発

達し て きたため、地域や文化の違いによって生産形態が異なるという性質がある。

例えば、日米iJl~生摩擦という形で近年以任化してきている諸問題の背広・には、こ

のような文化的、歴史的な左翼が少なからず影響していると考えられる。このた

め、本論文で対象としている工事マネジメントを研究する上において、その背最

をなす建設産業の歴史的な発展過程を想解しておくことは、非常に重要である。

また、工事マネジメントに関する研究は、ここで述べる建設定業の発展の歴史

の巾で、何らかの原因でプレーキが掛かったときに、強く指向され発展してきた

経緯 が あ る ので、ここでは我が固における建設産業近代化の歴史を振り返り、こ

の中 で 工 事 マネジメントに関する研究が、どのように起こり、発達してきたのか

という点を再検討することとする。ここで述べる我が国における建設産業の発展

とマネジメント研究の関係を参考までに表ー2.1に年譜形式で整理してみた 1) 2) 3)。

1.建設産業の近代化

( 1 )創生期

建設工事は、古くは古代エジプトにおけるピラミッド建設にまで遡ることがで

きるように 、 大 変 深 い 歴 史 を 持 つ ととらに、農業を始め鉱工業 lこ至るまでの全て

の産 業 に と って、それらの生産基盤を建造するということから、最も根元的な産

業の lっと考えられる。しかし、建物を築造する建築工事を除くと、我国におい

て独立した産業部門として認識されるようになったのは、そんなに古くはない。

これは、生産 の 対 象 と な る 構 造 物 の大きさや、入手以外に頼りとなる機械力や施

工技術が存在しなかったことから、主に時の権力者によ って、ド強制的に集められ

た庶民による労働に依存してきたことが、大きく影響していると考えられる。

しかし、 17世紀後半の江戸時代中期になると“町触 れ" という競争入札形式に

よ り請 負施工が行われることも次第に多くなってきたo これは、建設行為が初め

て 経 済 行 為 として認識され定着されたものと言われている。ただし、これが近代

法規により 明文化されたのは、明治 22年 (1889)に大日本脅国憲法発布と同時に全

面 的 に 改 正 され、公布された会計法および会計規則が最初である。ここでは、初

めて 「国が当 事 者の一方となって行う工事の契約は、原則として一般競争入札に

よること Jと規定された。また、 明治29年 (1896)には民法が制定し、ここに請負

契約制度が確 立した。

( 2 )大正の発展期か ら東 アジアへの進出

大正期にはいると、第 l次世界大 戦 (1914-1918)が勃発し、これにともなう波

状的な世界的規模 の金融恐慌 や、関東大震災の発生 (1923)等により、景気変動の
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表ー2.1 孜が国における建設庁主の発 JJk とマネジメント研究の w :~

時
建設産業の発展段階 マネジメント研究と主な出来事

代

倉11 -大 口ノド.mr司憲 法の 発布 (1889.ld22) 
一般賊争入札による 会計法、会01・剥日11の大改 訂

生 ~l~ 負制度の確立 -民法の制 定 (1896.M29)
-テイラーによる近代マネ ジメント

期 法の nll投 (1898)

発 工 事 規 模 の 拡 大 に よ る -フォードによる ベルコン多 fit']:陀
株式会社化の瞥及 方式の発明(I 9 I 3) 

展 日ト・7-:; J. ・ 7~-契約の普及 -第 l次世界大戦 (1914-18)
-丹 那 ト ン ネ ル 着工 (1916，T5) 

期 -関東大震災が発生 (1923，T12) 

進 東アジアへの進出 - 日月湖発電所工 'J~ (台湾、 1931-30
-自信事変 (1931，S12) 

出 戦時統制の強化による -海南品開発工 事 (中問、 1941-45)
一般競争入札制度の形骸化

期

復 復興事業などにより -ポツダム宣言受話 (1945，S20)
建 設 需 要 が 急 速 に 復 活 -建設省、全国建設業協会

興 建設行政の整備・確立 の設立 (1948，S23) 
建設業界の確立と -建設業法が施行 (1949，S24) 

期 技術研究所設置ブーム -SQCの??及

成 経済成長に伴う建設需要の - n ト n~o-'"使節団の訪米 (1955 ， S30) 
急噌と大規模工事の噌大 -ダートマス会議 (1956)

長 (佐久間ダムで重機工事) -CPM， PERTの開発 (1951-58)
株式公開による資本力の強化 -8科技連 PERT-CPMセミナー1}日航 (S31)

期 -東京tリンt-.d開 催 (1964，S39) 

高 -霞ヶ関ピル工事でPERT適用 ('68，S43)

度 急激な工事量の増加と

成 インフレの進行

長 -:~1'O~ け変動相場制移行 ('71.S46) 

期 景 気 に 急 激 な ブ レ ー キ -t イ "':;~1~ 原油供給不安 ('73，S48) 

停 総需要抑制策の実施 • TQC建 設 企 業 へ の 導 入 進 む ('76，S51)

-施工計画問題分科会が発足 ('76，S51)
滞 企業倒産や人員削減による -施工情報:n:;A分科会に改組('19， S54) 

産業構造の調整 • ?-~:;317- r土 木 施 工 と 情 報J('82，S51)

期 -施工情報:nTA小委員会 (' 82， S51) 

変 民間設備投資の増加に伴う -建設1H'1'/ト委員会発足 ('85，S60) 

工 事量 の 急激 な拡大

動 労働力不足と外国人労働者の

就労問題

期 海外建設企業の参入問題発生
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激しい時代 となった，また、大正 5~ (1916)に行工し 16乍を要した丹那トンネル

工 事や我が同展初のケーソン丁事とな った永代橋工 事な と、日本符済の発 1L~ に伴

いは設工事の焼撲も急速に拡大した。

以上のような経済変動や Z事規模の拡大の結束、施T制負契約に伴うリスクか

明大することとなり、この対応策と して、それま で個人符営で連討されていた建

設企業組織は、合資 ・合名会社や株式会社組織へ組織形態を変換する動きがでて

きた。また、それまで施工契約として主流であった一括請負方式(ランフサム契

約〉に替えて、 リスクヘッジを目的としてた実質報酬加算方式(現在でいうコ ス

トプラスフィ ー (cosいp1us-fee)方式)の導入が園られるようになった。

大正後期から昭和初期にかけては、日本経済の発展による東ア ジアへの進出 に

ともない、口月揮発電所工 事(台湾、 1931......1934)や海市山開発工'fT( 1 9 4 1 --J 9 45 ) 

等の大型工事が、国策事業として外地で盛んに行われるようにな ったo しか し、

昭和 12年 (1937)以降の目撃事変の拡大とともに戦時統制が次第に強くなり、工事

の施工方式ら従来の 一般競争入札制度は形骸化 されていった。

( 3 )戦後の復興期

昭和 20年 (1945)、日本のポツダム完 三受諾による無条件降伏により、我が国経

済は荒廃と混乱の極地に陥 った。しかし、荒廃した国 f:の復興事業や進駐市のた

めの施設工事などにより、趨設需要はその後急速に復活し た。昭如23年 (1948)に

は、戦後復興の必要性から挫設省が設置され、全国建設業協会が設立された。 ま

た、翌 24年には建設業法が施行きれ、これにより f建設業とは、元請け、下請け

その他いかなる名義をもってするかを問わず、建設工事の完成を消け負う常業を

いう。 j と定義された。

これ以後、建設業法等の制度的裏付け、共同企業体 (joint-venture) による受

注契約制度の導入、建設市場の恒常的な伸び等により、建設業は急速な成長を遂

げた。この結果、現場における経営管理を軸とした戦前の“集合体的企業認識"

は、企業全体を単位として経営戦略を図る方向に変化するようになった。 この企

文認識の変化を最も端的に表す出来事として、昭和24年 (1949)か ら35年 (1960)に

かけて技術研究所の設立が相次いだ。

( 4 )高度経済成長期

昭和 30年(1955)代になると、日本経済は本格的な復興期にはいった。いわゆる

神武景気による民間設備投資の活発化と、東京オリン ピック(昭和39年開催) に

向けた公共投資の拡大にともない、建設需要も急速に増大した。

また、この時期には、日本経済の拡大 lこともない、佐久間ダム(昭和 28年着工〉

に代表されるような大規模構造物の必要性が高まり、建設業界ではこれに対応し

た大型工事の施工技術の確立の必要性に迫られた。つまり、これらの大型工事を

日本経済の拡大に必要な期間で完成させるためには、それまでの労務を主体とし

た施工方法では対応できず、建設機械の大幅な導入による急速機械化施工法を取

り入れることが必要不可欠であった。

しかし、当時我が国はこのような要求に対応できるような大型建設機械を製造

する技術を持たず、外国からの輸入に頼る状況であった。そしてこのような建設
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機肢を愉入 し保持するためには、 ru投企yにとって比大な資金力を必涯とするこ

ととなり、昭手[J3 1年 (1956)から 40年 (1965)にかけて、株式の公nflによる資本力 の

強化が関られた。

( 5 )工事量の噌加と PERTの導入

東五{オリンピックが成功慢に幕をr!flじs{jfll 40年代にはいると、それまでに加熱

していた経済の鎖静化をロ的として、金融の引き締めが行われた。この 結果、企

業倒産が相次ぎ、 一時的に不況感が漂った。このように、昭和30年以降は周期的

に好況と不況が波状的 lこ繰り返す状態が続いたが、日目和 40年代に入ってからは、

凶ー2.1に示すように、急激に建設需要が増加した。これは、米同向けの丁業製品

輸出が急激に伸び、そのための工場設備投資が増えた結果 で、建設業界ではこの

ように急増する需要の消化に追われる状態が続いた。し かし、この ような 建設ラ

ッシュの反動として、①熟練技能労働者不足や、②労働賃金の上昇、③建設資機

材の高騰、等の問題が大きくなり、企業経営を次第に圧迫するようにな った。

隼
M 
隻

60 

so 

;圭 40

• 
平

健 30
阿

10 

10 

。

+ 

37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 ・I 48 49 50 
昭和:年度

図-2.1建設大手oHの受注高の推移 (.i!設統計要覧より)

現在、 工程管理手法として有名な PE R T (Program Eva1uation and Review 

TechniQue)や CP M (Critical Path Method)は、昭如30年代前半に米l可で開発さ

れ、 30年代後半には我が国へも紹介されていたが、建設工事への導入は 40年代に

なって本格化した。例えば、昭和 43年に完成した霞ヶ関ピルの工程管理には P E 

R Tが全面的に採用される ‘}など、その導入には多大な労力が払われた。 また、

この年代は、大型コンピュータの導入熱が建設産業界にも及んできた時期で、辿

設業各社は大型コンピュータの導入とその利用に積極的であったo このため、当

時は新たな工程管理手法として脚光を集めていた PERT/CPMの利用をこの大型コン

ビュータで行うためのプログラムが、盛んに開発された。

国 25-
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は、我か[吋においても、これまで多くの労力を掛けて行われてきた。そして、こ

のような dみの珂論的な裏付けとして、今世紀初踊から米[同で発注してきた近代

マネジメント思巧が、大きな影響を与えてきた とJSえ られる。す な わ ち 、 品質竹

間における SQ Cの 導 入 や 、 原 価n~H における TX 会，， 1' ();や価制工学 (ValucEn-

ginecring. VE) の導入、それに [ね行問!のための P E R T CPMの導入など、

我 が 同 に お け る 工 事マネジメント技術の発達にお いて、 Lに米国におけるマネジ

メント T法の研究は、非常に大きな影響を与えてきた。そこで、本研究 の技術的

な背民を明確にすることを目的として、表-2.2に慨略 小した科学的マ ネ ジメント

手法の開発と発展の状況について、ここで考察を加えることとする。

第 2Y 

そして、昭和46年 (1971)のい わゆる“ニクソンシヨ 1 ク"と呼ばれる円の為替

変動相場制へ の 移 行 や 、 昭 和 48年 (1973)秋 のアラブ諸国による石油供給停止を示

唆する声明(いわゆるオイルシヨ y ク)、等の 1ft界経済の激動の影響を強く受け

それまで篤異的な成長を統けていた1I本経済に急激なブレーキが儲けられるて、

こととなった。

( 6 )景気の停滞と VE'TQC導入運動

昭和 50年代にはいると、日本経済はそれまでの急激な拡大から転じて、本格的

な不況となっ た。このため、時の政府は“列島改造論"に代表されるような、

れまでの拡大投資政策を 180・転換し て 、 総 需 要 抑 制 策 を 実 施 し 建 設 役 資 予 算 を 大

そ

戦後 l本調子で拡幅に削減し、さらに民間設備投資意欲も 急 激 に 低 下 し た た め 、

大成長を続け て い た 他 設 業 界 は 、 初めての停滞 j明に入った。 科学的マネジメント手法に関する研究の年譜表-2.2 
このような状況に対処するために、建設業界では安定成長が指向され、当時予

怨された低い建設需要の伸び率に合わせるように産業構造の再編成が図られたが、

高度成長期に肥満化した産業構造の変革には、小規模企業の倒産や企業内におけ

主塁概主要出来事西暦

. F. W.テーラーがベツレへム製鉄会社!こ入社.クズ運
び作業やショベル作業の作業研究を行い始めて、
ストップ ウ才ツチによる時間研究を考案した.

・テーラ ー: rShop ManagementJ 
-テーラー: r P r i nc i p I e 0 f Sc i en t i f i c Man 
ge-ment J 

-ギルプレス (GiIbreth)夫妻が、活動写真による動作
研究(motionstudy) を発表 微細動作研究
(micromotion study)と命名

-フ才一ドがベルトコンペヤ方式による大量生
産方式を倉l]i量

[大恐慌]
科学マネジメントtJl量

微細動作研究
(micromotion study) 

大量生産方式

[第 1次世界大戦]

893-1897 
1898 

1913 

914-191B 
卜一一一

1923 
1924 

1903 
1912 

る人員削減などの大きな痛手を伴った。

このような時期に、也投生産過程の合理化 ・省資源化を自的として V E等の手

相次いで建設生産に導入きれた。

科学的マネジメント手法の開発

法が、

-シェルドン:The Phi losopy of Management 
.ベル研究所のシュワー ト(W.A.Shwhart)が統
計的質管理法を創立

. MayoがW.E. ;:士で照明実験(ホーソン実検)を開始

-オズボーンがプレ ーンス トーミング法を考案
. A S Q C (American Soclety of Quallty 
Cont rol tJ立

[第 2次世界大戦勅発

プレーンストーミング

〔第 2次世界大戦終結
ENIAC完成
シャノンの情報理論

統計的品質管理法

照明実験
[世界大恐慌]1929 

1939 

1941 
1943 
1945 
1946 
1948 

( 1 )科学的マネジメント手法の必要性

工程や原価管理などの工事マネジメント業務では、計画作成や進捗管理に おい

て 各躍の方法が用いられているが、 これらの方法は、技術者自身が実際の工事を

担当することにより、経験的に修得 し、さらに自らの知見を加えて洗練化してき

たものが多い。 この こと は、 同じ 工事であ って も、担当する技術者の経験や能力

の追いにより、そのマネジメントの 精度は大きく異なり、担当者の選任を誤った

場合、工事の遂行に支障をきたす事 態も生じかねないという問題の一 因となって

建 設工事はその特質から全 く 同じ工事は 2っと存在せず、各工事が各

々ユニークであるため、その工事マ ネジメントの方法も、工事のタイプごとに違

ったものとな ることは理解できる。しかし、近年の建設プロジェクトが大規模 ・

被雑化してきている状況にあることや、そ の結果、より多くの組織や人聞が生産

活 動に関わるようになってきていることなどにより、これまでとは大きく異なる

条件下でマネイジしなければならない現状においては、技術者個人の経験と能力

だけ に 依 存 した方法を用いていたのでは、マネジメント方法の合理化による生産

性の向上は望むべくもない。

このため、工事マネジメントのための方法を明確化し、

-シ ャノンの情報理詰

1969 

. A. M.チューリング rComputIng Machinery 
and IntelligenceJを発表

. J.マッ カーシによる AIに関する会議
-デュポン社において化学プラントの位計・建
般用に開発

・米国海軍によりポラリス ・ミサイル開発管理を

チューリングマシン

ダートマス会議開催
CPM 

PERTの開発
目的と して開発

第 1回人工知能園練会踊

1950 

1956 
1957 

1958 

いる。

確かに、

米 国 に お い て テ ー ラ ー (F.YI. Taylor.1856--1915) 

彼は 1898年にベツレへム製鉄会社に入社し、

( 2 )米国における近代マネジメントの創生

科学的マネジメントの研究は、

によって創設されたといわれている。

"'' 
の，“

さらに様車化する試み
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“クズ運び作業"や“ショベル作業"に対して、始めてスト ';1 プ ウォッチによる

作業研究を行い、 1日の保革作業景を設定し、これを謀業 (task)と名付けた。そ

して、この課業による管理を行い 「能率給制度 j を考案し、これらの研究を取り

まとめて 1903年には f工場管理 (ShopManagement)J、 1912年には f科学的マネジ

メント法原理 (Principleof Scientific Management)J を著した。この後、彼の

研究は単に課業管理にとどまらず、工程管問、工具管理、合陪管理、運搬管理、

さらには生産組織構成など、経営管理全般に適用するものに拡張されていった。

また、 [5Jじ時期にギルプレス (Frank Bunker Gi 1breth. 1868-1924)夫妻は、レ

ンガ積み作業 の動作研 究 (motion study)を行い、活動写真を用いて£録した動作

を 17 の越本要素 (therb1ig) に分解し、合理的な動作を見いだす方法を~案し、こ

れを 微細動作研 究 (micromotion study)と名付けて 1912年に発表した。

翌日13年には、以後の近代工業発展に大きな影響を与えた、ベルト ・コンベア

による大量生産方式がフォード (Henry Ford.1986-1947)により考案きれ、自動車

の生産過程に適用された。また 1924年になると、ベル研究所のシュワート (W.A.S 

hwhart)によって統計的品質管理法が創設され、統計学がて場管理の有力な手段と

なり、後日の実験計画法の端を開くものとなった。

このように、科学的な方法を用いた近代マネジメントの考え方は、米国におい

て創設され、工場生産を対象として発達してきた。この結果、米国の工業生産力

は飛躍的に向上し、第 1次世界大戦で疲弊した欧州に啓わって、世界をリードす

るようになった。しかし、このような近代マネジメントの研究は、工場における

多量生産に適用されて大きな成果を発附したものの、佳品産業のように側別受注

生産に適用されるまでには至らなかった。

3.工事マネジメント技術の開発

前項では、工事マネジメントの基盤をなす近代マネジメントの創生期の概要に

関して述べたが、ここでは、工事マネジメントを遂行する上で必要となるマネジ

メント手法に関して、品質、原価、工程、安全の 4項目に分けて、手法の開発と

改良の経過、および現状の問題点に関して、より具体的にその概要を述べること

とする。

( 1 )品質管理法の開発

近代的品質管理法に関する研究は、 1920年代の米国において開始された。ベル

研究所のシュワー ト(W.A. Shewha r t)は、従来からの品質管理に統計的手法を取 り

入れた研究を行い、 統計的品質管理法 (Statistical Quality Control.SQC) を提

唱した。また 1928年には、同じくベル研究所のドッジ (H.F.Dodge)とロミング(H. 

G. Rom i ng)らが、披取り検査に関して推測統計学を応用した理論を発表している

判。とらに近代的品質管理法の基礎を築いた研究であったが、彼らの理論は当時

の米国内では高 い評価を~l}られなかった。しかし、 1940年代になると第二次世界
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人-戦が勃免し、それにともなう市川物資のi竹内を 't'f!;lとして“ Ij技しい品'凶作fll'" 

の必要性が納入した。この結~、彼らの PI! ~命は米 [hl 産業別に .2速に??故すること

となった。

以後、統計解析 T法を中心に rwの改良が.iffiめられ、 1960年代になると Z D連

動 (ZcroDcfcClS)や TQ C (Tota1 Qual ity Conlrol) の門技的動が進められた。

この T Q Cとは、シュワートの統計的品質~ JlI'i.去を吋!lfiとして、 1960年代吋 H与G

EHの QC部門の最高責任行であ ったファ イゲンパウム (A.V. Fci gcnbaum)か品質

管町活動の適用対象を会社全体に拡大して批准し、この前車I ~ 体を TQC と命名

したものである引。

.rxが国の ~jíi ;長においては、 1950年のデミング (W.E. Dem i ng)の米口以米、 r Q 

C ヒつ道具 lなどの手法や小集問活動 (QCサークル〉を通じて TQCがは;く的

及し、日本的な TQC の P~ ~~および技術を悌・ \1. するにいたった。また、技が 1 1'-1 の

住設業においても、田村による 建設まにおける管理思氾!の変遷， (1980) 11の

巾で詳しく述べられているように、 1975年頃から T Q C導入の機運がむ、速に高ま

り、全社的な活動として適m't~ 例も増加してきた。このような状況の qJ で、 11 本

工業規格 (J 1 S) では 1981 年の改訂時に、この TQC を 「 総合的品質~JlI! Jあ

るいは 「全社的品質管理 (Company官ideQua1 ity Control) と焼定した・}。また、

現在では TQCの考え方を・歩進めて、施主の要求する品質を確実に保証するた

めの体系的活動として、品質保証 (Quali ty Assurance， QA)の慨念が強く提附され

るようにもなってきた。

しかし、これまでの品質管開手法の研究では、 f管FI'ht 'V;怖を満たしバラツキ

を少なくする )jtt; Jの発見やその適用方法に主眼が置かれているように柑察され

る。すなわち、これらの手法の評価基準となる“管理詰却;11ft "の設定方法に関す

る研究は非常・に少ないのが現状である。周知のように、辿造物の品質とは、;定観

などの定性的な要因も含めて、その建物が必要とする機能によって決定されるも

のであり、 4然コストと緊宮な関連がある。従って、このような“管理法 f1J怖"

を機能とコストとの関係から明らかにしていく研究が、 F七月T性向上を主眼とする

工事マネジメントの観点からすると、今後は特に重要となるものと考えられる。

( 2 )原価管用法の開発

原価管理の主要な目的としては、原価低減 (Cost Reduction)と原価統制 (Cost

Control)がある。この内、前者に関する初期の研究には、テイラー派の人々によ

る作業効率に関する研究があるが、機能とコストの関係から合理的に原価低減法

を明らかにしたのは、マイルズ(し D.Miles)により創設された価値工学 (VE.Value

Engineering)である。当時 (1947)、米国 GE社の購買課長をしていたマイルズは、

製品が必要とする機能とそのためのコストに関する研究を進め、製品の j京価を低

減させる方法として価値工学を提唱するに至った・}。我が固には 1955年に米国へ

派遣された日本生産性本部主催の「コスト ・コントロール視察団j により初めて

紹介された 2030 そして、 一般製造業ばかりでなく、建設業の設計過程や施工過

程に順次導入された。特に、馬場は施工部門での V E利用を推進するために、 V

E計画会議や 3時間 V E手法を身案して大きな成果を上げることに成功した'け。
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また、後者の原価統制に関しては、それまでの「実際原価計PJi式 Jを批判し

「保準原価計算 の必要性を説いたハリスン (G.C. Harr i son) やフィッシュ(J.C. 

L. Fish)らの研究が初期のもので、以後、工業会計制度として発展してきた。

ifl設業における原価行問の問題としては、 ・・般的に着工前の 予算計 l利段階にお

けるものと、着工後の予算統制段階におけるら のに分 けて考え られる。前者 にお

いては、標準原価の設定や原価低減が主な討的となり、これに関する研究として

は、黒田の設計・積算方式の標準化に関する研究 I2)や古阪の概略掠11法に関する

研究 IJ)などがある。これに対して、後者の原価統制段階では、工事の出来高数量

とそれに要した費用に息づいた進捗分析、ならびに、この分析による問題点の発

見とその対応策の検討に基づいた原価統制が主要な目的となる。 そして、この進

捗分析に関しては、工事原価と工程計画との!則係が明確に把握できる PERT/

COSTや工事原価と施工組織との関係を階附的なマトリックス情造で表現する

VV B S (Work Breakdown Structure)を用いたプロジェクト ・マネジメン卜法の研

究が行われてきた。 しかし、進捗分析による問題点の発見方法とそれに基づく原

価統制(低減)法などのように、本質的に企業のノウハウに係わる研究は、それと

は全く異質な財務会計法などの研究は別として、非常に少ない。

すなわち、工事の進砂時における原価統制とは、実質的には重点管理対象のコ

スト ・ダウンが主な口的となるが、どの部分をコストダウンの対象としたらいい

のか、また、どのような方法でコストダウン するのかに関する研究は非常に少な

く、現場でマネイジする技術者の経験と能力に依存しているのが現状である。

( 3 )工程計画法の開発

ili設工事の工程d十画法として最初に登場した のは、ガント (Hcnry.Gantt. 1861"""" 

1919)によるガント ・チャ ー ト(ganttchart)である。彼は科学的マネジメントの

祖といわれるテイラー (F.W. Tay)or)の指導を受けたテイラ一派の一人で、第 1次

世界大戦 (1914""""1918)中にこの手法を開発したといわれている。 しかし、時間軸

上に作業を棒で表すという与え方は最も基礎的な考え方であり、 4 般にはパーチ

ャート (bar-chart)と呼ばれ、それ以前からも綿々な様式のものが存在していたと

考えられる。この ため、マックグルー (E.H. McGough) も述べているように、 “従

来から行われてきたパーチャートを、ガン トが体系だ てて普及を図 った工程計画

法をガントチャートと呼ぶ" I‘〉と考えるのが妥当であ ろう 。

また、 1950年代にはいると、製造プラントの生産工程管理を目的に、米国海軍

によりラインオプバランス (LOB.Line of Ba)ancc) が開発容れた。 この手法は、

目的とする最終製品の計画生産数量曲線に対して、そのために必要となる材料生

産量の推移を、事前に知ることができる。 また、製造過程においては、現時点に

おける各材料の生産数量が、今後の製品の生産量に与える影響を、把握すること

が出来る。このため、コンクリート・ダムにおけるプラント管理、建築工事にお

ける PC部材管理など、多数の同一ユニッ トが順番に製造、組立られるタイプの

工 事に適用することが可能と考え られている。

1950年代後半になると、現在、ネットワーク手法の中で最もよく使われている

P E R T (Program Evaluation and Review TechniQue)とCP M (Cri tica) Path 
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¥lcthod)が、ほぽ日時期に!泊先された。 CP M'士、作業のjiJr質的u日と作業IHJのsI(j

rj';関係にはづき、 [粍の結民斜路 (criticalpath) をネ 1 トワーク珂品をJ11いて

角干く F訟で、 1957年デュホン朴とレミントランドトt.か、化'下プフントのdii1-ilJ

設!日に JJ~ 1， iJ nfl党したといわれている。 また、 PE R T は、 :~~1958年に米 [111 均九F の

S P 0 (Sprcial Project Officc) が、ボラリス・ミサイルを [~II 党するのに際し、

ブーズ ・ アレン ・ ハミルトン ~I: (:1 川村ント)と共和]で t~~1 免した。 P F: R Tか、吋初、

時間行PI!ljJ心だったのに比べて、 CP ~t はコストと目指 1111との閃係に lfl点、か何かれ、

特に丁.期の知鮪とそれに要する 'l~ m を 線形 ;'~I同法 (LP. Lincar Programming)で求め

るという泣いがあった。また、 PE R Tが作業の所'l!:1・i肢を、来観f!t{(a)、以可能

制 (m)、悲観{出 (b)を三点見積するのに対して、 CPMでは 冊:定的な一点凡Mをm
いた。しかし、その後の改良により、両手法の機能的な Xはほとんどなくなり、

現在では PERT / CPM と、lk べてJlI~、られみようになってきている。

1960年にはいると、急速に PERT CPMのtX及が.i[んだ。この開山の lつ

には、ヲjH寺、随時契約実質汗111Ji式 (ncgotiatedcos いrcimbursablebasis)によ

る工事犯約が符及を始め、このために先注者が工、IITI 聞を以前より厳密に行うよ

うになったこともあるが、 コンビュータの技術革新も、この流れの大きな原動力

となった。つまり、当時は、それまでのトランジスターを使った第 2世代コンピ

ュータか ら、 1 C(lntegrated Circit) を用いた第 31ft代へと飛躍した時期にあ

たり、コンピュータの記憶容量と処理スピードは飛慌が!な発注を遂げた。そして、

この結果、手法のプ ログラム開発か進み、コンピュータ利用による利便性から、

PERT CPMの適用が急速 に進むこととなった。また、このプログラム化の

流れの中で、時間コスト曲線 (tiac-costcurves)表示機能 (1964)、リソースのレ

ペリング機能 (1965)、時間 コストの動的計画 (dynamicprogramming)法 (1967)、

カレンダー機能 (1968)、等の発点が相次いで行われた I&)。

しかし、このように手法の改良が進むにしたが って、 PERT/CPMの持つ

板本的な問題点も指摘されるようにな った。 例えば、不確定要因の多いプロジェ

クト計 l聞では、あるアクティピティー の実施結果が以後のアクティピティーの内

容までを変えることがあるが、このような関係を従来のネットワーク手法でム現

することはできなかった。そこで 1966年に、プリッカー (Pritskcr)は、工托ネッ

トワークの中に、確率表現やフィードパ 1 ク機能を持たせた手法を開発し、これ

を GE R T (Graphical Evaluation and Review TechniQuc) と名付けた。

以上の ように、 1960年代はネットワーク手法の改良とそれを適用したプログラ

ム開発が急速に進められた時代であ ったが、あまりにも手法が随雑となってしま

ったために、かえってネットワーク手法の利用が難しくなるという弊害も生じた。

このために、スタンフォード大学のフォンダール (Fondahl)は、 「コンピュータを

用いない CPMの利用法に関する報告書 J(1962)'・}を発表し、①手法が実用的

で多くのプロジェクトに適用できる、②段階的に計算を進めることにより計関内

容の問題点を発見できる、③手法の前挺条件や解法を理解できる、の 3点により

手計算の有効性を主張したほどである。

1970年代に入ると、我が国でも霞ヶ関ピル建設プロジェクトなどで、 PE R T 
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/ CPMが導 入されるようになったが 、 ネ ッ ト ワ ー ク 法 利 用 の 先 進 国 で あ る 米 国

では、逆に、 PERT/ C PMの普及が頭打ちとなり、 “ネットワーク手法はど

のような工事にむいているか?"といった議論が行われるようになってきた。こ

れは、建設契 約 方 式 と し て 実質清算方式 (cost-plus-fee)や CM}j式 (Constructi

on Management)が普及したことにより、 f契約管理のためのネットワーク手法 J

とい う 位 置 づけは確立してきたものの、これを実際の工事管理までに適用する段

階に及んで、各種の実務上の問題点が発見されてきたためとみ られる。

以上のように、建設契約の遂行を目的とした進捗管理手法として、ネットワー

ク手法の利用は一般的となったが、施工者が行う工事管理のための研究 も続けら

れた。 例えば、この頃からポールソンらにより 「ネ ッ トワーク手法によるマネジ

メント ・システムの統合化」が議論されるようになったが、これも、このような

研究の流れの一 貫といえる。

また、問機な目的から、 ネットワ ー ク手法以外でも、特定の種類の工 事を対象

とした工程計画法やより 簡 便な計画手法の研究が行われた。 例えば、地下鉄やト

ンネルなどの線形的な特徴 を有する 工事に関しては、視覚的に理解しやすい斜線

式工程表 (spacediagram) の適用研究が進められ、超高層ビル建築を対象とした

V PM (Vertical Production Method，J.O・Brien，1975) 17)や高速道路工事を対象

とした LSM (Linear Scheduling Method，D.W.Johnston，1981)18)が、提案され

ている。

また、 1981年には、パー ・チャートを改良した F B C (Fenced Bar-Chart， J. W. 

Me 1 i n)が、提案されている 8・}。 これは、作業閣の順序関係を考慮しないことか

ら起こるパーチ ャ ー ト の 問 題 点 を 解消することを目的とした手法で、作業の余裕

(float)を作業棒の右端から延ばした破線と縦棒 (fence)で表すことにより 、 ①後

続作業との順序関係と、②各経路のトータル ・フロートを図上で理解できるよう

にした。しかし 、 こ の 方 法 は 、 ア クティピティを表す箱を時間軸上にスケールア

ップして表示する T P 0 M (Time-scaled Preceedence Diagrm Method) が、この

後に開発され、 FB Cの機能を凌駕してしまったために、現在ではほとんど利用

されていない。

これまでに述べてきた工程計画法開発の概略を表ー2.3に示す。

( 4 )安全管理法の開発

安全に関 す る科学的研究 は、米国 のThe Travelers lnsurance Company の安全

技師であった ハインリッヒ (H.W. Heinrich)による 『産業災害防止論 (Industrial

Accident Prevention)J (1931)が初期の研究として有名である。彼はこの中で、

災害統 計資料から死亡重傷・軽症 ・無傷 の比を分析し、いわゆる“ハ インリ ッ ヒ

の法則" と呼ばれ る法則 を発見している 20)。 また 1962年には、米国のベル電話

研究所の ワトソン (Watson)がミニッ トマン ・ミサイルの発射制御シ ステムの安全

性 解析 のために FT A (Fault Tree Analysis) を考案した。 1965年 lこは、 コロド

ナー (Herbert J. Ko 1 od ner)が安全性の定量化に関する研究として、 FTAを用い

た研究を発表してい るa1 )。 また、個々の要素の故障が全体システムにどのよ

うに影響 するのか を定性的、帰納 的に求める手法としては、 FMEA (Failure

Modc Effective Analysis) が重要であり、現花では米 [hl航空宇宙局 (NASA)

等の多くの政府機関で実際に用いられている 22)。

表ー2.3工程計両 法 開 発 の 歴 史

年代 開 発 状 況

1910 ガントによるパーチャートの普及

1950 米国海軍による L0 Bの開発
デュポンにおける CPMの開発 (1951)
米国海軍による P E R T の開発 (1958)

1960 米国建設会社でネットワーク法が使用され始める
フォンダールによる手計算法の提案 (1962)
プリッカーによる G E R Tの開発 (1966)

1970 P E R T普及はピークとなり、以後高原状態が続く
オブリエンによる VPMの提案 (1975)

1980 リニア・スケジュ ーリング法の提案 (1981)
フェンスド・パー ・チャートの提案 (1981)

建設分野における安全管理手法としては、上記の安全(信頼性)工学手法や KY

T (危険予知)法などが最近では適用されているが、この分野における初期の研究

と しては、騒音と機械燥作に関するオトボニ (F.Ottoboni) の研究 (1967)23)や、

初めて安全工学にヒューマン ・ファクターを取り入れたデストウォリンスキー

(Lance W.deStwolinski)の研究 (1969)2川.さらに詳細な作業分析をもとに建設作

業への安全工学の適用を体系的に取りまとめたパーカー (HenryW. Parker)の研究

(1972)25)などが有名である。

しかし、我が国におけるこの種の研究はまだ非常に少なく、わずかに小林 によ

る高所作業における心理的負担に関する研究 (1976)2的や川村による橋梁事故解

析への FAT適用に関する研究 27)、それに花安 ・鈴木による建設労働災害統計

データ分析に関する 一連の研究 28) が散見されるのみであり、我が国の工事マネ

ジメントにおける安全に関する研究はまだ底の浅いものといえる。特 iこ、建設工

事においては労働災害の多さもあって、適切な対策の研究がなされないまま法制

度のみが厳しくなるという状況にある。従って、建設工事の安全性だけでなく、

そのためのコストに関する研究が、今後は重要な課題となってくるものと考える。

( 5 )工事マ ネ ジメント 技術の現状

これまで、品質、原価、工程、安全という 4要素に分類して、工事マネジメン

トに係わるマネジメント手法の開発と現状について述べてきたが、各要素に共通

していえる特徴は、各要素ごとの数値情報を操作するものが多く、他の要素との

関係や、それらを総合的に判断する方法、それに定性的な情報の取扱い方法に関

しては、あまり研究がなされていない。 例えば、品質管理では品質保証の概 念が

強調された結果、コストとの関係はそれほど重要視怠れてきていないし、原価管
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.Pr.においても財務会計的な支出管理が中心をなし、工粍や品質とのI主i係も;¥めて

官時する研究は、あまり進んでいない。また、安全管即においては、 FT Aや F

MEAなと、安全性の定量化に関する手法は存在するものの、これらを工事マネ

ジメントに適用するための応用研究は、あまり行われていないのが現状である。

以上のように、工事マネジメントの遂行に必要な手法には、①主に数M情報だ

けを取り扱う、②複数の管F主要素を同時に取り扱いにくいなど、まだ数々の問題

点が存在する。例えば、 工程と投入資源や原価との関係を点す手法として、これ

までPERT/・anpowerやPERT/coslなどの手法が健案されているが、これらの手法は

工程と資源や原価との関係を単純な 数傾関係で表しているだけであ って、これだ

けでは工事マネジメントの中で旨く利用することはできない。

このため、以上のような問題点に関して、工事マネジメント業務の中にどのよ

うに組み入れるのかという視点で、今後とも具体的な研究を進める必要があるも

のと考えられる。

-34 申
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第3節 建設マネジメント組織

1.工事マネジメント組織の現状

( 1 )工事マネジメントの定義

近年、米同においては、 ili ‘没プロジェクトの新しい，，~Ü犯約の方式として、図

-2.2に示したような CM (Construction Management) 方式か採用されるケースが

多くなってきている。この CM方式とは、従来からの 一括d負契約 (Iump-sum

contract)では対応できないような、大きなりスクが存在する大規模工"Jでよく用

いられ、 CM r (Construction Manager)と呼ばれる建設 プロジェクトのプロフェ

ッショナルが、設計段階からプロジェクト完 fまで施主のコンサルタントとして

活動し、そ の技術力の対価としてフィーを受け取る 2・3。これはコストプラスフィ

ー契約とよく似ているが、フロジェクトの設汁 ・計画段階から参加して、設dが

完了した部分から段階的に工事を発注する段階的発注 (fasedconstruction)によ

り、従来より早期にプロジェクトを完了することが出来る点が異なるといわれて

いる 30)。

そして、このような CM方式では、当然のことながら、胞主、設計者、 CM r、

サブコントラクタなど多くの組織が建設プロジェクトの遂行に関係するため、関

係者が工事のH回や進捗状況に関して共通のd、識を持つ必要が有り、そのための

手法として P E R Tや C P M等のネットワーク 手法が再評価されてきている。ま

た、 CM rは技術の対価としてフィーを受け取るのであるから、中核となってプ

ロジェクトを推進していくための豊富なマネジメント技術力が要求され、この意

味からも建設マネジメントの契約形態としての面だけではなく、技術的な側面も

喧要視されるようになってきている状況にある 3I )。

簡数のM負契約社

図-2.2 C M方式による建設プロジェクトの契約形態 Sり

rProfessional Conslruclion Manage.entJより}

本研究は、企画から維持管理までの建設プロジェクトの流れの中でも、直接的

に施工と関係する「施工計画・管理」部分を研究対象として、これを工事マネジ
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工事マネジメントとは

目的とする構造物を 概築するための生産活動を合目的的に行うために、

生産に関わる人や物、金、それに情報を組織化、システム化して、さらに

これらの生産組織やシステムを目的を遂行するために統制し運用すること

管理論においてテーラーかファンクショナル組織を、フェイヨルがライン組織を

提唱した。前醤は、技術への対応を屯視する専門化 ・効<f1型の組織形態を志向し、

生産においては規模の経済性が1~ られるが、職fìE:部門聞にセクショナリズムが生

じやすいという短所がある。これに対し後者は、外部保頃への適応を喧視する秩

序化 ・問題解決型の組織形態であり、環境への適応性に優れるが、技術の内部蓄

積が行われ難いという短所を持つ。

この両者の短所を補う目的から、 1850年代の米国でラインスタッフ組織が考案

された。さらに、これをより環境適応型に改良したものが、地域もしくは生産品

ごとに分権化された事業部組織であり、より職能別に集約したものが聡能部門別

組織 とJえる。また近年になって、組織を取り巻く環境がより厳しくなったこと、

技術的な不確実性が増大したことに対応するための組織動態化の手法として、職

能部門制組織と事業部制組織を 2次元的に組合せたマトリックス組織 や、新たに

プロジェク ト組織、 ネ ットワーク組織 3d) などの慨念が登場してきた。

以上のように、組織は経営環岐の変化に対応して自ら組織形態を変化させてき

たが、この過程においては凶ー2.3に示したように、①仕事の専門化・効率化、お

よび②組織秩序の維持と問題解決の効率化、という 2つの相対する目的が存在し、

この両省・の重みのバランスによって、いくつかの組織形態が提案されてきている。

メントと称しているが、この言葉には、 1::に米国において発注した 1E (Indust-

rial Engineering)、 VE (Value Enginecring) 、 QC (Quality Control)等の近

代マネジメント手法を建設現場に適用し、n:Fl~業務の近代化を院]りたいという意

関がある。そして、その方法として、米同の CM方式で用いられる、工程ネット

ワーク手法を中肢としたマネジメント・システムを、我が開の実状に合わせて改

良することにより、現状の工事管理業務のqlに取り入れることが点要であると考

え、本研究の主要なテーマとしている。

本研究では以上のような認識のもとに、 仁事マネジメントという 3葉を用いて

いるが、以後の研究内容を明確とするために、ここで改めて本研究における工事

マネジメントの定義を行っておく。

この定義により、工事マネ ジメントにおいては、生産材としての人や材料や金

を効事的に使用して工事を遂行するための組織、 及びその遂行を円滑に行うため

の組織内部や組織聞の情報伝達が必要不可欠であることがわかる。つまり、工事

マネジメントにおいては、マネジメントを実行するための 組織」と組織が効~

的に活動するための f情報 システム Jが重要な 構成要素となる"、

本研究は、工程管理業務を中核とした工 事マネジメントのシステム化が目的で

あるが、まずそのようなシステムが稼働する組織 と情報システムの本質を明らか

にすることを目的として、この両者に関する現状とその問題点、および今後 のあ

り方に関して、以後、基本的な考察を加える。

( 2 )マ ネジメン ト組織の発達

人聞は個人としての活動の限界を克服するために、様々な協働を展開してきたo

この協働システムが時代と共に高度化されて来たものが“組織"と言われている。

このような組織 には、外的な環境に影響 される中で、組織 自体の効帯化を図ろう

とする特長を持つが、これ を踏ま えながら随 維な組織現象を解明しようと考えら

れたのが状況適合理論 (ContingencyTheory)である'‘¥この状況適 合理論と は、

ロー レンス(Lawrence，P. R.)とローシェ (Lorsch，J. W. )により 1967年に出版された

r組織 と環境』 の中で、技術 ・市場の変化の激 しい環境のもとでの組織 の内部特

性の条件適応性を論じた理論 で、組織が直面している不確実性や多織性に適応す

るための一般理論を追求しようとするものであり、後に サイ パ ネテ ィク スの概念

を援用することで、 環境変化に組織が動態 的適応するメカニズムを示すものとな

7，')')ショす品

ライン

組織

専門4t
9h ~慎 重色

:.1IIi告書門 制.. 
う{:/'7.1?7 

組鎗

組

』
FL

・
-z
 

動健闘
副

秩序化・ 問題

解 決型

..&6制
組総

?ト'h，)7.

組織

図-2.3経営組織形態の発展過程 s・3

った。

( 3 )辿設企業 の組織形態

以上のような経営組織の発展過程の中で考えると、建設企業における現在の組

織形態は、図-2.4で示すように、全体としては本社と独立採算的な支庖という事

業部組織であり、その内部は人事・管理等のライン部門と、経理、設計、見積等

この理論で明らかになった ことは、組織形態 と環境適応、 組織 戦略には一貫 し

たパターンが存在し、こ れに沿って組織形態 が発展して来たことである。古典 的
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第 2r，t 工事マネノメント構成に関する研究

の職能別スタッフ部門に機能化 8れたラインスタッフ組織と言うことができる。

また、地方中核都市には営業機能を集約した機能組織として営業所が設置され、

工事の受注に対応して、その工事を完成させるという単機能を持った作業所組織

が編成され、工事場所近辺に設置されるのが一般的である。

以上のような建設企業の組織構成は、建設生産システムの特徴から、地域性の

強い組織構成となっている。つまり、組織を本社から作業所にいたる縦楠造と見

ると、一部の権限に関しては、地域に密告した支庖ないしは作業所などの下位組

織に、より多く委譲されている。このような特徴により、建設企業組織は巨視的

にみると地域的事業部組織とみなすことができる。

( 4 )作業所を中心とした生産組織

前述したように、工事の受注に対応して編成される作業所組織は、その工事を

完成させるという単一の機能を持って、工事場所近辺に設置されるのが一般的で

ある。これは、生産活動の大部分を現地で行わなければならないこと、さらに屋

外生産のため自然環境の影響を強く受けること、個別受詑生産であること、など

の建設生産の特徴に起因している。

【ラインスタヲフ ..】

I人 事 管 理II 
【虫色量量規事..制11.】

【プロジェクト11.)

図-2..建設企業の組織形態

特に、交通機関や通信手段が未発達であった時代には、工事の途中で一時的な

援助を外部から得るためには、多くの困難を伴ったために、建設工事組織は、そ

の工事を遂行するための全ての機能を保有するのが普通であった。

そして、このような組織形態は、①明確な達成目的を持つ、②目的達成のため

-38 -
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の全機能を保行する、③所長を頂点、としたピラミッド柄jiEを形成する、④組織の

述営はトップダウンで行われる、等の特徴から問題解決引のライン組織というこ

ともできるが、⑤組織存銑の期間が有限である、⑥組織偶成がプロジェクトの進

行と共に変化する、という特徴から、 一般にはプロジェクト組織、またはタスク

フォース (taskforce)と呼ばれる。

このような特徴を持った作業所組織は、阿世2，5に示すように、建設 E引を遂行

していく上で、他の多くの組織と関係する。この図の中で、作業所組織と協力会

社組織がー体となって辿品工事のための組織を形成してきたが、近年の住投プロ

ジェクトの大規模化や被雑化により、特殊技術を持ち特定のゼネラルコントラク

タに属さないサブコントラクタや、大型機械を保有するリース会社などとの関係

が重要となってきている。

~主 (owner) 

協力会社組織

}..，...ー込一一「

| 尊着陸 | 

|サプコン|

図-2，5作業所を中心とした組織聞の関係

2.施工環境の変化と組織の動態化

( 1 )作業所組織の動態化

近年、社会経済変動に伴い、建設企業ばかりでなく企業経営を取り巻く環境は、

大きく変化してきている。また、それに起因する不確実性も増大してきているた

めに、これらを個別の部門だけで対応するのではなく、全社組織で対応する必要

が起こってきた。この結果、例えば図ー2.6に示すような従来のスタッフ部門の権

限を強化した本支庖聞の組織形態や、委員会や研究会などの部門間にまたがる組

織形態など、ラインスタッフ組織をマトリックス組織に変更する試みが多くなっ
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てきた。

また、住設生産に直接係わる状況を凡ても、

① 工 事規棋の多峨化、

② 職員の高齢化・何年齢化、

③施工条件の不砿定化、

④施工技術の高度化 ・複雑化、

⑤tr'i報処理・通信システムの発述、

@ 交通 手段の発述、

など近年にな って急速に変化してきており、作業所組織の編成にも大きく影響す

るようにな ってきた。

この結果、①小刻みに人μ構成を変化させ難い、②ピラミッド(年功序列〉型

体制が取り難い、③全ての機能を保有するためコスト増となる、④現場職員にと

って新技術の修得が難しい、などの問題点が指摘されるようになってきている。

ローレンスとローシェによる状況適合問論に示されているように、組織形態は

環境の変化に適応して変貌するものである。 そして、以とのような多間多様な環

境変化に l白隠さらされる作業所組織は、今まさに組織体制の変更を迫られている

状況、すなわち 「組織の動態化J状態にあると考えられる。

リップマネジメント I I 

(本間) I人事 ?I 

|什技術部門村

IH設計部門 H
H.... ._h 
H経理部門村

図ー2.6住設企業におけるマトリックス組織

作業所組織の動態化の手段としては、支底組織と作業所組織のマトリックス組

織化が考 えられる。これは、工事に対する両者の権限配分の割合を変化させるこ

とによって可能となるが、当然のことながら工事規模や施工条件は個々の工事で

異なることから、様々なケースが考えられる。

支庖組織と作業所組織が持つ権限の比率から、組織形態の変化を図示すると図

-2.7のようになる。すなわち、建設工事に関する全ての権限が作業所組織に与え

られている場合が、純プロジェクト組織であり、その逆が純ファンクショナル組

-40 -

第 2市 CIJrマネジメント 桃1&に閉する 研究

織〈つまり作業所組織とい う別組織が{f.(t・しな い) で、マトリ γ クス組織は この

両者の中間に仲間することにな る。 また、 f'lx: r~r 組 織怖 h.l(:に影響する~い! と 組織

形態との関係を定性的に検Jした結果を、 )< 2.4に取 りまとめ た。

。% 川%↑一

作業所組織 工
事
9圃~ 

相理

~ 
対に

支庖組織 的関
摘す

100刈 ¥¥E O%F艮ーιる

純 マ 純

フ ト プ
ア リ ロ

ナン 組ツ 組ジ

ルク ク ヱ

組シ 結ス 縮ク
織ヨ 卜

図-2.7組織形態と行FIl舵限との関係

表ー2.4組織構造選択に関連する要閃

組織構造選択に 選択される組織形態

25響する要因 マトリックス組織 プロジェクト組織

建股工事の規模・期間 中小規棲 大規接

工期制約 縄 L、 厳しい

原価制約 厳し い 緩 L、

資源制約 厳し い 鰻 L、

( 2 )マトリックス組織の編成

最近の工事マネジメントでは、事務職員が数現場を兼務するとか、支庖にプー

ルした技術職員を一時的に忙しい作業所に派遣するという現象が既に起こ ってい

る。これは、①工事用資源の共同利用、②固定経費の削減、③リスクの分散、④

需要変動への対応、等を目的として、彼数現場の最適化を図るマルチ ・プロジェ

クト組織的な考え方が取り入れられたもので、今後その必要性がさらに増してく

ると予測される。これなども、プロジェクト組織のマトリックス組織化の傾向を

示唆したものととれるが、今後の作業所組織形態の傾向としては、図ー2.8に慨念

的な傾向を示したように、組織形態のパリエーションが多くなって行く中で、全
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体としては支応官聞の色彩の強いマトリ 1 クス組 織へ移行してfrくものと惟定さ

れる。
第4節 マネジメント情報システム

1.マネジメント情報システムの発達

時
代
の
推

移 一一一

(過去)

(現在)

( 1 )作業所を中心とした情報システム

関-2..(に示したように、建設工事を自慢的に推進する作業所組織は、その目的

を述成するために、種々の外部組織と述抗してマネジメント業務を実行している。

そして、このような連携を実行するためには、文字情報だけでなく地形や土質な

ど様々な形をした情報の伝達が必要不可欠である。

しかし、これまで作業所で利用できる情報システムとしては、郵便や電話、そ

れに電報がほとんどで、情報伝達のスピードや確実性、ならびに伝達できる情報

の将類には、大きな制約があった。 このため、会計情報や通達文書など作業所と

支庖問等の情報量の多い組織閣では、人間がt-，f}煩を運んだり、緊急の事態に対し

ては、その道の専門家が現場に直行するなど、人間の移動に大きく依存した情報

システムであった。

そして、園内の交通機関が現在ほど整備されていない時代においては、人間の

移動には時間がかかり、緊急事態に対処できない恐れがあった。 また、人間の移

動には大きなコストを伴うため、これまでの作業所組織では、建設工事を遂行す

るために、建設機械や技能員、それに技術者等、ほとんど全ての建設資額や機能

を保有しているのが普通であった。 そして、保有している資源を効率よく用いて

如何に速く工事を完成させるのかが、 工 事マネジメント技術者の腕前とされてい

た。

現在では、新幹線や圏内航空、 高速道路など、高速交通ネットワークの整備が

進み、人の移動は大変スムーズとなってきた。 また、通信技術の驚異的な発達に

より、これまで音声しか伝達できなかった電話回線を用いて、文字や画像情報ま

でも高速に伝えることが出来るようになったo また、現在普及が進んできている

1 S D N (Integrated Services Digital Network) では、文字や音声、それに画

像情報を同時に高速で通信できるようにもな ってきて いる。

このような、交通手段や通信技術の発述は、作業所を中心とした工事マネジメ

ント ・システムにも大きな影響を及ぼすことが容易に想像できる。従って、以前

の交通 ・通信技術を前提として構築されてきている従来の作業所組織と、そのマ

ネジメント情報システム (MIS，Management Information System) は、現在、この

ような新しい技術を前提とした形態に変革が迫られている状況にある。

また、工事規模の大型化 iこともない、工事マネジメントを行う技術者も多くな

り、作業所組織は拡大してきている。このため、これまでは少数の担当者間の打

ち合わせだけで済んでいた情報交換も、関係者が多くなることによって、打ち合

わせだけでは済まない状況になってきている。このことからも、作業所内部のマ

ネジメント情報システムを整備する必要がでできている。

(将来)

純
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ル
組
織
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図ー2.8作業所組織 形態変遷 の概念図

また、我が固においてはマトリックス組織を組織活性化の一手法 と考える見方

がある 11)が、前述した「現場職員の高齢化、同年齢化Jという今後の大きな問題

点に対応するためにも、現場職員を固定的な基幹要因と 一時的な派遣要因から 構

成するというような、作業所組織のマトリックス化が進められるのではないかと

抑制される。 そこで、このような組織形態の 一例を関甲2.9に示す。

・・ 4・・・・・ -@]-f.・・・・・・ ，・........ . ・・
守 : 姐 ーーー唱 抱 ー・・:担 : I - ，- I : Rt : : s:t : :担 :
:当 : :当 : :当 : :当 i
者 . -. . . • . 者 -・・・ 者 . . . . . . . . 者 : ._. 王Et-.-. ..oC3I " I I .. -"'"" . . ・.
-・.， -'・・・ -・:・ ー一一一:ー+ ・・.ー- .. 

. ・-・..-ー

4主任

図-2.9マルチプロジ ェク ト組織の例

-42 - -43 -



第 2章 工事マネジメント構成に関する研究

すなわち、工事マネジメントのための情報システムは、外部組織との間だけで

なく、組織 内部の構成員間でも重要さを増してきているのが現状である。以上の

ような観点から、作業所組織と外部組織との関係や、作業所組織内部の情報通信

システムの構造を慨念的に表したものが、 図-2.10である。この図では、作業所と

現場に各々設置された通信ネットワーク、 LA N (Local Area Network)の閣を専

用回線で接続し、両者間の情報を一 元化していることと、作業所と 外部組織との

情報伝達は公衆回線を用いて行っているような、作業所を中心とした通信ネット

ワークの例を図示している。

。作業所組織

図-2.10作業所を中心とした情報通信システム

( 2 )情報システム 機 器の発達と OA化 一組織の分権化と集権化 ー

以上のような作業所を取り巻く情報システム技術の変化を受けて、作業所にお

ける 工事 マネジメント情報システムも当然更新されなければならないが、ここで

はマネジメント情報システムのこれまでの流れを振り返る意味で、これとほぼ同

意語で用いられて来た oA (Office Automation)化の歴史について考察する。

我が国で最初に OAと言 う言葉が用いられ始めたのは 1950年代後半であるが、

この時の主要な情報処理手段は汎用大型コンピュータで、 主に数値情報を対象と

して、基幹的な作業や意思決定過程に適用さた。これを後に第 一 次 OA化 と呼ぶ
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ようになったが、次ぎに OA化が叫ばれ、第 二次 0八化と呼ばれるのは 1970年代

未で、この時はパーソナルコンビュータやファクシミリ、ワードプロセッサーな

どの登場がきっかけとなった。そして、ここでは伝統的 ED P (F.leclronic Data 

Processing)システムに適さない文字情報の処聞が主な対象となり、末端現.t:t¥の

小規模業務や非定型的な意思決定過程で適用され、職場ごとの局所的、自主的、

それに個性的な分散処理 (DislributedProcessing)が志向された。

このように、異なる動機、目的から oA化が進んだことにより、階層的な組織

構成の中にあって、① トッフダウン的 な情報化の流れと、②ボトムアップ的な情

報化の流れの聞で、情報の不整合が生じている状況にある。例えば、組織の中の

権限には、 ①業務的な意思決定 lこ関わるも のと、 ②戦略的な意思決定に関わるも

のの 2穫類が存在するが、このような観点から組織の中の権限の集中度の変濯を

検 討して みると、前述したように 全 体的には分権化の流れにあると 言えるが、こ

の分権化の流れは、業務的意思決定に関する権限に限つての現象であり、戦略的

意思決定権限に関しては、むしろ集権化が進んでいると考えられる。

この原因の一 つに情報の流れが速くなったことが挙げられる。つまり 、よ り組

織の下層での活動状況が、すばやく把握できる情報技術の発達が、業務的な怠思

決定についてではあるが、権限の委譲を進めたという考え方である。しかし、情

報伝達の迅速化ということは、全く逆の考えかたをも可能にする。つ まり、より

下層での活動状況が素早く把握できる状況が、極度な集権化を可能とする要因と

も成り得るからである。

このように、情報システムの発達は、組織における権限の配分 に大き く影響す

るので、 マネジメントのシステム化を検討する場合は、この点に関して今まで以

上に明確化しておく必要がある。

( 3 )情報システムの発達と権限の委譲

組織における権限には、①業務的な意思決定に関わるものと、 ② 戦略的な意思

決定に関わるものの 2種類が存在する。 そこで、組織における権限の配分という

観点からマネジメント組織体制の変遷を見てみると、前者については分権化、後

者は集権化傾向と見ることができる。これは、①情報の種類や璽が増加したこと、

②情報の流れが迅速になったことによる。つまり、より組織の下層での活動状況

が、すばやく把握出来るような情報通信技術の発達が、戦略的意思決定権限の集

権化を押し進める状況となった。 (図-2.11)

このように、情報システム技術の発達は、組織における権限の委譲や業務体制

のあり方に大きく影響する。このため、マネジメント情報システムを構築する際

には、組織形態との関連を今まで以上に 配慮したシステム設計がなされる必要が

ある。すなわち、業務構造と情報の流れをシステムズ ・アプローチにより分析す

るだけでなく 、 各組織構成員聞の責任と権限のあり方を、多くの関係者のコンセ

ンサスを得ながら明確化していくことが必要である。
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に ~J~ マネジメント桃/J.文に|世|する研究第 2中ゴ:・Jrマネジメント椛成に!悶する研究第 2刀

工事マネジメントのモデル化

( 1 )マネジメント業務モデル

ここでは、新たなマネジメント↑Jj報システムの開発過れ'につい C検 Jするか、

この j品粍においてはマネジメント業務モデルが非常に ifl1むな役割を史 t.寸。すな

新たな↑11報システム技術の開発は、l'i<1-2.12 に示したように、 I泣初に①1・1わち、

象となるマネジメント業務の構造を分析してモデル化し、次に<i:このモデルを新

たな fJj報シス テム技術の適用を，iiif足lこ改良し、最後に③このモデルに J，lづき組 織

の改良とここで適則するソフトウェアの開発を行う、といった 3段階で行われる

の が、開発省が意ぷ的に活動す るかどうかは別として、 . A¥}'的である。

この際、情報システム技術の革新が大きな議閃とな ったことは、前項で述べた

すなわち、どのような的報システム技術を利用するのかによって、

システムの構造は変わ ってくる。 例えば、入手でパーチャートを

とおりである。

マネジメント ・

A
H
U
集

権

化

分
権
化

作成して程行理を行う場合と、これをネットワーク法によりパソコンで処理する

場合とでは、ただn力化されるというだけでなく、 J画の協議Jj法や外部組織 へ

の報告(情報伝達〉方法など、マネジメント ・システムの情造円体が変わってく

るのが自明であり、この変化を明確に把握してシステム開発を行うことが重要と

そして、このようなシステム構造の違いを明示的に表すのに適したマネジメン

ト業務モデルの開発と、これを用いたシステム化が重要となる。しかし、現 状 に

おいては、このようなトップダウン的な方法はあまり行われずに、開発者が自ら

の経験と勘により、マネジメント業務の中からシステム化しやすい部分だけを選

虫食い的にコンピュータ化するというボトムアップ的な方法が一 般 的 であ

すなわち、新しい情報システム技術を用いてシステム化を図っているにら
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凶-2.11システムの先述による権限の委 譲

( " )作業所組織における情報システム化

初期!のマネジメント flj報システム化では、大型コンビュータを主な道具とし、

:本 支仏組織がシステム開発のよな対象となった。しかし、最近では飛躍的に進歩

を遂げた oA機器、特にパーソナルコンピュータによる情報システム化の試みが

多くなされるよ う に な っ て き た 。 こ こでは、この場合の留志点を 3点示す。

第 l点は、前記したようにこれまでの oA化の流れには 2種額あり、その 一 つ

は本えJ占を対象とした第・次 O A化の流れであり、もうーつは現場事務所におけ

る第.次 oA化 の抗れである。そしてこの後再は、吋初、作業所事務所内にお け

る倒人レベル の杓来軽減化という前行と は 災 な っ た 口 的 と 動 機 を 持 っ て い た と い

える。このように、異なる動機・目的から oA化が進んだことにより、現在、

の両 fiの聞で情報の不整合が凶在化してきている。これに対処するためには、本

社 ・立rJi.作業所組織といった、階層的組織問における必要情報を明確にしてか

ら、システム開発を行うことが必要である。

また第 2点は、企業内において比較 的独立的存在であった作業所組織が、

に閃述する他の内部組織との仙報伝i主が 迅 述 化 さ れ る こ と に よ り 、 こ れ ま で よ り

独立性を少なく す る と い っ た 状 態 が 想定される。つまり、情報システムの発達が

怠思決定権限構造を変化させるインパクトとなりうることである。従って、

テム化を図る以前に、本支庖組織と作業所組織との間で、 責任と権限の関連を明

確にし て お く ことが重要である。

また第 3点 は、これまでより少人数で効率的にマネジメント業務を遂行してい

かなくてはならない作業所組織の中にあっても、職員聞のコミュニケーションを

阻害 しな いように、全体として効率の良い分散処理システム を構築していくこと

が 重要となる。こ の点 に関 して は、 例えば LA N (Local Aria Network)や BB S 

(Bullctin Board System) などの情報システムを作業所組 織内にも実現化して、

効率的な情報の共同利用を進める必要がある。
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工 !I~ マネジメント描"支に IlJ.Jする研究第 21立[Hfマネジ メント構h父lこ閃寸る研究第 2fp

か かわらず、現状のマ本ジメント構造の整時と 1'1検 討 を 行 わ ず に シ ス テ ム 化 を 行

っ ているのが 4 般的 であり、この結 果、予氾!L t.ほとの幼果をあげられないとい

うケースか多く (j(f.する。

プの IJ;i休iとしとは、現状のメステム をモデル化して検討するということが煩 雑

で あるということだけではなく、このよ うな マネ ジメ ント 業務 シス テム を モデル

化ずる刀法 1'1体が、十分に研究されてきていないという問題点も、強く指摘され

な ければならな L、。すなわち、これまで発表された研究の中でも 、 工事マ ネ ジ メ

ント来務のモデル化に関する研究は)11古に少ない。唯ー、この分野に関するまと

ま，た研究としては、 現場管理体系研究グループ (f.木?会建設マネジ メント委

口 会システム開発小委n会)によるも のがU在する S引

この研究では、マネ Jメント作業の 洗い IBしから、その分析とモデル化の }j法

約 5年間をかけて検旬、Iし、 “基/ド単位業務"という慨念とその表現}j

法としての {業務仕械 ltfJを新たに槌 定している。しかし、このような巧え方の

背;;lに(J{E 9"ると考えられるシステム ・モデルを、明示的に示すところまで研究

が.i1tまなかったことから、研究全体か理解しにくく、実際の問題に適用すること

が閑難な結束となっている。

すなわち、孜々が来訪のシステムを 検討するとき、混然と捉えてい る問題構造

を 明確に把がする こ と が 非 常 に 屯 要 であり、そのための構造化}j法、すなわち業

務モデルを明確にする必要がある。

( 2 )業務モデルの表現方法と巾{企業務モデル

工事マネ ジ メントの情造を表現する }j法の 一つ に、 FB S (Functional Break-

down Structurc)がある。これは工事活動 を ト ッ プ ダ ウ ン 的 に 分 解 し て 階 層 的 な

ツリー椛造で表す W B S (Work Brcakdown Structurc)と同 械に、 工 事マネジメン

ト 業務の構造を点す方法だが、これを 用いるとマネジメント業務構造は図-2.13 

の ように表わされる。しかし、この方 法 は マ ネ ジ メ ン ト の 構 造 を 静 的 に 表 現 す る

業傍聞の怠思決定 11国序や情報伝達経路などは表現できない。

そ こで 、マ ネジメント構造を動的に 表 現 す る 刀 法 が 必 要 と な る が 、 先 ほ ど の 工

程管理の例では PE R T (Program Evaluation and Review Techniquc) などのネ

ッ トワーク・モデルが 一般に用いられ る。しかし 、例えば PE R Tを用いた場合

に は、 業務 問の!順序関係は表現できても、情報の流れや怠思決定の関係までを明

確に表現することは難しい。この点、システム記述のための階層的な図式言語で

ある SA D T (Structurcd Analysis and Design Technique)'引は、業務に係わる

意思決定情報や制御情報、それに参照情報などを動的に表現することができる一

つの方法と考えられる。

この SADTを 用 い て 工 事 マ ネ ジ メントをトップダウン的に分 解 していくと、

“一 人 で 効 率 的に行える縁小単位"といえるレベル、言い替えると“一人で行え

る鼠小の怠思決定レベル"が存在することが解る 。こ れを我々は一般に“業務"

と呼 び 、 日 常 のマネジメント活動の中で経験的に把促し、各組織構成員に割り当

て ているもので、前述の報告書の記述で 表す と“ 業務 とは 業務 仕横 書で 定義され

た法本市位業務"ということになるが、ここでは単に単位業務 と呼ぶこととする。

川条例の倹討l
n fi!.:~ 11 /付図l

イ原価低減法検討

長終原価の子想

j.d 
l [准惨状況の 3析

lil令休 l智の f測

~ E2 期健の
] r (既払金集計

|原価管理トt( 

実行子賞作成

J JJ 1:1工 程管即

|当初計桝作成

i州 r.門 仰|t:程管理トオ

ン
サ
イ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

つぎに、この単位業務の内容を詳細に検討すると、あらかじめ決められた 一定

の手I1闘で処理できる部分と、その結果と外部の情報をもとに現状を評価し J意思決

定を行う部分から構成されることが解る(ここでは、前者を処理システム、後者

を判断システムと呼ぶこととする)。基本的にマネジメントとは、 ¥EE思決定 を

有機的に結合したもの"と考えられるので、 m位工務においても判断 システ ムが

E体となって他の閉(企業務と関係づけられ、処理システムはそのための情報加て

システムにすぎないと考えられる。

しかし、前述の業務仕峨書では、これらの区別は特に行われていない。また 、

全体の処理手順をフローチャートで表現しているだけで、他の単位業務との関係

も明確にはされていないという問題点があった。これらの問題点を解決するため

に、 m位業務関係を SA 0 Tで表現することを検討してみた結果、図ー2.H 

うに判断システムと処理システムを区別し、業務問の関連は意思決定情報により

結び付け、処盟システムは従米のフローチャートで記述する刀法が、全体の業務

モデルを表現するのに適ちではないかと考えた。すなわち、これがマネジメント

構 造 を 検 討 す る 場 合 の 基 本 単 位 と な る も の で 、 本 。 告 文 で は こ れ を “ 単 位 業 務モデ

ル"と呼ぶこととする。

( 3 )単位業務モデルの適用刀法

以上のような単位業務モデルを階層的に組み合わせることによって、図ー2.12 

の中で示したマネジメント業務モデルを明示的に表現できる。そして、このよう

な階層構造は、現場所長から担当者の聞のライン型組織構造に対応した意思決定

レ ベ ル に よ っ て 規 定 さ れ る 。 こ の た め に 、 作 業 所 組 織 の 編 成 に お い て は 、 表-2.4 

の評価要悶と関一2.7の 作 業 所 組 織 と 支m組織問の権限比率により、その建設 プロ

ジェクトに適応した組織形式を戦略的に意思決定することが必要となる。そして、
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に ついて、
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.T: ~ I~ マネジメント椛1&に関する研究第 2草:工*マネノメント 構成に関する研究第 2辛

ニコロ

本研究は、 工 'l~ マネジメントの【l' でも中核となる工程 ~I・同業務の解明と知識 .1:

乍 下 法 を 用 い た シ ス テ ム 化 を tJ 的としているか、本市では、このための誌礎的・l~

lfiを明らかにする 11的で、エ.'lrマネジメント下払の Ij日発経過と現状の問題山、

よび、組織構造とそこで稼働する的報システムの党連の歴史、それに現状におけ

る 問 題 点 に 関 し て 活 礎 的 な 考 察 を 加 え た 。

工事マネジメントを遂行するための方法は、テーラーによる近代マネシメント

法の創設以来、米同を中心として oR (Operalions Rcsearch) や 数 理 計 画 モ デル

をHJいて進められてきたが、これまでの方法は計i町の鼠適化や、現状分析と J価

に関する研究が多く、そのような分析結果に基づき、それではどのような対応策

を実行するのかといった意思決定 }j法に関する研究は非常に少ない状況にある。

これは、工、I~ マネジメントが取り扱う問題情造か、他の問題と比較してより抱維

お

結第5節
この組織形式に息づいてマネ ジメント 業務モ デル を階制化し、次にこのけJ の t~ 位

業務をグループ化して聡位 (pOSl)とし、この職位に職務 (duty)と膿 責 (responsト

b i 1 i l y)が付加ぢれることによ って、新たな組織を組み立てることか可能とな る。

ここでは、本研究の主要な研究対象である r程計画業務にこのモデルの適用を

試 みた。凶-2.15 は、 工程計ゆi の段初の段附で行われる椛:ill~十両業務を単位業務

モデルで点した怯|であり、似1'1'の 各単 位業務は史に下荊に作布する詳細な tj1位業

務ネットワークから構成される。つまり、このような記述により予めマネジメン

ト問題の 構造 を明かとし、この情造を新たな システム化技術の適用を前提に改良

した後で、組織改編を行いながらソフトウェアの開発を進めることが重要である。

本研 究 で は 、 以 上のような観点から、以後、 工程計画業務のシステム化方法につ

いて論じることとする。

であることに起肉するもので、本市で述べてきた手法では解決しにくい問題と考

えられる。このような悪構造問題を解決するシステム化手法としては、近年人工

知能技術が脚光を浴びるようになったが、この仁‘r~ マネジメントへの適用 }j 訟に

ついて は、次 i立で詳しく述べることとする。

また、マネジメント業務のシステム化とは、コンピュータ・ソフトウェアの開

発だけではなく、それが稼働するための組織の改良も含めた活動という観点から、

/ド市では、 第 3節でマネジメント組織を、また第 4節では情報システムに関して

巧察を加えた。すな わち、マネジメント組織情造の変遷やマネジメント情報シス

テムの発展経緯などの基礎的な JS察か ら、 それ らの 知見 に基 づい た工 事マ ネジメ

ントのモデル化の必要性、および、モデル化のための単位業務とマネジメント業

(知識ベース)

ここでの身察は、市.nがこれまでに行

そこでの経験にほづく知見によるも

務モデルに ついて巧察 を進めた。しかし、

ってき た情報システム構築のための研究や、

ので、今後このような 考え方を実証するためには、

析 と モ デ ル 化 を 進 め て い く 必 要 が あ る 。

また、作業所組織の編成方法についても、ノド11の最後に L下 苫及したが、現実

の作業所組織編成は、経験的に獲得した知識に基づいて行われ、実際のマネジメ

ン ト 活 動 を 通 し て 、 組 織 構 造 や 構 成 員 間 の 業 務 分 担 を 調 整 す る ノi法がとられてい

このような考え方は、非常に柔軟性があり、不確定要素の多い工事マネジメ

実際のマネジメント支部の分
SADTを則いた単位業務モデル図-2.14

る。

ントにおいては、これまでは妥当な方法であったといえよう。しかしながら、現

在建設業が直面している環境の変化に対して、これまでのような経験的方法だけ

で対応できるかどうかは 疑 問である。今後は、以上のような業務モデルに法づく

作業所組織編成五法について、さらに研究を進める必要があるものと考える。 同

今後これまでのような経験的方法だけで、織に、従来の情報システムの開発も、

とも旨くできるのかどうかを充分に検討する必要がある。
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図甲2.15単位業務モ デ ルによる 工 鞍 計 画問題の表現(構 想化段階)
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知的，[f'Jl ，11' (111j システムに I~lする研究第 3i;'.: 

ニコロ結第l節

“1.-*は経験工学である"とよくなわれるように、 Lノト E学では古くから経験

的な知創設がm要な働きをしてきた。これは、科学的に解明しにくい自然や社会現

象を対象としていることに基本的な似凶があるためと 4・えられるか、このために、

仁木 L学では、これらに内包された抱雑さやイ~6広 ')，I さを科学的に解明することに、

これまで多大な努力が払われてきた。そして、その結果、構造力学や士質力学、

水1111学など、 上木工学の中の多くの分野で、椛jti物のノJ学特性や自然現象のメカ

ニズムなどに|均して、工学的な解明かiffiめられてきた。

しかし、このような技術の進歩にもかかわらず、 1:木工学の峨々な分野では、

今なお工学的に解明できずに、個人のノJ111に大きく依bし、経験的に伝承されて

いる技術が多く残されている。特に、ノド研究が対象としている工事マネ ジメント

(Construction Managcmcnt)分野では、このような傾向か非常に強く、建設プロ

ジェクトを惟進するための計画や官町技術は、 oJ T (On the Job Training) に

よって、経験的に修得されるような部分が、大変 Æ .~ な位i(fづけのもとに多く存

在している。すなわち、第 IJ;tでJしく述べたように、建設生産では製造対象と

なる構造物か 4 つ一つ個別であり、かっ生成fi.lJ売も側々に異なることから、生産

システムの標準化か他産業と比較して遅れていることが、このような状況を作り

出した主要な要因と考えられる。そして、このような状況であることから、実工

事を通して得られた経験的な知識が、現(tでも詑!をな.む H去を持ち、実務に当た っ

ては、生産現場の状況に沿って臨機応変に問題解決を阿ることが、歪要な問題解

決 )j訟 の lっと考えられている。

しかし、辿設プロジェクトを取りをく悶J;lは、この数年の聞に大きく変化して

きた。例えば、プロジェクト規校の Ii.大化 .~U ~ff，化や、それに伴う施工技術の ICS

I主化、社会の高齢化に伴う若年労働者不足、さらにfI然現境保護や生活環境屯視

などに代表される価値観の多織化なと、これまでとは大きく異なった状況となっ

てきたために、過去の経験に基づいた知識や例人の)]虫に大きく依存した方法だ

けでは、以 kのような状況に対応できなくなってきている。すなわち、以上の問

題を施工段階に限定して具体的に考えると、現fK3id;に開発されている施工機械

や新来材、それに、これらを応用した新総 I法などを、現在の建設システムの中

にE在実に取り入れ、生産性の向上に寄与させるためには、これまでのような経験

的な }j訟だけでは困難な状況となってきている。

このような状況に対応するために、これまで、 ORや統計解析法なとの基礎的

な手法や、 VEや Q Cなどの総合化された技法なとを用いて、工事マネジメント

業務のシステム化が試みられてきた。しかし、これまで情築され、業務で利用さ

れてきたコンピュータ ・システムは、そのシステムが対象とする業務の中でも、

業務の仕方や判断基準が明確な部分だけを処F1lするものでしかなかった。反対 iこ、

これまでシステム化されずに残された部分は、より彼雑な問題構造を有するため

に処町下 )1闘が抱雑に錯綜していて、かっ多柑多峨な~凶が影響するために判断越
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準も明確に定義しにくい部分であり、このために従来のシステム化技術ではシス

テム化することが困難な業務であった。

このように被雑な問題領域のことを、人工知能 (Artificial Intelligence) 研

究の分野では、悪構造問題 (iIl-structured problem)と呼ぶが、工事マネジメン

ト問題には、このような悪構造の部分が多く存在する。そして、これらの問題の

多くは、システム化することが困難であるが故に、これまで経験豊富な技術者の

手にゆだねられてきた。しかし、生産性向上の欲求や労働力の緊迫化など、現在

進行しているプロジェクトが抱える問題の健在化に伴い、このようにシステム化

しにくい業務範囲でさえも、コンビュータ ・システム化を進めていく必要が惹起

されてきている。

一方、情報処理分野においては、人工知能研究に基づく、システム化技法の新

しいパラダイムが形成されつつある。特に、人工知能研究の中でも実用化の進ん

でいるといわれる知識工学 (KnowledgeEngineering)分野では、 知識ベース ・シ

ステム (KnowledgeBase System) と呼ばれる 「蓄積された知識に基づき問題解決

を図るシステム開発技法」が実用化段階に入ってきたことから、各分野の研究者

により応用システムの開発が進められる状況になってきた。土木工学分野におい

てら、橋梁形式や山留工法などの施工法選定システムや、コンクリート劣化診断

システムなど、嫌々な知識ベース ・システムが研究開発されるようになってきて

いる。

しかし、これまで開発されてきた知識ベース ・システムは、工法選定とか劣化

診断など、入力情報に基づき、システムに予め蓄積した結論の中から解を選択す

るタイプの問題、すなわち、選択型問題が主にシステム化の対象となってきた。

逆に、設計や施工計画などの計画型、あるいは設計型問題を対象とした知識ベー

ス ・システムは、非常に少ないのが現状である。 一 般的に、計画 ・設計型問題は、

選択型問題より問題構造が悔雑であるために、システム化が難しいといわれる。

しかし、現実に我々が直面する問題の多くは、計画 ・設計型問題であり、選択型

問題だけですむ場合は、非常に少ないのが一般的である。この点からみても、現

在、建設分野において進められてきている知識ベース ・システムの開発状況は、

まだ、初期の実験段階にあるものと見受けられる。

このように、 建設分野における研究開発状況はまだ初期段階にあるものの、先

ほども述べたように、 建設分野における知識ベース・システム開発の必要性は非

常に大きい。特に、本研究が対象としている工程計画問題は、工事マネジメント

業務の中では、中核的でかつ経験的なノウハウを多 く必要とすることから、これ

を知識ベース ・システム化することには、非常に大きな意義がある。また、 工事

マ ネジメント業務の中には、暖昧な情報や一種の勘に相当する問題解決方法が不

明な問題が多く存在する。そこで、 知識や情報の持つ 暖昧性 (allbiguity)を科学

的に取扱う フ ァ ジィ理論 (fuzzylogic) や、 パターン認識など、文字で表現しに

くい知識を利用するために、人間の脳の生理学的な研究から生まれたニューラ ル

・ネットワー ク(neuralnetwork)など、人工知能分野における新しい技術に関し

でも、工事マネジメント ・システムの中で応用するための研究を進めることら重

要である。

以上のような基本的な認識の2去に、本車では、まず最初に、従来から行われて

きた工程計画に関する研究の内容とシステム開発の状況に関して、その現状と問

題点を考察する。そして、その問題を解決するためには、人工知能技術の適用が

重要であることを、工程計画問題の構造から明かとする。そして、このような問

題に人工知能技術を適用する試みが、これまでどのように行われてきたかについ

て、この分野でおける先進国である米国の状況を調査する。

次ぎに、以上のように重要な技術を創出した人工知能研究に関して、歴史的な

研究の変遷やそこで開発 8れた技術開発の歴史を再検討し、人工知能技術の特徴

と可能性を、人間の行う情報処理とコンビュータのそれとを比較しながら、明ら

かにする。また、人工知能技術の可能性ばかりではなく、現在、システム開発に

適用しうる技術レベルに関しでも考察を加え、現在、最も価値ある技術として知

識ベース ・システムの重要性を示し、この技術を用いたシステム開発の方法を論

じる。また、唆昧性を扱うファジィ理論やパターン認識に有効なニューラル ・ネ

ットワーク技術の持つ重要性と可能性に関しでも論じる。

そして、最後に、以上のような人工知能技術を、工程計画問題のシステム開発

に適用する方法 iこ関して、詳細に検討を加える。すなわち、工程計画問題の特徴

と、これに人工知能技術をいかに適用するのか、また、その結果開発される知的

工程計画システムの構成、さらに、そのようなシステムに必要となる知識の構成

とその蓄積方法などに関して、プランニング部分とスケジューリング部分 lこ分け

て、詳細に検討を加える。

E
d
 

Eυ 
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第2節 システム開発状況と知識ベース・システム化

1. 1程計画1:関する我が自の研究

( 1 )プランニングに関する研究

わが国における建設工事管理に PERT/ CPMが導入されたのは、国立競技

場や霞ヶ関ピルが建設された 1960年 代後半といわれるが、この頃から我が同の建

設産業界においても急速に近代的マネジ メ ン ト 手 法 の 適 用 研 究 が 進 め ら れ る よ う

になった。特に、ネットワーク手法を建設プロジェクト計画に適用することに関

しては、古川、春名、および川崎らが、早くからこの重要性を認識し、理論的研

究ばかりでなく応用研究を含めた研究活動を行った 1川、そして、この結果、ネ

ットワーク手法を工事管理に適用するためには、工事計画の立案過程の研究、す

なわちプランニングに関する研究が重要であることが認識されるようになった。

春名と田坂は、このような認識から、工事計画の作成万法を研究し、建設工事

の計画 ・管理業務は階層的構造をなしていること、すなわち“工事の多階層性"

を指摘し、ネットワーク手法を適用し た工程計闘・管埋の手順をフローチャート

で示した U ‘}。すなわち、工程計画・管理業務は、①計画情報作成段階、②総括

計 画作成段階、③詳細計画作成段階、④施工管理段階の 4つの段階に区分できる

ことを示した。

しかし、このような施工計画の立案過 程 、 す な わ ち プ ラ ン ニ ン グ に 関 す る 研 究

は、あまり進められていないのが現状 である。つまり、この問題領域の内容や問

題解決方法が、個別プロジェクトの内容により大きく異なるために、これを学問

として一般化することが難しかったことによるものと考えられる。このために、

問題 情造を概念的に提える研究はされたものの、この研究から、具体的なシステ

ムが提案されることは、ほとんどなかった。

ただし、 トンネルやシールド工事など、単純な繰り返し作業の多い工事では、

計画作成順序 を 明 確 に 定 義 す る こ と が、それほど難しくはないことから、計画立

案過 程をモデル化し、システム化方法までを提案した研究がいくつかある。例え

ば、湯沢はケーソン式防波堤工事を対象にメッシュ式工程計画システムを提案し

て いるが、この方法では工事の基本計 画 を 入 力 す る だ け で 、 工 事 の 作 業 構 成 や 保

安距離などの 制 約 に 基 づ き 、 詳 細 計 画を自動的に生成する機能を持つ 5)。 また、

大規模土工事を対象とした工程計画に関しては、現地盤と計画地盤のメッシュ情

報 を基に、線形計画法などにより得られた土璽配分計画情報、すなわち、運搬距

離、方向、運 土量、勾配などの特性値データを算出し、これらの計算結果を、さ

ら にクラスター分析することにより、ネットワークのアクティピティを生成する

方 法が、山本によって提案されている U 。

また、直接的にはネットワーク・モデ ルを 用い てい るの では ない が、 春名 と大
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古ーらは、建設工事では作業閣の空間的・時間的距離が保安上竜安な制約となる点

に着目し、これらを平面座標空間に図式に表ぷできる斜線式工程表の重要性を再

認識し、斜線式工程表と従来のネットワーク手法との悔合化に関して研究を進め、

パーソナルコンビュータを用いてシステム化を図っている1)。

( 2 )スケジューリングに関する研究

スケジューリングに関する研究では、①計阿表現モデルと②資源、の投入刀法が、

軍要な問題となる。そして、前者に関しては、生産形態の特殊性からくる工事計

画の不確実性、すなわち作業手順が一意に決まらないケースや作業時間のバ ラツ

キの取り扱い方が問題となり、これまでに G E R Tや確率 PE R Tが考案されて

きた。また、後者に関しては、資源の遊休が少なく、かっ必要数回の変動が少な

い投入方法を決定することが、非常に重要なポイントであり、これまでPERT!圃an

powcr に代表される資孤の山積み/山崩(leveling)J.j法などが、研究されてきた。

しかし、これらの方法をもってしでも、工事マネジメントへ適用するためには、

いくつかの問題点のあることが、運用の過程で発見されたことから、我が国にお

いても、これらの問題点の解決に向けて研究が進められた。

吉 川 と 春 名 は 、 ア ク テ ィ ピ テ ィ の 所 要 時 間 の 不 確 実 性 を 確 率 変 数 と し て ネット

ワーク内に取り込み、計画の妥当性を評価しようとした 8)。ここで春名は、従来

の確率 PE R Tが 、 作 業 回 数 の 確 率 分 布 を ベ ー タ 分 布 で 表 す 方 法 を 採 っ て いるこ

とと、それに起因する日程計算方法の問題点を指摘して、コンボリューションを

用いた、新たな確率 PE R T手法を提案している。しかし、確率 PE R Tを用い

る場合には、所要日数の確率分布をどのように決定するのか、また、得られた結

果を如何に評価するのかという基本的な問題点が存在する。また、 ili設工事の不

確定性は、所要回数だけにあるのではなく、作業の手/1聞や作業方法など、いたる

ところに存在するため、所要回数だけを確率的に評価することの妥当性に関して

は再考する必要がある。

また、ネットワーク手法を利用する場合、順序関係の設定方法も重要な諜 題 で

ある。この点に関して、吉川と春名は、作業 (activity)聞の順序関係には、施工

技術の制約から変えることができない①技術的関係と、資源の転用関係等の よう

に、工程計画を効率化するために必要となる②管理的順序関係に分けることがで

きることと、この管理的順序関係はプランチ&バウンド法によって数理的に決定

することが可能であることを示した'¥そして、この手法を適用して、工程ネッ

トワークの作成から、日程計算までを行うコンビュータ・システムを開発した

1 0)。 しかし、同じ資源を共有するコンフリクトな作業の数は少なくないこと、

また、必要となる資源の種類も多く、各々の計画立案における重要度も異なるこ

となどから、この方法を実際の工事に適用することには限界があるものと考えら

れる。

また、スケジューリングのシステム化に関する研究としては、田坂らによる、

大型コンピュータと小型コンビュータを連携した工程計画システムの開発と適用

例がある 11)。 当 時 、 作 業 所 に 設 置 で き る よ う な 小 型 コ ン ピ ュ ー タ で は 、 ネット

ワーク計算をするのに記憶容量や計算スピードに問題があったことから、ネット
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ワーク計算はみ;社に設置された大別コンヒュータでfTい、ネ y トワーク・データ

の入力や変更は、作業所に設置された小引コンヒュータで行い、両省を公衆電話

回線で接続することが試みられた。

( 3 )投入資嵐長適化に関する研究

ネットワークの符アクティピティに、必要となる資源を、いつ、どれくらい投

入すべきかということは、スケジ A ーリングの中でも大きな問題の 一つである。

これに関して、 Jえが国でも以下のような研究が行われてきた。

例えば、 lつのアクティピティにおける資源投入を日ごとに変化させたり 、 作

業の中断を日午す、いわゆる “山均 (saoozi ng)法"が、問販らによって提案されて

いる I2)が、まだ実際にシステム化できるような手順までは示されていなし、。また、

春名による技術的および管理的順序関係という考え方は、後者が型枠の転用!順序

などを表すために、ここで用いられるブランチ&バウンド法も投入資源最適化を

目的とした方法と考えられるが、この方法は前述したように実用化にはまだ課題

が多く残されているけ〉。

これに対して、山本 はヒューリスティック (huristic)な資源配分法を提案し、

実際の工事を例にその適用方法を詳しく紹介している I4) I &)。この方法は、 資源

投入を日ごとに変化させたり、作業の中断を許す、いわゆる山均法に近い考え方

を採っているが、田坂の山均法ではネットワークの日程計算結果を基準 iこ、 アク

テイピティをその前後に振ることにより資源の山積を均す、山崩しと類似した方

法を採っているのに対して、山本の方法は、 着工から竣工までを 1日ごとに、 1 

つの手 11闘で着手する作業や中断する作業、およびアクティピティごとの投入資源

数を!順次決定していく右法で、技術者が紙上で行っている方法と酷似している。

このため、この方法で作成された工程計画は、最適であるという保証は得られな

いものの、若手作業の選定や 1作業への投入資源数の決定を合理的に行えるなら

ば、非常に実用的な計画を作成できる可能性を持っている。

また、宇津倍 は「作業への投入数量と単位当たりの仕事量の関係は、非線形的

である」という考えから、 投入資源置と歩掛りの関係をモデル化して、工事全体

の投入資源の最適化万法を提案している 1・) I 7)。すなわち、普通の状態であれば

「投入資源量を倍にすれば、 その作業は半分の時間で完了する Jが、投入資源豊

が多 くなるに従って作業効率が低下し、両者の関係が比例しないという考え方に

基づいている。そして、このような考え方は従来から指摘されていたらのではあ

るが、宇津橋 はこれを数式化して、 1作業の投入資源最適化と全体工事での最適

化の関係を明らかにした点が評価される。しかし、このモデルで用いられている

各種の係数、例えば重憧係数 などをどのように決定するか、 また、 こうして決定

された 資源の投入量が上限を越えた場合にどうするのかなど、未だ多くの課題が

残されている。
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2.既往研究の問題点とシステム化の限界

( 1 )既往の研究の問題点

前述したように、孜が悶におけるネ y トワーク手法の研究は、 PERT CP 

Mが導入された 1960年代後半頃から、多大な労 )Jを掛けて.iffiめられてきた。しか

し、このような先達の努力にもかかわらず、現花、ネットワーク手法がイj効に利

用されているかというと、残念ながら、そうとは三えないのが現状である I8)。

そして、この原肉の一つには、これまでの研究内容にら問題があると考えられる。

すなわち、 PERT/CPMが導入された初期の段階では、この革新的手法を

従来の工程管埋業務の中で使用することだけが注円されたために、手法臼体の問

題点、を検討し、これを工事マネジメントに適用しやすいように改良するという研

究は皆無に近かった。また、工程管理業務の構造や計画也案過程などを明らかに

し、その中のどの段階で、どの程度の精度でネットワーク手法を適用したら合理

的かというような研究も少なく、この結果、ネットワーク手法の普及は、当初予

想されたほどには進まなかった。

また、プランニング段階の研究が少ないことも、既往の研究の問題点の一つで

ある。つまり、ネットワーク手法利用に必要不司欠な工程ネットワークの作成方

法に関する研究は非常に少なく、このこともネットワーク手法普及の阻害要因の

ー っとなっている。周知のように、建設工事では設計肉書に明示された施工条件

だけではなく、明示はされていないが過去の経験から推測されるような、施工遂

行上重要となる制約条件が多く存在する。また、計画立案過程は非常に出維で、

アルゴリズムで表現することは難しい。また、その過程には、仮設備計両や仮設

工法検討など、経験的知識を必要とする多くの選定問題を含む。これらのことが、

プランニングを対象とした研究の少ない原因と考えられる。

また、提案された工程計画手法が、実用的に有効であるかどうかは、最終的に

は実工事で適用してみなければ解らない。すなわち、建設工事では一般製造業と

は比較にならないほど多穫多械な制約条件が存在するために、実工事での運用実

験が大変重要な怠昧を持っている。そして、これまで提案されてきた計画方法は、

その多くがコンピュータ利用を前提としていることから、提案された手法をプロ

グラムという形でシステム化することは、非常に重要である。しかし、 PE R T 

/ C P Mの単純なプログラム化を除くと、プログラム開発が行われ、実用に供さ

れたシステムは、非常に少ないのが現状である。

もう 一つの問題点としては、着工後の工程管理段階で利用できる手法や、その

システム化が進んでいないことが上げられる。すなわち、これまでの研究は、工

程計画の作成や最適化に主眼がおかれていたために、実際に作業所で行 われる工

程管理業務で利用するための手法や、 そのシステム開発が進んでいない。工程管

理とは、現在の進捗状況を把握し、その中の問題点を分析して、その実績デー タ

に基づいてそれ以後の計画を変更するという、管理者の能力や経験的知識がもの

をいう非常に重要な業務であるが、この部分がこれまであまり取り扱われてこな
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から、実績値の ~'f 師と対応策の検討などのお皮な戦時的怠思決定まで、多純多憾

な業務から栂成される そして、このようなう長崎の巾で、 FORTRA"¥;などの

手続き型言語をJlJいてシステム化が存弘 iζ りえる i~1~ 分は、民{価r.t・ 11 なとの故値デ

ータ処町やデータ・ベース利HJによる fJj相検索なと、情報処.f1Ilのアルゴリズムが

明確なごくわずかな業務でしかな l¥o

以上のように、これまでシステム開発を阻害してきた要因の lつには、従来の

システム開発技術の限界があるが、もう lつの安休!としては、 oRや統of解析法

など、これまでのシステムでJTJいられてきた問題解決β法の中にも、一つの問題

点がある。例えば、 PE R Tにおける投入資源の蚊1由化問題では、対象とした資

源の日投入量の二乗和が最少となるように作業を逐次すらす、いわゆる最少臼乗

法が提索されている。しかし、この方法で身思する制約条件としては、法本的に

は資源の投入冒しかなく、この投入祉にしても期 fllJ的な変動までは考慮していな

い。また、複数資源を考慮する場合でも、それらの丑要度を巾に比率で表す程度

でしかなく 、現実問題の使丹jに耐える答をこの }j法で得ることは期待できない。

このような例は、他にも CPMによる[期の短縮問題など、 oRや統計解析法

などの数理計画法では解決できない問題か、工事マネジメント来務には数多く存

在する。そして、このことかこの分野におけるシステム化の舵i立を阻む要閃の l

つとなってきた。すなわち、現実問題では、制約条件や意思決定メカニズムが複

雑であることから、①問題解決のためのアルゴリズムを手続き的に記述すること

が難しいこと、同械な理由から②従来の数時計画法で解決できるようなモデル化

が困難であること、の 2点により、システム化できる問題領域が、従来技術だけ

を用いたので は非常に限定されている。つまり、これまでシステム化されずに残

された部分は、より彼雑な問題構造を有するために、処理手"聞か悔雑で錯綜し、

かつ多時多様な要肉が影響することから、判断基棺を明確に定義しにくい部分で

あり 、 このために従来の技術だけを用いたのではシステム化することが困難な部

分であった。

3，知識ベース・ システムの必要性と開発状況

( 1 )問題領域の特徴

土木 は経験工学であるとよく言われるように、 k木工学では占くから経験的な

知識が世要な働 きをしてきた。特に、本研究が対象とする工事マネジメント分野

では、 この傾向が非常に強く、建設プロジェクトに長年携わって、初めて一人前

の技術者と 呼ばれるような経験主義的な特徴を持つ分野といえる。すなわち、建

設 プロジェ クト の計画や管理技術は、 書物などに明示された知識だけが全てでは

なく、そこに害かれた技術の適用方法など、実際の工事を体験することによって、

初め て修得でき る性質の部分が多く存在する。このために、工程管理や原価管理

などの実務に 当た って は、 生産現場の状況に応じて臨機応変に問題解決を図るこ

とが、現在 でも 重要 な問題解決}j法の 1っと考えられている。
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このような工*マネジメント分野の特徴は、この傾I哉の業務をシステム化する

上で、知識工学技術の導入か非常にill'ltな役割を果たす可能性を示唆している。

この点に関して、弔くから L*マネジメント分野に知識工学技術専入の必要性を

唱えたスタンフォード大学のレピット (R.E.Levill)は、その開山として以下の 8

項目を示している 32)。

①建設工事は繰り返しが少ない

②イミ確実性が多く存在する

③生産のほ司;化が遅れている

@怠思決定に十分な時 IHJが白けられない

⑤怠思決定が主観的である

⑥不完全な情報でも怠思決定しなければならない

⑦技術者にコンヒュータに関する知識が少ない

③有能なエキスパートか存在する

以 kの項目を、第 1寧でJしく述べたw設生ytfシステムの特徴と併せて身える

と、次のようになる。すなわち、②~⑥で共通して 2えることは、工事マネジメ

ントでは、経験主義的な問題解決方法を必要としているということである。例え

ば、②の不確実性や⑥の情報不足、それに④の決断時間不足などは、理論的に突

き詰めて検討するための情報や時間が不足し、それを補う技術として経験的な判

断の必要性を示している。

これに対して、唯一として同しものはないといわれるプロジェクトの個別性や、

完成に数年を要するというような生産の長期性など、建設生yfシステムの特性に

より、一人の技術者が経験できる範囲は円ずと限定される。そして、これに①の

性質も加わることにより、工事マネジメントでは経験的な問題解決がiÞ~である

にも係わらずに、技術者か経験を蓄積し、一人前となるのは容易ではない。

さらに、情報不足や検討 U.~ 間不足などの問題から、経験盟 75 な技術者といえど

も、間追った判断を下す可能性は少なからず残されている。そして、このような

“人間の能力の限界を補う技術"として、これまで多くの業界で、コンヒ A ータ

利用による業務のシステム化が推進されてきた。すなわち、これまで産業界の生

産性向上にコンピュータの果たした役割は計り知れないものがある。特に、マネ

ジメントというソフト技術においては、コンピュータが重要な道具であることに、

間違いはない。

しかし、この際問題となるのが、 レピットが指摘する⑦である。つまり、 “工

事マネジメントに携わる技術者には、コンピュータに不慣れな者が多い"という

指摘であるが、この点も工事マネジメント問題の特徴の一つを表している。何故

ならば、建設業界にコンビュータに不倒れな技術者が特に多いという意味ではな

く、生産計画 ・管理に直接的に携わる技術者の比率が、他産業と比較して高いと

いう怠昧である。つまり、生産現場が多岐に分かれるために、各現場の担当者が

一人で全てに対応しなければならず、一般製造業のような業務の分化が進まない

ために、必然的にコンビュータを取り扱わなければならない職員の比率が高くな

る。
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以上のように、工事マネ ジメントでは、経験主義的な問題解決方法がmいられ

るが、このための経験を醤萌することは容易ではない。 また、この対応策として

コンピュータ利用が震安となるが、そ の ための教育を f~J 知徹底することは、その

対象者が多 いと いうこと と、教育のための莫大なコストを考えると現芙的とは考

えられない。 すなわち、①粁験主義的な問J::1i解決システムと②マンマシン ・イン

ターフェイスの向上の 2点から、工事マネジメント分野における人工知能技術の

適用は、大変，n要であると巧える。

( 2 )知識ベース ・システム開発の可能性

システム開発上の問題点を克服する 一 つの }j法として、知識ベース ・システム

に代表される人工知能技術を 工事マネジメント分野へ適用することが ill1，gである。

知識ベース・システムの特徴は、プログラムによる手続き的な問題解決方法だけ

ではなく、それにプロダクション ・ルールなどを用いたヒューリスティクな問題

解決方法を組み合わせることにより、より惚維な問題領域をシステム化できると

いう可能性にある。また、暖昧情報を科学的に取扱うファシィ理論や、文字で表

現しにくい問題を対象としたニューラルネットワークなと、人工知能分野では、

この他にも新しい技術が実用化されてきている。このため、これらの技術を工事

マネジメント分野に適用し、これまで経験深い技術者でしかできなかった業務ま

でをシステム化するための研究が、今後はより重要となってくるものと予想され

る。

例えば、ニューヨーク州立大学のモーハン (S.Mohan) は、ジューニ(J.E. Jouni)、

レピット (R.E.Lcvitt)、レハク (D.R. Rehak)らの研究も安巧・に、建設マネジメント

分野 (the ficld of construction and management)において、知識ベース・シス

テム適用のIlJ能性が高い部分を、以下のように 12項目を上げて、説明を加えてい

る(1990)21)。

① Design of Construction Methods 

② Concrcte Mixing and Placement 

③ Constructability 

④Temporary Facilitics 

⑤ Project Planning， Scheduling and Control 

⑤ Project Management 

⑦ Construction Qual i ty Control 

⑧Construction Company Management 

⑨EQuipmcnt Selection， Diagnosis， and Repair 

⑪Human Resources Management 

⑪Operational Probrems in Construction Facilities 

⑫ Materials Management 

⑬Lega 1 I s sues 

以上の中の②は、コンクリートの配合設計から打設工法選定、プラント計画な

ど、特定の工極を対象とした分類だが、その他は、一部盈悔した部分も存在する

が、 lまぼマネジメントの管思要素に従った分類となっている。そして、ここでも
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ぶされているように、 Plan-Do-Chcck-Actionというマネジメント・サイクルの中

で、 Doの部分を除き、ほぼ全ての分野で、知.alベー ス ・システムの開発かJUIf与で

きる。 ただし、知識ベース・ システ ム開発の ためには、 ml:m情造のシステム分析

や、問題解決過程に適用できる経験的 な知識 の鴇積なと、これまでと同憾に、多

くの課題が残されているのも、また事実である。

( 3 )米国における研究状況

知識工学が初めて提唱された第 5回人工知 能(hl際会議 (1977)において、テイト

(A. Ta te)がプロジェクト・ネットワークの生成五法 (NONLI N)に関する論文 2りを

発表しているように、工程計画へ人工知能技術を適用することは、早くか ら人工

知能の主要な研究テーマとな っている。しかし、工事マネジメント分野全般にお

いて、知識工学の適用研究が行われるようにな ったのは、カ ー ネギーメロン大学

のレハック (D.R. Rehak)による、工事管理全般における知識ベース ・システム開

発の可能性を冷じた論文(1984)2・3が発表された 1980年代半ば頃からである。

そして、これ以降、多くの品文が発表されるようにな った。 例えば、テキサス

大学のアシュレイ (D.B.Ashley)は、 1987年に発表した論文の中で、工事マネジメ

ントにおける知識工学適用の有効性と将来における潜在力 ・適用可能性を力説し

ているものの、 “現状は、まだ研究段階で成功例は少ない"と、この頃の米関に

おけるこの分野の研究状況を述べている 2.)。 また、スタンフォード大学のレピッ

トは、 1987年に発表した論文の中で、アシュレイと同様にプロジェクト計画にお

ける知識工学適用の有効性を)]説するとともに、当時開発が進められていたエキ

スパート ・システムを幾っか紹介し、実用化のための研究がかなり進んで来てい

ることを印象づけている 21)。

1987年というと、 1980年代前半に世界的規肢で起こ った八 Iブームの影響か、

工事マネジメント分野にも波及し、エキスバート ・システム開発の事例が多く発

表された時期である。しかし、開発事例が多くなるにつれて、開発ツールの機能

的限界や対象問題の整理不足などにより、実用システムの開発がそんなに簡単で

ないことが理解され、このような一種熱病的な状況は去り、以後、現在に至るま

で、着実に研究が進められる状態となった。

米国建設工学研究界の代表的組織である AS C E (American Society of Civil 

Engineers)では、 1980年代中頃より、コンピュータ利用技術審議会 (Technical

Council on Computer Practices)の配下に、エキスパート・システム委員会を設

立し、システム技術の研究と啓安のための活動を行ってきたが、 1987年には、そ

れまでの活動成果をとりまとめた rEXPERTSYSTEM for Civil EngineersJ 2・〉を

発行している。また、 1989年にアトランタで開催 Eされた第 6回コンビュータ利用

会議 (theSixth Conference on Computing in Civi 1 Engineering)では、 「エキ

スパート ・システム iこ関するシンポジウム を主催するなど、現在でも活発な活

動を続けている 2判。

また、ニューヨーク州立大学のモーハン (S.Mohan) は、閉じく AS C Eの委員

会 (theSubcommittee on Advanced Topics of the ASCE Committee on Micro-

computers in Construction)による、建設マネジメント分野における知識ベース
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-システムの開発状況に関する凋完を取りまとめ、その結果を論文発表している

(1990)10)。彼は、この論文の中で、 37個の知識ベース ・シス テム開発例に言及し、

レ y ピトの分類方法 Sけを JHいて、これらのエキスパート・システムを各々の開発

段附に基づき、以下のように分類している。

①実用化システム (operationalexpert system) …7件

②フロトタイプシステム (operationalprototypcs)……… 14件

③開発中のシ ステム (developmentalexpert system)……… 16件

この論文で示された調査結果とその 考 察 は 、 米 国 の 建 設 マ ネ ジ メ ン ト 研 究 分 野

における、エキスパート・システムの開発状況と、そこでの問題点をよく表して

いる。すなわち、 “ニーズがあり実質的な利益が期待されるにも係わらず、実用

化されたエキスパート ・システムは、非常に少ない"状況にあるようである。

( 4 )知識ベース・システムの開発例

続いて、米国における知識ベース ・シ ステ ム開 発の 現況 を、 より 詳細 に検 討す

る。最初に、カーネギーメロン大学 (CarnegieMellon University)では、へンド

リクソン (C. Hendrickson)が、プロック積み作業自動化のためのd画作成システ

ム12)や、建築工事の施工社画エキスパート ・システム CONSTRUCTIONPLANEXの

開発を進めている suo また、同大のナビチャンドラ (0.Navichandra)は、マサチ

ューセ ッ ツ 工 科大学のスリラム (0.Sriram)と共に、プロジェクト・ネットワーク

自動生成システムの研究を進め、 GH 0 S T (Generator of Hierarchical net-

works for cOnSTruction) と呼ばれる工程計画エキスパート・システムを開発し

ている 2・30 また、スタンフ ォード大学 (StanfordUniversity)では、レピ y ト(R.

E.Levitt)が、プロジェクト J固に関する研究'・3とともに、仮設設備配置計画シ

ステム SITEPLAN'引の開発を進めている。

閉じく、スタンフォード大学のポールソ ン (B.C. Paul son)は、頂機土工等のシミ

ュレーション計画や搬上面機のリアル ・タイム燥作に関して、知識工学を取り入

れた研究を行っている・1)。また、 uCパークレイ校 (Universityof California. 

Berkeley)のイブス (C.W.lbbs)は、工事マネジメントに関する知識の表現法や推論

法 などの基礎的な研究から、ピル建設工事を対象とした工程ネットワークの自動

生 成方法まで、広範な研究を行っている 8・)I・》。また、コロラド ・ボルダ一大学

のデックマン(J.E. Oiekman) は、知識ベース ・システムにおける説明機能の重要

性を指摘し、建設 工 学 に 関 す る 諸 々 の知識を蓄積し、これによりシステム利用者

に技術的な説明を行うための機構と知識ベース ・システム例を示している‘判。

その他には、オハイオ大学のハディプリーノ (F.C. Hadipriono)によるコンクリ

ート打投作業の研究‘りや、ジョージア 工科大学のカンガリ ーによる、 リスク管

理システム Oecision-Makingand Risk Analysis、それに現場組織編成支援システ

ム CPO-ESな どが開発されている ‘"。

なお、ここ で参考とした研究論文の抄録を巻末の 資料 - 1 r人工知能適用に関

する外国文献抄録Jに示した。また、これらの文献で紹介されている知識ベース

・システムの主なものを表寸.1に 、また、詳細な内容を巻末の 資料 - 2 r知 識ベ

ース ・システム開発事例 j にとりまとめた。
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)<-3.1米国における知ぷベース ・システムの研究開発例

No. システム名 概 要 参照文 献

MASON ブロック獄み作業計 l時システム 8706-00 

2 CONSAES 建設 rf'(解析エキスパート ・システム 8709-00 

3 SITPLAN 仮設設備配向計画システム 8709-03 

4 CONSTRUCTION PLANEX 超高府ピルの建設計画システム 8710司 00

CPO-ES 現場組織編成支援システム 8710-02 

Dec i S ion-Makinf 
and Risk Analysis 

リスク管理システム 8710-02 

I R I S 建設工事におけるリスク指示システム 8110-02 

8 IPMS85/2 プロジェクト管理エキスパートシステム 8110-02 

9 COOSS コンクリート打設機械j茸定システム 8806-00 

10 GHOST 工程ネットワーク手法生成システム 8807-00 

11 LIFE 建設計画評価システム 8801骨 00
8809-00 

12 ESEMPS 道路工事用搬土重機選定システム 8809-04 

(i主)参照文献は巻末の『資斜一1人工知能通期に関する外国文献抄録Jの.号をli:.す.

( 5 )孜国における研究状況

我が国の建設分野における研究活動は、ファジィ理論に関する研究と知識て学

に関する研究の 2つの流れがある。この中で、前者のファジィ理論適用に関する

研究は、比較的早くから始まり、 1980年代初期から発表例が見られる。折田と山

本 は、この分野の研究動向について詳細な調査を行っているが‘ 1)、この分野の研

究には、ファジィ確率を応用した土工機械選定や、ファジィ線形計画法による上

量配分計画など、施工計画の最適化を目指して、古くか ら研究が進められてきた

o R (Operations Research)技 法 の 延 長 上 に あ る も の が 多 く あ る 。 つ ま り 、 従来、

問 題 と な っ て い た デ ー タ の 暖 昧 性 を 克 服 す る 技 術 と し て 、 フ ァ ジ ィ 理 論 の 適mが

研究されているという意味合いが強く、このために、この分野の研究は、理論的

研究の色彩が強い。ただし、最近になって注目されてきた応用例に、ファジィ制

御があるが、こちらの方は、シールド機械の掘削制御な どの適用システムの開発

が進み、人工知能の中でも実用化の進んだ研究分野となっている。

これに対して、後者の知識工学に関する研究は、エキス パート ・システムとい

う言葉 に 代 表 さ れ る よ う に 、 理 論 と い う よ り は む し ろ 応 用 例 の 方 が 前 面 に 出 てい

て、先ほどのファジィ研究とは趣を異にしている。このため、理論的色彩の強い

研究は、やはり 1980年代初期から発表されてはいたものの、現在、この分野の中

核的な研究となっている、エキス パート ・システム の開発に関する応用研究は、

遅れて 1981-89年に集中的に発表されている。そして、このような応用研究の中

には、理論的洞察を踏まえ ずに、単にシステム開発技法として知識工学を捉えた

研究が多くあったために、現状における技術レベルの限界に直面すると、簡単に

挫折してしまう事例も、多く見受けられた。
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知識ベース・システムは、推論方法や適用分野の違いから、一般に①遺択明、

②合成{設 3十)型、および③制御用に分頗されるが、これまでに工 'l~ マネジメント

分野を対象として開発 Eされたシステムを謝べると、工法 j玄定システムなどの jま択

型システムが圧倒的に多く、また、これらのシステムは、プロトタイプに留まっ

ている例が多いという状況にある。これは、これらのシステムの多くが、施工;十

回問題の中のごく 一部し か取り倣っていないところに問題がある。つまり、実際

の工務に適用するためには、施工のコストやスケジュールまでを合めた i.& n~ 問

題 j全 般 を 含 めてシステム化する必要があるが、そこまで研究が進んでいないの

が、我が国の状況と考えられる。

このことは、逆に き うと、合成型エキスパート・システムには、計画作成のた

め のモデルをシステム内に必要とするなど、選択唱と比べて問題 情造が憧雑であ

り、このために、開発が進まないということでもある。従 って、本研究の1:題で

ある工程計画に係わるエキスパート ・システムの開発研究も、我が同では、まだ

ほとんど行われていない。唯ー、早稲 田 大 学 の嘉納 が、 工 事の進行過程を 附子連

鎖グ ラフを用いてモデル化し“¥工程計画立案過程をエキスパート ・システム化

する方法を研究しているにすぎない‘・}・・3。すなわち、 工 事マネ ジメント分野に

おいて、今後、実用的なエキス パート ・システムの開発を進めるためには、問題

構造を解明し、 計画型システムの開発を進めることが重要である。

第3節 人I知能研究の腕と技術レベル

1.人工知能研究の歴史

経験により得られた知識が重要な役割を果たす工事マネジメント分野では、業

務システムの開発技術として、人 工知能技術の適用が苧要とな って くる。 ここで

は、そのような観点から人工 知能研究の慨要と技術レベルについて考察を加える。

なお、参考までに、人工知能とコンピュータの研究開発の過将を、図-3.2に示す。

1930 【人工知能研究】

1940 _， 

《篤二次世界大戦》

1950 -i 
草
創|チューリング民事実(1950)
|織
，--， ダートマス会情(1956) 

I J'I.ーセプトロン(Rosenblatt)
倉JI 

導出原理(Robi nson) 
HEARSAYー|

股 |
ピアス勧告(1966) 
プロダクションシステム(A.Newe 1 1). 

期|ファジィ集合輸(しA.Zadeh)、GPS
意味ネットワーク (R.Qu i 11 i an) 

I I DENDRAし(Feigeめa聞)是初のES
羽 化回人工知制際会植(1969)

大| フレーム湿輸 (ミンスキー)
I MYCIN 

期 I PROSPECTOR 
←寸.5回人工知能国際会踊(1977)
実|知阻工掌の提唱(Feige伽川

同| 繁五世代コンビュータ開発織彼発足(19印)

1960 -1 

1970 -i 

1980 -i 
イヒ|相互総合型ニューロモデル(J.J.Hopfield) 

期

{コンビュータ研究】

チューリングマシン

アタナソフI十実織

E N 1 A C開発
アセンプラ

←-• 
一波止

FORTRAN 
L 1 S P (J.恥Carthy)

ALGOL. COBOし、 APLI~ 
PL/I 
BASIC 

• 

• 
世
代
前向

PASCAし !と
• 

P R 0 L OG(A.Colmerauer)1言
代

Ada 1: 

トーー

パックプロパゲーシ ョン掌習法の開発(0.E. Rumel hart) 

第
四
世
代

図-3.2人工知能研究に関する年譜

( 1 )人工知能研究の始まり

知能 (intelligence)は、長い間人頬固有の能力と考えられてきたが、科学技術

の発達とともに、知能を機械化できないかという発想が起こってきた。特に、エ
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ジプトの上砂p:盤に始まるといわれる力ut'/機開発の僻史が、英凶の数字有チュー

リング (A.M. Tur i ng)による自動計算機原1'P.(いわゆるチューリングマシン)の提

案 {1936}により具体性を帯びてきたこと、また、向しくチューリングによる論文

rCompuling Machinery and IntelligenccJにより“知能機械"の liJ能性が J示唆 8

れた(いわゆるチ A ーリング試験の提案)ことにより、多くの科学者の間!で“知

的なコンビュータの可能性"が認識されるようにな った・ 7)。

以上のように、人工知能の研究とコンビュータ開発とは、大変深い関係にある

ために、史上初のコンビュータといわれる ENIACが開発 (1948)されたことに

より、 「知的機械の創造Jは、より具体的に思考されるようになった‘・υ そし

て、このコンビュータ技術は、逐次処理方式 (sequcntial processing method)や

プログラム内蔵}j式 (stored program melhod) の開発により 、 そ の 後 、 急 激 な 発

展を遂げて現在に至っている。しかし、このような発速にもかかわらず、コンピ

ュータの限界、すなわち、コンビュータはプログラムどうりにしか稼働しないた

めに、アルゴリズムが明確でない問題には無力であることが、次第に認識される

ようになっ・てきた。そして、このようなコンピュータの限界を打破する技術とし

て、人工知能の研究が期待されるようになった。

Artificial Intelligence という言葉が歴史上初めて使われたのは、 1956年の

夏にダートマス大学において開催 8れた“ダートマス会議"と 23われる・・〉 。この

会議には、 L 1 S P (LISt Processor)を開発したマッカーシ(J.McCarthy)、フレ

ーム理論 (frame theory)の開発で有名なミンスキー (M.Minsky)、情報理論で有名

なベル研究所のシャノン (C.E. Shannon)、それに一般問題解決器 (GP S、 Gcner

alProblem Solver) の研究で行名なニ品ーエル (A.Nc'llell)とサイモン (H.A.Simon)

など、人工知能研究に携わっていた当時の主だった研究者が一向 に会し、ここで

の討議により、現在の人工知能研究の枠組みがほぼ形成され、また、人工知能と

いう研究分野が、社会的にも忽知 Eされるようになったといわれる。

当時の研究の主な対象は、機械翻訳やゲーム、数式処理など、非常に限定され

た問題を取り扱っていたに過ぎなかったが、当時の米ソ冷戦という緊迫した情勢

から、ロシア語を英語に訳すための機械翻沢への応用が期待された。しかし 、当

初の安易な期待感は、米国政府の自動言語処理諮問委員会(ALPAC ， Automalic 

Language Processing Advisory Committce) による“機械翻訳には将来性なし"

という衝撃的な報告、いわゆるピアス勧告 (1966)により、急速に萎んでいった。

しかし、このような挫折にもかかわらず、人間の脳の働きを分析し、その機構

を解明するというような基礎的な研究は、地道に続けられた。 例えば、マックロ

ック (McCulloch)とピッツ (Pitts)による品理演算系としての脳神経細胞のそデル

化や、ウィンナー (Wiener)のサイパネティクス、へプ (Hebb)の学習モデル、ロー

ゼンブラッド (Rosenblatt)によるパーセプトロンの提案など、 1960年代は、脳と

コンピュータを学際的に研究して、知的な情報処理の基本原理を明かにしようと

いう機運が盛り上がった時代でもあった日}。そして、 1969年には、ワシントン D

Cにおいて第 1回人工知能国際会議 (IJCAl ，lnternational Joint Conference on 

Artificial (nlelligence)が開催され、この大会が火付け役となって、今度は世
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界的鋭校での人工知能研究ブームが起こることとな った。

( 2 )知識工学の発達

1960年代後半になると、ファイゲンパウム (E.Fcigcnbaum)らにより、有機化学

物質の構造同定システム DENDRALが開発された。このシステムでは、従来

のプログラムと異なり、化学構造を同定するために必要となる知識と、それらの

知識を用いて同定を行う部分を分けてコンピュータに£憶させ、実行する方法が

初めて用いられた。このようなシステム技術のことを、現在は、知識ベース・シ

ステム (Kno'llledgc-based systcm)と呼ぶが、この考え方の特異な点は、従来のプ

ログラムが、問題解決の手11国とそのためのノウハウを、 一体化していたのに対し

て、その両者を明確に離した所にある。また、 DENDRALのもう 一つ の特徴

は、待機化学物質の同定とい った非常に限ら れた専門分野に、対象を限定したこ

とにあり、このために、少ない知識の蓄積であっても実用的な能力を備えること

に成功することができた。

以上のように、人間の持つ知識をコンビュータ内部に蓄積し、これを適用して

現実世界の問題を解決しようとするのが知識工学 (Knowledge Engineering) であ

るが、 DENDRAL開発に成功したファイゲンパウムが、第 5回人工知能国際

会議 (1977)で、この知識工学を最初に提唱したといわれている。なお、知識ペー

ス・システムは、対象分野を特定の専門分野に限定して開発されることから、エ

キスパート ・システム (Experl System) とも呼ばれる。そして、この後、数々の

エキスパート・システムが開発され、実務に適用されるようになった。例えば、

油田探査エキスパートシステム :PROSPECTORは、実際の探査で用いら

れて、新たな油田探査に成功するという快挙をとげた。

以上のように、人工知能の研究は、科学的な基礎研究から工学的な応用研究に

わたる幅広い分野で、研究が進められるようになってきている。特に、厳近では

人間の脳の働きを解明するための基礎的な研究分野として、背学や心理学、脳生

理学、それに計算機科学などの広範な分野における研究の重要性が認識されるよ

うになり、これらを併せて認知科学 (cognitive science) と呼ぶようにもなって

きている・ 1)。また、これらの研究の実用化が進むに従って、暖昧性の取扱いや知

識獲得の自動化など、新たな問題点も指摘されるようになってきて、人工知能研

究の胞は、さらに広がってきている状況にある。

2.人工知能技術の特徴

人工知能研究では、人間の持つ知的活動をコンビュータにより実現することが、

研究の初期段階から想定されてきた。そこで、ここでは、 「人間とコンピュータ

の相違Jを比較検討することにより、人工知能技術の特徴を明らかとしたい。

( 1 )人間とコンビュータ:処理情報の相違

例えば、視覚や聴覚など、外界から取り入れられた情報を判断し、それにより
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次の行動を計画する能力や、それらの経験からγ 押する能力、 43定を里l~ 解し会話

する能力など、人Ul1は実に様々な能力をイiしている。我々はこれを総称して知能

と呼んでいる。これに対して、コンピ A ータは、あらかじめ人間によって作成さ

れたプログラム (program) に従って、データを高速に処理する機械であることか

ら、あらかじめ人聞が教えた内容と手順から少しでもはみ出した問題に対しては、

まったく無力である。つまり、プログラムとは、対象となる問題を人間が分析し、

解決手順(アルゴリズム)を明確化し、それを FORTRANなとのフログラミ

ング言語で記述し、これを記憶させることによって初めて実行できるのであって、

多少なりともコンビュータが独自に判断し行動できる構造とはなっていない。

このように、人間とコンピュータとでは、備えた能力や情報処理万法に相当な

迎いがあり、このために両者が取り扱 う的報の椅類や特徴も大きく見なっているo

J{-3.2に、このような人間とコンピュータの取り扱う情報の違いを整即して示し

たが、人聞は主に文字や図形、それに音声などのパターン情報の取扱いに長けて

いるのに対して、コンビュータは数値情報の処理を高速に実行することができる。

また、この両者の取り扱う情報の違いを質的な観点から比較すると、人間は実に

多種多様な情 報 を 処 理 し て い る ( 多 種少量処理〉のに対して、コンヒュータは予

め 決められた範囲のデータを多量に処理している(少種多量処理)ということが

できる。

表-3.2処理情報から見た人間とコンピュータの相違

比較項目 人間の特徴 コンピュータの特徴

得意な能力 想像力、創作力、問題妃
搾力、行動計画立案プJ、 計算力、印字力、作関力

情報の種類 文字や図形、音声などの 主に数値情報
パターン情報

情報の特徴 多種少量処理 少種多量処盟

対象領域 現実世界 モデル化された世界

求められる解 妥当解(現実的) 最適解(理想的〉

そして、このような処理情報の相違 は、両省が対象とする問題領域の違いに起

因し ている。すなわち、我々人聞は現実の世界を相手として問題解決を図ってい

るのに対して、コンピ A ータは何らかの形でモデル化された世界を対象として働

いている。そして、 この違いは、 両 者の行う問題解決方法までを異なるものとし

ている。つまり、何か問題が発生した場合、人間は最適解とはいえなくても、な

るべく良い解決方法を模索するが、必ずしも最適解を求めているわけではない。

これは、人聞が置かれた現実世界が非常に彼雑な構造を持っているために、理

論的 に最適解を得ることが不可能であったり、また、何が最適なのかが簡単には

解らない場合が多いことによる。これ に対して、コンピュータはプログラムに記
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述された扶い i世界で稼働するため γ、問題解決に当たってはその中での最適解を

求めることができる。すなわち、コンビ A ータは与えられた条件の範間内の最適

解を求めることはできるが、人 Hll が行うように適~な前、すなわち、開通いでは

ないが必ずしも故適解とはぷえないような解を求めることはできない。このよう

な解を、品適解に対して、ここでは妥当解と呼ぶが、コンビュータが妥当解を求

められないということも、問題解決における人間とコンピ A ータとの大きな 相 違

の一つであるー

( 2 )人I/JJ とコンピュータ:山知処j!J~ }j法の相違

以上のような人間とコンビュータの処理情報の述いは、 l何者の情報処硬}5法が

異なることと非常に関述している。すなわち、コンビ」ータは予め記憶され たプ

ログラムに従って、全ての処FJ1がなされるのに対して、人間は何か問題を発見す

るたびに、学習や経験により臼ら都えた知識を利用することにより、その場面で

最良と考えられる行動を選択して活動している。このような方法は、その都 度判

断して行動するということから発見的 (hcuristic) }j法と呼ばれる。これに対し

てコンピュータは、プログラムに従って行動するため手続的 (procedural) }j法

を取るといわれる 62)。

ただし、問題が起こるたびに、いちいち悩み考えていたのでは、快適な人生を

送ることは難しいことから、人!日lは経験や信念、あるいは宗教から修得した自ら

の行動規範 (norm)を持っていて、日常に起こる梯々な問題に対処している。また、

毎朝食事をするたびに、口や手の動かし方を考えて実行することも煩わしいため

に、人間は頻繁に発生するきまりきった行動に対しては、 ー定の行動パターンを

持って対処している。これなとは、何かの拍子に無怠識的に行われる手続的な行

動で、繰返し経験しているうちに自然と修得されるプログラムのようなものと巧

えることもできる。

表-3.3人間とコンビュータの情報処理}j法の相違

比較項目 人間の特徴 コンピュータの特徴

記憶された知識や個人の
規範に従って

(意識的・発見的) 人間が作成し入力した
内~ フログラムに従って

処f'TI方法 経験的に;己憶容れた 〈手続き的)
行動パターン lこ従って

(無意識的・手続的)
，、J

脳に焼き付けられたパタ
ーンに従 って(反射的 ・
瞬間的〉

また、我々の持つ情報処理忘法には、もう lつ、人間の五感から得られた情報

を瞬間的に判断する方法がある。これは、例えば白から入 って きた画像情報から、

自の前の物を瞬間的に識別したりする情報処理方法で、これまでの 2つの方法が、
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志識的にしろ無志識的にしろ、ルー ルやプログラムのように記号化された知識を

用いて問題を解決していたことから必サ主義 (symbo1 i zm) と呼ばれるのに対して、

このような瞬間的な識別では、記号化された知識を用いないということから、非

記号主義またはコ ネクショ ニズム (conncclionism))-呼ばれる

このように、意識的に行われる発 見的方法から、無怠識的に行われる手続的方

法、さ らには、反射的に行われるコネクショニズムによる方法まで、人聞は非常

に幅の広い情報処理方法を備えているために、現在のコンピュータでは対応する

ことがで きないような多種多様な問題を柔軟に処理することができると与えられ

ている。 このような、情報処理方法から比較した人間とコンピュータとの相違を、

表-3.3'こ示した。

( 3 )人工知能研究の目的と A 1システムの定義

以上のように、人間とコンピュータの問題解決方法には、 非常に大きな相違が

コンピ A ータでも人聞が行ってみられるが、このような両者の違いを少なくし、

いるような問題解決方法を行えるようにしようとするのが、

的な目的である。すなわち、

人工知能研究の基本

①人間の持つ幅広い情報処理能力を機械化する

②これまでシステム化の対象とな らなかった問題領域をシステム化する

③ プ ロ グラムのような手続的方法ではなく発見的方法によりこれを実現する

以上の 3点が 、人 工知 能研 究の 基本的な目標である。このよう な、人間の持つ幅

広 い情 報処理 方 法 と 、 そ の 特 徴 、 および、これをコンピュータで実現するための

システム化方法を示したのが図ー3.3である。

【問題解決法 】 【特 徴 】 【システム化方法 】

知識推論 意識的 -発見的 ー・ 知識ベース ・システム

手続的処理 無意識的・手続的
ーー

プログラム

反射的 -瞬間的 -時 ニ r7 ~'~1 門ー?・ 7r:; ' i制御

図-3.3人間の情報処理方法とそのシステム化

人工知能研究では、 以上のような目的を持つことから、人工知能研究により開

〈これを以後、 A 1システムと呼ぶ)は、従来技術により

(これを以後、従来システムと呼ぶ〉と比較して、以下

発される情報システム

開発される情報システム

のように定義することができる。

①従来システムより広い問題領域を対象としたシステム
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②様々な人 J.知能技術を川いて開発されたシステム

すなわち、この第 l点は、システムの倣う IlIj:J1í領域の~いで、 A 1 システムで

は従来システムと比べて幅の広い情報処~H能力 を持つことから、従来システムで

は扱えずに人間に頼 っていた問題 までも《めて、システム化の対象とすることと

なる。 また、第 2点は、以上のような仏範な問題領域をあj裂とすることから、 A 

知識ベース・システムやファジィPIlJ命、 それにニューラル ・ネシステムでは、

γ トワークなど、 これまでの人工知能研究により開発された新たなシステム化技

体jを用いることとなる。

( 3 ) 研 究 対 象 領 域 の 特 性

このような両者の相違を明かにするために、表-3.4に|局システムが対象とする

問題領域の特徴や、想定できる具体的なシステム事例を心した。 す な わ ち、従来

システムでは、構造物の強凶:ii~U とか安定 ..~ .U とか、日 }1 ロジックが明確に解っ

ているような問題を対象に、システム開発が行われている。これに対して、 A 1 

システムでは、強度計算とか安定計算だけではなく、周凶の状況やこれまでの構

造物設計の経験的な知識なども考慮して、その設計の安全性やコストなどの評価

を下すところまでもシステム化の対象としている。

表-3.4従米システムと人[知能システムの相違

-------従来システム A 1システム{注}

構造が単純な問題 より傾維な問題
(良構造問題〉 ( .'宮:情造問題)

問題の特徴
伊J)数値計算、作図など 伊1)怠思決定、診断、問題

分析、行動計画立案など

シ 構遊説計 構造計算 入力条件ぷ定/ 結束の判断

ス

ア 情報検索 条件検索 検索条件設定/ 自然"再検索

ム

事 会計処理 分類集計/分析情報計算 分 析 情 報 の 判 断

伊l
:cね計画 ネットワークの日程計算 ネットワーク作成/ 最適化

(U:> A [システムの対象は、従来システムの対後を包含している.

このように、従来システムか取り扱 ってきたよ うな、単純明快な問題構造のこ

とを、人工知能研究の分野では、良構造問地 (well-slruCluredproblem) または

良定形問題 (well-definedproblem)と呼ぴ、反対に我々が人間社会の中で行き当

たるような阪総な問題のことを悪構造問題 (ill-strucluredproblem)もしくは非

定形問題 (ill-definedproblem) と呼び区別する。そして、この分類を用いると、

人工知能研究はまさにこの悪構造問題を研究の対象としていることとなる。この

ために、 A システムの開発に当たっては、対象となる領域の問題構造や怠思決

大きな労力が払われることとなる。定機構の解明に、
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【要素技術】

手段 目標;十 llflj ()、 (G P S ) 
プロダクション・ γ ステム
!込板モデル
付加手続き(メ
ファジィ推論
品理式
プロダクション・ルール
怠昧ネ y トワーク
フレーム・モデル
ファジイ・メンパ ー シッフ関数
ニューラル・ネットワーク
形態素解析 術文解析/怠昧理解
ニューラノレ・ネットワーク
音声認識
音声合成

人工知能研究の現状

「
ト
+
ト
L

【技術内容】

推論
問題解決 ・探索

その現状と問題点にここでは人工知能研究によって開発された技術に関して、

附して考察する。 トリガー)ド・トッ

「卜
T
「
仁

工
ト
L

知識表現
知識獲得・学習

パターン認識

図-3.5技術内容を基準とした分顕

( 2 )知識ベース・システム技術

知識ベース ・システム (knowledgebased system)とは、人間の知識をコンビュ

ータに部積し、これを利用して問題解決を行うシステム化技術で、人工知能研究

の中では最も実用化が進んだ分野といわれる。特に、女、1:象分野を一つの専門分野

( 1 )人工知能研究の分頭

人工知能の研究は、 工学分野から科学分野まで、非常に広範に行われているた

めに、その全体象を把促することは容易ではな L、。このために、このような研究

分野を何らかの基棺に従って分類し、これに法づいて全体を把探する必要が生ず

る。しかし、研究の進展が非常に早く、人て知能研究の捉え方が、時代と共に変

化していることから、これを的確に分類することは、容易ではない。そこで、こ

こでは、 2種類の法準による分類方法を示すのにとどめる。

一つは、人工知能研究により開発された諸々の技術が、どのような情報を対象

に、どのような処理方法を用いているかという観点からの分額で、 “処理内容を

法単とした分頬"方法である。ここでは、 ~1 - 3.4 に示したように、記号で明示で

きる情報を対象に論理的な推論を行う①知識処問、視覚情報を対象に物体の認識

を行う②画像処理(ビジョン)、そ れに、ミ活情報の認識や生成を行う③ 臼然言語

処理の 3分野に分類することとした。
に限定することにより、専門家に近い働きをさせることに成功したことから、

キスパート ・システムとも呼ばれる。

従来型のシステム化技法では、問題の特性や解決Jj仏、それに各段階で必要と

なる処理手続きなど、問題解決に必要な全ての知識を、 FORTRA:'-1などのプ

ログラム三語で一体化して記述する。 これに対して、知"議ベース・システムでは、

問題解決のための知識を知識ベース (kno'ldedgebasc)に記録し、汎用問題解決機

構である推論機構 (inferencecngine)が、その知識に法づいて推論を進めること

によ って、問題解決が遂行される。

すなわち、知識ベース・システムでは、従来のプログラムの内容を、①問題解

決のための知識と②その適用Iftnry;に分離し、適用順序決定機t揮を汎用化したとこ

基本椛造の特徴がある・ 3) (関-3.6)。 そして、このような知識ベース ・シ

凶-3.7のように、①知識ベース、②推冷機嶋、③知識獲得機構、⑥デ

ータ・ベースおよび⑤説明機械の 5つの機能構成により、コンビュータ上で実現

化されることとなる。

このような構造的特徴を有するために、知識ベース・システムでは、 一辿の問

題解決処理の中から、そのための知識を分離して、個別に取り扱うことが吋能と

なった。そして、この結果、システム開発やメンテナンスの効率が向上するとい

う利点が生じた。 また、ルールやオペレータなどの£号偲記法を用いているため

に、これまでのシステム化技術の弱点であった、 三葉を用いた問題解決が、知識

ベース ・システムを適用することにより実現化しやすくなった。

エ

ろに、

ステムは、
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闘-3.4処理内容を法相とした分類

また、もう一つの分矧方法は、人工知能研究により開発された要紫技術が、全

体としてどのよ うな 偶成をなしている のかという観点からの分類 β法 で、 “技術

内容を基準とした分類"方法である。ここでは、図ー3.5に示したように、①推論

・問題解決・探索、②知識表現 ・知識獲得・学習、③パターン認識の 3つに分類

することとした。人工知能研究では、これまで人聞はどのような方法で問題解決

を行っているのか、また、どのような形で知識を蓄積しているのか、また、何故

一瞬の内に物事を認識できるのかに ついて、長い間研究が続けられてきたが、こ

こでの分類は、このような観点か らの分額ということができる。
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定しない知識表現法が考えられないように、このi局者には強い関係がある。つま

り、人工知能研究の分野で扱う知識とは、推論の過程で利用あるいは参照される

形式化された情報であると定義できる。そして、このような知識は、物事の怠味

を現す事実知識 (factual knowledge)と、状態を評価する 判断規則(judgelllen ta 1 

knowledge)の二つに大きく分類される‘り 。

そして、このような知識表現方法には、これまでの人工知能研究の過程の中で

械々な方法が提案されてきている。上野は、これらの知識表現方法を①論理モデ

ル (Iogic-based model) 、②意味ネットワークモデル (semantic network model)、

③ ルールモデル (rule model)、④フレームモデル (framemodel)の 4つに分類して

いる。この中で、論理モデルとは、 一|精述;高品開の体系の中で知の知識を表現し、

三段論法によって推論を進める方法で、唯一論理的恨拠を持ったモデルであるが、

逆に非常に狭い範囲の問題しか扱えないという欠点がある。また、人間の連想能

力に関する心理学的な研究から、 1960年台後半にクイリアンによって考案された

意味ネットワークモデルでは、事実知識をネ y トワーク構造により表現する。こ

のために、もう 一方の知識である判断規則を、この体系の中で表現することはで

きない。しかし、図-3.8に意味ネ "/トワークの例を示すが、この例のように、意

味ネ y トワークでは、概念閣の意味的関係を視覚的に表現することが容易である

ことから、概念聞の関係を試行錯誤的に検討するための手段としても、価値があ

る。

また、ニューエルが人間の思考モデルとして身案したと言われるルール・モデ

ルでは、知識を IF-THEN形式で記述するために、 「もし~ならば~である Jとい

った形式で表現されることの多い判断続則の点現に適している。しかし、例えば、

「情造物にはコンクリート構造物と 土構造物があり、各々はさらに……… Jとい

うような事実知識は、ルール・モデルで点現すると元長的となるという問題があ

る。しかし、ルール・モデルは、表現形式が平易であり、かっ、我々の思考形態

と類似してい ることから、知識ベース・シス テムにおける知識表現方法として、

最も多く用いられている。

また、フレーム・モデルは、人聞の長期記憶モデルのーっとして、 ミンスキー

により提案されたフレーム理論 (FrameTheory)に基づく知識表現方法で、同一 の

概念を持つ知識群をフレームと呼ばれる枠で、統一 的に記述できる。このために、

静的な事実知識の表現に優れているし、また、フレーム聞に上位一下位の関係を

設定することにより 、情報の継承 (inheritance) が自動的に行われる。この機能

は、対象となる問題領域に存在し推論の対象となる各極の慨念〈もの)を、上位

概念や下位概念との関係から情造的に表現する場合に適している。また、現在各

揮のエキスパート・システム ・シェルで利用することができる、フレーム・モデ

ルは、フレーム理論 lこオプジェクト指向 (object oriented) の考え方が融合した

システム化技法となっており、フレームの中にメソッドやトリガーなどの付加手

続き (attached procedure)を記述することができる。この結果、フ レームによる

宣言型知識と 付加手続きによる手続型知識を、フレ ームとい う知識の単位で、統

合的に取り扱うことが可能となった &&)。

【知詰ベース・システム ]

G三三〉。
ー+知詰ベ ースへ記憶 :

くきの適用瓶D←権問

凶-3.6従来システムと知識ベース・システムの椛道的相違

32 
仁 二 ユ ー ザ インタ ーフ

‘ 

知

識

彊

得

機

構

ユーザー エキスパート

図ー3.7知識ベース・システムの締成

また、同ー3.2で説明したように、人聞は、①知識推論、②手続的処理、③コネ

クショニズムというように、多様な情報処理方法を用いて現実の問題に対応して

いる。このように、全ての問題解決に知識推論法が適しているわけではないこと

から、手続型プログラムを知識推論の過程で適宜実行するような形態で、知識ベ

ース ・システムが開発されることとなる。工程計画を例とすると、工法や材料選

定、それにネットワークの生成などは、知識推論法で取り撮ったほうが合理的だ

が、それによる日程計算や工程図の作成など、問題解決のためのアルゴリズムが

明確な処理は、従来型のプログラム言語で記述する方が得策である。このような

観点からすると、知識ベース ・システムは問題解決のためのシェルと捉えること

が的を得ている。

( 3 )知識の表現と推論方法

知識ベース ・システムでは、知識を蓄積するための知識表現法 (know!edge re-

presentation) と、それを用いて問題を解決する推論S法 (inferencemethod)が

キーテクノロジーとなる。そして、当然のことながら、推論の際の利用方法を想
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|工事構造l

|構造物吋

|工法 |

図-3.8 意味ネットワークによる高架式高速道路工事分解過程の表現例

以上のように、知識の表現方法として、これまでにいくつかの方法が提案され

てきているが、我々の持つ知識は多種多様であることから、これらの知識を、以

上のどれかの方法で表現することには無理がある。このために、以上の知識表現

方法を組み合わせて知識を蓄積し、推論する方法が研究されてきた。この結果、

「判断規則はルール・モデル、事実知識はフレーム・モデル」というように、複

数の表現法を組み合わせて知識を表現し、推論する方法が開発されてきている。

例えば、ルール ・モデルとフレームモデルを組み合わせた、いわゆるハイブリッ

ド型のシステム開発支援ツールが、現在では 一般的となってきている。

( 4 )暖昧性の取扱い

例えば土質特性を表す N値や土質分類、それに岩盤分類や安定性評価など、我

々が普段行っている情報処理活動には、暖昧な情報や信頼性の低い情報が多く存

在するし、また、そのような状況下で各種の評価活動を行っている。このために、

-81 -
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従来より広い 問題領域を システム化の対象 とす るA 1システムでは、このよ うな

暖昧性 (arnbiguity) を合理 的 に取 り扱う技術が、非常に重要となる。

従来、このような技術としては、統計解析による方法や確率論による方法が用

いられてきた。 しかし、前者 は多くの事例を分析することにより、ある種の規則

性を見いだす方法であることか ら、問機な条件下の多量なデータが必要であるた

めに、非常に限られた問題にしか適用できないという問題がある。また、後者は

不規則性 (randamness)を確率分布で現し、これを確率論により処理する方法であ

るが、この不規則性とは現象の特性を表すものであ って、ここでいう暖昧性とは

基本的に異なる。

すなわち、暖昧性とは言 葉や情報、それに知識などの持つ特性のことを意味し、

このために人工知能研究における推論方法において、大きな問題となる。石塚は、

このような暖昧性を、①制御の非決定性 (non-determisrn) 、②多義性 (multiple

meanings)、③不確実性 (uncertainty)、④不完全性 (incompleteness)、それに⑤

ファジィ性 (fuzzi叶 less) の 5 つに分類している~ 8) 5 1)。 ここで、制御の非決定性

とは、問題を解決する筋道を事前に決定することができないという性質のこと、

また多義性とは、物事を一 意に定義できない特性で、 言葉の意味理解などで問題

となる特性のこと、また、不確実性とは情報や知識の確からしきのこと、不完全

性とは、常に正しいとは限らない知識の特性、そしてファジィ性とは、概念閣の

境界の暖昧性を意味する。

そして、このような暖昧性には未解明の問題が多く存在し、現在、研究が鋭意

進められている状況にある。例えば、制御の非決定性に対する推論制御の研究や、

多義性に関する空間や分脈理解の研究、また、不完全性に対しては、非単調論理

によるアプローチなどである。これに対して、不確実性に対する確信度 (Certain

ty Factor:CF) やファジィ性に関するファジィ理論など、現在の知識ベース・シ

ステムの中で、既に利用されている方法も存在する。

しかし、このように実用に供されている方法であ っても、理論的根拠や利用方

法などに関して、まだ多くの問題点が存在する。例えば、情報や知識の確からし

さを確信度で表す方法は、 MYCINの開発以来、多くの知識ベース・システム

で用いられているが、この値を決定する方法や計算方法の理論的な根拠は、まだ

完全には明らかにされていない。このために、確信度を使ったシステムでは、妥

当な結果を出すために行われる確信度調整に、多くの労力を掛ける必要がある。

また、ファジィ理論とは、 1965年に米国のザディ (L.A. Zadeh) により提案された

ファジィ集合論を基本概念とし、言葉や知識の暖昧性をメンバーシップ関数に置

き換えて処理する方法であるが、このメンパーシップ関数をどのように決定する

のか、また、知識提供者とシステム利用者の感覚的な違い (di screpancy) を如何

に調整するのかといった問題など、真に実用に供するためには、まだ多くの問題

が存在している。

( 5 )コネクショニズムの適用

人工知能の研究では、工学的な実用化研究とは別に、頭脳のメカニズムを解明

する科学的な研究が、重要な位置を占めていることは既に述べたが、このような
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特にローゼンブラッド (F.Roscnblat t)による自己学習能力を持つ神経回路モデル、

いわゆるパーセプトロン (perceptron)の研究 (1958)に端を発する・"。

ローゼンブラッドの研究は、コンピュータの能力的限界などの問題から、結局

は実現化に至らなかったが、 1980年代に入って、カリフォルニア工科大学のホッ

プフィールド(J.J. Hopfield)が、相互結合型ニューラル ・ネ ."トワーク (1982)を

考案したことで、再度注目を集めるようになった。また、 1986年には図ー3.9に示

した階層型ニューラル・ネットワークにおける効事的な学習方法、いわゆるパッ

クプロパゲーション法 (backpropagation)をルメルハート (0.E. Rumelhart) が開

発して以来、急激に実用化が進んだ・"。

ちなみに、従来のように知識を文字や記号で去す考え方を記号主義 (S1・bo1 i z・)
と呼ぶのに対して、ニューラル・ネットワークでは知識をネットワークモデルで

表現することから、非記号主義あるいはコネクショニズム (connectionism)

ぶ。そして、文字や音声の識別や、ロボットのセンサー情報の総合判断、

情報による潜水艦の識別など、従来の知識ベース・システムでは実現化しにくか

った問題への適用が期待されている。

また、知識ベース・システムは、人間の持つ知識をコンピュータに蓄え、

を利用して問題解決を図る技術であるために、このような知識をいかに獲得し、

蓄積するのかは、非常に重要な問題である。この点、ニューラル ・ネ ットワーク

では、プログラムやルールを必要とせず、学習により知識の蓄積を行う方法であ

ることから、知識の獲得と蓄積の自動化を解決する方法の 1っとしても期待され

ている。例えば、暖昧性の表現に確信度を用いたシステムの確信度調整法や、

アジィ推論で用いるメンパーシップ関数の決定法などの研究が現在進められてい

る・け。

と呼

レーダ

これ

研究から最近注目を集めるようにな った新しい技術にニューラル ・ネ ットワーク

(neural network)かある。人間の脳は、成人男チで約 1400g、 表 面 積 は ほ ぼ 新 聞

紙 lぺージ分の約2250clあるといわれているが、これらの数字を他の動物の脳と

比較すると、 Inmでは鯨や象より軽く、表面積ではイルカより狭い。つまり、人

の脳の優秀さは、その重さや表面積の大小によって決まるのではなく、脳を構成

する 140億個といわれる膨大な数の神経細胞と、それらの複雑な結合の仕方によ

るということ、また、この神経ネットワークの結合は、人間の成長とともに進化

することが、これまでの生理学的研究で解明されてきている・ uo

また、前項の人工知能技術の特徴の中で述べたように、人間の行う情報処理方

法には、意識的に行われる①論理的思巧・から、普段無意識的に行われる②手続的

行動、それに五感から入力された情報の③瞬間的判断まで、 三通りの方法がある。

この中で、ニューラル・ネットワークは、③の情報処理方法として利用できるも

のと考えられる。例えば、車の運転中に何か危険な状況を察知した場合、我々は

急ブレーキにより危険を回避するが、このような場合の状況判断は瞬間的に行わ

れ、それに伴う行動は反射的に行われる。そして、これらの判断や行動は経験を

積むほどより的確になるのが一般的である。
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信
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/づノ

入

力

信

号

出力層中間層入力層

以上の例のように、瞬間的な状況判断では、言葉で表された知識を用いて意識

的に判断するのではなく、経験的 lこ養われた一種のカンのような方法が用いられ

そして、このような方法を機械で実現する技術として、ニューラル ・ネット

ワークが注目を集めるようになった。すなわち、ニューラル ・ネットワークとは、

我々の頭脳の中にある神経ネットワークによる情報処理機構を人工的に実現化し

ようとしたもので、 1960年代に盛んになった神経団路モデルの研究、その中でも

階崩型ニュ ーラ ル・ネットワークの構造図-3.9
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型言 語で記述し、システム内部にプ ログラ ム・モジュールとして記憶して、問題

解決を図ることとなる。 このよ うに、我々 が システム化の対象とする問題には、

一般的に 3種類の異なる形式の問題 が存在し、それ らのシステム化方法はそれぞ

れ異なる。そして、このために、ある問題をシステム化するためには、その問題

の構成や特徴を、以上 のような観点 か ら把握しておくことが、非常に重要である。

何故ならば、汎用問題解決機構と問題解決のための知識の分離、

ームなどによる知識記述方法の多械化など、システム開発技術面に対する高温な

理念、とは裏腹に、現在、実用システムに適用できる技術のレベルは、それほど高

くはないのが現状である。このことは、実際のシステム開発のために利用するエ

キスパート ・システム開発支援ツール (ExpertSystem shell) のレベルでは、

すなわち、知識表現の種類、付加手続きの記述方法、暖昧情報処

マンマシン ・インターフェイスの方法など、現実のシステム開発に当たって

知的工程計画システムの構想

知識ベース・ システムの特徴と計画立案問題

第4節

ルールやフレ

よ

り顕著となる。

理、

は、多くの制約が存在する。

( 2 )知識構成問題領域の特性

図-3.11では、ある問題解決に必要となる知識を、プログラムで記述する 手続

的知識と、ルールなどで記述する宣言 的知識に分けて、その両者の比率からシス

テム化の対象となる問題の分類を試みた。 当然、のことながら、問題の規定の仕方

によっては、 一 つの問題の中に多くのサブ問題を含むことになるが、ここでは問

題特性を把握するという目的から、非常に単純化して示 した。 この図のように、

概念的には、手続き型知識だけを必要とする純手続 き 型 問 題 と 、 宣言型知識だけ

が必要となる純推論型問題が存在し、我々がシステム化する問題は、この間のど

こかに位置することとなる。

ここでは、まず最初に、知識ベー ス・ シス テム 開発 技術 の現 状と シス テム 化対

象問題の関係について考察し、次に、 工程計画 の立案過程を再検討することによ

り、人工知能技術の適用方法に関して検討する。

( 1 )知識工学技術の現状と対象問題

知識ベース・システムには、宣言型知識を効率的にシステム化する機能とは別

に、システム稼働のためのシェル (shell) としての機能がある。 前述したように、

問題解決の方法には、①知識推論、②手続き的処理、③コネクショニズムの 3種

類 あるが、知識ベース・システムで は、知識推論を行うだけではなく、その過程

で必要となる手続型問題に対しては、従来のプログラミング言語を用いた手続き

的処理を、また、パターン認識などの 問 題 に 対 し て は 、 コ ネ ク シ ョ ニ ズ ム に よ る

問題解決を行 うよ うに 、シ ステ ムをコントロールする機能を備えている。

ち、知識ベース・システムとは、図-3.10 に示したように、知識推論によるマン

マシン・インターフェイスをベースに、対象問題の問題構造に従って、知識推論、

コネクショニズムを使い分けるためのシェルとしての機能が存在

すなわ

手続き的処理、

する。
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図-3.11知識構成による問題領域の特性

従来のシステム化では、コンビュータの高速計算機能を有効に利用するために、

構造計算など純手続き型問題が主な対象であ った。同様に、今後のシステム開発
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シェルとしての知識ベース・システム

例えば、工程計画問題の中には、工法や施工機械などの選定問題だけではなく、

ネットワーク計算などの手続型問題、それに、計画評価などのパターン認識問題

など、多種類 の問題が存在する。そして、この中の手続き型問題に対しては、問

題解決のアル ゴリズムが明確であることから、それを FORTRANなど の 手 続
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図-3.10
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に当たっても、手続的知識の比率の高い問題から、 順次開発を進めるのが有効で

あると考える。すなわち、知識処理だけではなくて、多量な情報処理を伴う問題

領域、つまり、少額多量情報処理というコンピュータの特性を活かせる問題領域

を対象に、 システ ム化を検討することが重要であり 、このことは、本研究の主題

である工程計画のシステム化に おいても、考産する必要がある。

( 3 )工程計画の立案過程に関する研究状況

工程計画の立案過程は、比較的早 くから研究が進められてきているが、これら

の研究では、計画作成の基本的手順と、工事の階層性という対象問題の基本構造

を示しているだけで、実際に計画立案ができるほど詳細かっ具体的に計画化の手

順が示されているわけではない。すなわち、これらの研究は、 “ある程度の工事

経験を持った技術者を対象に、これまで経験的に行ってきた工程計画業務を、シ

ステム的思考に基づき、より合理的に実施できるような指針を示している"もの

といえる。つまり、建設工事の知識がない素人が、計画業務を行うためには、行

動手I1慣や判断方法を事細かに 記述した マニュアルが必要となるが、これまでの研

究の成果によって、 『建設工事における 工程計画 作成マニュアル』が作成できて

いるわけではないし、また、そのようなマニュアルができたとしても、それは、

やはり標準的な業務の説明でしかなく、実際の業務に利用できるような柔軟性を

備えたものではありえない。

この理由は、これまでにも詳しく述べたように、固定した工場で生産される一

般製造業とは異なる、建設生産システムの特異性による。すなわち、①制約条件

が多種多様である、②計画の立案に統ーされた方法がない、③代替案が多く存在

する、④意思決定方法が主観的(経験的〉 、 ⑤定性的な評価方法を用いる、⑥作

成される計画は各人の技量に大きく依存する、などの特徴から、一つの工事の工

程計画を考えても、そこには無限に近い代替案が存在するし、また、それらを評

価する要因の数や重要度、 工事ごとに多種多械である。 そして、このことから、

計画立案の意思決定過程をアルゴリズム化してフローチャートで明示することは、

トンネルやシールド工事などの特殊な工事を除くと、ほぼ不可能に近いと考えら

れる。

( 4 )ヒューリスティックな計画立案過程

それでは、実際に計画立案に携わる技術者は、どのようにして工程計画を作成

しているのであろうか。例えば、計画構造をネットワークで表現して 工程計画立

案の過程を分析して見ると、図-3.12のような手順で計画化が進められることが

理解できる。すなわち、最初に工区分割や基本施工法、それに主要仮設備などの

計画の基本構想を仮定し (Step.l)、これに沿って、作業と順序関係を記述した工

程ネットワークの生成を行う (Step.2)。次に、資源や工期などの制約条件の基で

作業の日程を設定する (Step.3)。そして、このようにして作成された工程計画を

総合的に評価し (Step.4)、問題部分を再検討しネットワークの改良を進める。こ

の場合、部分的な再検討だけでは問題を解消できずに、最初の構想計画に戻って

再度計画化を行う場合も存在する。

以上のような計画立案方法では、計画がネットワークの改良という形で、ヒュ
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ーリスティック(発見的)に進められるために、計画全体としての整合性がとり

やすいといこと、また、最初か ら最適計画作成を目指すのではないために、最適

解かどうかの保証はないものの、現実に適用可能な妥当解は、確実に得ることが

できるという特徴がある。ただし、このような計画生成過程の各段階では、重要

度の異なる様々な要因が関係し、 非常に視雑な問題解決手順と高度な意思決定を

要する。 また、ステップ 2のネ ットワークの生成過程において も、単純な作業の

分解では対応できないこと、さ らに、作業の配置(最適化)方法や計画の評価方

法についても方法論が確立されていないなど、システム化するためには多くの課

題が存在するのも事実である。

図-3.12 ヒューリスティックな計画立案過程

2 .工程計画立案過程と知識ベース ・システム化

ここでは、図ー3.12に示したように、技術者がヒューリスティックな計画立案

を行っているとの前提の基に、工程計画のプロセスを再度整理して図-3.13 に示

した。すなわち、工程計画のプロセスを整理すると、①構想化、②モデル化、③

作業配置計画、④評価、⑤要素計画の 5つの段階に分けて考えることができる。

以下に、各段階における知識ベース ・システムの可能性について論じる。但し、

最後の要素計画は、本研究で取り扱う範囲を越えるために、除外する。

( 1 )構想化段階

構想化段階では、 主要な仮設工法や仮設備、それに工区分割などが、過去の工

事実績などに基づいて検討され、次のモデル化段階における前提条件が設定され

る。この中で、工区分割とは、基本的 iこは構造物の形状特性が主要な判断要因で

あり、この形状パターンを認識し、過去の施工ノマターンと照合することにより、
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真の 実 用純宣言型問題に近いことなどから、これまでに開発された例は多いが、

化はあまり進んでいないのが現状である。

( 2 )モデル化段階

モデル化段階では、仮設工法や仮設材料、施工重機などの選定を経て、 工程計

画のための計画モデルが作成される。すなわ ち、この段階では、 ネ ッ ト ワ ーク法

や斜線式工程表などの計画モデルを用いて、 計画案を作成する。例えば、ネット

ワーク・モデルを用いる場合を考えると、構想化段階で想定した基本計画に従 っ

て工事を分解し、ネットワークの構成要素であるアクティビティ (activity)と順

序関係 (relationship)を生成する。そして、この生成過程の途中では、未決定の

工法や投入資源の種類や規格などの選定が行われる。

つまり、ネットワーク生成自体は計画型の問題だが、その解決過程には多くの

選択型問題を内包していることとなる。また、この問題の中には、生成されたネ

ットワークを用いて、各種の工程計算を行うなど、多くの手続型問題も含まれて

いる。また、計画型問題であることから、選択型問題がシステム内部に菩積され

た解の一つを選択するのと比較して、処理の結果得られる情報量も多量となる。

このために、知識ベース・システムとしての開発効果は、現時点における知識ベ

ース・システム技術を考慮しでも、充分大きいと考えられる。

( 3 )作業計画段階

作業計画段階では、前段で作成された計画モデルを用い、そこで規定された作

業構成やそれらの順序関係は既定とし、その範囲内で巌も適当と考えられる 工程

計画が作成される。すなわち、前段のネットワーク計算では、最早時実1)と最遅時

刻を算出するが、これらは各作業の実際の計画時刻ではなく、その範聞を規定し

ているに過ぎない。つまり、実際の作業時刻は、同じ資源を必要とする他の作業

との関係や、安全性やコストとの関係など、前段では規定できなか った原価 や工

期、安全性などの評価要因のバランスも考慮して、計画が立案される。すなわち、

作業計画段階とは、作業の開始時期や投入資源量を調整する段階であり、これを

端的にいうと、ネットワーク・モデルに対する投入資源の最適化問題と位置 づけ

られる。

: 主要工法検討) ~主要設備検討 } !，工区分割検討 j

-H・H・-:..・H・H・'"・H・"

H・H・'"合十画の前提条件;川H・H・'C
九ゐ網目・ーー・--明白山田伺....-

ミ(仮設工法選定)

~ 1 --l↑ ! : ~ 

日(仮設材料遣の~
ニ: lT c仮設機械選の:..

工期・原価・
資源投入法

計画モデル作成

(ネットワーク作成)

:①; 
j構;
:想;
;化;

これまでは、このような問題に対して、山積 ・山崩しという数理計画手法 が取

られてきた。しかし、これまでの長い研究にも拘らず、現在でも実用的な方法は

発見されずに、ネットワーク手法利用のボトルネックともなっている。す なわち、

これまでの研究では、例えば PERTの山崩法等のように、主に数理計画法を用

いて最適案を求めることを目標としていたが、この問題に係わる要因の種類や重

要度が多種多様であるために、制約条件を制限せざるをえず、現実に適用できる

レベルの解を求めることはできなかった。このために、山本は、技術者が経験的

に行っている資源割当法を数理モデル化したヒューリスティック法を提案してい

る・2)。この方法は、従来の方法と比べると、より現実的な方法と考えられるので、

知識ベース・システムの技術を適用して、経験豊富な技術者の知識をよりよく反

映したエキスパート ・システムの開発が期待できる。

( 4 )評価段階

③
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図-3.13工程計画の立案過程
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また、工法や設備選定の問題は、あらかじめ蓄積された案の中から入力条件に

よって選択するといった選択型問題である。そして、このタイプの問題は、 主に

宣言型知識だけを取り扱うことから、計画型問題と比較して、よ り単純な構造を

しており、早くからエキスパート・システム化が試みられてきた。しかし、選定

要因はやはり多種多様であること、また、これらの要因が、例えば施工環境のよ

うに言葉での表現が困難であったり、地質条件のように数値だけでは表現しにく

いなど、定性的なものが多いこと、さらに、この種の問題は図-3.12のように、
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管理しやすい部分に分割する問題であ る。しかし、このようなパターン認識問題

をシステム化することは、現状の技術では難しい。また、地下鉄工事における作

業帯の制約など、最近の工事では、形状特性以外の外的な制約条件の重みが相対

的に高くなってきていることもあり、現時点での知識ベース ・シ ステム化は困難

と考えられる。
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次 の評価段階とは、前段で作成した工程計画案を、工期や原 価、 安 全性、確実

性、 それ に資源の使用方法など、非常に 多く の評価要因 に基づ き総合的に 評価す

る段階であ る。そして、ここで問題が発見さ た場合は、それがどのよ うな要因 に

起 因してい るのか、 また、それがどの段階ま で戻れば解消できるのかを判断する。

反対 に、特に問題点 が発見 されず、総合 的にも 妥 当な計 画であると判断された場

合は、これが 当該プロジェクトの工程計画 となる。 そして、この 計 画に基づいて、

次の要素計 画段階で、資機材や労務、それに予算など、個別の要素ごとに実施計

画が立 て られることとなる。

以上のよ うに、この段階では、やはり多種多械な評価要因が存在し、それ らの

聞の相対的な重要度や関連関係が不明確である。 例えば、資源投入量や概算原価

などの定量的なものは、数量的比較評価が比較的容易であるが、施工 性や安全性

などの定性的な要因は、技術者の経験的判断による部分が多く、数量化すること

が難しい。 このような情報は、数量化理論などを用いて要因分析し、評価判定式

を作成することも可能とは考えられるが、 評 価要因が多種多械であることや、そ

れを精度良く分析するためのデータ収集が、非常に難しい。この結果、計画の総

合評価は、技術者の主観に頼る部分が大きくなり、これをシステム化するために

は、従来か らの問題解決方法では限界があるらのと考えられる。

しかし、経験豊富な技術者は、このような複雑な問題を、割に速く解決するこ

とができる。これは、工程や原価などに関する各種の指標を、総合的に判断する

能力を、多くの経験を積むことによ って、技術者が獲得しているためと考えられ

る。 すなわち、このような問題は、 一種 のバ ターン認識問題と捉えることができ、

その総合的な評価メカニズムは、学習 によってなされることになる。そして、こ

のような人間の持つ学習とパターン認識の能力を代替する方法として、前節で説

明したようなニューラル ・ネットワークなどのコネクショニズムが、提案されて

きている。 したがって、この評価段階も、以上のような方法を用いることによ っ

て、将来的にはシステム化の可能性が残されているということができる。

3 .知的工程計画システムの構成

ここでは、先ほどの工程計画立案過程に人工知能技術を適用した工 程計画シス

テム、すなわち知的 工程計画システムの構成と、その中で必要となる知識の構成

と表現方法について、考察を加える。

( 1 )知的工程計画システムの構成

前述したように、 工 事計画の立案過程は、 工事の構想計画から個別要素計画ま

で、多くの段階を経て行われる。そして、それらの中には、現状の技術レベルで

システム化しやすい部分とそうでない部分が存在する。また、このような計画過

程は、原価などの他の管理要素とも密接に関係するために、どの範囲を工 程計画

とするのかも暖昧である。そこで、本研究では、このような計画の各段階の中で、

-91 -

第 3章 知的工程計画シ ステムに関する研究

工事の構想化段階か ら工程計画案が作成さ れ る評価段階ま でを、全体工程計 画 を

作成するための 一 つのまとま りと 考え、こ の部分 に知識ベース・ システム技術を

適用して、知的工程計画 シス テ ムを開発する ための方法 を検討すること と した。

そこで、 工程計画の立 案 プ ロセス を表した 図-3.13に関しては、知識ベース ・

システム化が適するのかどうかと いっ た観点 か ら、各プロセスがどのようなタイ

プの問題であるかを、前段で検討し たが、この結果か ら、このような計画立案過

程を具体的なシステム構成として検討 すると図寸.l(のようになる。 この図では、

知識ベース ・システム・シェルが、 右端に 示 した知識ベ ー スに蓄えられた知識を

参照しながら、利用者とのコミュニケーションを取り、計画立案過程に係わる各

モジュールの処理を制御して、工程計画の立案を推進する。 このモジュールとは、

一 連の問題処理の塊を指し、その問題解決が手続処理による場合は従来型プログ

ラムを、また、知識推論による場合はルール(図中では ESと表示 している)を

用いてシステム化される。

この図のように、工区分割や主要工法 ・仮設備などは、多種多様な要因が関連

し、システム化しにくい部分であることから、ここでは、構造物形状などの設計

情報と共に、事前に決定されている入力情報と考えた。 そこで、 「ネットワーク

生成 ES Jは、これらの入力情報に基づき、 工程ネ ッ トワークを生成する。また、

このネットワーク生成過程の中では、仮設のように設計仕様で指定されていない

作業に関して、そこで用いられる 工法や施工機械、資材などに関して、条件に適

したものを選定する ESが、必要に応じて稼働する。

以上の過程は、計画モデルを作り出すプランニング段階に当たるが、これに引

き続いてスケジューリング段階にはいる。 スケジューリングとは、与え られた 計

画モデルに基づいて、作業の開始日と終了目、それに資源の配分方法を決定する

段階であるが、この問題の多くの部分は、問題解決手順が明確でアルゴリズムを

記述できることから、従来のシステム化技術を用いて、システム化が進められて

きている。このために、この段階の日程計算、資源山積計算、出来高計算、それ

に、工程図の作成部分は、知的工 程計画システムにおいても、手続き型言語によ

り記述し、プログラム・モジュールとしてシステム内に記憶され、システム ・シ

ェルが必要に応じて稼働させる。

しかし、この過程で必要となる資源配分の最適化問題、すなわち、 一 般に 「山

崩し Jと呼ばれる問題は、これまでに多くのアルゴリズムが提案 8れてきたにも

かかわらず、現在でも、現実問題に適用できる方法は発見されていない。 何故な

らば、最適化の対象となる資源が複数存在し、それらは互いにトレードオフの関

係にある場合が多いために、そのような条件の基で妥当な解を求めるアルゴリズ

ムが存在しないことによる。このために、経験ある技術者は、計画案を段階的に

改良するという方法、すなわち発見的方法により、このような問題に対処してい

る。このために、作業の重要度に応じて投入資源の配分量を変化させ、より現実

に近い計画とするためのヒューリスティック法が提案されてきた 6.)。しかし、こ

れらの手法は、従来の手続的言語によるシステム化を目指したことから、技術者

が行っているような柔軟な問題解決方法を再現するまでには至っていない。そこ
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で、今回の知的工程計画システムにおいては、ここの部分をエキスパート ・シス

テムとすることにより、より実行性の高い計画が立案できるように考えた。
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図-3. 14知的工程計画システムの構成

識が必要であ ると述べている・・ 30 しかし、後者の計画立案方法に関する知識を

より詳細に検討すると、この中には、計画生成の基本的なメカニズムに関する知

識 と計画 を改良するための経験的な知品の 2停類が存在することが解る。また、

問題解決のための知識には、以上のような立主的な知識とは別に、従来からの手

続き的知識も存在する。そこで、本研究では、工程計画立案に必要となる知識と

しては、図ー3.15 に示したように、①工事技術に関する知識、②計画立案方法に

関する知識、③計画評価に関する知識、そ れに、④工程計算処理手続きの 4種類

に分類して考えることとした。

知識工学分野では、知識を専門的事実(facts) と経験則 (heuristics)に分けて

与えるが、①は前者に、また②と③は後者にちたるものといえる。 ④は、従来ス

ケジューリング・システムとして行われてきた日程計算、資源山積計算、出来高

集計、工程図作成など、問題解決のためのアルゴリズムが明確な処理手続きであ

り、システム内部では、 FORTRAN等を用いたプログラム・モジュールとし

て記憶される。そして、①の知識が図ー3.14における知識ベ ース ・システム・ シ

ェルとして働き、他の②から④までの知識を制御して、工程計画を順次生成する

こととなる。

( 3 )工事技術に関する知識

工事技術に関する知識とは、建設工事に係わる技術的な知識のことで、専門書

や技術資料等に記号や数値形式で明示されたらのが多い。人工知能研究分野では、

このような知識のことを教科書的知識と呼ぶが、工事技術に関する知識は、まさ

にこの分類に属する。このために、比較的知識獲得は容易であるといわれる。ま

た、この種の知識は、いわゆる静的知識でることから、知識ベース・システムで

はフレームとして蓄積される。
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以下に、工事技術に関する知識の具体例を示す。

①工事構成に関する知識

例えば、 「高速道路工事は、本線工事とランプ工事等から構成される Jとい

うように、建設プロジェクトの構成に関する知識の こと。工事種類から推定さ

れる構造物構成と、設計図書情報として与えられる個別プロジェクトの情報が

存在する。

②構造物の形式に関する知識

例えば、 r R C橋脚の構造形式には、単柱式、門型、ラーメン式等がある J

というように、 どのような構造物があるのか、また、各構造物にはどのような

形式が存在するのか、施工に際してどのように部位分割して施工するのかを表

す。

③工法に関する知識

例えば、 「杭工法は、既製杭工法と場所打杭工法に分類され、場所打杭工法

にはベノト抗、リパース杭等がある Jなど、施工法の種類、そこで必要となる

施工機械などに関する知識。

④工穏に関する知識

( 2 )工程計画に必要な知識の構成

前述したように、工程計画はいくつかのプロセスを経て立案され、その各プロ

セスの問題を解決するために、多種多憾な知識が適用される。 このため、工程計

画の立案課程を知識ベースシステム化すためには、どのような知識がどの段階で

必要となるのか、また、それらの知識はどのような形でシステムに組み込んだら

良いのかを、事前に検討し整理しておくことは重要である。 そこで、工程計画立

案に必要となる知識を洗いだし、それ らを 概念的に墜理・分類を 行った。

建設工事は、その特徴から施工に当たって様々な制約を受ける。また、工法や

投入資機材、施工順序など、選択の自由度が高いという基本的特性もあるため、

工程計画立案に当たっては、ただ計画を作るというだけでなく、より合理的な計

画を効率的に作成することが重要となる。このことから、期納は、工程計画を立

案するための知識として、①工事技術に関する知識と②計画立案方法に関する知
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例えば、 鉄筋組立作業は、鉄筋工が加工した鉄筋を材料置場から組立場所

に小運搬し、組み立てる なと、工種の陣頭とその内容に関する知識。

①工事鏡術に関する知檎

町似…削
)lヱ申書憾の鍾銅と調Eカ、)lエ

掛リ等、エ .計画立~の過程

で必要 と~る 尚々 のデータ.フ

レーム形式で B~述 さ れる .

or計画立案方法に閲する知描

計画化の手順、仮脱の立て
7町、例外処理を !tうための知

"で、ルールセット聞の連II
関係などシステム得途と しτ
実現される

陣今

G 
知的工程計画

システム

4 

/工程計画 / 

KP 

何

@工程計算処理手続き

日程計 算 、資源山積計算 、

出来高 集計 、工程図作成な l

ど、従来型プログラム宮崎|

で犯逮された処理手続き . I 

[③計画評価に関する知随

It・の各段階で必要 となる"

備のための知砲で、車IUを手責

むことに より獲得される .知

総ペースの中では、ルール形

式で B~述される.

図申3.15工程計画問題 iこ関連する知識構成図

( 4 )計画立案}j法に関する知識

計画立案 Jj法に関する知識とは、 工程計闘を効率的に作成するための計画化戦

略(手順や方法)を表した知識のことである。すなわち、全体計画を作成するた

めには、どのような個別計画が必要となるのか?また、それらの個別計画はどの

ような順序で作成するのか?途中で行き詰まった場合、どこまで戻って考え直す

べきか?等々、いくつかの問題を解決しなければならない。このために、①計画

立案手順、②的の絞り方、③無駄な思考の避け方、④パックトラクの仕方、あい

まいな情報の取扱方、等に関する知識が必要となる。

工事計画の立案手順については、工事の主煩別にマニュアル化されている例が

あるが、実際のプロジェクトの計画立案は、このようなマニュアルだけでは作成

できない。すなわち、個別プロジェクトは、それが置かれた環境が各々異なるた

めに、それらの条件を考慮して計画を立てる必要がある。このた めに、同 じ工事

の計画であっても、それを立案する技術者によ って、計画立案の手順や方法が、

それぞれ異なるのが一般的である。このことは、計画立案方法が、技術者の個人

的経験や技量に影響されることを示している。

このような知識は、多数の技術者から得 られた知識の差異を分析し、知識の一

貫性や最適性の検討をした上で、整合性が取れた 一つ の計画立案体系としてモデ

ル化される。そして、この知識は、知識ベース・システムの中では、部分的な計

画生成を行うルールセットとそれらが関連づけられたシステム 構造とい う形で実
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現化される。すなわち、図-3.14 における 「知識ベース ・システム・シェル j の

中に組み込まれることとなる。

( 5 )計画評価に関する知識

計画評価に関する知識とは、計画立案に関する知識により作成された工事計画

案を評価し、より良い計画に改良するための知識である。すなわち、資源の投入

方法やコスト、安全性等から計画案を評価する知識で、①投入資源最適化、②工

期の短縮化、③コスト低減化、④問題部分の発見、等が存在する。

これらの知識は、その性格からして、技術者個人のノウ ハ ウに属するものが多

く、宣言的知識であることから、知識ペース・ システムの中では、プロダク ショ

ン・ルール形式で蓄積される。この分類に属する知識は、推論結果の妥当性を評

価し、妥当でないと判断した場合には、どのような段階から計画修正を行 ったら

よいかを示す知識で、主に経験的に蓄積される積類の知識である。具体的には、

施工の安全性や効率性、また、全体計画と部分計画の整合性などに関する知識が、

これに属する。
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そして、この結果、当面の応用技術としては、知 l誠ベース・システムの適用が

最も重要であること、そして、この重要性は、これまでのプログラムで表現しに

くかった宣言的知識を、プロダクション・ルールなどを用いて容易に扱えるこ と

と、それに、従来型システムと利用者の仲立ちをするマンマシン・インターフ ェ

イスとしての働きにあることを示し た。また、こようなシステムの中で頻繁に現

れる暖昧情報を合理的に処理するために、ファ ジィ理論の適用が必要となること

を述べた。また、ここ数年内に実用化が期待でき、代替案評価や現状評価など、

パターン情報の認識にニュー ラル ・ネ ットワークが、重要な働きをするだろうこ

とを述べた。

また、第 4節では、以上のようなレベルにある人工知能技術を、どのように 工

程計画問題に適用かという方法を考察し、その結果を踏まえた知的工程計画シス

テムの構成について検討を加えた。すなわち、工程計画立案のプロセスの中の、

どの部分をシステム化し、どの部分は利用者が処理することが現実的か、また、

そのような考えで知識ベース・システム化をすると、どのような構成の知識ベー

ス・システムが可能であるのか、さらに、そのような知識ペース・システムで必

要となる知識の穫類とその構成、および、それらの知識の蓄積方法について、論

じTこ。

そして、以上の検討の結果、知的工程計画システムは、大きくプランニング部

分とスケジューリング部分に分けて考えられること、プランニング部分では、

の前の構想計画段階で設定された、工区分割や基本工法、それに主要な設備計画

を前提条件として、後のスケジューリング段階で必要となる工程計画モデル、す

なわち、工程ネットワークの生成を目的にするシステムの開発が重要であること

が解った。また、プランニング段階では、前段で生成された工程ネットワークモ

デルを用いて、作業の開始時期や資源の投入方法などの計画化を進めるが、ここ

で重要となる、投入資源の最適化・合理化を達成するためには、これまでに行わ

れてきた数理計画手法だけでは不充分であり、経験豊富な技術者の知識を利用し

た、ヒューリスティックな計画システム、すなわち、知識ベース・システムの開

発が必要であることが解った。

そ
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本市では、工事マネジメントの中核をなす工程管理のシステム化を進めていく

ことが重要であること、また、そのための新しい技術として、近年めざましい進

歩を遂げている人工知能技術が重要であるという認識か ら、これまでのシステム

より知的な 工程計岡システム、すなわち、工程計画エキスパート・システムに関

技術的な開発の可能性と考えうるシステム構成について論じた。

第 2節では、孜が由においてこれまでになされた工程計画に関する研究を再検

討し、そこでの問題点、現状の問題解決に対する不足分野などについて考察した。

すなわち、建設プロジェクトの工程計画をいかにモデル化するか、また、そのモ

デルを用いて最適計画を求める方法など、主にスケジューリングに関する研究が

行われてきたが、そのような工程計画モデルをいかに作り出すのかというプラン

ニングに 関する研究は、非常に少なか った。 また、スケジューリングにおける最

適化手法に関しでも、非常に制限された制約下に おける問題に しか適用できない

手法しか提案されてきていないことがわかった。

そして、この原肉には工程計画問題の特性が大きく影響していること、すなわ

多種多様な要因が影響する複雑な意思決定過程を含む問題であることがわか

り、このような恵摘造問題のシステム化には、人工知能技術の適用が必要である

と身え、工程計画問題に人工知能を適用するために、これまでにどのような研究

が行われてきているのか、主導的役割を東たしてきている米国の状況と、それに

比して、非常に遅れたわが国の現状について述べた。

この結果、工程計画分野では、経験の蓄積が業務の遂行に重要な要素であるに

も関わらず、生産システムの特徴から、 一人の技術者が経験できる範囲には限界

があること。また、不確定な情報の中で早急 な意思決定が求められること、さら

に、このような状況を支援するためのシステムを、従来のシステム技術では開発

しにくいということなどが述べられていた。しかし、具体的な知識ベース・シス

テムとしては、工法選定などの選定問題に関してシステム化が進められているも

のの、いまだにプロトタイプシステムであるものが大部分であること、また、計

画型問題に対するシステム化が遅れていることがわかった。

また、第 3節では、 工程計画問題領域におけるシステム化を進めるためのキー

テクノロジィとして、人工知能研究とそこで開発された技術に着目し、その特徴

を明らかにするために、人工知能研究の発祥や発展の過程を考察し、その結果明

かとなった、技術の構成や、各技術の適用分野とその有効性、および現状の技術

レベルと数年先における可能性を論じた。人工知能技術の特徴 lこ関しては、最初

に、人工知能研究と関係の深いコンビュータと人閣の頭脳における情報処理方法

の遣いに着目し、コンビュータが手続き的な処理しかできないのに対して、人聞

は意識的な知識推論から反射的なコネクショニズム的方法まで、実に幅広い問題

解決方法を備えていること、そして、このような問題解決方法をコン ピュー タで

実現しようとしているのが、人工知能研究であることを述べた。

結第5節

して、
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ニコロ緒第i節

工程計画のためのプランニングとは、施工計画 の初期段階で検討し想定される

構想化計画に 基 づき、スケジューリング の ための計画 モデルを 作成する段階と定

義することができる。 すなわち、構想化計画で は、主要 な施工法や仮設備、

に工区分割などが設定されるが、 工 程計 画のプラン ニ ング段階で は、 この構想化

計画を前提条件として、より詳細に施工計画を検討 する。つ まり、対象構造物 の

建造に必要な作業とその順序関係、および、そこで必要となる種々 の施工法や使

用資機 材の選定が、ここで行われる。 そして、ここでの結果は、以後のスケジ ュ

ーリング段階で最適化を図るために、プレシーデンス・ネットワ ーク な どの計画

モデルとして作成される。

このようなプランニング段階では、当然のことながら多種多様な 計 画情報を必

要とするし、非常に広範囲にわたる制約条件を考慮しなくてはならな い。 また、

ここでの計画立案過程は、建設プロジェクトの個別性から、標準的な方法 とい う

ものは存在せずに、計画立案者の経験や技量により千差万別である。 さ らに、

ケジューリングと比較して、計画立案の自由度が高 いことから、 工程 計画 の合理

性や最適性を追求する上で、根幹となる段階でもある。 以上のように、プラン ニ

ング段階での計画の良否は、最終的な工 程計画に大きく影響する重要な段階であ

るとともに、 施 工計画の中でも非常に難しい 問題の一 つである。

しかし、従来進められてきた工程計画に関する諸研究は、スケジューリングに

関する研究が主体で、スケジューリングの前提となる 計 画モデルをいかに作成す

るかという 、 プランニングに関する研究は非常に少ないのが現状 で ある。 すなわ

ネ ットワ ー ク法を例に取ると、不確実性やフィードパックなど、 工程ネ ッ ト

ワークによる 工 程計画の表現方法、それに、日程計算法や投入資源の最適化方法

などが、 主 に数理計画法による方法が考案されてきている。 しかし、このような

研究の前提条件となるネットワ ー ク自体の生成過程やその合理性などに関しては、

トンネルや防波堤工事などの特殊な 工事を除くと、ほとんど問題とされてきてい

それ

ス

ち、

ない。

この事実は、プランニングがスケジ A ーリングより、工程計画における重要度

が低いというわけではない。逆に、文頭で述べたように、プランニングは合理的

な計画を立案する上で、非常に重要な段階であると同時に、非常に解明するのが

難しい部分でもある。このような問題は、人工知能研究分野では、悪構造問題と

呼ばれるが、その複雑な問題構造ゆえに、これまでこの段階で行われる計画立案

過程に関する研究や、これをコンビュータ・システム化する研究が進め難か った

ということができる。

そこで、本研究では、このように複雑かっ重要なプランニング段階に着目し、

ここに人工知能技術を適用することにより 、 問題構造の解明と、それをシステム

化するための方法に関して研究することとした。そして、 ここでの研究結果に基

づき、経験少ない技術者でも、 経験深い技術者と同等な計画を効率よく作成する
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ための知識ベース・システム、すなわち知的工符プランニング・システムの開発

を試みることとした。

すなわち、本市の第 2節では、技術;持が行っているプランニングの方法に訂目

し、その問題構造や計間生成メカニズムを人工知能システムという視点から分析

し、計画生成のための新たな戦略を検討する。つまり、プランニングはどのよう

なサブ問題から構成され、それらはどのような過程を経て総合化されるのか。ま

た、人工知能研究の分野では、このような計両生成方法に関して、これまでにど

のような β法が考案されて きたのか。さらに、その成果を受けてどのような 工程

計画生成システムが開発されてきているのか。そして、この節の最後では、以上

の既往の研究の考察に基づいて新たに 考案した計画生成戦略を紹介する。

また、第 3節では、前節で提案する新たな計画生成戦略に、 オブ ジェク ト指向

と呼ばれるシステム開発技法を適用することにより、合理的な工程ネットワーク

生成方法を 検討する。すなわち、意味ネットワークなどの知議表現方法を用いる

ことにより、工程計画の生成過認を明かとし、そこで要する諸々の知識を分額整

理する。そして、このような計同化の過程を、オブジェクト指向と呼ばれる技法

を用いてシステム化する方法を倹討する。また、そこで必要となる計両知識の蓄

積方法として、階層構造を有するフレームの適用を検討する。

また、第 4節 では、前節で検討する工程ネットワーク生成方法に基づき、実際

に開発を行った知的工搾計画生成システム (PF-PLAN)について、 システ

ムの概要と機能、および、特徴などを紹介する。また、本システムの有効性を検

3をするために、モデル工事を設定してシステムの適用実験を行い、この結果につ

いて論じる。
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第2節 知的プうンニングの方法

1.プうンニング・システムの構成

( 1 )ネットワーク生成メカニズム

本市で論ずるプランニングとは、端的に表現すると、工粍ネ 1 トワークの生成

過程を意味する。ここでいう工程ネットワ ーク自体は、アクティピティとその 11師

序関係により構成されるが、その生成過程には、複雑な怠思決定を必要とする多

くのサブ問題が存在する。 図-4.1にこのような関係を図化 して示すが、構造物分

解による作業 (task)の生成や、工法や資機材の選定によるアクティピティの作成、

そこでの資源役人置や歩掛り推定による所要回数の見積、アクティピティ問のIi国

序関係の生成など、工程ネットワーク生成問題は、多くサブ問題から構成され、

これらのサブ問題を順次解決することにより、初めて工程ネットワークが生成で

きる。

以上のように複雑な構造を有する工程ネ y トワーク生成問題を、ここでは、①

作業 (task)生成問題、②工法・資機材選定問題、③作業数母見積問題、④順序関

係生成問題、の四つサプ問題に分けて、より詳細に検討を加えることとする。

工程ネットワーク

|順序関係生成問題l

図-4.1工程ネットワーク生成メカニズム

( 2 )作業生成問題

建設プロジェクトのネットワーク生成において、最も大きな問題は、対象構造

物を生産するために、どのような作業 (task)が必要となるかということである。
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この場合、 情造物生産:のためにどのような作業が必要か、一つーつ手順を分析し

ながら巧え出す方法もあるが、過去の同搬 な工事経験に照らし合 わせて、 ト 1 プ

ダウン的に創出する }j法 もある。

前者のえi法としては、人工知能分野にお いて、ロボ ットの行動計画 を作成す る

方法として、手段 目標計画法 (means-ends planning)が提案されている。しかし、

過去の頬似の工事かあるにもかかわらず、計画を始めから一つ 一つ 考え、作り出

す方法は、巌終的には工程計画が作成できたにせよ、効率的な }j法とはいえない。

また、後者の方法 として は、建設プロジェクトの作業権造を、階層的な樹技状

構造で表現した W B S (Work Breakdown Slructure)が想定できる。しかし、周知

のように、この WBSとは、対象となる建設プロジェクトの生産権造を把握する

ために、情造分析の結果として作成されるものであり、そのプロジェクトの W s

Sを作成する過程で、過去の工事のW B Sが参考とはなっても、これだけで当該

工事の W B Sを作れるわけではない。

すなわち、建設プロジェクトの工事情成は、過去の W B Sを参考にして生成で

きる。ま た、杭基礎工事やコンクリート 工事などの工事E単位で見ると、損得J的な

作業パターンというものが存在することから、このレベルで作業構成を記憶して

おくことにより、詳細レベルの作業生成、、 W B S利用により行えなくはない。

しかし、足場や支保工 などの仮設作業に関しては、作業方法や使用材料が工事環

境によ って異なるために、単純な W B S利用では生成することができないために、

この部分には、 手段一目 標計画法の適用が必要になる。

この問題の詳細に関しては、この後の 「計画生成戦略」のところで論ずるが、

いずれにせよ、技術者は、この両方の方法を組み合わせて、計画を作成している

と考えられる。従 って、この部分をシステム化するためには、どのような方法を

どの段階で適用するのかという計画生成手順を、他のサプ問題も含めてモデル化

する必要がある。

( 3 )作業見積問題

作業を生成した後で問題となるのは、①作業数量、その作業で使用する労務、

資材、施工機械な どの②工事用資源の投入 曜、工事環境を考慮した③施工歩儲り 、

そして、これらを総合化して求められる④作業の所要口数である。 そして、これ

らの数量の関係は、式-4.1のように表すことができる。この中の①については、

構造物の施工部位への分解や工法や使用資材の種類によって、設計数量から単純

に算出できない場合がある。また、施工歩掛りに関しては、標準歩樹りとして整

備されている場合が多いが、このような値はあくまで保準値であり、これだけで

実際に近い値を得るたことはできない。 また、投入資源量も、各作業環境に適し

た投入置が存在することが、経験的ばかりではなく、投入量と作業効率の関係か

らも、指摘 されているけ。そして、これらの数量を総合化して、工程計画で最も

重要となる所要回数が求められる。

作業数量×施工歩掛り
所要回数 =

投入資源量
(式-4.1) 

以上のように、ネットワーク生成で必要となる数量見積は、過去の工事情報ば
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かりではなく、それらの経験に基づいた深い洞察力を必要 とする。例えば、肢も

推定が難しいと考えられる施工歩掛りを例に、これ らの数値の見積方法を巧える

と、統計解析により過去の実績 データを分析する方法が考えられる。すなわち、

施工歩掛りは、械々な変動要因により決められる多属性関数として促えることが

合理的と考えられるために、これらの変動要因を統一十解析法により定量的に把握

し、歩掛り推定式を得ることができる判 1)。 しかし、このような }j法は、変動要

因と作業の関係を解明するには有意義な研究であ ったが、データの収集と分析に

非常に労力がかかり、多種類の歩掛り推定問題に対応するのには適当な方法とは

考え難い。 そこで、標準歩出りを基準 として、これを投入資源や作業環境を勘案

して修正し、適当な歩掛り値を得る方法が妥当と考えられる。

以上のような、作業の所要 因数推定問題に関し て、カーネギメロン大学のへン

ドリクソン (C.Hendrickson) は、図-(.1のような多段階で所要因 数を推定する方

法を提案し、この考え方を煉五積み作業に適用して、所要日数推定エキス パート

・システム MASONを開発している。この中で、彼は所要日数 tkの算定式を 式

-(. 2のように考えている。

Q k d k 
t k= 一一一一一 + 一一一 (式-.4.2) 

nkpk nk 

この式の中で、 Qkは作業盟 (physical Quantity)、 nk投入資源畳 (numberof c 

rews) 、 Pkは生産性 (productivityper crew)、 dkは非稼働時間 (estimated idl 

e or downtime)をそれぞれ表している。このように、へンドリクソンは、作業費

と投入資源量は既知として、歩掛りの逆数である 生魔性と非稼働日を推定するこ

とにより所要回数を推定する方法を提案している。

亡コ -data

仁コ勺;;JMl
図-4.2M A S 0 Nによる所要回数推定過程‘}
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( 4 )順 序関係の生成問題

作業聞の順序関係 (relationship)も、 アクティ ピティと 並 び、 工程ネットワ ー

クの主要な構成要因の一つであるので、落ちがないように効率的に生成する必要

がある。 しかし、この順序関係には、異なる目的と性質を持つものが存在し、そ

の生成過程は単純ではない。これまでに提案されてきている順序関係設定方法と

しては、設定目的による分類として、①技術的順序関係 と②管理的順序関係があ

る。こ こで、前者は f施工法・施工技術的側面から決定され、あるいは現場の環

境条件に対する施工の安全確保さらには技術的確実性を追求するための手段とし

て決定される j 関係、また、後者は「各種工事用資源の効率的な管理 ・運用をは

かる j 引関係と定義されている。

また、この他の分類方法としては、順序関係を設定する対象による方法が考え

られる。すなわち、建造する構造物が橋脚のように単体で存在する場合は、構造

物を単位として、また、共同溝など連続的な構造物は施工ブロックを単位として、

一つ の構造物、もしくは、一つの施工ブロック内のアクティビティを対象とした

順序関係と、ことなる構造物もしくは施工 ブロック聞に設定される順序関係の、

二種類が存在する。このような関係を、ここでは①構造物内順序関係と②構造物

問順序関係と呼ぶこととする。ちなみに、前者の関係は、 一般的な工程計画では、

サブネットワーク内の関係となる。また、後者の関係は、異なるサブネットワー

ク聞の関係で、資源の転用関係を表す場合に、よく設定される。

以上のような分類で、順序関係を分類してみると、表-4.1のよう になる。この

中で、物理的関係とはコンクリート打設前には鉄筋組を終えていなければならな

いというような、純技術的関係を表す。また、 概念的順序関係とは、工程計画 を

構造物または施工プロック単位で捉えた場合に、それらの聞に設定される基本的

な順序関係を表す・}。 この関係は、より下位のレベルに順序関係が設定されてい

る場合には、日程計算の中で用いられないという特徴を持つ。詳しくは、第 5章

で示す。また、資源転用関係とは、構造物聞で転用可能な閉じ資源を使用する場

合に、その資源を有効に使用するために設定され る順序関係である。また、この

関係には、工程計画立案において強い制約となる施工重機の関係と、ある程度融

通のきく労務転用関係の二 種類が存在する。また、この他に、同時に作業すると

安全上問題となる作業問に設定される保安関係がある。

以上のように、ネットワークを構成する作業の順序関係には、多種多織なもの

が存在し、その設定目的も異なるために、各関係ごとに、どの段階でどのような

条件の基に生成するのかについて、検討する必要がある。但し、これらの関係の

多くの部分は、作業生成に標準的な W B S (Work Breakdown Structure)が利用で

きるように、順序関係に関しでも、このような標準的作業パターンというものを

記憶しておくことによって、自動的に生成することは可能である。

( 5 )工法 ・資源選定

ネットワーク生成過程では、工法と資源の選定も重要な構成要素の一つである。

ここで検討しているプランニングの前段に は、基本施工法と主要な仮設備を設定

する構想化計画があるが、ここでいう工法や資源選定とは、より下位レベルの選
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定問題を意味する。例えば、部位が生成された際、この部位が置かれた作業環境

や、部位自体の形状寸法などを考慮して、 型枠支保工法や足場工法をどうするの

か、また、型枠材料の種類と規格はどうするのかなど、 多くの選定問題が発生す

る。

表 -4.1作業問順序関係の種類

---------構造物内順序関係 構造物問順序関係

技術的関係 物理的関係 概念的関係

保安関係 資源転用関係

管理的関係 ①施工重機転用

資源利用関係? ②労務転用
保安関係

以上のように、ネットワーク生成においては、多種多様な工法と資源の選定問

題が発生する。そして、型枠材料と支保工法の関係のように、この両者の間には

非常に密接な関係がある。また、例えば、同じ構造物の仮設材料が部位ごとに千

差万別とならないように、ここでの選定は、他の部位や他の構造物における選定

結果と整合性を考慮する必要がある。 また、このような選定問題は、構造物の機

能上必要となる本設工が、設計段階でほとんど決定されていることか ら、その対

象のほとんどは、型枠や支保工、もしくは山留工 などの仮設工となる。そ して、

このような仮設工の選定や、そこで必要となる仮設材料の選定、また、その設計

は、専門書に害かれている知識だけではなく、経験的知識を多く必要 とすること

から、ここで検討を進めている知的プランニング・システムの開発の中でも、重

要かっ構築困難な部分と考えられる。

2.計画生成lこ関する既往の研究

プランニングは人間の持つ高度な問題解決能力の一つで あることから、初期の

頃から人工知能研究の主要なテーマに位置づけられている。 特に、ロボットの行

動を想定して進められた手順計画 (processplaning) の研究は、本研究の主眼で

ある建設プロジェクトの工程計画の立案方法を考える上で、重要な研究の一つで

あるので、ここでは、これまでに行われた研究の概要について考察を加えること

とする。

( 1 )人工知能における計画生成研究

人工知能分野では、人間の持つ高度な問題解決能力を解明する目的から、単純
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なロボットを組定し、これが目標を達成するための手順計両の立案方法に関して

研究を進めてきた。例えば、テーブル上に置かれた 硝み本の積み特え 手順や、部

屋から部Hへ移動して目標に到達する手順などを例として研究が進められた。こ

のような手順 ~t 1耐は、 初期状態 (initial state) から出発し、 可能な手の中から

最適と思われる手を選択しつつ目 標状態 (desiredstate) へ到達する経路として

表される。すなわち、 樹枝状構造 (astate tree)をなす状態空間上を、初期状態

から 14偲状態へ到達する手順を探索する問題として定式化できる。しかし、選択

可能な手を全て探索する、いわゆる総当たり方式を用いていたのでは、探索空間

が膨大であることから、現実問題には適用不可能である。そこで、何らかの知識

を用い て、より効率的に探索する方法が、人工知能研究の分野で校索された。

これに対して、 1957年頃に、ニューエル (A.Newcll)、ショー(J.c. Show)、それ

にサイモン(I!.A.Simon)らは、手段一目 標解析 (mcans由 endsanalysis)と呼ばれる

状態空間の評価方法を考案し、この方法を用いて 一般問題解決器 (GPS.GeneralP 

roblcm Solvcr)と呼ばれる探査プログラムを開発した。すなわち、①状態、状態

を変換する ② 作用素 (operalor)、③初期状態と日段状態、という探索問題定式化

のための知識に加え、 2つの状態聞に差異がある場合に、どのような 差 異を優先

して解消すべきかということを表す④差異の重要度の順序、また、どのような目

標(差異) を持 ってい る場合に、どのような作用素の適用が有効かということを

示す⑤ 目的 手 段表、 の 5つの知識を用いて、総当たり法より効率的な探索方法

を開発した 7)。

ここで身えられた手段一目標解析とは、国際状態から初期状態に向かつて状態

空間の探索を行う方法で、図-..3に示したように、目標状態と初期状態との差異

を分析し、より簡叩な副問題に分割していく、問題の縮小還元と促えることがで

きる。この G P Sは、特定の問題を対象としない問題解決機構という特徴を備え

ていたが、逆に、このために、入力すべき情報が非常に多い という欠点もあっ た。

しかし、この GP Sの考え方をベースとして、これ以後、多くの人工知能研究に

基づいた知的計画作成}j法が開発されるようにな った。

図-(.3手段 一目 標計画法

-110 -

第 4章 プランニングシステムに関する研究

レピット (R.E.Levitt)は、これまでに開発された手順計両に関する方法に関し

て、知識を多用せず推論中心で、汎用的な目的 Jを持ち、特定分野を対象としない

プランナ (Knowledge-lean，general purpose.domain-indcpendcnl planners)と、

知識を多用し、特定分野に特化した計画システム (Knowledge-intensive.domain-

specific planning system)のこつに大きく分類できると述べている的。そこで、

ここでは、前者を A1プランナ (AI Planncr)、後指を K 1プランナ (Knowledge-

intensive Planner)と呼び、具体的なシス テムを示すことにより、それぞれの特

徴と問題点を論ずることとする。

( 2) A 1プランナ

A 1プランナとは、 G P Sの開発で有案された手段一 目標計画法を基本に開発

された汎用計画システムで、簡単なロボットの行動計両を例に研究が進め られた。

このために、建設プロジェクト計画のような悔維な問題に適用するのには、自 ず

と限界があるが、ここで考案された計両生成に関する 考え方は、本研究に とって

大変重要であるので、これまでに開発された 主な代表的なプランナの特徴を、 こ

こでまとめておくこととする。

まず最初に開発された A1プランナーは、 1971年にスタンフ ォード大学のフ ィ

クス (RichardFikes) とニルソン (NilsNilsson)によって、開発された ST R 1 

P S ( Stanford Research lnstitute Problem Solver)とい われる。 ST R 1 P 

Sでは、手段 一目 標解析をロボットの行動計画作成に応用した もので、動き 回る

ことができ、かっ、物を押すことができるロボット (SHAKEY)の問題解決機構とし

て使用された。

また、 ST R 1 P Sがサプ問題閣の重要度の差異を考慮せずに、無意味な惟品

を多く繰り返すという反省から、 1973年にササドーテ (EarlSacerdoti)により、

A B S T R 1 P S (ABstraction-based STRIPS)が開発された。 ABSTRIPS

は、その名前が示すように、対象となる問題に含まれるサプ問題を、抽象化され

たより電要度の高い問題からそうでない問題へ階層化し、より重要度の高い階層

から問題解決を図る方法を用いた。このように、 ABSTRIPSは、推論効率

を上げることを目的に STRIPSを改良したものであるが、これと異なる方法

で推論効率の向上を図ったシステムに INTERPLANがある。 INTERP

L A Nは、 1975年にエジンパラ大学のテイト (A.Tate)により開発された A1プラ

ンナであるが、ここでは推論の過程をチ ックリスト (ticklist)に記録し、これに

基づいて効率的なパックトラックを実現することができた・3。

また、計画立案過程における問題の一つ に、ある自慢を達成するために、それ

以前に達成した目標を消去することにより、デ '1 ドロックに 陥 ってし まうことが

ある。そこで、この問題を解決するプランナとして、 1975年 lこササドーテにより

N 0 A H (Network Of Action Hierarchies)が開発されたo また、この NOAH

では、それまでのプランナが、計画を行動 (action)の一次的な繋がりとしてしか

取り扱えなかったのに対して、並行的な作業の繋がりを持つ計画も作成できるよ

うにした。人工知能研究では、前者のような計画を線形計画 (linearplanning)、

後 者 を 非 線 形 計 画 (nonlinearplanning)と呼ぶ。
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また、 1976年になる と、 I'ITERPLANを開発したテイトが、これを非線

形計阿に適用できるように改良して、 N0 N L 1 N (NONLINear planncr) と名付

けた。 テイトは、この NONLINを建設プロジェクト計画の立昔話過将へ適用し

ようと試みた 10 )。この点に関してレピットは、テイトが煉瓦積み家保を(ylJに行っ

た、建設作業生成の試みについて、プロジェクト，;tI珂の特徴と絡めて、推論主体

の A Iプランナの限界を示している 1け。

以上のように、特定の分野を対象としない汎用目的の A 1プランナの開発が、

人工知能研究分野で進められてきた。そして、その中には、建設プロジェクトへ

の適用が試みられるものもでてきた。しかし、この点は後で詳しく論じるが、こ

れらの A 1プランナのベースにある手段 U開計画法を、建設プロジェクトのよ

うな傾雑な問題に適用 すること自体に、基 Jド的な問題点、があることも毘解される

ようになった。すなわち、建設プロジェクトでは、繰り返しの少ない個別の作業

を多く必要とするために、この建設過程を 3十両するためには、この分野に関する

多くの専門知識を蓄積し、その知識を利用することが必要不可欠であることが、

明かとなった。

なお、これまで説明してきた A 1プランナについて、生成される J画の惰造や

その立案過程の遣いにより分類し、表-4.2に示した。

表-4.2 A 1プランナの分顛

A 1プランナ 生成計画形式 計画立案方法 開発

STRIPS 単純な手段 目標計画法 1971 
線形計画

ABSTRIPS (Iinear サブ問題間への重要度付け 1973 
p1anning) 

INTERPLAN f守?リストによる効率的なハ'け行け 1975 

NOAH 非線形計画 手続きネットによる計画表現 1975 
(Non I i near 

NONLIN planning) INTERPLANの改良 1976 

( 3) K 1プランナ

スタンフォード大学のステフィック (M.J. Stefik)は、 1981年に分子 (molecular)

生成を目的に、 MOL G E N (MOLecular GENator)を開発したが、この中で、彼は

手段一 目標計画に制約伝播 (constraint propagation)と分野別知識を融合させた

ユニークな問題解決機情を開発したけ}。そして、ここで開発 8れた計画生成方法

は、ウイルキンス (Wilkins) により汎用システム化され、 S 1 P E (Syste. for 

Interactive Planning and Execution Monitoring)が開発された。 S 1 P Eでは、

オブジェクトやオペレータは分野別知識と関係 づけられた制約条件によって記述

容れる。そして、異なった階層間での通信と相互作用を行いながら計画を進める。

また、マンマシン・インターへイスを備えたインタラクティプなシステムである

こと、フレーム ・ペ ースや 論理ベースの知識表現法を備えていること、演鐸的ル
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ール表現が可能であるなど数々の機能を有している 13)こ の ために、 S I P Eをill

設プロジェクト計画に適用する研究も行われるようにな ってきている 1• )。

また、カーネギーメロン大学のへンドリクソンは、 1987 年に発表したて市 ~I I同

エキスパート ・システムに関する論文の中で、①対象1:r~ に関する情報を記録す

るContext、②工程計画作成のための知識を蓄積した KnowledgeBase、そして③そ

れらの情報を織作し工程計画を作成する Operatorsから構成される CONSTRUCTION

PLANEXと名付けたシステムを紹介している 1&)。このCONSTRUCTIONPLANEXは、こ

の後も、研究と改良が進められ、現在では、汎用 K ]プランナ である PLANE

X と、そのア プリケーションとしてのCONSTRUCTIONPLANEX に分離されている。

この CONSTRUCTIONPLANEX は、高層オフィスピルを対象としたシステムである

が、これまでの計画生成システムとは大きく異なり、辿築工事に関する大慣の知

識を蓄積し、これによ り作業の生成ばかりでなく、そこで用いる資源の選定、所

要回数の推定、工法選定なども行うことができる。しかし、構造物の構成や形状

データなど、計画生成のための基本的情報は、設計段階で C A Dシステムを用い

て作成されることが前提となっているために、実際にCONSUTRUCTIONPLANEXを利

用するためには、多くの前処理が必要となるなどの問題点が存在する 1・〉。

また、これまでに述べた K Jプランナと少し趣が異なるが、ナピ チャンド ラ(0.

Navinchandra)は、 1988年に、 G 11 0 S T (Generator of Hierarchical networks 

for cOnSTruction)というシステムを発表している " 3 0 このシステムは、入力デ

ータとして与えられたアクティピティ聞に順序関係を生成するシステムである。

ナピチャンドラはこの中で、①構造物の制約、②工法による制約、③施工環境

(資源 ・場所等)による制約、の 3種額の制約条件に基づき、順序関係を段階的

に生成し、最後に O R技法を用いて無駄な順序関係を削除するという方法を提案

している。しかし、ここで考案された順序関係生成方法は、非常にユニークでは

あるが、現時点ではいくつかの問題点が存在する。これに関して、ゾザヤゴロス

ティザは、①冗長的 (redumdancy)、②ループのチェックをしない、③設計物を認

識し、タスク生成を行わない、④アクティピティの所要回数を見積もらない、⑤

ネ ットワークの階層構造を扱えな い、などの問題を指摘 している 3・30

また、我が国におけるこの種の研究は非常に少ないが、 嘉納が建築工 事を対象

に計画生成方法に関する研究を行っている。すなわち、プランニング ・ボードと

いうものを想定し、その上に計画 目標を表す目標シ ートを 置くことにより、 ① M

ETA推論、② PL A N推論、③ TOOL推論と呼ぶ 3つの推論行為を起動させ、

順次目標の細分化と計画結果を記録する結果シートの生成を行う方法を提案して

いる。また、ここで用いる結果シートは、グラフ形式で表され、作業閣の順序関

係だけでなく、作業空間、使用資源、作業内容などと作業との関係までを、グラ

フ上に視覚的に表現できるという特徴がある I・〉。また、嘉納は、このシステムの

計画生成方法として、ラチス(1 a tt i ce)構造と呼ぶ特殊な構造を有した W B Sを適

用した、階層的計画方法 (Hierarchical Scheduling Method)を提案している 2@30
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3 .計画生成戦略

これまでに述べてきたように、人工知能研究の分野では、ロボットの行動計画

を例に計画生成のための研究が進められてきた。こ れに対して、我々技術者は、

過去の工事事例に越づき、社画を効率的に作成する能力がある。そこで、ここで

は、以上のような計両生成のための基本的な考え方、すなわち計同生成戦略に関

して、これまでの研究の特徴と問題点を検討し、この考察に基づいて、新たな計

画生成戦略を提案することとする。

( 1 )手段一目標戦略

これまでに述べてきた A 1プランナは、そのほとんど全てが手段 目標計画法

をA画生成の基本として、実際の計画生成問題に適用できるように改良が進めら

れてきた。本研究では、このような計画生成戦略を手段 一 目標戦略 (means-ends

strategy)と呼ぶこととするが、この手段 円際法は、 G P S (General Problem 

Solver)の所(悶-4.3)でも説明したように、計画目標と初期状態の差異を分析し、

これを肩IJ目標に順次細分化し、これ以上細分化できない原始問題に至った後に、

各々の問題に適したオペレータ (operater)を適用することにより、計画を順次作

成する方法である。

この手法の特徴を端的に述べると、①巾ー 記述法 (ho・ogencousc tcr・inology)
による状態表現と②オベレータによる状態変換により代表的に表される。すな わ

ち、初期状態や目標状態など、問題解決過程にあるあらゆる状態を単一 記述法に

より記述し、これに適したオペレータを適用することにより、初期状態を順次改

良して目標状態に至る過程が、手順計画となる。このため、手段 目保計画法は

以下のように定式化することができる。

手 段 同様計画法の定式化

与 件:自慢とする製品の記述

利用可能な資源群

適用可能なオペレータ群

目 的:自既製品を得るために組合されたプロセスとオペレーション

の動作記述

しかし、以上のように、非常にシンプルな問題解決機構 であるが故に、手段一

目標計画法は、非常に限定した範囲の問題にしか適用できない。すなわち、単一

記述法を用いた場合、現実問題に存在する複雑な状態を記述することには、限度

があると 考え られる。また、 オベレータの適用条件や適用結果を成果物と関連づ

けて記述することも難しい。また、複数の目僚を同時に解決しようとしてデッド

ロックに陥ったり、作業の組み合わせの局所的な効率化のために全体としては冗

長な計画を生成したりする可能性もある。また、計画化が具体的な動作の連続と
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して進められるため、不確定要閃を内包した計画が立てにくいことや、建設工 )fJ

の各部分においては、無限に近い代将案が存在することなどから、現実の栂雑な

問題に適用するのは困難ではないかと考えられる。

( 2 )プロジェクト・マネジメントのための WBS

W B S (Work Breakdown Structure)は、 1960年代始めより米国において用いら

れた、プロジェクト・マネジメント手法の一つである。 rエンジニアリングプロ

ジェクト ・マネジメント用語事典 Z1) Jによると fプロジェクトをトップダウンの

形で階層状に分割していき、効果的な計画と管理を行うのに必要な程度にまで細

分化し、それらの相互関係を表したものが W B Sである Jと説明されている。そ

して、以後、各種の改良を経て、現在に至っている。

例えば、組織に対応した機能構造を表す FW B S (Functional WBS)と、従来か

らの W B S被合させて、 2次元のマトリックス構造とし、これにより、プロジェ

ク トに携わる多数の組織聞の業務分担を明確にする方法が開発された。また、プ

ロジェクトのコスト構成を表す P W B S (ProjectWBS)と、 W B Sおよび FWB

Sを複合させた、 3次元のマトリ y クス講造として、 工程とコストと組織の関係

を明確にする方法も開発された。

以上のようにして、 WBSと工程計画ネットワークとの関係は、ある程度明確

に関係付けられるようになった。しかし、 W B Sとは本来、対象とするプロジェ

クトの構造を明らかにするために、プロジェクトごとに個別に作成される物で、

標準的な W B Sというものは、存在しない。また、この W B Sを如何に作り出す

のかという基準も、指針を示したような暖昧な物を除くと、存在しない。このた

めに、探準的な W B Sや過去のプロジェクトの W B Sを用いて、工程ネットワー

クを作成するという発想は、近年まで存在しなかった。

( 3) W B S戦 略

しかし、我々があるプロジェクトの W B Sを作成する場合、過去の類似のプロ

ジェクトの W B Sを参考にすることは、よくある。すなわち、当該プロジェクト

の情報と過去の W B Sとを突き合わせ、足りない部分は、工事の内容や施工 環境

に自らの技術力や経験を加えて、補足する方法が取られる。そして、このように

して作成した W B Sに基づき、工程ネァトワークを作成することができる。

このような方法で、工程ネットワークを作成する考え方を、ここでは W B S戦

略 と呼ぶ。そして、このような考え方は以前から存在していたとは思われるが、

嘉納によって明確に提起され 22)、筆者も参画していたネットワーク手法活用研究

グループ(土木学会建設マネジメント委員会計画 ・管理技法小委員会、主査 :折

田利昭〉によって、土木構造物を対象に、具体的に検討された 2• )。 この研究で

は、工程計画を作成するための工程計画 W B Sが必要であること、この工程計画

W B Sは①工種内容、②工法、③作業対象、④工事場所により分解されること、

また、工程計画W B Sの作成過程は単純な分解ではなく、包含関係 (and 関係)と

選択関係 (or関係)を交互に繰り返すこと、そして、工程計画 W B Sの末端は単純

な樹状構造ではなく、ラチス構造を有するなどが、示された。

以上のように、工程計画を作成するための W B Sとはいっても、従来とは随分
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性質の究，なる柿jさを有していた。 また、この研究では、このような工 ね，jt u同WB

Sを用いて、 工程ネットワーク作成のため の データベースを作成するとは書いて

いるが、具体的にどのよ うな形でシステム化できるのかまでは、検討か進んでい

ない。 また、 RC高架縞を取り上げ、 W s S作成方法の保準化を検討したか、 一

例を上げるに留まっている。

( 4) W s S戦略の問題点

W B S戦略に関する研究で、最終的に解決できなかった開由の基本には、建設

プロジェクトの個別性や多蛾性がある。 つまり、建設プロシェクトでは、工事内

容や施工環境などが、プロジェクトごとに異なり、その形態は千差万別である。

このような問題に、 W s Sという静的な知識表現方法を用いること自体に、線本

的な問題が有るのではないかと考える。このために、以上の研究では、工程計画

W B Sをどのようにデータ・ベース化するのか、そのデータ・ベースをどのよう

に利用して工程ネットワークを作り出すのかについて、その方法を具体的に示す

ことはできなかった。

しかし、我々技術者は、プロジェクト計画を立案する際、過去の工事実綴を調

査し、これに自らの経験に誌づく知識を重ね合わせて、け画を作成していること

は事実である。 この場合、工事の構成を決定するという観点からは、過去の事例

を参考にして社画案を仮定し、その後で、その案の妥当性を、技術的および経験

的観点から評価するという順序で計画化が進められる。また、計画の詳細部分 iこ

関しでも、例えば「単柱式情脚は、基礎、底版、柱、梁から構成される Jという

ような、先ほどのW s S的な発想で計画集を作り、その後で、 「この場合、柱が

長いので分割施工する Jといったように、技術的 ・経験的知識の基づいて、その

案の妥当性を評価するという方法が取られる。

以上のように、全体計画を与える場合でも、部分計画を考える場合でも、まず

鼠初 iこ、過去の多くの実績を帰納論的に整思した知識を適用して、計画案を作成

し、次に、他の技術的知識や個別の経験情報に照らし合わせて、その計画案の妥

当性を評価し、修正するという方法が取られている。すなわち、この計画過程で

は、計画案作成とその評価のために、 2種類の知識が用いられる。前者は、 WB

Sのように理品的に整理された知識で、人工知能研究分野では教科書的知識と呼

ばれる。また、後者は、過去の経験により具体的事例として個別の蓄積した知識

の集合体で、人工知能研究分野では経験的知識と呼ぶ。

( 5 )仮設工事の生成とハイプリッド戦略

これまでは、主に構造物広体を築造する本設工事について述べてきたが、本設

工事を行うための足場工や支保工など、仮設工事部分の t程計画をどのように作

成するのかは、技術者の力置を間われる、非常に難しくかっ重要な問題である。

何故ならば、仮設工事は、本設工事を比して、計画の自由度がかなり高いことか

ら、多くの代替案が存在し、また、計画の評価要素も多種多様であるから、それ

らの代替案の評価も難しい。すなわち、仮設工事は、本設工事を成し遂げるため

に、仮に設けられる構造物を築造するものであるから、その必要性の有無から始

まって、どのような工法を用いるのか、どの材料を使うのか、また、いつからど
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のような手順で工事を進めるのかなど、仮設 T恨の計問問題は、実に械々な ;む思

決定過程を含む、幅接した問題構造をなしている。

このために、先ほどのW B S的な考え方で、この部分のJ隔を生成することは、

例え、ラチス構造という特殊な構造形態を加味したとしてら、ほぽ不可能に近い。

このために、この仮設工事計画部分には、 W s S戦略とは異なる計画生成刀法を

適用する必要がある。この際、有効な計画生成方法が手段 日開戦略である。 す

なわち、我々技術者が、このような仮設工事を計画する場合、何故それが必要な

のか(差異分析〉、どのように考えれば既存の作業手順を組み合わせることによ

って目的が達成できるのか〈問題の分割)、そして最後に、各作業手順にどの 工

極が適用できるのか〈オペレータ選択)、という順序で問題解決を閲ろうとする。

この問題解決の過程は、 手段一目標計画法のそれに他ならない。また、この聞の

問題は、全体計画を 検討するのに比べれば、計画対象領域が非常に狭いという特

徴もあるため、手段一目標計画法の適用がしやすい問題でもある。

以上述べてきたように、工事全体の計画から、構造物、部位などを対象とした

計画レベルには、 W B S的な考え方で工事を分解することにより計画を生成し、

その末端部分の仮設工事 に対しては、手段 一 目僚計画法を適用することにより、

対象プロジェクト全体の計画が、細部にわたるまで、効率的に作成できる。この

ような計画生成に対する考え方は、前述した W B S戦略と手段一目標戦略を組み

合わせた戦略であり、本研究ではこれをハイブリッド戦略 と呼ぶこととする。
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第3節 ハイブリッド戦略によるネットワーク生成方法

1.ネットワーク生成過程のモデル化

ハイブリッド戦略とは、本設工 事に関して建設プロジェクトを分解し、ネット

ワークを生成する W B S戦略と、仮設工 事を生成する手段 一 目標戦略を組合せた

ものであるが、ここでは、このハイブリッド戦略に即したネットワーク生成過程

を検討し、それを実現するために行ったモデル化について述べる。

( 1 )意味ネットワークによるネットワーク生成過程の検討

意味ネットワークとは、人間の連想能力に関する研究から生まれた手法である

ことから、人間の思考過程を表現するのに有効である。そこで、工程計画問題に

この意味ネットワークを適用し、ネットワークの生成過程の解明を試みることと

した。すなわち、工程ネットワークの生成とは、構造物を如何に作るのかという

観点から、対象となるプロジェクトを分解し、その施工 順序を検討する思考過程

に他ならない。このために、この思考過程の表現に意味ネットワークを用いるこ

とは、理にかなっている。

例えば、高架式高速道路建設プロジェクトを例に、ネットワークの生成過程を

検討し、これを意味ネットワークで表現すると、図-4.9のようになる。この図で

は、建設プロジェクトが次第に分解 8れ、工程ネットワークのアクティピティと

なる作業レベルに至る過程を表している。なお、意味ネットワークでは、事実を

ノード (node)で、事実関の関係を関係述語を持ったリンク (link)で表現すが、図

-4. 9の中では、ノードは楕円で、また、 リンクは矢線で表し、関係述語としては、

① part-of、② is-a、③ instance-of、④ reference田 from、⑤succeeded-byの 5種

類を使用した。この中で、①は構成関係を表す関係述語で、ある事実がどのよう

な事実から構成されるかを表す。また、②はある事実と同類の事実を表す。また、

③は概念的事実とその実体との関係を表し、④ iま参照関係を表す。最後の⑤は、

実体聞の順序関係を表すこととした。

以上のように、意味ネットワークで示されたネットワークの生成過程を、その

ための情報や知識と処理手続きの関係なども含め、より明確に表すと図-4.10 の

ようなフロー図となる。すなわち、建設プロジェクトは、設計図書などの情報か

ら構造物が認識されると、次に、この構造物 に構造物形式に関する知識を適用し、

部位に分解きれる。そして、この部位をどのような方法で構築するのかという観

点から適用工法が検討され、この結果決められた工法に基づき、工法に関する知

識を適用 して工種が生成される。この工種とは、作業の標準パターンという概念

を持つが、これにどのような資源を投入するのかという資源選定を経て、具体的

な作業が生成されることとなる。
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図-4.9意味ネットワークによるネットワークの生成過程

【凡例】

③⑤ 

③E 
I ~~ I 

図-4.10 工程ネットワークの生成手順
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か円形なのか小判型なのかという特性も 存在するが、これは工程ネットワーク生

成という目的からは、重要でないために構造物の形状分類特性で考慮していない。
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( 2 )構造物のモデル化

に示したように、工程ネットワーク生成の最初の過程には、構造物生

この構造物という概念が、順次分解され、実体化されることにより 、

トワークが生成される。すなわち、この構造物という概念が存在するこ

とにより、工程ネットワークを生成することができるともいえる。いい替えると、

ここで用いる構造物という概念は、工程ネットワーク生成という目的から、構造

物をモデル化したものに他な らない。 そして、この構造物は、設計図書で与えら

れたプロジェクトの情報に、技術者が有する “諸々の知識"と“高度な思考力"

を用いて、始めて認識される慨念といえる。

何故ならば、技術者は設計図書に描かれた構造図と設計仕梅筈を見ることで、

そこにどのような構造物があり、それをどのような条件の中で施工 しなければな

らないかを認識することができる。しかし、コンピュータはこのような形状認識

や、それと複雑に関係した環境認識をすることが不得意である。このために、技

術者が構造物の特徴を認識する仕方に基づいて、構造物をモデル化し、分類して

おくことが、システムを開発するに当たって必要となる。

以上の考察に基づいて、本研究で対象としている構造物のモデル化とその分類

方法を考えた。な お、前述したように、本研究では、ネットワーク・モデルの適

図-4.10 

成があり、

工程 ネッ

仁二コ鮒復旧作黛用を前提に、建設プロジェク卜における詳細工程計画立案業務のシステム化を目

的としている。この ために、 トンネル工事のように 一定の作業手順を繰り返すサ

イクル型工事 2りや、生産構造をネットワークで表現しにくい土工事などで はな
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図-4.11単柱式橋脚を例とした構造物のモデル化
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図-4.12単柱式橋脚の構造形式分類

【構造形式】【梁特性】
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図-4.13門型橋脚の構造形式分類
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く、橋脚や橋台などの鉄筋コンクリート構造物工事を対象としている。

そして、これらの構造物を、先ほどの図-4.10 で示した、技術者が構造物を分

解する思考過程に沿うように、構造物のモデル化を行 った。例 えば、単柱式橋脚

構造物を例にとると、図-4.11 のように表すことができる。この図のように、①

構造物は部位から構成志れ、また、②部位は一 つの本設工事と、それを施工する

ための複数の仮設工事とにより構築される。なお、この場合、抗基礎などのも部

位の一種と考える。さらに、③本設工事と仮設工事を実施するための工法は工種

から構成され、④その工種に対応して作業が存在する。このレベルの作業を本研

究では単位作業と称する。また、作業聞の順序関係生成に必要となる概念として、

足場や支保工などの仮設構造物の撤去作業などを総称して、仮設復旧作業と呼ぶ

こととした。

( 3 )構造形式の分類

以上のように、工程ネットワーク生成という目的から、構造物のモデル化を行

ったが、このようなモデル化の考えに基づき、実際にどのような構造物が存在し、

これをどのような形状的特徴から分類すると、合理的かということについて検討

し、整理しておくことが、次に必要になる。

図-4.12 に橋脚構造物を対象とした、構造物形式の分類方法を示すが、この図

のように、単柱式橋脚は柱が l本という形状特性から定義され、これに梁の形状

特性、すなわち①両側に梁がある、②片側だけに梁がある、③梁がない、という

特性から、 3種類の形状タイプに分類している。この場合、柱の形状が矩形なの
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但し、当然のことながら、住構築における作業培算定には、この特性が必要と

なる。同様にして門型掃脚を分類すると図-4.12のようになる。ここでは、単柱

式橋脚に加えて、底版が一体となているかどうか、梁の取り付け位置はどうか、

という 2種類の形状特性が加わることから、最終的には 12種類の形式を考慮する

こととした。

( 4 )仮設工事の生成

足場や支保工などの仮設構造物は、本設工事の施工を遂行する上で必要な場合

に、仮に設けられる構造物であることから、仮設作業の生成過程は本設工事と基

本的に異なる。すなわち、仮設作業の生成に当たっては、①その必要性を吟味し、

次に、②その工法を選定し、最後に、③仮設構造物の規模を推定することとなる。

これに対して、本設工事では、基本的にこれら 3樟類の要素は設計段階で決まっ

ていて、工程計画段階では与件となり、検討することはしない。

このような特徴を有する仮設工事ではあるが、ネットワーク生成過程における

位置づけは、本設工事と閉じく、図-4.10の部位生成の後の工法選定の段階で、

仮設椅造物の必要性がありと判断されると、それがきっかけとなって、その工事

のための工法が選定され、工種が生成され、最後に作業が生成されることとなる。

つまり、仮設工事も本設工事と同じく、部位に附属するものと見なされる。但し、

本設工事の工法は各部位に一つであるのに対して、例えば、梁工事では、足場工

と支保工の 2種類が必要となるように、仮設工事は綾数存在する場合もある。

以上のように、仮設工事も部位単位で、その必要性が検討されるが、他の部位

の仮設構造物との関連が深いために、構造物全体における仮設構造物という位置

づけで、全体の整合性を取っておく必要がある。そして、そのためには、構造物

を取り巻く作業空間の形状的な認識をする必要がある。しかし、ここで述べてい

る工程ネットワーク生成方法では、先ほど述べたように、構造物の形状分類によ

るモデル化を行っていることから、利用者により指定された各形状タイプを用い

ることにより、非常に限定された問題空間の中で推論を進めることができる。

例えば、橋脚の底版構築に足場が必要かどうかは、基本的にはその部位の高さ

だけで判断できる。

したように、工程ネットワーク生成という目的から、このような分額が行われる。

図-4.14 に、このような構造物形式に関する知識構造をフレーム構造として示し
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図-4.14.構造形式の知識構造

2 .計画1<=要する知識とフレーム表現

フレーム (frame) とは、人聞の持つ長期記憶に関する研究により提唱されたフ

レーム理論に基づく知識記憶方法のことであるが、このフレームを用いることに

より、構造物という概念に含まれる知識を合理的に表現することができる。この

フレームは、一般的に階層構造を表現できる。この場合、上位のフレ ームのこと

をスーパーフレーム (super-frame) 、より 下位のフレームのことをサブフレーム

(s ub目 frame) と呼び、この両者の聞で、性質の継承 (inheritance) が自動的に行

われるという特徴がある。

図-4.14 では、対象とする構造物は、全て鉄筋コンクリート (RC:Rainforeced

Concrete)構造物とし、この下には橋脚など 7種類の構造物が存在すると定義して

いる。また、先ほどの構造物形式の分類方法に従って、構造物形式の分類が行わ

れている。そして、構造物コードなど、構造物の特性を規定する項目 (slot)は、

スーパーフレーム・サプフレームの性質継承により、階層構造の最上部のフレー

ムで定義されている。また、擁壁や函渠など、延長の長い構造物は、橋脚など単

ここでは、構造形式、部位、工法、工種、資源など、工程計画に要する知識の

定義と、その知識表現法について、具体的に述べる。なお、ここで論ずる知識は、

静的な知識であることから、フレームで表現するのが適当である。また、各知識

の要素間には階層的関係が存在することから、階層構造化して蓄積する必要があ

る。

( 1 )構造形式に関する知識

構造物形式とは、橋脚の中でも柱が一つの物を単柱式橋脚、柱が二つある物を

門型橋脚と呼ぶように、形状的な特徴により構造物を分類する概念である。前述
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体の楠造物とは異な った性質を有するために、 RC構造物と同位に、線形情造物

と呼ばれるフレームを設定して、それより f{立にある構造物が、 RC構造物ばか

りではなく 、線形構造物と いう特性も併せ持って いることを示し てい る。このよ

うな情造形態を、嘉納が提案した W s S内のラ チス構造に あわせて、ここでは、

フレーム聞のラチス 情造 と呼ふこととする。すなわち、フレーム間にスーパーフ

レーム・サブフレームの関係を定義することにより、このような特殊な関係を簡

単に品述することが吋能である。

( 2 )部位に|則する知識

部位とは、例えば、情脚の1I.f.版、住、梁などのように、構造物の部分的な形状

特徴から他の部位と滋別されるようになった慨念であるが、その'";k・体は唆昧であ

る。すなわち、例えば柱と架の関係のように、部位と部位の境界が明確に定義さ

れていない場合もあるし、底版と床版などのように、向じ部位を違う用語で示す

場合もある。また、ボックスカルパートの上部の版のように、どの用語が適当な

のか不明な場合もあるし、梁住や墜スラブのように合成された部位名もある。

以上のような問題点は、何も部位だけに限ったことではなくて、先ほどの構造

物名や工法名、工種名など、工程計画に関するほとんど全ての技術用語に、多か

れ少なかれ同級な問題点が存在する。これに対して、我々技術者は、このように

暖昧な用語を、それが使用された場所や、その背景などを勘案して、柔軟に処理

することができるが、現在の技術レベルは、これと閉じような処理をコンビュー

タに期待することはできない。また、将来的にみても、マンマシン ・インターフ

ェイスは別として、ファジィ P-tl論におけるメンパーシップ関数を用いたにしろ、

コンヒュータ内部では、使用する用語は明砿に規定しておく必要がある。

そこで、本研究においても、部位の定義を行っている。すなわち、本研究では、

工程ネ I トワークを生成するという目的から部位という言葉を用いているために、

「部位とは、投計で決められた構造物を構成する 一 部分」と定義することとする。

このために、部位は、平面的な形状特性による認識ではなく、立体的な認識で促

える必要がある。このために、橋脚のような単体の構造物では、従来の平面的な

認識とはそれほど違わず翻艇は生じ難いが、共同溝や地下鉄などのようにブロッ

ク分割をして施工される構造物の場合には、 「平面的に認識される従来の部位を

施工ブロック方向に拡張した立方体」と して部位を認識する必要がある。な お、

ここでいうところの部位を施工ユユットと称する研究=‘〉があるが、ここでは部

位という言葉を用いることとする。

以上のような認識に立って、部位を定義し、分類したのが図-4.15である。こ

こでも、構造形式の知識と問械に、階層的なフレーム構造で、部位に関する知識

の蓄積を図 っている。この図の中で、最も上位のフレームに は 「部位j があり 、

その下位に rR C部位」と 「基礎」が存在している。一般的には、基礎を部位と

称することは少ないと考えるが、 “構造物の 一部を構成する"という定義からす

ると、 1基礎も部位の一種に他ならない。すなわち、部位は必ずしも鉄筋コンクリ

ート構造物だけを対象としているのではなくて、例えば、鋼管杭基礎などのよう

に、構造躯体として後に残る物は、ここでは部位の一種として取り扱うこととし

ている。
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図-4.15部位のフレ ーム 構造(一部)

( 3 )工法に関する知識

工法と一口に言っても、建設プロジェクトの基本的施工技術を指す大きなもの

から、施工の細部における工種と区別しにくい工法 まで、多くのバリエーション

がある。そして、これらの多様な工法の間には、類似の 工法ではあるが、資材が
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追うもの、施工機械が異なるものなど、様々な関係が存在する。そこで、本研究

では、先ほどのよ碍 不 ットワ ーク 生成を目的としたモデル化に従い、 「工法と は

楕造物を構成する部位の構築方法、あるいは、そのために必要となる仮設構造物

の楕築ノi法 j と定義し、図-4.16 ，こ示したように、フレームによる階層構造によ

り、知識の蓄積を 図ることとした。

この関の中で特徴的な点としては、 「工法 Jフレームの下が、 「本設工法Jと

f仮設工法」に二分さ れていること、既成杭打工法の下位が、 杭 材 料 に よ る 分 類

と抗打Jj法による分類 の二種額に分かれ、ラチス構造化されていることなどが上

げ られる。

図-(.16 工法のフレ ー ム構造(一部〉

( 4 )工種に関する知識

また、工種という 言葉も非常に暖昧な概念で、様々な場合に、色々な意味を持

って用いられる。そこで、本研究では“工檀は、 構造物構築のために必要となる

多極多械な作業を、そこで用いられる資源や作業パターンの特徴から、分類整理

した作業のフレーム"と定義した。ここでいう作業のフレームとは、フレーム理

論におけるフレームを意味する。すなわち、建設プロジェクトの遂行には、大小

様々な、また、多種多械な作業が必要となる。 そこで、工種の定義においては、

全体工程計画のアクティピティとなる作業(これを単位作業とここでは呼ぶ)を

対象として、その作業主体となる資源や作業構造などを顛型別に分類した枠組み

が工種で、これに実際の工事を対象に求められた作業置や使用資源、歩掛り、所

要回数などをあてはめることにより、工程計画で必要な実体としての作業が出現

する。そして、このメカニズムが、フレーム理論における視覚情報の認識過程 iこ

類似していることから、 “作業のフレーム"という 言葉で工種を定義することと
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した。

ここでは、 工 程ネ ットワーク生成という具体的な目的が存在するので、より明

確に工 種を定義することができる。すなわち、 “工騒とは、 工 法 を構成する作業:

の一 つ"で、これ作業数量、適用資源、歩出り、所要回数が当てはまられて、実

際 の工程ネットワークを構成する単位作業が生成される。

図-4.17 工極のフレーム情造

例えば、コンクリート工法では、①型枠組み、②鉄筋組み、③コンク リート打

設、それに④型枠脱型という 4種類の作業が必然的に必要となるが、この場合、

この 4つの作業は、具体的な作業実態を表して いるのではなく、 4種類の作業 パ

ターンを表しているに過ぎない。つ まり、こ のような作業 パ ターンでは、 型枠組

と言っ ても、作業数量や型枠材の種類など、具体的な項目は規定されて いないで、

単に作業の種類を規定しているに過ぎない。 そこで、このような作業 パ ターン を

工種と呼ぶこととしたo また、この定義を用いると“工法は、必要となる工穏の

種類とその適用順序を規定している"と、逆に定義することもできる。

そこで、このような工種に関しでも、これまでと同様に、階層構造を 有するフ

レームにより、工種知識の構造化と蓄積を図 った。 図-4.17 に、この一 部を示す

が、ここでは、構造物のモデル化の際に定義した、仮設復旧作業の範囲と特徴を、

このようなフレーム構造により表現している。
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( 5 )資源にl期する知滋

u!投プロジェクトで必要となる資源は、比較的対象がはっきりしているために、

他の知識ほど暖昧な点は少ないが、①資材、②労務、③機械などといった、基本

的に性格の異なるものを含むために、その知識構造はそれほど単純ではない。な

お、一般にプロジェクト資源という場合、資金もその分類に含めて4・えるが、こ

こでは、工程ネットワーク生成という目的から、資金は資源に含めてはいない。

以上のような資源に閃する知識構造を図化したものが、図-4.18である。1....1.... 

では、最初に大きく 「材料 j、 「機械 1、 f労務 Jの三つのフレームに分類され、

その下の構造は、各々の特性により、全く異なった構造となっている。 r材料」

に閲しては、 「本工事材」と「仮設材j に二分されている。また、 「機械Jの最

下位にある 「パイプロハンマ」は、杭の打設と引抜の両方の目的で使われること

から、両者の中聞に「杭打機」と「杭抜機j の 2種類のフレームを配置し、この

両者の下位に 「パイプロハンマ Jを置くことにより、このような こつの異なる 機

能を表現している。

区2
F予スタンメ1

図-4.18資源のフレーム 構造〈一部〉

3 . オプジェクト指向によるネットワーク生成方法

これまで、ハイブリッド戦略に即した工程ネットワーク生成過程のモデル化と、
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フレームによる知識の構造化と蓄積方法について述べてきたが、ここでは、これ

らの考え方に基づいた、具体的な工程ネットワーク生成}j法について述べる。

( 1 ) オブジェク ト指向によるネットワーク生成過程

工程ネットワークの生成過程は、基本的な流れとしては凶--i.10で示したよう

になるが、その細部の処理手順は非常に被雑な構造をなしている。また、生成過

程に おいて、それまでの前提条件と食い違う結果が現れた場合には、過去に遡 っ

て推論をやりなおす、いわゆるパ γ クトラ y クが必要となる場合も起こる。 また、

前述したように、これらの推論過程には、多種類の知識が必要であり、かっそれ

らの知識構造はー械ではない。さらに、工程計画に関する知識の種類と慣は英大

であり、かっ、 たゆまない技術革新により、今後とも、既作の知識の更新と新た

な知識 を追加を 継続して、行っていかなければならない。

このような被雑 な構造と多種多械な知識を要する工程ネットワークの生成問題

を システム化するためには、ただ単にプロダクション・ルールを用いてエキスパ

ト・システム化するだけでは対応できない。前述した階層構造を持つフレーム

により、これらの知識を蓄積するのも一つの方法であるが、さらに一歩進めて、

計画化を進めるための各種の推論知識と処理手続きを、対象となる構造物や部位、

工法などの構造化された知識の中に埋め込み、 一体化することで、柔軟に処理す

るメカニズ ムが必要であ る。
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このような考え方 は、 データや知識と処理手続きを物 (object)単位で纏めてし

ま うということから、 オブジェク ト指向 (Oject-Oriented)と呼ぶが、本研究では
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この考え方の適用か、非常に重要である。一般に、オブジェクト指向の有え方は、

ゼロックス (Xerox)社のパロアルト研究所において 1970年代に開発された Smallta

lk 80により確立されたと Lわれている 2・}か、先ほど述べたフレームによる知識

の構造化と蓄積右法も、フレーム理論とオブジェクト指向が融合した 一 つのシス

テム化技法である。そして、このようなフレーム(オブジェクト指向ではこれを

クラス (class) と呼ぶが)の内部には、メソッド (method)やトリガー (lriger)と

呼ばれる付加手続き (attachedprocedure)を記述することができるが、この方法

を用いて工程ネ J トワーク生成のための処理手続きやルール群を、同じ性質を有

するフレームごとに記述し、適用することとした。

以上のような考え方で工程ネットワークの生成過程を表したものが、図-4.20 

であるが、この図の rlJでは、フレ ーム聞の|珂辿 とそこで必要となる ルー ルセット

(rule-set)を示している。この図のように、 一 つの構造物データがシステムに入

力されると、それが端緒となって、フレーム知識聞に知識の連鎖が発生し、前述

したように、①部位生成、②工法選定、③工極生成、@資源選定、 ⑤作業生成の

I1回で、 一 つの構造物の工程ネ 1 トワーク、すなわち、全体のから見た場合のサプ

・ネ ットワ ー クが生成される。なお、こ の図の中の インスタンス (instance)とは、

フレームが特定の物を対象としない情報の枠組みを表 しているのに対し、その枠

組みをある具体的な物に適用し、情報の実体を表したものをインスタンスという。

( 2 )部位の生成

構造物のモデル化の所で述べたように、構造形式とは、構造物の形状特性から

分額された知識であることから、標準的な施工のための分割パターンというもの

を有している。しかし、実際の構造物は、例えば、単柱式橋脚といった同じパタ

ーンの構造物であっても、住の長さが極端に通っていれば、施工のための分割方

法も異なってくる。このために、本研究では、 ~14 造物形式ごとに記憶された部位

構成により、まず、標準的な部位棺成を生成し、その次に、対象となる構造物固

有の形状特性に誌づき、これを修正するという、 2段階により部位を生成するこ

ととした。

部位順 序の L 1ST表記

(((a.b.c.d). (8. f. g}). h} 

|I L-3寸L-3_JI I 

図-(.21 リスト表記による部位構成の表現法
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以上のような、部位の生成過程は、前述したように、部位フレーム内に記述さ

れたメソッドが、閉じく、フレーム内のスロットに、 リスト構造で記述きれた部

位構成を参照しながら進める。このような、リストによる部位階成を表した例を

図-(.21 に示す。そして、次に、構造物形状に関するルール形式で蓄積した経験

的知識に基づき、部位の分割、あるいは合成を行う。例えば、凶-(.22 の門1{~橋

脚では、 左梁上部の柱部分が極端に短いために、この部分と上部の梁を同時に施

工した方が合理的である。そこで、本研究においては、僚 ~i 的な部位構成か生成

した後に、このような経験的な知識を適用して、施工 により適した部位生成が行

える方法を考案した。

① 

h2> 1 m 
h r> 1 m 
h4 S I m 

②1 h rl 仁二一一二三〉

③と⑤を合成
② 

① 

図-(.22門型婿脚における柱 一梁部位の合成例

( 3 )工法選定から単位作業生成

@ 

前述したように、ここで取り扱う 工法は、部位の施工Jj法を意味し、本設工法

と仮設工法に分かれる。そして、これらの工法は、設計仕織舎で決められている

場合には、その工法 を用い、そ うでない場合には、対象となる部位の特徴や置か

れた状況などにより、システム 内部で選定される。この~合、仮設工法について

は、伊lえば、梁において足場工法と支保工法が必要となるように、複数の工法か

設定される場合もありうる。

そして、ここで決められた 工法に従って、工種が生成される。つまり、工法と

は、図-(.20 の rR C工法」フレームが示すように、それを施工するために要す

る工程とその適用順序 を規定する概念であることから、そこに記憶された工騒構

成に基づき工種を生成できる。この点を厳密に表現すると、ここでは、工種のイ

ンスタンスが生成されるのではなく、必要となる工種リストが生成される。そし

て、この次に、これらの各工種が対象とする作業 の作業盟を算出し、投入資源の

種類と投入数、および、歩掛りを推定し、最後に所要回数を推定することによっ

て、実体としての単位作業が生成される。 そして、こ のような一連の処理の各稀

の計算と選定問題は、フレーム内に記憶されたメッソドをにより行われる。また、

これらの処理の流れも、メソッドが中心となってと制御する。
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例えば、 'C椛フレームから単位作業を生成する段階では、資源の選定が行われ

るが、凶-4.20の 「型枠組 lという工種では、使用材料として型枠としか表現し

ていな L、。そこで、〆ステムは図ー4.18 に示した、資源に関するフレーム知識を

参照し、 r~枠 I の下位に①木製型枠、②合飯型枠、③鋼製型枠の三種類が存在

することを認践し、 「型枠 のメソ 1 ドとして記憶された選定知識を適用するこ

とにより、そこでの作業ではどの種類の型枠材料を使用するのか、自動的に決定

する仕組みにな っている。

( 4 )順序関係の生成

これまでは、主に工程ネットワークのアクティピティに相当する、単位作業の

生成について述べてきたが、これらの単位作業問の順序関係も、以上のような過

程の中で生成できる。例えば、図-4.21 の部位構成の所でふれたが、部位間の順

序関係は、 「情造形式」 フレーム内に記憶されたリスト構造に誌づき生成できる。

また、部位ごとに設定された 「工法Jの中には、そこに属する工程聞の順序関係

が、やはりリスト構造で記述されていて、これに基づき、工極-に対応する単位作

業聞の I1目序関係を生成できる。なお、このようなリスト構造による順序関係の記

述方法は、 リストの外側から数えて、偶数個のカッコの内側の要素 (L1 S P言

語ではこれを S式と呼ぶ〉は、作業聞の並列関係を哀し、奇数個のカッコの内側

の要素は、 ul列関係をそれぞれ表している 21 )。

以上のようにして、単位作業聞の順序関係を生成することができるが、このよ

うな生成過程を、更に詳細に検討し、また、実際の構造物において作成された順

序関係の例を参与として、帰納法的に推論すると、関-4.23 に示した 5ステップ

による 11回ry;関係の段階的な生成方法が合理的であると考えた。以上の検討過程で

用いた例を、凶-4.24 に示す。この図では、柱が長いという特徴のために分割施

工される m柱式橋脚を例に、単位作業聞につけられる順序関係を示している。

関-4.23 を説明すると、まず最初に、 「工法」に記憶された工種に関する知識

を越に巾位作業聞のl順序を生成し、次に、仮設工法と本設工法の関係と、部位間

関係から、それらに属する単位作業聞に順序関係を付加する。そして、以上のよ

うな保略的な知識では生成されない関係については、工種間の特殊な関係を考慮

したルールにより、個別に I1憤序関係の付加を行う。この際、仮設復旧作業という

概念を導入して、ルールの汎用化と、それによるルール数の削減を図った。

これまで述べてきた作業聞の順序関係は、個別の構造物を対象としたサブネッ

トワークを構成する関係であるが、プロジェクト全体の工程ネットワークを作成

するためには、異なるサブネットワーク聞に I1国序関係を生成しなければならない。

この点に関して、本研究は、利用者が構造物問の基本的な施工順序を指定すると

いうことを前提に、こうして、でき上がった 概念ネ ットワーク (conceptual ne ト

wor k)を参与として、同じ主要な資源を必要とし、かっ異なるサブネットワークに

属する同種の作業問に、資源転用の順序関係を生成することとした。

構造物聞の I1由序関係は、構築する構造物聞の技術的な関係やプロジェクトが置

かれた環境など、多種多搬な決定要因が存在することから、その決定をコンピ ュ

ータに行わせるためには、英大な情報を入力しておく必要がある。しかし、現状
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の技術レベルでは、そのようなことは不可能であるので、ここでは利用者か、そ

れらの情報を勘案して決定し、 システムに入ノJすることとした。また、慨念ネ y

トワークとは、そこでの順序関係が、構造物問の慨念的な順序関係を表すだけで、

実際の工程計算には用いられないことから、このように名付けた。詳 しくは、第

5~第 3 節で論ずる。

E二コ制帽

Step.1 工種内作業のl順序関係 (ーーで表示)

S 

S t ep. 2仮設工と本設工間の関係(ーー で表示)

i 

S t ep. 3部位閣の一般的順序関係(・・・・で表示)

S 

S t ep. 4部位閣の特殊な順序関係(一ーで表示)

S 

Step.5構 造物聞の順序関係

図-(.23 順序関係の生成手順

図-(.25単柱式 RC橋脚を例とした栴造物のネットワーク生成
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地情報の指定、③標準工法の指定、 @手持ち T'll資源の指定、⑤構造物の指定、

それに、⑥構造物順序の指定とい うように、 6純肢の情報を必要とする。そして、

これらの情報を入力すると、各構造物ごとのサブネットワークが生成され、次に

は、これらのサブネットワークが全体ネ 1 トワークに組み合わされ、最終的に、

この図の左下に示したスケジューリング・ システムに、これらのデータが受け波

されることにより、工程計画を作成できる。また、これらの処理は、コンピュー

タと利用者が対話する形式で、インタラク ティプに進められる。

第4節 ネットワーク生成システムの開発

1. システムの償要

( 1 )システム開発の[]的

次市で紹介するスケシューリング ・システム PF N E T Sの適用においても

大きな問題点として指摘されたことであるが、スケジ A ーリング ・システムを用

いて建設プロジェクトの工程管理を行う場合には、システムの入力データである

工程ネットワークの作成と入力作業が、ボトルネックの ーっ とな ってい る。すな

わち、このような て校計画では、当該工事の設計閃舎や契約条件に明示された条

件だけではなく、現地調査や過去の類似工事調在など、多陪多械な情報を収集す

る必要があり、また、これらの情報に基づき、仮設工法や仮設備などに関しでも

多面的に検Jし、決定する必要がある。そして、これらの怠思決定の多くの部分

は、図書やマニュアルなどに明記された知識たけではなく、経験的な知識に大き

く依存している。

そして、以上の理由から、工程ネットワークを作成するためには、多くの時間

と労力を必要とするし、また、このようにして作られたデータをシステムに入力

するのも、結構大変な作業となる。加えて、質の高い工程計画を作り出すために

は、データ作成者の長い経験と高い技量が必要となる。このような理由から、工

粍ネ y トワークの作成と入力は、スケジューリング・システムを利用する上で、

丑要な課題である。

そこで、工~'è ，; r両立案に関する多くの情報や知識を内蔵し、スケジューリ ング

のためのてねネットワークを、迅速に、かつ経験に裏打ちされた合理的な計画案

として作成すことが重要であると考え、知的工程計11町生成システム (Knowledge

Intcnsivc Planning System)を開発することとした。このシステムでは、鉄筋コ

ンクリート摘造物築造工事を対象として、構造物の投計情報を入力すると 、その

サブネットワークを自動的に生成し、これに構造物問の施工順序を加えると、先

ほどのサブネットワーク間に資源転用関係を生成し、プロジェクト全体の工程ネ

ットワークを作成できる。

ここでの工程ネットワークの生成方法は、前節で詳細に説明したハ イブリッド

戦略が越本となり、オブジェクト指向に基づくシステム技法を適用し、システム

化したものである。そして、ここで生成された工程ネットワーク ・データを、次

:t;lで説明するスケジューリング・システムに転送し、ここで工程計算と工程図作

成を行うことにより、当該プロジェクトの工程計画 を完成 dせることができるよ

うにしようと考えた。

( 2 )システムの構成

ここで開発した知的工程計画生成システムの機能構成と基本的な処理の流れを

図-4.28に示す。この 図のように、このシステムでは、①工事概要の指定、②現

任=v、 戸 工事概 の旨

エ司Eコード、工.名綜
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図-4.28知的工程計画生成シス テムの処理フロー
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このシステムの開発には、 ①パソコン tで開発・'JJ.行が可能なも の、

ド型の知識表現・推品機能を持つもの、③メインフレーム・ワ ークス

テーション・パソコン間で知識ベースの互換性あるもの、④コス

ンスの優れたもの、⑤ C言語変換機能等のデリパリ環境が整備されているもの、

⑥プレゼンテーション機能が優れているもの、という J価法準で各種のエキス パ

ート・システム・シェルを検討した結果、 KBMS/PCTWを用いることとした。

なお、このツールは、 M S - D 0 S TWと GC L 1 S P TWの環境下で稼働する。

図 -(.30 には、これらのソフトウ ェア構成を示した。この中で、中核となる知

識ベース ・システムの規模は、本命文を作成している段階で、①ルールセ y トが

12個、それらの中に記録された②プロダクション ・ルールが68個、構造形式など

を記憶した③クラスが 294個、それに④リスプ関数が 306例となっている。

(窃また、

ハイブリッ

ト・ パフォーマにシ図-4.29 

システムの機能と特徴

本システムは、主に設計段階で作成 8れた情報に基づき、 工程 ネッ

生成し、これを次章で説明するスケジューリング ・システム PF-NETSに受

け渡すことにより、工程計画を作成することができる。ここでは、このような目

トワーク・モデルを用いた 工程計開の作成を目的としてい

トンネルやシールドなどのサイクリックに施 工さ れる構造物を除く、

そして、対象となる棺

その部位構成や形状特性な

的を達成するための主要な項目について説明する。

( 1 )対象となる構造物

本システムは、

ることから、

J々A
 

ポート、

程図の作成用、

fこ。

また、このシステムの!泊先に当たっては、作業所でも手軽に利用できる ことと、

I~U のスケシューリング ・ システムを利川することを考え、パーソナル・コンピ

(以後、パソコンと称す)国境で政{動 グるように設計 した。

ステムの開発環境をぷすか、 32ピット CP Uを備えたパソコン (NECPC-9800)にメ

モリ(8MB)を増設し、ハードディスク (40MB)、プリンター、プロッタ一、音声合成

スピーカーを加えたハートウェア情成とした。ここで、フロ 1 ターは工

青戸合成ボードとスヒーカーは、後で説明する音声案内用に用い

トワークを

ネッ

¥マウス

一 般鉄筋コンクリート構造物を基本的な対象とし ている。

造物を、ネットワーク生成という自的から類型化し、

どを事前に知識ベースに蓄積する方法を用いている。

しかし、このような構造物の種類や、その形式は、非常に多く存在する ことか

ら、最初から全ての構造物に関する知識を記憶させておくことは難しい。そこで、

本システムでは、フレームによる知識の蓄積と、その中に各種の付加手続きを内

蔵させることにより、ネットワーク生成のため の知識や手続きを、全て構造物形

式ごとの階層構造を持つオブジェクトに集約したため、 いわゆるプログラムを変

更をしなくとも、オブジェクトを追加するだけで、構造物に関する知識を段階的

に蓄積することが、行えるシステム栂造とした。

以上のように、本システムが取り扱える構造物の種類と形式は、

していく予定であるが、現段階で取り扱える構造物は、図-(.32 

7種類 11形式である。そして、これらの形式や特徴は、図-(.l(

構造物形式を対象としたフレーム 型知識と完全に対応している。

見ても解るように、ほとんど全ての構造物は、現場打 ちコンクリート工法による

が、唯一、管渠だけは、プレキャスト・コンクリート 工法での施工を前提とした

知識が蓄積されている。

今後とも増ゃ

に示したように、

で既に説明した、

この図をまた、
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(盟 矧〉 〈 形式〉

単柱式 !玄
崎 脚 ー可F 門 型

3述式 m 
逆 T型 園

絡 4ロa、 f:i 寸

ム控壁式

逆 T型

..L .J: 擁 控

五|控壁式

前j占 礎

函渠 c[)

1i ~ o? 

開渠¢

図-4.32対象となる鉄筋コンクリ ー ト構造物の種類

-138 -

第 4章 プランニングシステムに1¥0する研究

以上のように、本システムでは、このフレーム型知識を参照することによ り、

データ入力画面のアイコンを表示したり、構造物ごとの特徴を認識し、さらに、

工程ネットワークを生成することができる。

( 2 )構造物情報の入力

以上のような構進物は、図-4.33に示したみシステムのメイン画面の右端に表

示した アイコン (icon、図形キー)により、指定することができる。 このアイコン

の構造は、構造形式のフレーム構造(図-4.10 と対応していて、利用者は、階附

的に目的とする構造形式を選択できるようにな っている。 ま た 、 新 た な 構 造形式

をシステムに追加する場合は、その構造物に|泊するw報 を 、 構 造 形 式 の フ レ ー ム

構造の中に追加することにより、 システム臼体を変到することなしに、対象構造

形式を増やすこともできる。

知的工程計画支援システム ( lno引 ~d&e Intenslve Schedul1n& Syste・)

|工事環境11PFNETS11施工順序Il!Ie玉剖圧玉民蔓l怯豆よろ主]IHe lpl区E

ランプA

大和川

本線/二ア

/ 晴|
ランプ8

大和本線 Fムリ i~~ 
図-4.33 システムのメイン画面

これに対して、計画立案の初期段階などでは、工程計画にそれほど高い精度 が

要求されない場合もある。そこで、構造物の高さや幅などの主要な寸法を入力す

ると、他のす法は既知の寸法値から推定することができるようにしたo

利用者は、以上のような方法で、対象となる構造物の形式を指定すると、次に、

メイン画面の中央部に想定された工事領域内に図-4.33に示すように、構造物を

配置させる。そして、次には、指定した構造物に対して、構造形状や基礎構造な

ど設計情報や施工環境など情報を図-4.34のようなサプウインドウを用いて入力

する。このように構造物に関するデータを入力する場合、構造形状の入力に最も

労力を要する。何故なら、図-4.35に一例を示すように、構造物の種類によって

は、構造物形状を表す数値データは、細かい部分も含めると非常に多くなるため

である。

( 3 )マンマシン・インターフェイス

本システムの利用方法に関しては、これまでにも記述したように、視覚的に理
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刷
岡
山
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ev 
白川
W

解しやすいデータ入ノ)Jj法を開発し て、傑作性の向上に努めた。例えば、先ほど

の凶-4.33 に示したメイン両面は、建設対象エリアを表し、この中に道路や鉄道、

そ れに河川など、情造物の位置ぎめや 計 両 立 東 の 制 約 条 件 推 定 に 必 要 と な る 、現

地の隙々な情報をグラフ形式で指定することができる。そして、利用者は、

ような現地情 報の上に、プロジェクトを構成する 構造物を、マウスを使用して容

易に配置するこ と が 可 能 と な っ た 。すなわち、プロジェクト全体の位置関係を視

覚的に把握することが容易にできるようになった。

この

図-~. 36 人物象を用いた音声案内

マンマシン・インターフェイスの向七を目的とした機能

の一つ に、苦声コンサルティングがある 。コンビュータ使用に不慣れな利用布・に

とって、従来のように、ディスプレイによる文字や画像点示だけでは、良好なシ

ステム利用環境とはいえないロそこで、本システムでは、図-~. 36 ，こ示した友性

と男性が、入力の指示や利用方法の説明などを行うという設定で、音声合成ボー

ドを用いて聴覚にも訴えるマンマ シン ・インターフ ェイスを実現した。

本システムにおいて、

豆:..
t 1 : [14ぼx) ] 
t2 : [25∞ 1 
h :【125∞ 1
1草紙備銀 :[ ] 

( Inowled&e Inl~nslve Schedulln& Syst~・)

トー

( 4 )工法選定

山 留 工 な ど の 仮 設 工 法 は 、 図-4.31に示した手順により、 構造物の部位ごとに、

システムが選択する。この場合、プロジェクト全体を対象とした標準工法という

概念と、構造物ごとの構造物工法という、二つの概念が存在する。最初に、

物単位で工法が設定されているかどうかが検査され、この指定がない場 合は、
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構造

標

図-4.37 工法の決定手順
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図-~. 3~ 構造物デー タの入力画面
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準工法 について 検査 し、こ の指定がな い場 合 は、 工 法選定が 自動的に行われる。

また、 とちら かに指定があっ た場合 で も、情造物の置かれた環境条件に基づき、

その可否が検査される。

適用実験と問題点の整理

( 1 )モデル工事による適用結果

本システムの有効性を検証する目的で、丘陵地に計画された高速道路のインタ

ーチェンジ 工事を想定し、これを事例として本システムの適用実験を行った。

事の極頬 lま高梨橋式高速道路の RC下部工 事であり、本線部と 2カ所のランプ部

に、単柱式楠脚 11基、門型橋脚 3基、逆 T型橋台 2基、杭基礎92本の鉄筋コン

クリート構造物を構築する。 図由4.40に当モデル工事の全体図を示す。 また、図

-4.41 には、本システムを適用して作成した工程計画図を示す。なお、前述しで

あるように、本システムの機能は工程ネットワークの自動生成にあり、このデー

タを使用して工程計画図を作成するシステムは、本システムと連携して稼働する

スケジューリング・システム PF-NETSである。

この工程計画のネットワークは、作業数 342、順序関係数 429より構成される

が、これらのデータの全てを本システムで生成することはできなかった。これは、

本システムに蓄積された知識の不足ということもあるが、準備工など、鉄筋コン

クリート構造物と直接係わりのない工事が存在することによる理由の方が大きい。

このために、足りない作業や順序関係は、 PF-NETSを用いて追加した。

しかし、本システムを利用することによ って、従来行 っていた、 PF-NET

Sの単独利用と比較して、データ作成のための労力と入力作業は格段に早く、

た容易にできるようにな った。また、本システムが備えた音声コンサルテイング

機能により、システム利用に当たって、入力手順や入力項目の選定などにあまり

注意を払う必要がなくな ったため、入力データの間違いや誤操作などのトラブル

が、非常に少なくなったo ただし、利用者の問合せに柔軟に答えることは、

の技術では、まだ困難であるし、相当な知識の蓄積も必要であることから、

に限られた範聞での応答しか出来ないのが現状である。

また、作業の所要回数の決定に当たっては、作業置や歩掛り、それに投入資源

数を推定する必要があるが、これらの数量決定には、種々の要因の影響を総合的

に考慮しなければならない。当然、これらの情報には暖昧なものが多く存在する

工

ま

現在

非常

所要回数の推定は非常に難しい問題の 一 つである。今回開発したシステム

では、以上の点に関しては知識の蓄積が不十分で、それほ ど精度の高い推定はで

きなかった。推定モデルの検討も含めて、不足している知識の蓄積が、今後の課

題の一つであると考える。すなわち、工程計画に関する知識は多種多様で、これ

らを完全に蓄積することは不可能に近いが、構造物の形式の追加や計画化知識の

ので、

図-4.40適用モデル工事
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今後とも蓄積や洗練化は、過去の工事事例との照合やヒヤリング調査等により、

継続して行 っていく予定である。
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( 2 )計画知識の体系化と推論方法

建設分野においては、実に峨々な技術!日 出がHH、られているが、その使われ}j

は一様ではなく、一つの言葉が色々な場面で災なった怠昧で使われることは、希

ではない。同様に、一つの慨念、を去す21容として、幾つもの言葉が存症する場合

決して少なくない。

一般に、技術分野では、科学的思考に則 り物‘I~ を明確化するとうい 目的を持つ

ことから、そこで用いられる技術用活も、日常生活で使用される用語などと比較

して、明確に定義づけられているのが普通である。前にも人工知能技術の所 で 述

べたが、このことが大きな理由となって、ある特定の分野に限定した知識ベ ース

・システム、すなわち、 エキスパート ・システムの実JT)化が進んだのであるが。

これに対して、建設に関する用語の定義と統 ー化が、余り進んでいない原肉と

しては 、 建 設 技 術 の 歴 史 が 古 く 、 情 報 交 流 の 少 な い 時 代 に 、 地 域 や 建 設 対 象分野

ごとに、用語の使用方法がある程度固まってしまったとも、考えられる。また、

建設に従事する技術者が、嫌々なレベルで非常に多く存在することも、統 一化が

遅れている原因のーっかも知れない。

理 由はともあれ、現実に建設工事計画で使用される専門用語の統一 化が進んで

いないのは事実で、本システムの開発に当たっては、工法や工種など、工程d画

に係わる知識の定義と他の知識との関係を明確にするのに、非常に苦労した。ま

た、工法ならば工法という概念、を持つ知識群の中に存在する知識聞にも、包含関

係や選択関係などが存在することから、階的的情造を釘するフレーム構造と し て 、

これらの知識の構造化をモデル化した。

も、
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また、本システムの工法選定においては、システムが行う質問の冗長性や選定

結果の間違いなどの問題が認識されたが、これらの問題は、対象問題の構造をよ

り深く考察し、表面的に認識された知識ではなく、より深い因果関係や制約関係

を考慮にいれた知識を適用する必要がある。例えば、図-(.42のように、 「周辺
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ニコロ

本章では、建設プロジェクトにおける 工粍計画の中でも、計両モデルを生成す

るためのプランエング部分に着目し、これをシステム化するという観点から、種

結第6節環境が“住宅が密集している"場合は開削工法は不可能」というルールが、本シ

ステムの知識ベース内に蓄積されているが、この知識の提供者は“住宅が密集し

ている"からには“道路は狭いだろう"と考え、 “開削工法は不可能"という結

論を下したと推定される。このために、 「住宅は密集しているが、たまたま道路

は狭くはなかった j場合に、このルールを適用すると間違った答を出すことにな
々の諜題に関して論じた。すなわち、従来からの研究開発の状況と問題点、 計 画

生成問題の構造と特徴、そこから考え出された人工 知能技術の必要性、また、人

工知能技術を用いた計画生成方法とこの考え方を適用して開発した知識ベ ー ス・

システムの内容、および、運用実験の結果得られた知見など、プランニングに関

する多くの課題に関して、詳細に論じた。

第 2節では、人間の行うプランニング作業、すなわち、知的プランニングに関

して、その構成やメカニズムを人工知能システムという視点から論じ、計画生成

る。

すな わち 、専門家の持つ経験的知識 を ル ー ル 化 す る 場 合 に は 、 実 際 に は 色 々 な

因 果関係などがその背景にあったとしても、登録されるルールはそれらを簡略化

した表面的な知識に置き替えられる場合が多い。そして、このために、このよう

な問題が顕在 化 し て き て い る と 考 えられる。しかし、この解決策として、より深

い知識を適用 す る た め に は 、 専 門 分野以外の多量の知識を登録することが必要条

件 と な る た めに、それほど簡単に解決できるとは考えられない。今後の課題のー

っと考える。
のための新たな戦略を提案した。まず始めに、プランニング・システムの構成に

関して検討を加え、工程計画のためのネットワーク・モデル生成のメカ ニ ズムと、

その過程に①作業生成問題、②作業見積問題、③順序関係の生成問題、④工 法 ・

資源選定問題、などの課題が存在することを明かとした。そして、これらの課題

に対応する方法として、人工知能技術の必要性を示した。また、これらの課題の

中でも、プランニングの要となる①の作業生成問題に関して、人工知能分野で進

められてきた研究状況と、これを工程計画生成問題へ適用する場合の問題点、を明

かとした。すなわち、これまで人工知能分野における研究は、積み木の積み替え

作業やロボットの移動計画のように、非常に限定された世界を対象としてきたこ

とから、ここで開発された方法を現実世界の問題に単純に適用することは難しい。

そこで、人工知能研究での方法(これを本研究では手段 一 目標戦略と呼ぶ)を、

従来から人聞が行ってきた方法(これを本研究では WBS戦略と呼ぶ〉に融合 8

より現実的な問題解決の方法を考案し、これをハイブリッド戦略と名付け

た。

また、第 3節では、ハイブリッド戦略に基づいた計画生成方法に関して、計画

生成メカニズムをより具体的に分析し、これに オブジ ェクト指向という、システ

ム開発技法を適用して、合理的な方法を考案した。 す な わ ち 、 ま ず 始 め に 、意味

ネットワークを用いた生成過程の分析から、計画生成のためには、①構造物生成、

②部位生成、③工法選択、④工種生成、⑤資源選定、⑥作業生成の順で、計画が

具 体化されることを示した。そして、この過程で必要となる、知識の蓄積方法と

しては、階層構造を有するフレームを適用することが有効であることを示し、①

構造形式、②部位、③工法、④工種、⑤資源について、具体的な知識構造とその

内容を示した。また、これらのフレーム型知識にプロダクション・ルール型の知

識を組み合わせることにより、効率的 lこ工程ネットワークを生成する方法に関し

最後に具体的述べた。ここでのシステム化の方法では、フレームとインスタ

ンスの関係、階層的もしくはラチス構造などのフレーム聞の関係、それに、付加

手続きによる手続きやルールセットの制御など、 一 般にオブジェクト指向と呼ば

れる方法を効果的に取り入れた。そこで、この方法をオブジェクト指向によるネ

せた、

ー 147-
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ッ トワーク生成方法と名付けた。

また、第 4節では、第 3節で示したネ y トワーク生成方法に基づいて、具体的

に開発した工程計画エキスパート ・システム 「知的工程計両生成システム(P F 

- PLAN) Jに関して、システムの慨要、機能と特徴、それに、適用実験とそ

の過程でf!lられた数々の知見に関して、考察を加えた。まず、本システムの概要

としては、このシステムが作業所で利用されることが多いと考え、パソコンを利

用できる構成とした。また、マンマシン ・インターフェイスの向上が重要である

と考・え、 CA 0的なデータ入力法や、音声による換作案内などの機能に重きを置

いた。また、本システムの有効性を検査する目的で、高架崎高速道路のインタ ー

チェンジ部分を想定した、モデル工事を作成し、システムの適用実験を行った。

この結果、スケジューリング・システムでデータ入力する場合と比較して、必要

となるデータが百パーセント生成できたわけではないが、ネットワークデー タの

作成とその人ノJ作業が非常に軽減されること、また、生成結果も妥当であること

が解った。しかし、この逆に、問題点として明確になったことは、知識の蓄積量

がまだまだ少ないこと、浅い知識ばかりではなく、深い知;誌の蓄積と利用が必要

であること、暖昧データの処理が不充分であることなどが理解できた。

以上のように、本立では、人工知能技術を適用した工程計画生成システムにつ

いて、計画生成方法としてはハイブリッド戦略を用い、システム開発技法として

はオブジェクト指向による方法が有効であることを示し、この方法を適用して開

発したエキスパート ・システムの概要と、運用実験の結果を示した。これらの結

果をまとめると、ここで提案した方法は、非常に現実的で有効であること、しか

し、仮設工 事の生成に関しては、まだ空間認識とその中での計画の評価方法が不

充分であること、計画の精度を上げるためには、所要回数の推定方法など、まだ

多くの課題が残されていることなどが理解された。
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スヤ:;'r l}ir・システムに関する研究第 5章

ユコロ緒第l節

前~では、工程計画におけるプランニング (planning) 部分に|則して、その I IlJ 泊

構造の特徴と人工知能技術の適用 )j法、それに、只体的なシステム開発の )j訟な

どについて述べてきた。本1;tでは、工程d画の後半部分を偶成するスケジューリ

ング (scheduling)に関して、工程ntl頓モデルの分類と評価、それに、 ヒA

ティク計画法と人工知能技術の適用方法などを諭し、 M後に、従来かふ行 3 てき

たスケジューリング ・システム開発の内容と、実工事での適用事例に基つく何々

の問題点などついて、考察を加えることとする。

プランニングとスケジューリングの位問づけは、知 3寸tで既 lこ定義しているよ

うに、工程計画モデルを作成する段階をプランニング、そのモデルを用いて.Q過

な工程計画を作成する段階をスケジューリングと考える。すなわち、工程J尚モ

デ ル とは、建設プロジェクトを遂行するための仕事 (task)の構成と順序を永 lダも

ので、スケジューリング段階では、プランニング段階で作成された計画モデルを、

与えられた制約条件の範囲内で、工期もしくは原価という評価尺度に法っき段通

化を図りながら、計画モデルに含まれる仕事を時間軸上に配慨する段階と巧えら

リス

れる。

以上のような役割を担うスケジューリングの方法としては、占くは、

さからパーチャートや斜線式工程表などが利用されてきた。しかし、

リング問題は、前章のプランニングと比較すると、問題の範聞が限られ、また、

その構造も比較的に複雑ではない。そして、このために、問題の定式化をある tl¥

度容易に行うことができたことから、オベレーションズ・リサーチ (Operations

Research) の分野では、古くから研究の対象とされ、これまでに多くの計l凶モデ

ルが提案されてきた。

この代表的な例が、 PE R T (Program Evaluation and Rcview TechniQuc)と C

P M (C r i t i c a 1 P a t h M e t h od) である。この両手法は、以後、各極の改良がJJ[lえら

れて今日に至るが、ここで考え出された、建設プロジェクトの生産工程をネ 1 ト

ワークで表現する方法、すなわちネ y トワーク・モデルは、これ以後の計i同モデ

ル開発において、基礎的なプロジェクト表現方法となった。例えば、資源やコス

トを評価要素に加えた PERT/manpowerやPERT/cost、それに、所要回数を確率分布

として捉える確率 PE R T、作業関係に確率表現を加えた GE R Tなど、

ワークをベースとした計画モデルが次々に開発された。

そこで、本立では、第 2節において、工事マネジメントにおける工程J画問地

に、どのような計画モデルが適しているのかを検討する日的で、これまでに開発

されてきた椋々な計画モデルを分額し整理する。たたし、前立の研究内容を見れ

ば明きらかであるように、本研究では、ネ y トワーク・モデルの適用を前提とし

ていることから、ネットワーク ・モデルをより詳細に分額し、本研究が対象とす

る工程計画問題に、より適用性の優れたモデルの検討を行う。そして、ここで ji!

択されたモデルを用いて、具体的にどのように工程計阿を作成するのかについて、

その簡便

スケジ A ー

トJ ネ
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計画立案の前提となる諸条件とともに明らかにする。特にここでは、技術者の経

験的知識を活用したけ画立案方法が有効であると考 えられることか ら、人工知能

技術を取り入れたヒューリスティックな問題解決法を提案する。

しかし、以上のような知的システムの開発とは別に、従来からのスケジューリ

ング ・システムにお いても、これを実際のプロジェクトに合理的に適用するのに

は、いまだ多くの問題点があることから、第 3節では、このような問題点を明か

にする目的で開発した工程管理支媛システム PF -N E T S (Planning Forcast-

i ng 骨 NETworkSystc圃)に関して、その開発段階で行った計画方法の改善と、シ

ステムの機能および特徴について述べる。このシステムは、プレシーデンス・ネ

ットワーク法における l順序関係の一部を改善し、さら に、プロジェクト・グラフ

による視覚的データ t編集機能を備え、一般の作業所でも手軽に利用できるように、

マーソナル ・コンピュータを用いて開発した。

また、第 4節では、以上のようなスケジューリング ・システムを実際のプロジ

ェクトに適用してきた結果に関し て、全般的な経過とともに、 一つの実例を取り

上げて詳しく紹介する。そして、 この過程で判明したシステム導入の効果と問題

点について、分類・整理し、第 2節で示した知的システムの開発との関係も踏ま

えて、若干の考察を加える。

第2節 スケジューリング・システムの構成

1.工程計画モデルの選定

ここでは、これまでに開発されてきた工程計阿モデルを分頗し、本研究が対象

としているネットワーク・モデルを中心に、どのような ut 1同モデルが工事マネジ

メントの工程計画に適しているのかについて考察を加える。なお、ここで述べる

計画モデル とは、対象問題のシステム構造を表す慨念を怠昧し、この概念を対象

に具体的に示された計画手順を計阿手法と呼ん で区別している 1)。

( 1 )工程計岡モデルの分顕

建設分野では、一般製造業などと同慌に、工程計両を対象として、これまでに

多くの計阿モデルが提案されてきている。この過程については、第 2章 第 l節 に

おいて、その概略を述べたが、こ こでは、工事マネジメントのための工粍計[dlj遂

行のためには、どのような計画モデルの利用が適吋であるか、第 2市で示した内

容を再度検討することとした。そして、この結果に話づき、工程計画法を閃-5.1 

のように分顕した。ただし、本論文では、最も工事マネジメントに適用しやすい

という理由から、ネットワーク・モデルの適用を前提 に研究を進めている関係 1:、

この図では、この部分をより詳細に分顕している。
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この 図のよ うに、これまでに提案されてきた 計 画モデルは、①関式モデル、②

ネットワーク・モデル、③シミュレーション・モデルに大きく分類することがで

きる。 この図式モデルとは、周知のように、工程計画を図形として表現するモデ

ルで、パーチャートと斜線式工程表に分額され、 FsCO ，VPM')、 LSMり

などの手法が提案されている。また、工事の情成と作業!順序をシミュレーション

・モデルで表現し、モンテカルロ法 で工 程計両を立案する方法も促案されている

川。 しかし、これまでにら述べたように、 工 事マネジメントのための計画モデル

と し て は 、 ネットワーク・モデルの適用が妥当と考えられることから、ここでは、

ネットワーク・モデルについて、さらに検討を進めることとする。

ただし、計 画情 報の 入力 や、 計画結果の表現方法として図式モデルを適用す る

ことは、良好なマンマシン・インターフェイスという 観点からみて唱要である。

このために、利用者からみるとパーチ ャートや斜線式工程表であ っても、作業聞

のl順序 関 係 を内部に保持し、システム内部ではネットワーク ・モ デルとして計画

データを処理するシステムは、今後とも重要であると考 える。

本研究が対 象とするネットワーク ・モ デルは、作業の所要回数や!順序関係など

の情報の取り 扱い}j法により、①確定的モデル (deterministicmodels)、②不確

定モデル (uncertaintymodels)、それに、③確率的モデル (probablisticmodels) 

に分類する こ と が で き る 。 そ し て 、確率モデルを用いた手法としては、所要日数

を確率分布で表現することによって、全体工期の確率分布を得ようとする確率 P

ERTや、アクテ ィピ ティ の成 功する確率や、失敗したときのフィードパック ・

ルーチンを表現できる G ERTな どの手法が停在する。また、不確定モデルとし

ては、ファジィ理品を適用したフ ァジィ PERTな どが、提案されている判。

しかし、確率モデルは、実施経験 が乏しく、不確定要素の多いプロジェクトを

対象に、その成功の可能性や問題点の 発 見 、 全 体 工 期 な ど を 確 率 的 に 評 価 し よ う

とする手法であることから、その使用目的は円ずと限 られてくる。特に、これま

で多くの実績を持つような建設プロジェクトで、 彼数の管理要素を 同時に取り扱

う工事マネジメント lこ適用するのには向いていない。また、不確 定モデルは、建

設生産システムにおける不確実性の 存在や、その適用の位置づけなど、まだ基礎

的な理論を研究している段階と考えられる。

以上述べてきたように、工事マネジメントへの適用という観点からして、現在、

最も実用性の高いとJtえられる確定的モデルに注目して、以後、より詳細に計画

モデルの検討を進めることとする。

( 2 )確定的モデルの分顕

確定的モデルは、①口数固定モデル (FixedDuration model)、② CPMモデル

(Tile-Cosl Trade-Off .odel)、③資源制約モデル (ResourceConstrained・ode1)、

それに、④混 合モデル (Plannning& Scheduling・ode1)に分類することができる。

ここで、回数固定モデルとは、各アクティピティの所要回数を確定値として取

り扱うモデルで、 PERT/ ti.eや線形計画法による方法が開発されている。 P

ERTは、本来、 ミサイル開発という未知のプロジェクトを対象に開発された手

法であることから、プロジェ クトがい つ完了するのかが、最大の関心事であった。
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このために、所要日数を 三 点見積訟 で算定する方法が、開発 当 初はとられてきた

が、現在では、よほど未知のプロ ジェクトでない限りは、所要日数を確定仰 と し

て計算するのが一般的である'¥ また、 PERT/ timeも線形計阿世:も、 プ ロ ジ

ェクト遂行に必要な資源やコストを考慮していないことから、限られた資搬の"1
で遂行される建設工事では、これ らの }j法だけで 工事マネジメントを遂行す るこ

とは難しい。

また、 CPMモデルとは、開発初期段階における CPMで用い られた考え Jjで

あり、各アクティピティにおけるコストと所要時間の関係をよ・した情報に拭 づき 、

プロジェクト全体の工期短縮をコスト面から評価する n~1尚モデルである 。 C P M 

モ デルの代点的な手法は、各アクティピティの所要時間!と所要コストとの関係を

線形関数で点現する方法で、 プロジェクト全体のて期とそのために必要なコスト

との関係を線形計画法により求めることができる 。 しかし、これらの方法は、，，1

薗要素として、時間とコストの関係だけに着目していて、主に計画段階で の工 期

短縮が主要な目的となっていることから、役入資源との制約関係が強く、か つ 進

捗管理での利用が、重要な目的の 一 つである工事マネ ジ メント で は、適 用でき る

場合が非常に限られるモデルと考えられる。

また、資源制約モデルとは、 工程汁聞の過程の中で、名作業が必要とする rt源

璽と調達司能f置を考慮するモデルで、工期ばかりではなく、コストや資源が大き

な計画要肉となる工事マネジメントでは、非常に有効な o~ u商 モ デ ル と い え る。つ

まり、建設プロジェクトでは、使用できる資源種類と暗には限りがある。 また、

資源の投入置を頻繁に変化させる計画は、自ずとコストの噌大を沼くこと となる

ために、作業の種類や順番ばかりではなく、そこで必要となる資源制約を~慮す

る必要が生じる。

このような問題を解決する方法としては、問題を定式化し、制約条件下で 段 通

な資源の投入順序を整数計画法により求めることが身えられるが、建設プロジ z

クトを構成する作業の数は非常に多く、そこで用いられる資源の種類も多織であ

るために、未だ現実問題に適用できる解法が発見されていないのが現状である川 口

しかし、経験ある技術者は、より良い解を求めて試行錯誤しながら、同憾の 問

題を解くことができるという事実がある。 このような考え方の根幹には、数γ的

な最適解を求めるのではなくて、現実問題に対処できるような妥当的な解を経験

的に発見しようとする意図が存在する。 つまり、この方法は、実務経験で養 った

知識を適用して、発見的に工程計闘を立案しようとする巧え方で、工事マネジメ

ントには適した計画立案方法と考えられる。そこで、ここでは、発見的スケジュ

ーリング法 (HeuristicScheduling Method) と呼ぴ、この後で、さらに詳しく検

討することとする。

また、混合モデルとは、プランニングとスケジューリングの過程を、閉じ lつ

のネットワークの中で表現するモデルで、デシジョン CP M (Dec i s i on CPM)が有

名 で あ る 。 デ シ ジ ョ ン CPMでは、ネットワークの各ノードが、所要日数と所要

コストを有する仕事を表しているが、これらの中には、代替案の選択を表す特殊

なノード (decisionnode) が存在する。 そして、このネットワークのクリティカ
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ルパスを算出し、 トータルコストが最小になるように、クリテカルパス上のデシ

ジョン ・ノードの選択を掛り返すことにより、愚適なネットワークを決定するこ

とができる 11)。

以仁のように、デシジョン CPMでは、プランニングにおける怠思決定過程を

ネットワークの中に織り込み、プランニングとスケジューリングを同時に行おう

とするモデルであるか、 w設プロジェクトのように、複雑な意思決定を必要とす

る問題に、このような方法を適用することは、現実的ではない。

発見的スケジューリング法

( 1 )発見的方法の概 要

多くの制約条件下で進められる建設生産システムの工程計画では、 数ある管理

要素の中でも、労務や施工機械などの投入資源に関する制約条件を、計画の中に

如何に反映させるのかが、重要な課題である。何故ならば、全体コストの中で、

本体材料費などの回定貨を除く変動部分に、資源利用の効率性が影響する比率は

非常に高いと考えられる。このために、効事的に資源を利用することは、工程計

開立案に当たっての非常に重要な要素となっている。 そして、効率的な資源利用

のための計画立案方法として、先ほども述べたように、 資源制約モデルを適用し

た発見的スケジ ューリング方法〈以後、発見的計画法と略す)が適している。

すなわち、ここで対象となる問題は、種々の制約条件下で作業に資源を割り当

てる問題であるが、見}jを変えると、 有限の作業 と有限の 資源 の組合せ問題と同

じであり、その解決過程は本 (tree)と呼ばれる状態空間を 探査することに帰着す

る。そして、この探査 }j法としては、 縦割探任 (depth-firstsearch)と横型探査

(brcadth-first search)と呼ばれる、い わゆる吉目的な探査方法があるが、現実

に存在する問題は保査空間が膨大であることから、人間は経験則 (heuristics)を

利用することにより、効率的に問題解決を図っている 10)。 そして、このような

考え方を適用したスケジューリング方法を、ここでは発見的方法と呼ぶこととし

た。

このような発見的計画法は、作業聞の順序関係設定問題として、既に 1960年代

初期から研究が進められてきた。この中でも、最初の試みとしては、分岐限定法

(branch & bound algorithl)を適用した研究がある。第 3章でも述べたように、

書名は、主に資源の転用関係を表す作業間の管理的順序関係の生成に、 この方法

の適用が可能であることを示した 11)。 しかし、建設工事の計画問題は、必要と

なる資源の種類も多く、各々の計画立案における重要度や資源の投入方法も異な

ることから、探査空聞は膨大となるにもかかわらず、分岐限定法では探査空間を

限定する知識として、下限界値だけしか用いていない 12) ことから、実際の工事に

適用することには限界がある。

このために、実際の 建設プロジェクトに適用できるような、 より現実的な発見
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的計両法が、研究されるようにな った 1a) 1・3。しかし、作業への資源の投入 }j訟

を考えてみても、現実の計画では多織な方法が取られていること、また、 01・ 1~lj に

係わる資源制約の強弱に関しでも、対象プロジ z クトが、間市部で実施されるの

か、山間僻地で実施されるのかなど、住投現場の l宵かれた照明によって、rIずと

異なってくることから、効果的な発見的け画法といっても、必然的に多くのパリ

ュエーションが存在する。例えば、デイピス (Oavis)とパターソン (Pallcrson)は、

8つの異なる発見的計画法を 83のプロジェクトに適nJし、そ の効果をJ価したが、

全てのプロジェクトに効果が認められた }j法はなかったと述べている 1&)。

以上のように、資源の投入 }ji，去をどのように考えるのか、また、資訴の限界を

厳しく促え るのかどうかなど、作業とそこで投入される資源との関係や、千体的

な資源調達制約に対する考え 方など、いくつかの要閃によって、スケジューリン

グを行う際の計画化戦略が異なってくる。また逆に、プロシェクトのタイプご と

に適用しやすい計画方法を考えることも必要となってくる。そして、このような

理由から、これまでに何種類もの発見的方法が考索されてきた。

( 2 )資源平滑化法と資源配分法

このような状況の中で、ウエスト (J.D. Wiest) は、これまでに提案されてきた

種々の発見的計画法を、①資源平滑化法 (ResourceLevcling Programs)と②資説

配分法 (ResourceAllocation Programs) の二つに大きく分 顕している川〉 。この

分類は、資源調達制約と工期制約との関係に注目した刀法であるが、このために

両者の計画立案の方法(計画化戦 略〉は、後で述べるように非常に異なっている。

資源平滑化法 とは、日程計算による時刻を基準として作成した資源山積を IB免

点として、この資源のピークを順次期していく(平滑化する 〉スケジューリング

方法で、我が国では 山崩し法 (resource leveling mcthod)と呼ばれる場合か多い

1 7 )。 このJj法の具体的な手順には、いくつかのバリエーションがあるが、 その

基本となる考え方は、日々の資源必要量と供給限度慣との庄の 二乗和に行 ilし、

これを最小にするように、作業の開始時期をずらすという考え方である。 ~J えば、

まず最初に各作業の開始 日を鼠早時刻に設定し、余硲 (slack) の多い作業から、

順次、作業開始日をずらして、先ほどの 二乗和が最も少なくなる計画を保し IBt 

方法がある。

また、資源配分法とは、最初 に資源の山積があるのではなく、資源の限度問や

作業の重要度を考慮しながら、各作業を 時間軸 lこ沿って訓り付けていく計阿 }j法

である。この方法の具体的な手順には、やはりいくつかのバリエーションが作イど

するが、その基本的な考え方は、技術的順序関係やマイルストンなどから行手吋

能な作業を洗い出し、これに作業の露要度にから!順序 づけを行い、設定された日

々の資源の限度重を越えない範囲で、最も重要な作業から)1聞に資源を割り付けて

いく方法である。

なお、この他に類似な分類方法として、工期を回定しなから資源使用の山を加

すフィックスド・タイム ・ア ロケーション (fixed timc allocation) と、逆に、

資源の政大限度重を固定して資源配分を行うフィックスド・リソース・アロケー

ション (fixed resource allocation)という分額もある 1引が、資源と工期のどち
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らを優先するにしても、片方を固定して作業日を決定する 方法では現実問題に適

用できる解を得ることが難しい と考えられるので、本研究で は、ウエストの分類

方法に従い、 以後の検討を進めることとす る。

( 3 )スケジューリング戦略

以上のように、資源平滑化法と資源配分法では、互いに異なる計画化戦略(ス

ケジューリング戦略)を用いている。この両者の特徴を比較すると、資源平滑化

法は日程計算による資源山積という初期解が設定されているので、資源制約がそ

れほど厳しくないプロジェクトに対しては、妥当な解を早く決定することができ

る。 これに対して資源配分法は、資源制約と技術的な作業順序制約を同時に考慮

しながら、作業の開始日と終了日を決める方法であることから 、制約条件が厳し

いプロジェクトに対しでも、対応しやすい計画化戦略と考えられる。

つまり、このどちらの戦略を用いて計画を作成するのかは、対象となるプロジ

ェクトの特性に大きく依存する。このために、図-5.2に示した計画要因を変化さ

せながら、この両戦略の具体的な方法をい くつか用意し、プロジェクト発生する

たびに、その特性を判断して最適な方法を適用する必要がある()。ただし、こ

の両者を比較した場合、例えば一つの作業に投入する資額量を日ごとに変化させ

てみたり、作業を分割してみるなど、各種の方法を比較的自由に考案できること

から、資源配分法のほうが適用範囲の広い戦略と考えられる。そこで、ここでは、

この資源配分法の範鴫に入るシステムとして、代表的な方法を二つ取り上げてみ

る。

【計画手順を決める要因1

r移動対象作業の決定方法
f資源平滑化法 く
I l移動量の決定方法

スケジューリング戦略〈
I r作業への資源配分方法
L資掠配分法 〈

L優先順位の指定方法

図-5.2スケジューリング戦略と計画手順を決める要因の例

その一つ は、ウエストらにより開発された SP A R - 1 (Scheduling Program 

for Allocation Resources)'・〉がある。 このシステムは、図-5.3のフローチャー

トに示したように、いくつかの特徴的な方法を取り入れている。例えば、アクテ

ィピティの必要資源量は、最大値、標準値、最小値で表現するとか、クリテイカ

ル経路上のアクティビティ(これを以後クリテイカル・アクティピティと呼ぶ)

には、可能な場合には、最大資源量を配分して工期の短縮を図るとか、もし、ク

リテイカル ・アクティピティで使用する資源が足りない場合は、既に配分された

非クリテイカル・アクティピティの資源を転用するなどの考え方を考案している。

しかし、複数の資源を必要とするアクティピティを、単に、資源ごとに分割して

処理したり、クリテイカル ・アクティピティの資源配分に失敗した場合、単純に

工期を遅らせてしまうなど、いくつかの問題点が存在する。

これに対して、資源投入量を変数とし、資源の投入方法も資源の特性を考慮し

甲 158-

第 5章 Ã~i r'}if .システムに関する研究

て行う計画方法を山本が提案している 20)。この }j法では、若手可能なアクティピ

ティの聞に、いくつかの評価基準に基づき優先順位を設定し、次に、各アクティ

ピティの特性を考慮して、資源配分方法を決定し、優先順位の高いアクティピテ

ィから、順次、資源を割り付け る。そして、クリテイカル ・アクティビティで使

用する資源が足りない場合は、既に配分された非クリテイカル・アクティピティ

の資源を転用するなど、 SPAR-lと近い方法を提案している。しかも、山本

の方法では、アクティピティが複数の資源を必要とする場合でも、それらを岡崎

に評価して資源配分を行 っていることと 、アク ティビティの特性に応じて資源の

配分数を変化させるなど、 SPAR-lよりは適用性の高い方法と考えられる。

STOP 

図-5.3 S P A R - 1の資源配分フロ ーチャート
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3 . スケジューリングのための問題整理 なお、ここでは全体工程計画の立案方法を、主要な研究テ ーマとしていること

から、以後、単に作業と呼ぶ場合は、単位作業を意味するものとする。また、類

似の用語に工程があるが、第 4章のネットワーク生成過程の中で明きらかとした

ように、工種とは、ここで定義した単位作業レベルの作業をパターン分煩した概

念であり、単位作業と対をなす用語ということができる。

( 2 )主体資源と附属資額

一つの仕事を遂行するためには、機械や労務、それに資材など、多くの資源を

必要とするが、作業の所要日数決定に直接影響するのが、機械と労務である。そ

して、この両者は様々な形態で協同しながら、作業を遂行している。このような

形態を考察してみると、技能員が主体となり補助的に機械を使用する場合と、施

工機械が主体となり補助的に作業員を使用する場合に、大きく分類することがで

きる。ここでは、前者を労務主働型作業、後者を機械主働型作業と呼んで、区別

することとする。

労務主{動型作業の例としては、「鉄筋組立」、「型枠組立」などがあるが、例えば

「鉄筋組立」作業は、そのほとんどが鉄筋工により遂行され、機械を用いた作業は、

資材搬入などごく一部にすぎない。このために、作業の効率を決する要因として

は、作業員によるものが大部分を占めることとなる。これに対して、機械主働型

作業は、 f機械掘削Jやf締固めJなどの例が存在するが、これらの中で労務が必要

となる部分は、機械の運転と機械では手の届かない小部分の施工などで、大部分

は施工機械が主体的 lこ活動する。このために、作業の効率を決定する要因も、自

ずと、施工機械によるところが大きくなる。

前項では、これまでに提案されてきた工程計画モデルの特徴と分類方法につい

て述べてきたが、ここでは、より合理的な工程計画モデルを検討する上で前提と

なる各種の概念や課題について、その考え方を整理しておくこととする。

( 1 )単位作業と要素作業

図-5.4に地下滞水池築造工事のWB Sの一部を示すが、この図のように、建設

プロジェクトの生産システム構造が、階層的なツリー構造で表現されることは、

第 2章で既に示した。そして、このような階層構造の中で、プロジェクト全体の

工程計画を取り扱う場合は、この例の中の「鉄筋組立」や「型枠組立Jとい ったレベ

ルをアクティピティとするのが適当であることが、これまでの研究から明らかに

されてきている。しかし、例えば「鉄筋組立Jを例に取ると、この作業は f小運搬 j

や「墨出し J、「組立」、「圧接J、「台重し」など、より小さい単位の作業から構成さ

れている。

そこで、前者のように全体工程計画を構成するレベルの作業を単位作業 (un i t 

wo r k)、後者の、単位作業を構成する作業を要素作業 (elementwork)と、本研究

では呼ぶこととする。すなわち、全体計画レベルで要する計画精度を達成するた

めには、単位作業を用いた計画で事足りるが、より下位の月間計画や週間計画を

立案する場合には、この要素作業までを考慮する必要が表れてくる。

(傷 造物} {工 樋 ) ( I悌位} (プロック) {単 位作 総 } (要無 作 慾 ) 表-5.1主体資源による作業分類と単位作業例
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作業分類 単位作業〈工程)
作業資源

主体資源 附属資源

鉄筋組立 鉄筋工 小運搬用機械

労務主働型作業

型枠組立 型枠大工 小運搬用機械

機械掘削 掘削機械 一般作業員

機械主働型作業

杭打ち 杭打機 一般作業員
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卜
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フ
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Mm
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図-5.4地下滞水池築造工事を対象とした WBSの例

以上のように、仕事を遂行するために械々な資源が作業することとなるが、作

業の効率を主眼とした工程計画 ・管理では、技能員にしろ施工機械にしろ、主体

となる 一つの 資源の投入数量と作業歩掛りを考慮することで、合理的な計画立案

を充分に行うことができると考えられる。そこで、本研究では、作業の主体とな

る資源を主体資源、それ以外の資源を附属資源と呼んで区別し、以上のような資

直 160- ー 161-



第 5泣 けゲ~_IJ 'Jグ・システムに関する研究

源に対する慨念、を工粍J十両立案方法に適用することとした。

( 3 )作業に対する資源股入方法

前項で紹介した S P A R - 1では、資源の最少投入冊、保準投入量、最大投入

慣をアクティピティごとに設定し、この三つの値に基づき各作業へ投入する資源

慣を決定する仕組みとなっていた。この例のように、ある施工条件下で実行され

る作業に対しては、これ以上、投入資厳重を少なくすると作業がほとんど遂行で

きなくなる役人資源の下限値と、これ以上多く資源を投入しても、作業場所の広

さなどの関係から、作業効唱が極端に低下する投入資源の上限舗が存在すること

は、経験的に容易に想、像することができる。 -}j、与えられた条件の基では、最

も作業効率が良いと考えられる資源の投入費が存在することも、経験的に知られ

ている。そこで、これらの値を SPAR-lと同織に、それぞれ①最少投入量、

②最大投入町、それに、③標準投入量と、ここでは呼ぶこととする。

以上のような、 一つ の作業に対する資源の投入賞に対する考え方に関して、字

祁橋は、巾{也時間当たりの仕事量と資源投入数量との関係を図-5.5のようなモデ

ルと仮定して、コスト最少となる資源の投入電の存在を証明しようと試みている。

すなわち、 一つの作業の原価が、作業員の賃金などの①投入資源盛と単価の積に

よる質問〈閃-5.6の Cl)、 機械損料などの②使用時間に比例する費用〈図寸.6の

C 2)、それに、材料費などの③固定費用(図-5.6の C3)から構成されるとして、

この原価構成に先ほどの資源投入モデルを適用することにより、原価最少となる

資源投入置を、式ー5.1のように求めている aI )。

γ。pc=，Jた2+2たγc+γ22ーた

』匝 qc

位

Eq2 
当
た

t士• 畳

。

ここで

q 

r 1 

k =.!?!:. -
bl 

b 1 :資源の単価

b2:単位時間当たりの費則

r c :限界資源量 (図-5.4参照)

r 2 :比例限界資源畳 (図ー5.4参照)

r2 
後入資源歓

r c 

図-5.5作業効率と資源投入数置との関係
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C 

備

h 

。 r op t r 

役入資源数

図寸.6 資源投入qと原価の関係

( -t )作業への資源投入量と中断の必要性

先ほどの資源配分法のところで述べたように、名作業へ配分する資源買を 日々

変化させることで、資源の使用がより効率的な 工程計画を立案することが可能と

なる。すなわち、山本が指摘しているように、 各作業の所要回数と所要資源R
を確定値として考える限り、日々の調達資源日とその変動幅を縮小することと所

要工期を短縮することはトレード・オフの関係に飾るため、これ らを同時に満足

するような日程計画を作成することは困難である 」口、

しかし、山本の方法を除き、これまでに提案された発見的計両法のほとんどは、

日々の投入数量を可変で計画できるようにはな っている が、そのほとんどは、先

ほど紹介した SPAR- lと同械に、最小側、版本側、最大仰の中のどれかを逝

択できるだけで、それらの中間値を取ることはできない。前述したように、ここ

でいう標準値は、コスト最小値であり、かっ、この偵より投入慣が離れるに従 っ

て、コストは増大する。このために、なるべく標呼;慌に近い値を配分するのが得

策であり、この点でも、これまでの計悶法には問題が残されている。

また、以上のように各作業への資源投入暗を変数と考えた場合に、どうしでも

ある作業を途中で中断させなければならない場合が起こ って くる。 この場合、作

業中断を許すのかどうかは、議論の分かれるところである。しかし、本研究は詳

細な全体工程計画を研究対象としていて、ここで対象となるアクティピティは、

いわゆる単位作業が該当する。そして、この単位作業には、それを構成する悔数

の要素作業が存在する。このために、作業の中断を検討する場合は、この要案作

業のレベルまで考慮しなければ、中断できるのかどうか、また、中断する場合は、

どこで中断できるかを判断する必要がある。

しかし、これを一つ一つの作業に関して身虚することには限界がある。また、

作業を中断した場合に、どの程度、作業効率が低下し、所要日数が増加するのか

を把握することも難しい。このために、工層や作業規模などから、該当する作業
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知的スケジューリング・システムの構成

ここでは、これまでに述べてきた先見的スケジューリング法に、知 s議ベース・

システムの考え方を適用した知的スケジ A ーリング・システムの情成に関して、

考察を加える。

( 1 )システムの位置づけと適月J-Y法

知的スケジューリング ・ システムは、図-5.8に示したように、工程白~i刷のスケ

ジューリング段階に位置するシステムで、プランニング段階で生成された仁科ネ

ットワークに基づき、各作業の 計画時刻を決定するシステムである。すなわち、

プランニング段階で生成された工程ネットワークとは、プロジェクトを実施する

ための作業権成と、それ らの技術的な順序関係を点したもので、各作業の丈胞時

刻は、この段階では決められていない。そこで、スケジューリング段階に入 って

から、諸々の制約条件を満足するように、ここで検dするシステムが、各作業の

開始時刻と終了時刻を推定する。
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を分割するのが可能かどうかを検討 し 、 可 能 で あ る な ら ば 、 こ れ を 分 割 す る こ と

は可能であるが、そうでない場合は、作業の中断まで考 慮する ことは、あまり現

実的 とは 考えられない。このために、本研究が対象とする全体 詳細け画の作成段

階では、作業 中 断 は し な い と い う 前 提で計画を進めるのが妥当と考える。

( 5 ) 資源の噴要度と調達限界

也技生産に必要となる資源の中には、クレーンや杭打機械のように、現場への

搬入搬出にコストが高いために、必要資源置の経時的変動を極力少なくしなけれ

ばならない資額と、 日般作業員のように、日々の需要変動に、ある程度は容易に

対応できる性質の資源が存在する。ここでは、前者を強制約資源、後書を弱制約

資源 と 呼 ん で区別するが、このような両者の性質の違いは、該当資源が機械か労

務かによ って単純に決められるものではない。す な わ ち 、 対 象 資 源 の 需 給 関 係 が

恋化すると、技能工が強制約資源と なる場合は希ではないし、ダム工事など工事

現場が労務供給地から遠い山間僻地 などでは、一般作業員とても強制約資源とな

る場合も存在しないとはさえない。

また、以上のような資源の制約条 件 を 考 え る と 、 工 程 計 画 の 立 案 に 当 た っ て は、

資源の日々の調達町に、ある 一定の 幅があるとするのが妥当である。す なわち、

図-5.7のように、資源の使用量として最も望ましいと考えられる①領暗調達畳、

それに、これ 以 上 調 達 す る こ と は 難しいと考えられ る②上限調達町、また、これ

以下の使用 量 では、資源の遊休が多くなり、合理的な計画とは考えられなく なる

③下限調達量という、 三つの値が資源調達置には存在する。そこで、スケジュー

リングに当たっては、日々に必要と なる資源置が、上限調達賓と下限調達量の 範

聞に旨く納まるように、各作業の実施予定日を計画することが求められる。なお、

政初に述べた強制約資源とは、この 許容調達畳に幅がないか、非常に狭い資源で

あり、また、弱制約資源とは、この幅が非常に広い資 源と考えるこ とができ る。

【計画型問題}

資源 山 積
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そして、この問題に入力される勺ー件前報とし て は、 プラ ンニ ング段階で生成 さ

れた工程ネットワークに含まれる①辿設工 事を構成する作業、②各作業の内科、

そして、③作業聞に存在する技術的1II(i1芋関係の 3椅矧である。また、制約条 {Ijと

しては、当然のことながら、技術的らしくは物埋的に liijもって行わなければな ら

ない先行作業は全て完了していなければ、当該作l1は開始できないという の 作業

間の技術的順序関係、また、これ以上 の資源は調述できないという ② 日々 の資孤

調達理、それに、これ以下の資源使用量では、資源の遊休が先生 する という ③日

々の資源の使用下限値、などが考えられる。

スケジューリング ・システムとは、以上のようなう什間報と制約条件の広で、

スケジューリング問題の解決を図るシステムであるが、ここには、前項で述べた

いくつかの仮定や前提条件が存在する。そこで、これらの要点を再度示すことと

する。すなわち、作業に必要となる資源は、主体資源と附属資源に分かれ、作業

の所要回数は、式寸.2のように、主体資源の投入賓とその施工歩掛り、および作

業数量によって決定する。この場合、附属資源の必要数は充分調達できるも の と

して考慮しない。

また、こ のシ ステムで は、これま で に述 べて きたように、スケシューリングの

ための資源制約モ デ ルを保用し、これを用いて計開化する方法として、発見的計

(Ilij 訟を適用するこ とと した。 この発見的計l同法とは、第 3章で詳しく述べたよう

に、 JI(珂化の要所定所 で、それまでの計岡過胞を評価し、経験的な知識も踏まえ

て その先を予測し、。fi歯i化を進める方法を怠味し、人工知能における奇襲な研究

テー マの一 つでもある。 すなわち、建設プロジェクトのスケジューリングでは、

コストや施工性、それに工 期など、互いにトレードオフの関係にある、いくつか

の 日僚を同時に達成する社画が求められる。そこで、数学的な最適解ではないが、

それに近い妥雪解 を効病的に求めることができる発見的計画法の A考え }jを適用す

ることとし fこ。

前述したように、発見的計画法には、①分岐限定 法、 ②資源 平滑化法、それに、

③資源配分法が存在する。 そして、スケジューリングに係わる各報の仮定や制約

条件=をシステム内部に組み込みやすいという理由から、ここでは資源配分法を基

本的な計画化戦略とすることとした。また、このような試行錯誤的な問題解決過

程をシステム化するためには、従来型のシステム化技法よりも、人工知能技術を

適用したシステム化技術が優れていることから、以上のようなスケジューリング

.システムの検討に当たっては、知識ベース ・システム化を図ることとした。 式-5.2 di=一 ql 
kixγi 
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また、作業ごとの資源投入量は、①最大値、②俣可師、それに、③最小怖が、

与件情報として与えられていて、最大舗と最小値の問では、歩出りは ー定とする。

この点は、図-5.5に示した投入資源置と作業効率との附係と若干異なるが、資源

投入費を決定するに当たって、 なるべく標準価をうえるような仕組みを加えれば、

計画精度上は特に問題はないと考えられる。

( 2 )ス ケ ジューリング問題の明確化

スケジューリング問題といっても、どのような場面で、 また、何を目的とする

のかによって、種々の問題が存在する。そこで、本研究では、対象とするスケジ

ューリング問題を図ー5.9のように捉えた。すなわち、スケジューリングの目的は、

f与えられた制約条件の範囲内で、工期が最短となるように、各作業の開始時刻

と終 f時刻、および、その閣の資源使用慣を決定する j ことである。

式-5.3 (γ 厨川豆 γt 三~ r ..ax) 
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また、 日々の資源調達費は、やはり①上限値、②際都筒、③下限値を設定する。

そして、この上限値を越えて資源を配分することはできないし、また、下限怖を

下回らないように、各作業への資源配分量を調整する。 なおここでは、作業中断

に関しては、考慮しないこととする。何故ならば、ここで対象とする計画は日細

工程計画であるために、このレベルでの作業中断は作X効率を著しく悪化させる

こと、また、そのような計画を計画立案段階から想定することは、よほど特殊な

場合に限られると考えられることによる。

主 体資源など)

1 )システムの日的

制約条件の範囲内で、工期が最短となるように、

時間、および、その聞の資源投入量を決定する。

2)与件

・建設工事の作業構成

-各作業の作業内容(工程、作業量、

・作業閣の技術的な順序関係

・各作業のフロート(事前の日程計算 による〉

3)制約条件

・作業の技術的順序関係

-日々の資源使用量の上限値

.日々の資源使用量 の下限値

-作業の資源投入量 の最小値と 最大値

ki=一定

但し

作業 の開始時間と終了

-167 -

スケ ジュー リング問題の明確化

-166 -

図-5.9 



第5本 ス竹， rl}~~ ・ンステムに関する研究

( 3 )問題解決の手順

前述したように、ここで用いる発見的計画法とは、経験則を適用して効率的に

問題解決を図る手法であるが、ここでは、さらに第 4章で紹介した手段一目的計

l商法も取り入れた問題解決の手順を検討する。すなわち、対象問題を一度に解決

することは難しいために、これをいくつかのサブ問題に分割して、問題解決を図

ることとする。この分割方法としては、対象となる作業を重要度に応じてグルー

プ化し、その各々について資源配分を検討することが、妥当と考えられる。そこ

で、ここでは図寸.10 に示したように、①クリテイカル作業、②継続作業、それ

に、③その他の作業、の 3グループに分割して、資源割当法を考えることとした。

二次割付

図-5.10問題解決の手順

なお、発見的計画法とは、問題解決のためのアルゴリズムを予め明確に規定で

きない種類の問題を対象とすることから、その問題解決過程を詳細にわたってフ

ローチャートとして図示することは難しい。このために、図-5.9に示したフロー

チャートは、あくまで、問題解決の基本的な流れを表すに過ぎない。実際の推論

の進め方は、各サプ問題の中で「資源配分が可能である j という仮説を生成し、

この仮設が制約条件を満足するかどうかを検査しながら推論を進める、いわゆる

仮説型推論 (HypotheticalReasoning)を行う。そして、この仮説が成立しない場

合には、 資源配分方法を変えた二次割付の推論へ移行するというように、いわゆ

るイベント駆動型推論により資源配分を進めていくこととなる。
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( 4 )システム化研究の現状

建設プロジェクトのスケジューリング問題では、イベント駆動型の仮設f世論を

進めることにより、合理的な解が'(!Jられる。そして、このような推論過将をシス

テム化するためには、知識ベース・システム技術の適用が必要不可欠である。し

かし、計画生成の枠組みを作り出すことは、以上のようなシステム化技術を1Hい

ることによって可能となったが、その具体的な計画生成機摘を明らかにできる状

況とはなっていない。

つまり、計画生成機構の大枠は図-5.10 のように示すことができたが、 一次別

付や二次割付の具体的方法やそこで必要となる知識、それに、この割付が失敗し

た場合の対応方法など、スケジューリングの具体的方法は、建設プロジェクトの

種類や置かれた状況などによって千差万別である。また、閉じプロジェクトを対

象としたスケジューリングであっても、幾つもの異なる方法が考えうる。

そして、これらのどれがより合理的方法かを評価することも、計画に影響する

要因が多械であることや、 トレードオフの関係にある評価指標も多いことなどか

ら非常に難しい。そこで、現在は、現実の建設プロジェクトを対象として、そこ

で行われたスケジューリング方法を分析し評価することにより、具体的方法につ

いて、知識の蓄積を進めている。

また、これまでの議論では、人工知能技術を適用した発見的方法だけに焦点を

当ててきたが、建設プロジェクトのためのスケジューリング問題には、この他 lこ

も多くの諜題が存在する。その一つは、建設生産システムをネットワークで表現

する場合の問題点や、現実のプロジェクトへの適用方法などである。実際問題と

して、これまでにも指摘してきたように、工事マネジメントにおける 工程ネ y ト

ワークの適用は、それほど進んでいないのが現状であり、その多くの原因が、こ

のような2基本的な部分に存在する。そこで、次節以降では、このような問題点を

中心としたスケジューリング方法に関して、具体的なシステム開発を例に議論を

進めることとする。
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第3節 スケジューリング・システムの開発

前節では、知的スケジューリング ・システムの構想を述 べたが、この問題とは

別に、従来型のスケジューリング・システムをとっても、これを実際の挫設プロ

ジェクト iこ合理的に適用するには、いまだ多くの問題が残されている。そこで、

ここでは、従来型システムの適用に関する問題点を明かとする 事例と して、工程

管理支援システム PF NETSを紹介する。

1. システムの既要

( 1 )システム開発の目的

建設プロジェクトの工程計画業務にネットワーク手法を適用するための研究が、

これまで多くなされているのにもかかわらず、現在でも、図式工程表を利用して

いる作業所は窓外に多く存在する。さらに、着工前の当初計画はネットワーク手

法を 用い て行 っ た 作 業 所 で も 、 着 工 後の工程管理段階までもネットワーク手法を

用いてフォローアップしている例は、国内工事では極めて少ないのが現状である。

このことは、ネットワーク手法そのものの機能にも多くの問題点があるものの、

そのような点が問題とされる以前に、実際に工事管理を行う作業所で、ネットワ

ーク手法を手軽に利用する環境が、あまり整備されていないことに第 1の原因が

ある もの と考え ら れ る 。 こ こ で 問 題 となるネットワーク手法の利用環境とは、①

工程管理用のソフト ウェアと②それを稼働させるコンピュータの利用環境のこと

であるが、この両者ともこれまで多くの問題を抱えている。

ネットワーク手法は、本来コンピュータ利用を前提とした手法であることから、

作 業 所 で コ ンピュータが手軽に利用 できることが、ネットワーク手法利用のため

の第 1条件となる。この点は、エレク トロ ニク ス技 術の 発達 によ って コン ビュ ー

タの小型軽量化が急速に進んだことにより、急速に改善されてきている。すなわ

ち、ほんの十数年前までは本社などに設置された大型コンピュータでしか利用で

きなかった規模のソフトウェアでも、現在では手元のパーソナルコンビュータで

手軽に利用できるようになってきている。しかし、ソフトウェアの改善はハード

ウェアと比べて大変遅れていて、パッチ処理で稼働する大型コンピュータ用の古

いソフトが今なお多く残されたままの状態で、パーソナルコンビュータで簡単に

利用できるアプリケーション・ソフトウェアは、現在でも数少ない状況にある。

さらに、このように数少ない工程管理用のソフト中でも、建設工事管理用に開発

されたを〉のは極めて少ない状況にある。

以上のような状況であるために、 利用環境の問題点ではなく、ネットワーク手

法自体の機能的な問題を議論するために必要な実績データが、非常に少ない状況

にある。特に、着工後の管理段階での利用データは数少なく、このことが工事 マ
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ネジメントのためのネットワーク手法の研究を遅らせてきた 1つの大きなf'rIJfと

考えられる。そこで、これまで明らかにされた問題点の一 部を解決した主将管理

支援システムを開発し、それによってどの詑度の有効性が発陣できるのかを検証

し、ひいては新たな改良方法を模索することが選要であると身え、作業所でも 手

軽に利用できるようなパーソナルコンビュ ータを用いて実験システムを開発し、

いくつかの工事マネジメントに適用してみた。

ここでは、以上の目的で開発した工程管班支援システム (Pト NETS.Planning & 

Forecasting -NETwork Syste.)の概要と、このシステムに適用したネ 1 トワー

ク手法の改良点に関して、その概要を紹介する 21)。

( 2 )工程管理の手順とシステムの適用範囲

工程管理業務は、工事マネジメントの中核に位置することから、他の峨々な管

理 要 素 と 連 携 す る た め に 多 種 多 様 な 業 務 形 態 を 示 す が 、 こ こ で は 、 こ の 工程管理

業務のプロセスを、機能面から簡略化して図-5.2に示 す よ う に 促 え た 。 こ の図の

ように工事管理業務は、工事者工前の施工計 l町段階とその後の施工管理段断に大

きく 2つに分けて考えられる。そして、前者の計画段階は、計画精度 の遣いから

①基本計画、②慨略計画および③詳細計画の 3段階に分けられ、また管理段階で

は、対象となる計画期間の違いから①全体レ ベル、②月間レベル、③週間レ ベル

および④日レベルの 4段階に分けて考えることができる。以下に、各段階におけ

る業務の内容を示す。

計画段階 〈コ I[二〉 管理段階

着
工

.--
全体レペル

月間レペル

PF-NETSの対象範趨

ψi 

悶-5.12建設工事のプロセス とPF-NETSの適用範囲
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のデータを全体レベルにフィード パ I クして、全体レベルで今後の予測と 工控ネ

ットワークの修正を行い、翌月の月間け画に繋げるというような月間管理サイ ク

ルを構成するようになっている。

なお、本論文で用いている単位作業と~来作業の関係を明らかにするために、

表寸.12 に簡単な具体例を 示す。また、以上のような考え方を実現した PF N 

E T S のグラフィック・メインメ ニューを、参~までに図ー5. ~に 示す。

【施工計曲}時】

①基本計画

工法や話機な どの技術的検討、およびブロノク分割や その施工順序などの基

本工程を想定する

② 既略計i酎

基本E十両に沿って全体工程ネ y トワークを作成し、工期や工事全体での作業

抵と資瓶投入慣のバランスなどを検討する

@洋細3十両

概略計画に沿って詳細な工程ネットワークを作成し、細部にわたって制約条

件を満足しているかを検討し、当初工程計画を作成する。

【施工管理段階】

施 工計 画段階で作成された工事全体に関する詳細計画を、管理期聞から月間

→週間→自の 3レベルにブレークダウンして、計画を作成し、当該期間の作業

実績の分析も加えて次期計画にフィードパックする。

鈍エ同段階。Iq!l.I:.ll段階

以上のような工程管理業務プロセスの中で、工程管理支援システム PF-NETSは、

図-5.12中に 点線で示した範囲の業務を支援することを目的として開発した。す

なわち、施工計画段階においては基本計画想定後の概略計画および詳細計画の作

成を、また、工事管理段階では、月間レベルまでを対象とした計画作成から実績

評価、および計画変更の、いわゆる月間管理サイクルを対象としている。

ここで月間レベルまでをシステム化の対象とした理由は、全体と月間レベルで

は、ネットワークのアクティビティが、同じ作業レベルであることによる。すな

わち、迎 11日と口レベルでは、全体および月間レベルで取り扱う作業(これを本論

文では m位作業と呼ぶ)をさらに分解した作業レベルで管理する必要があるため、

将来的にはこのようなレベルの作業(これを本論文では要索作業と呼ぶ)も扱う

システムとすることを目標としてはいるものの、今回の開発では単位作業までを

扱える機能に止めた。

全
体

レ
ペ
)1，. t I ム怪凶~ .

s 
月
間
レ
ペ

E
1
1
l
v
 

、
企
Z

月
間
管
翠
サ
イ
ク

ル

|単位作銭 | 

図-5.13P F -N E T Sの処即手順
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の

温IIJlt・神的組庸

靖工干定白日sB0
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~データファイル l ト ライフーー - A; .デイレ?トリ・川間 i 

求-5.12 管敷設工事を例とした単位作業と要素作業の関係

つi全体工 ・ 御分 z・1
1スパン管敗I量

1( . ...， . 

矢担E打ち…………量償移動ー矢緩遭鎗ー取り付けー打股

録制 ………….彼移動司.'J-i鼻ニt→支保工→床付11

基礎 …………俗ti¥打-J匹敵き司型伶組ー鎗てコン

.股置 …...・ H ・..量償移動-.還俗ー取り付11→股置→鋭型

浬め戻し…………山砂司E割隆司傍土ー均し

矢仮ぬき …………昆領移動→矢緩取り付け『事It友→遣織

下水管敏股エ司E

2スパン・E主峰

この結果、 PF-NETSでの処理手順は、図寸.13に具体的なフローチャー

トとして示したように、全体レベルで作成した計画を基単として、その部分計画

として月間計画を作成し、ーか月間の作業実績を入力し月報を作成した後に、こ

• • • • • • • • 

，
 

.•• 
0

・・・・・・・・、

巨匠竺品目壇凸膏を白目白百白

図-5.1 ~メ ニュー画面
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亡 担序管理図 E
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当月の作業実績を入力して、月報を作成する。このデータは、全体レベル

にフィードパックされて、残工程の予測や妓工程の修正に利用される。

( 4 )情報システム機器の構成

図-5.16 に PF-NETSが稼働する情報システム機器の構成を示す。このシ

ステム構成を決定するにあた っては、ます①作業所で全ての機能が利用できるこ

と(つまり、本支庄の技術員に依存しない体制)、②利用コストが低いこと、③マ

ンマシン・インターフェイスが優れていること、の 3点を検討し、ハードウェア

としては、デスクトップ型の パーソナル ・コン ビュータ (NECPC-9800) の標単的

なセットに工程図作成用のプロッターを追加した構成とした。また、ソフトウェ

ア構成としては、パーソナルコンビュータ利用による制約と 当時グラッフィク機

能に優れていたことから、汎用オペレーテイング・システム (MS-DOS)の基で稼働

するコンパイラー型 BA S 1 C言語 (NECN88-日本語BASIC)を用いた。

以下に、 PF-NETSを利用するための情報システム機器構成を 示す。

【ハードウェア構成】

:tl 

* 
J( 

エ F宅
邑.ilCコ仁コ仁コ亡コ 仁コEコ亡コCコ亡コ

図-5.15出来高表示画面

( 3 )システムの機能

PF-NETSは、以上のように大きく①全体レベルと②月間レベルに分けて

考えられるので、ここでは本システムの持つ機能を、全体レベルと月間レベルに

分けて以下に示す。

【全体レベルで適用される機能】

①噂備データの入力機能

工 事慨要、資源単価、標準作業、プロック名称、休日、月間稼働目、工事

者手目、などを入力する。

②ネットワーク・データの入力機能

作業の内容やそれ等の順序関係を表形式かグラフ形式で入力する。

③日程計算機能

後述する改良 PN法により日程計算を行う。

④資源山積計算機能

工事資源別に時間軸に沿った数量とその費用の山積計算を行い、これを画

面上に表示する。

⑤出来高計算機能

標準工宛別に時間軸に沿った出来高の累積計算を行い、これを画面上に表

示する(図-5.15)。

⑤工程図作成機能

計算 8れた工程計画を資源の山積や出来高累計曲線と共に、画面上の表示

するか、またはプロッターにより Al......3版用紙に作図する。

【月間レベルで適用される機能】

①月間計画の作成機能

全体計画から対象となる月の作業を抽出して、月間計画を作成す る。

②実績入力(月報作成)機能

①パーソナルコンピュータ (NECPC-9800)、

③外部記憶装置

【ソフトウェア構成】

① OS :MS-DOS 

②プリンター

④プロッター

②開発言語 :コンパイラー型 BA S 1 C言語 (N88日本語BAS1 C) 

図-5.16 P F -N E T Sの情報システム機器構成

工事マネジメントを行う作業所は、工事の施工を行う期間だけ現場に近接して

設置される仮事務所であるため、新しい情報システム機器を利用する場合に、色

々な面での制約を受ける。例えば、本支庖に設置された大型コンピュータを作業

所で利用するためには、短期間の利用にもかかわらず専用通信 回線の申請を行い、

架線工事まで行わなければならないという状況で あった。現在では、公衆電話回

線利用による高速通信技術が急速に発達してきたことや、通信費用が安価 となっ

てきたため、コンビュータ通信による大型コンピュータの利用は、以前ほど困難

ではなくなってきているが、逆に、小型コンピュ ータの機能が急速に発達してき

て、数年前の大型コンピュータの機能をも凌ぐほどにな ってきた ために、遠隔地
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閣のデー タ交換 などを除き、小型コンビュ ータ の機能を補完する目的での大型コ

ン ピュ ータ の需要は少な くなって きてい る。 このため、作業所でのコンピュータ

利 用 は、 今後 とも 作業所設置の小型コ ン ビュータに依存する状況が続くものと考

え られる。

2. 1程ネットワーク ・モデルの改良

( 1 )工事マネジメントのためのネットワーク手法

これまで、 工事管理にネットワーク手法があまり適用されてこなかった理由と

しては、コンビ品 ー タ利用の不便さとデータ入力の煩わしさが、非常に大きい問

題と考えられるが、ネ ッ トワーク 手法 自体にも問題は存在する。つまり、 PE R 

Tやプレシーデンス・ネットワーク法、 GERTなど非常に大きなバリエーショ

ンを持つネットワーク手法が、もともと建設プロジェクトだけを対象として考案

されたものではないため、各手法とも一 長一 短があり、そのまま工事マネジメン

トに適用することには問題がある。

建設工事は、施工方法や作業手順に選択枝が多く存在するため、計画の自由度

が非常に大きい。また、設計条件や施工条件の違いから、建設プロジェク卜はそ

れぞれユニークであるため、工場生産のように 1つの工事計画に多大な労力を掛

けるわけにもいかない。このため、建設工事をネットワークで表現する場合は、

多様な表現方法により、より的確に施工過程を表現するだけではなく、簡単にネ

ットワークで表現できることも、また重要である。

このような観点からすると、 GE R Tのようにフィードパック ・ルーチンを含

む確率的表現を用いるよりも、表現力としては落ちるが、より簡便に利用するこ

とができ、かっ従来の PE R Tよりは表現力に富むプレシーデンス・ネットワー

ク法(P N法)は、建設プロジェクトの工程表現方法としては、最も実務的手法

と考えられる。 そこで、 PF-NETSの開発にあたっては、この PN法をベー

スとして、これにいくつかの改良を加えることとした。本論文では、これを改良

プレシーデンス・ネットワーク法(改良 PN法と略す)と呼ぶこととする。

( 2 )ネットワーク表現方法の改良

プレシーデンス・ネットワーク法は、 「先行作業→後続作業」という 1通りの

順序関係しか持たず、かっ作業閣のタイムラグ (time 1ag)を認めないという PE 

RTにおけるネットワーク表現の問題点を解決するために開発された手法である。

すなわち、表-5.13，こ示したように、①先行作業 Aが完了してから n日後に後続作

業 Bを開始する FS (Finish to Start) 関係、② Aが開始してから n日後に Bが

開始できる SS (Start to Start)関係、③ Aが開始してから n日後に Bが終了す

る SF (Start to Finish)関係、および④ Aが終了してから n 日後に Bが終了する

F F (Finish to Finish)関係の 4通りの順序関係と、同時に作業聞のタイムラグ

を許すネットワーク表現機能を備えている。

この結果、建設工事で頻繁に現れる並行作業関係、例えば型枠組作業と鉄筋組
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作業などの順序関係を SS関係で簡単に表現で きることや、コンクリ ート打設後

の養生期間をタイムラグで表現できるなど、従来の PE R Tでは、作業を分割す

るなど手間の掛かった作業聞の関係を容易に表現できるようにな った。 また、 プ

レシーデンス・ネットワーク法ではアクティビティを四角い符で表現するプレシ

ーデンス図法 (PND.precedence network d i agram)を用いるが、後に、この箱 の長

さを時間軸上にスケールアップして表示する図法 (time-scaledprecedence dia-

gr am)が考案された。この結果、この手法の工程図がパーチャート形式でも表示で

きるようになり、パーチャートに慣れた技術者にとっても、理解しやすくな った。

また、プログラミングの観点から見ると、プレシーデンス・ネットワ ー ク法では、

データを作業と順序関係に分けて操作できるために、取扱いが容易であるという

長所も併せ持っている。以上の長所を箇条書きにすると以下のようになる。

① S S関係により、並行作業関係の表現が容易

②タイムラグにより、コンクリートの養生期間などの表現が容易

③工程計画図がパーチャート形式で表現される

④データが作業と順序関係に分かれるため、データの取扱いが容易

表 -5.13 プレシーデンス・ネットワーク法の作業順序関係

併順序関係図 関係表示 内 容 脱 明

回一回 FS=n 作.Aの終了後 、 n日後に作.sが開始できる

mlIl SS=n 作.Aの開始後 、 n日以後 に作.sが開始でき る

回 gj SF=n 作.Aの開始後、 n日後に作.sが終了する

~ FF=n 作.Aの終了後、 n日後に作鎌 su終了する

注)FS:Flnlsh to Start，SS:Start to Starl.SF:Slarl 10 Finish. 
FF:Flnish 10 Finishの1&.また・{ま作.聞の時間間慣を表す.

しかし、プレシーデンス・ネットワーク法で用いられる順序関係をさらに検討

すると、 SF関係と FF関係は建設工事を表現するのに必要なのかどうか?また、

作業聞の関係を表す方法はこれだけでいいのだろうか?という疑問が湧いてくる。

つまり、 SF関係も FF関係も、共に作業の完了時刻を規定する順序関係である

が、作業の完了時刻はマイルストンなど、他の制約条件により規定されることは

あっても、他の作業から規定されることは考えにくい。また、墨出しゃ仮設作業

など、ある作業を行うために必要 となる準備作業は、本作業の開始前までに完了

していればよく、あまり早く準備する必要はない。そして、このような関係は建

設工事においては結構多く存在するにもかかわらず、これを既存の FS関係 で的

確に表すのは意外に難しい。このため、本作業とそのための準備作業を容易に関

係づけるための方法が必要と考えられる。

ー 177 置



第 5r.t λ~~. r'J:d' . ;/ステムに関する研究

また、作業1mの順序関係は、大きく分類すると 施 工技術 の制約から 必然、的に生

じる技術的順序関係と、資源転用などを表す管理的順序関係に分けて考えること

ができるといわれている。この中で、管理的順序関係は、 工 事計画の投入資源を

適正化し、コストを低減するという意味で は非常に重要な関係 であ るが、工事期

間の短縮を検討するような場合には、技術的関係と比べて比較的弱い関係となる

ように、非常に特徴的な順序関係といえる。すなわち、工事原価を低く抑えるポ

イントは、仮設材の転用回数をより多くできるような工程計画を立てることにあ

るとよくいわれる。また、都市近郊での施工で、作業員や施工機械の供給が容易

にできる工・I~ では、工事期間の短縮を検討する際に、このような資源転用関係を

外し て検討を進めるこ とが、よくおこなわれる。そして、このように重要な管理

的順序関係を、他と医別して表現することは、これまでの手法ではできなかった。

以上のような問題点を改善する方法として、 表-5.H に示したように、 PN法

の 4つの!順序関係の中から FS関係と SS関係を取入れ、これに加えて、後続作

業が先行作Xの作業時刻 を規定する BF (finish BeFore slarl) 関係と、労務、

機械、資材な どの 資源転用関係を表す RE (REsource re・ove・cnl) 関係という新

たな作業問の順序関係を付け加えた。この結果、① BF関係により、ある作業に

付随する準備作業の指定が容易とな ったことと、②工事資源の転用関係 を個別に

取り扱うことが容易となった。

表-5.H 改良7 ・ w ・ j' 1Ã'*'~?寸法の作業順序関係

順序関係国 関係表示 内 容 鋭 明

区ト→巴 FS=n 作 .A の終了後、 n 日 織 に作 . B~開始できる

mbJ SS=n 作 .A の開始後 、 n 日以後に作 .B~開始できる

区日E BF=n 作.A (;t 、作 . B~ 側始する直前 から n 目 前 の 聞 に 終了

していなけれ (l~' ら令い

区子→回 RE=n 作 .A の終了後、 n 日後に作 .B~ 開始できるが、両者

の舗係 (;t秘い関係である

一一一一一

B F関係を用いたネットワークの日程計算は、図-5.17に示したフローチャート

に従って行われる。 ここで示した計算方法は、 一般的なプレシーデンス・ネット

ワーク法の計算方法の中で、前進計算といわれる最早時刻の計算過程に、 BF関

係の制約を満足し ているかどうかチェックし、 満足していない場合には、その関

係の先行作業の最早時刻の決定段階まで戻って再度計算を進めるという考え方を

採っている。このような考え方を具体的に明らかにするために、改良 PN法の適

用例とその計算結果を図-5.18と表-5.151こ示す。この例では、コンクリート・ポ

ンプ打設とそのための配管作業、それに鉄筋組立作業とそのための加工作業の聞

の関係を BF関係で表現している。
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( 2 ) 概 略 ・ 詳 細 レ ベ ル の 2階廊hトリイ締 造

建設生産システム が階層構造をなしているように、その工程計画も図ー5.12に不

したように月間・週間 ・日常レベルなどの附師僧造を持っている。このため、こ

の工程計画を表すネットワーク・システムは、このような階層構造を容易に表現

できるものである必要があることから、 PF NETSの 開 発 で は 、 図-5.9のよ

うな概略(マリ斗什9・nと詳細(判， *.，門・nの 2つのレベルで階層的に表現できる階

層型ネットワーク・システムとし た。

作量Ijの先行作鎌iの倹祭

j :後続作黛{計算対象)
r :順序関係番号
T R ij :タイムラグ
NOA:金銭作簸数
NOR:登録順序関係数

図-5.17改 良7'lt:;_.， n. *.，トリ寸法の計算フロー

-179 -



第 5章 ^~:;' r '} '11' .システムに関する研究 第 51立 川γ rリンゲ・システムに関する研究

レベルの異なるサブネットワークに属する作業の聞にも 11自序関係が必要となるケ

ースが多く存在する。例えば、 A橋脚の次に B橋脚を施工する 工 事において、マ

スターネットワークのアクティピティを Aと B橋脚とし A橋脚→ B橋脚という関

係を付けた場合、各々のサブネットワークに含まれる鉄筋組立や型枠組立の聞に

も、労務や資材の転用を表すために順序関係を設定する必要がでてくる。

このため、 PF-NETSの日程計算においては、概略レベルの順序 データを

詳細レベルに自動変換してから、日程計算を行う方法を用いた。 また、こ の計算

方法では、サブネットワーク間に適当な順序関係が設定されているな らば、マス

ターネットワーク問の }I国序関係は、日程計算の中に含めないという機能も、後に

追加したために、次節で詳しく述べる概略と詳細の階層的ネットワーク閉に存在

する“階層聞のずれ"という問題を解決することができた。

( 3 )非稼働日を考慮した日程計算方法

PF-NETSでは、日程の表現方法として、①年月日を用いた“暦日"と②

着工目を起点とした“延日"の 2種類を指定できる。この機能は、着工 日がまだ

確 定 し て い な い 施工計画段階では“延目"を用いて概略的な計画検討を進めてお

き、着工が迫り、より詳細な計画を検討する段階となってから、 “暦日"表示 に

切り替えるだけで、施工計画から管理段階へ計画業務を継続的に進めることがで

きるように考え、開発された。

この結果、後述す るプ ロ ジェクト ・グラフを用いて、慨略レベルと詳細レベル

のネ ッ トワー クを別々に画面に 表示 させることにより{図-5.22) 、ネットワーク

の形状を容易に 把握で きるようにな った。 また、慨略レベルのデータ入力におい

ては、そのサブネットワークをほ とんど意識する必要がないし、また、詳細レベ

ルでのデータ入力においても、 上 位のマスターネットワークをほとんど意識する

必要がないことから、データの入力 ・変更作業が非常に容易となった。さらに、

工程図や月報等の管理資料の作成においても、レベルごとに分けて出力するため

計画内容や現状判断が大変容易となるなど、 2階層のネットワーク構造 は、シス

テム利用において大きな効果をもたらした。

マスターネットワーク

表-5.15適用例の日程計算結果

図-5.18改良7'~:t - 'T n.*.， 門寸法の適用例

No. 作 業 名 称、 回数 E S E F L S L F TF  

AOOl 準備工 4 。 。4 。
B001 型枠組立 4 4 8 4 8 。
B002 コンクリート打設準備 2 9 11 11 13 
B003 鉄筋加工 2 5 4 6 l 
8004 鉄筋組立 5 6 11 11 。
B005 コンクリート打設 1 11 12 13 14 
B006 脱型 3 14 17 16 19 
COOl 型枠組立 4 8 12 13 
C002 コンクリート打設準備 2 14 16 14 16 。
C003 鉄筋加工 2 8 10 9 11 
C004 鉄筋組立 5 11 16 11 16 。
C005 コンクリート打設 16 17 16 1 7 。
C006 脱型 3 19 22 19 22 。

一 ~_.-・.‘ーーー ーーー・・・ー ・. 一一.‘・・ーー一一 一一 f
一~， 

' ， . . 
ー・・ ・・

-・ ・ー・・・・・・・..・・・・・・ーー・ーーーー.-'

図-5.19 2階層のネットワーク構造

しかし、このシステムの運用実験の過程で明かとなったことであるが、建設工

事のネットワークは、単純な階層構造では旨く表現できない。何故ならば、慨念

的に施工順序をマクロに捉えて、これをマスターネットワ ークとした場合、詳細

この方法をシステム内部に立ち入って、より詳細に説明すると、 PF-NET

Sでは、日程の内部データとしては、西暦元年 1月 1日からの延べ回数という、

いわゆるジュリアン・デー〈ただし、 B A S 1 C言 語の制約から、実際のプ ロ グ

ラムでは基準点を変更している)を用いて工事着工日を記憶し、作業の開始日や

終了日はその開始日からの相対的な 延べ日数によって記憶されている。このため、

この両者を組み合わせることにより、暦日と延日を自由に変換することが可能と

なっている。

また、工事計画では天候等の不確定要因や休日などの作業ができない回数、す

なわち非稼働日を、計画に如何に織り込むのかが 1つのポイントとなるが、 PF 
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頻繁に

この

グラフによるデータ入力

トワーク手法を適用する場合、

大変重要なポイントとなる。

・グラフと呼ばれるグラフ表示 をベース

( 1 ) 

周知のように、工事マネジメ

生じる計画変更に対応しやすいのかど うかが、

プロジェク

ントにネッ

トプロジェクN E T Sでは、先ほどの 2つの日 程 表 現 方 法 ご と に 、 ① 非 稼 働 日 を 年 月 日 で 指

定する方法と(図-5.20)、②月ごとに稼働回 数を指定する方法(図ー5.21)、 2種類

の指定機能を備えている。このうち前者の方法 を用いると、日程計算を非稼働日

(作業休止目)を直接除いて計算するため に、非稼働日とは関係なく進行するコ

作業の }I頂グラフとは、ト

ト

このプロジェク

ため PF-NETSでは、

複数のカレンダーを用いる必要もないため、ンクリート打設後の養生期間などを、

従来より容易に指定することができるようになった。 これによりネッ

トワークを
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-グラフによるデータ編集トプロジェク図-5.22 

( 2 )標準工 種による入力 ・変 更 作 業 の 軽 減

コンクリート工事の鉄筋組立や型枠組立などのように、

いくつかの類似の作業ノマターンに分類できる。

“工種"と呼んでいるが、 PF-NETSでは、この工種を事前に 登 録

①作業内容などの入力作業の軽減や、②同一 工種の歩掛りを変 化 さ

さらには③工種ごとの出来高管理に利用する、

月間稼働日の入力画面図-5.21 

施工で行われる作業 群

このようなノマターンそして、は、システムの特徴

な

それに使用

としたデータの編集方法を考案した。

序関係データを基に、作業の先頭からの位置(レベル)を算出し、

トワークを図-5.22 のように図化したものであるが、そ の構造 は①概略レベ ル に

対応するマスターネットワーク画面と、②その lつの作業のサブネッ

操作する画面、および③各作業の内容を表す画面の 3階層から構成される。

これ等の各々の画面上で作業と I1慎序関係の追加・変更・削除を行うことがで

せた工程のシミュレーショ

どの機能を備えている。

まず、入力作業の軽減とは、工種データとして作業名称の歩掛り、

する資源の種類や標準投入量などを予め登録しておき、作業入力段階において、

ー 183-

ン、

を我々は

しておいて、

延

PF-NETSは、図ー5.4に示したパーソナルコ ンビュータで全ての処理がで

きること、また階層性を持った改良 PN法を適用していること、および暦日、

自という 2種類の日程表示方法と、各々の稼働目指定方法を有しているというこ

とが基本的な特徴であるが、ここでは、これ以外の特徴を説明する。
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その作業が属する工種を指定すると、その工程の持つデ ーターが作業内容として

自動的に記憶されるために、作業入力作業の軽減化が図れる。

また、工程のシミュレー トとは、工種に登録した①歩掛りや②作業スピードな

どを変更することにより、作業の所要回数 を自動的に一 括変更して、その結果、

工程がどのように変化するのかを検討する 機能で、施工計画時の検討だけでなく、

着工後に収集した歩出り等の実績備を計画にフィードパックする場合に有効に利

用できる。

また、工種による出来高管理とは、出来高数量、もしくは工穫に登録された単

位数量あたりの金額による出来高金額に基づき、工種ごとに計画値や実績値 を累

計して比較できる機能で、資源の集 計 データと対比することにより、工種ごとの

原価管理にも応用できる。

( 3 )作業回数の設定方法

従来のネットワーク ・シス テムでは、特に建設工事に的を絞って開発したもの

が少ないことから、作業の所要回数は確定した数値で入力する方法が一般的に採

られてきた。しかし、 PF-NETSでは、より的確な所要日数指定を行うこと

と、先ほど述べた工種による工程シミュレーションに利用することを目的として、

①確定目、②日当り投入資源室、③作業スピード、の 3方法で所要日数を指定で

きるようにし fこ。

ここで、②の日当り投入資源霊による方法とは、ある作業に 1日に投入する機

械や作業員の数量を入力することにより、作業数量と歩掛りの関係から所要日数

を算出する方法で、工程に登録された標準投入量を利用することにより、最も簡

単に、また最も一般的に用いられる。また③の作業スピードによる方法とは、 1 

日に施工する計画作業喧を入力す ることにより、これと作業数量との比から所要

回数を算出 する方法で、主に概略計画の検討や詳細計画では資源調達能力に余裕

のある工事の場合に必要資源量を求めるために用いられる。

以上のような機能を付加したことで、先ほど述べた工程シミュレーションだけ

でなく、所要回数決定の根拠を明確に記録することができるために、工程計画の

再検討時における検討資料となったり、システム利用者以外の技術者とのコミュ

ニケーションがスムーズになるなど、以外 と多くのメリットが生まれた。

①日投入資源量指定

機械や作業員などの日 当たり 投入数置を指定することにより、これと作業

数量、歩掛りから、作業回数を算出する方法。

②作業スピード指定

作業スピードを指定することにより、これと作業数量から作業日数を算出

する方法。
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第4節 実工事での運用実験とその考察

1. システムの改良と適用経過

( 1 )システム改良の経過

これまで紹介してきた PF-NETSの開発活動は、昭和59年 (1984)4月にプ

ロトタイプ・システムの開発に着手 したことか ら始まった 2‘)2&)2&)。つづけて、

翌昭和60年 1月から 5月にかけて実用シ ステムとして第 1次開発を行い、 6月頃

から名古屋市の地下滞水池築造工事で最初の運用実験を行った 27)。

以来、表ー5.16に示すように、現場での運用実験とそこで得た知見に基づくシス

テムの機能拡張とを繰り返してきた。

表 -5.16 システム開発活動の経過

活動期間 活 動 概 要

. 84年 9""_1 2月 プロトタイプ・システムの開発
(S59) 

. 85年 1""_ 5月 実用システムの開発 (Ver:l.O)
(S60) 

6""_ 12月 地下滞水池築造工事での運用実験

. 86年 1""_ 9月 システムの機能拡張 (Ver:2.0--2.1)
(S61) ①グラフイック入力機能、②工程シミュレーション機能、

③月間計画 ・管理機能などの機能を追 加
10--12月 駅部改築工事での運用実験
11""_ 12月 マニュアル改訂(第 1版〉

. 8 7年 1-- 4月 システムの機能拡張 (Ver:2.2)
(S62) 

4""_ 5月 マニュアル改訂(第 2版)
6""_ 8月 下水管敷設工 事での運用 実験

全体計画の検討、残工程の予測 ・検討に適用。
9""_ 12月 システムの機能拡張 (Ver:2.3)

①月間稼 働 日による日程計算機能、②延自による工程図の
縮小機能、③プロ ッター機揮の拡大 (HP G L対応〉、④
作図用紙の種類の拡大 (A2--1版対応)、⑤順序関係 作
図法の改良⑥実行予算に対応、した出来高金額の入力機能機
能、⑦出来高のパーセント表示 機能

. 88年 1""_ 8月 システムの機能拡張 (Ver:2.4)
(S63) ①暦日による工程計画図の縮小機能、②プロッター接続条

件の設定機能、③月間工程図の改良 (HP G L対応)、④
システム操作性能の向上(D 0 Sコマンド対応など)、⑤
ハードディスクへの対応

8 -- 9月 マニュアルの改訂(第 3版)
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( 2 )適用工 事の状況

PF .NETSは、フロトタイプ ・システム段階も含めると、約 5年聞にわ た

り、現場での運用実験とそこで得た知見に基づいたシステムの機能改良を続け、

現在に至っている。このような開発過程も含めて、これまで峨々な建設プロジェ

クトに関して、施工計画段階における慨略計画から施工管理段階まで含めた詳細

計画 まで、多何多憾な工程管理業務に適用してきた。このような適用例の中から

主なものを点-s.17に示すが、この表の中には適用した工事の極煩と計画レベル、

そ れにネットワークの規模に関してデータ登録数、適用時期、それに適用地域な

どを知ることができる。

この点を見ると、本システ ムは主に RC工事に適用されていることと、ネット

ワークの規校としては、作業数で 30から 1882、順序関係数で 50-1827というよう

に、大きな幅で適用されていることが解る。このようなネットワークの規模は、

当然のことながら、工事規模や計画レベルに大きく影響されるが、これまで本シ

ステムの適用を推進してきた経験も含めて考えると、一般的な RC工事の概略計

画で 100-300作業数程度、詳細計画で300-600作業程度で、ネットワークによ る

計画表現ができるものと考えられる。

ここでは、これ等の適用例の中から、下水管敷設工事を取り上げて、適用の過

程とその結果について考察を加えることとする。

2.下水管敷設工事におけるの適用例

( 1) [事の概 要と特徴 2・)2・3
本工事は、民間発注の大規僕土地造成 1*に伴う下水道工事で、延長 5.6 kmに

わた って下水道用ヒューム管を道路下に開門'1工訟で敷&する〈一 部推進工事を 合

む 〉 も の で あ る 。 工 期 と 規 模 の 関 係 か ら 協 力 定 者 3n ( 1社は推進専業者)、 3

工区に分割発注した。施工環境は、ほとんどの民間が間関と丘の聞の交通町の少

ない幅員 4m ほどの市道で、埋設行はそれほど多くはない状況であった。また、

幅nが狭いために一部で仮設道路が必要 となり、そのための農地転用許可時期が、

工程からみた 1つの大きな不確定要肉であった。

本工事の W B S (Work Breakdown Structurc)の一部を点-5.18に示す。

会 。車工 ・

表 -5.18管敷設工事 のW B S (一 部)

) I・分 ヱ ・l 巴互"-1 C一一 穫偶作 a

下水・IlNI

r-!l:1Ii打ち

トー ・骨l

卜ー ‘-
tスパン1t1l1量一→- ・t量賓

t-taめ獲 し

』一矢甑ぬ~

「ー矢litlち …....情移動『矢甑遣・→取りf寸け→m量
十一 .骨1 ・・・・ .11移動→.陣'1-1陣土司支健工→康付11
トー ‘・ .....， ~航行-..置き→質事畢竃叫倫 τ コン
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」一矢板ぬき ...... .118勘→矢極llIIり付11・喝事11l-遭.

表-5.17 P F -N E T Sの適用工事 の例
.16工g

工事組額と データ登録数 計算工期
適用地域

計画レベル 工程 作業 順序 開始目 終了日

地下部~71<池築造工事 28 218 239 85/03/25 86/06/10 名古屋

" (ぷ細計画) 28 716 788 85/03/25 86/06/10 " 
駅改築て~ 10 328 341 85/04/04 86/11/01 千葉

下水管敷設工事 105 108 87/01/14 87/12/17 千葉

" (詳細計画〉 7 356 404 87/01/14 87/12/15 " 
浄水場築造工事 21 165 164 87/09/01 217日目 埼玉
ダム議岸工事 21 109 153 87/11/10 93日目 兵庫
ダム T"lI全体計画 。44 64 87/12/01 1 7 3日目 沖縄

高速道路拡張工事 30 50 88/04/01 91/03/01 横浜
地下駐車場築造工事 15 185 219 88/05/01 236日目 千葉
大学設立7"0:;' dト 。99 169 88/05/16 529日目 東京
宅地造成工事 8 69 94 88/06/10 88/11/04 崎玉
下水処理場築造工事 17 132 128 88/08/03 89/05/20 大飯
ホテル増設工事 。49 61 88/08/15 90/03/14 グアム
共同溝築造工事 17 220 243 88/10/16 89/06/07 千葉
海上緒架橋脚工事 99 120 88/12/25 527日目 広島

高速道路工事 35 151 154 89/02/13 90/03/09 名古屋
高速道路下部工事 35 1882 1827 89/02/13 94/06/12 大阪
地下鉄工事 24 611 623 89/03/20 88/04/13 名古屋
地下鉄工事 22 187 217 89/03/01 1357日目 京都
シールド工事 72 90 115 89/08/28 92/10/19 横浜

迎絡橋 30 143 171 90/06/19 91/03/08 東京
ピル建築工事 12 205 254 90/10/30 91/05/18 大阪
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( 2 )システムの適 用経過

一 般に管敷設工事の設計段階では、人孔と人孔の問を lスパンと呼び、 構遊物

の区切りとしている。しかし、本工事の管理においては、抗打工などの工穫の所

要因数が、プロックごとに大きく変化しないように考慮して、 30mを標準的なブ

ロック長として、それより比較的短いスパンは他のスパンと集約し、基準長より

比較的長いスパンは分割することにより、ほぽ同程度の作業パターンが繰り返さ

れるようにプロック分割して、管理することとした。参考までに、 1スパンの隷

ー 186- 骨 187 骨
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本作業パターンを凶-5.23 に示す。

このような工耶に PF- NETSを適用するにあたっては、パイプロハンマや

クレーンなどの施工m機のセット数や、各作業パーティに要する作業員の数など

を慨略犯保するための①概略計画と、月ごとの工程計画を立てるための②詳細計

画というように、 2極類の計画に分けて適用することとした。

全体計[1同では、 iスパンを 1アクティピティとし、日当り敷設延長(すなわち

作業スピード)を 3.5m-5.0mに変化させて、工程のシミュレートを行い、予定

の 1・j駒内に完了するために①作業パーティが幾つ必要なのか、ま た②各パーティ

には作業uをやj人くらい配置する必要があるのか、③どこが工事のボトルネック

となるのか、④ E恨域内 lこ存在する市民プールの混雑期に工事がぶつからないか、

⑤作業用地の広さや借出時期 はいつになるのか、などの基本的な検討に利用した。

なお、ここで 作成したネットワークは、作業数約 200、Ii関序関係数約200程度で、

当時の 16ピ γ ト・パーソナルコンビュータで、日程計算には約 1分程を要した。

1.矢f耳打込み 2. ttHI. 3. まnu首錆

~ ~ 

o 
G. f元手1I主宰 5.浸炭し 4.管銀震

《コ 《コ

図寸.23管敷設作業の基本作業パターン

また、詳細計画では、表寸.18 のW B Sに示した単位作業レベルをアクティビ

ティとして、ネットワークを作成した。そして、このような構造を有する工事を

PF-NETSのように 2階層のネットワーク・モデルで表現する場合には、工

事ブロック〈ほぽ 1スパン)の敷設工事が慨略レベルの 1アクティピティとなり 、

表ー5.18 の巾位作業がその下位のサブネットワークとなるようにモデル化するの

が自然な }j法であるが、この工事での運用実験においては、図-5.2( のような 概

略と詳細のレベル分けを行った。すなわち、表-5.18に示したタイプの工事では、

-188 -
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鋼矢仮の打投と引抜作業が、工程計的]のポイントとなるのに対して、先ほど述べ

たt票当主的なモデル化を行うと、このように前裂な作業問の関係がサブネットワー

クの中に埋もれてしまうという問題点があり、凶-5.23 のようなモデル化を行う

こととした。

また、この詳細計画における所要回数の算定}j法としては、杭打ちと抗抜き、

掘削、埋戻しの 4作業が、日当り資源投入数日による忘法を用いたのに対してい、

基礎構築と管設置作業には作業スピードにより所要日数を算定する方法を用いた。

このようにして作成したネットワークは、作業以約 400、 I1国序関係数約 350とな

り、やはり当時の 16ピット・パーソナルコンピ A ータを使用して、日程計算に約

5分程かかった。このようにして作成した仁紅 ur [llij図のー部を凶-5.25 に示す。

-ー・・ーー・・・・・...----・・ー・・・・・・・・・・・・・--------------ーーーーー・
【概略レベル 】 【;手細レベル 】f杭打ち 」掘削法礎

管設置工 1~ 設置
埋戻し

抗妓き

L_・ーーーー・・ー・・..._--------------------------------------・
図-5.24詳細計画での陪層化

( 3 )システムの利用状況

P F-NETSは、従来の大型コンピュータではなく、作業所設置のパーソナ

ルコンピュータを利用するため、処理速度と ut!ta f1. fitが問題となるのではないか

と懸念されていたが、この運用実験では、作業数が少なかったこともあり、特に

問題とはならなかった。さらに、作業所設置のパーソナルコンビュータで全ての

処理ができるため、従来のように本支日;設置の大型コンピ A ータを利用した場合

と比較すると、大幅なトータル時間の省力化となった。

また、これまで人手で行われてきた場合には、当初計画は PE R T 的な~;え}j

で詳細に作成するが、着工後は、工程図を描き叫すだけでも手聞がかかるという

理由から、大きな計画変更が生じない限り、全体ロ十画の修正は行わずに、月間計

画を作成する時点で、計画の差異を考慮して対処するのが一般的であった。しか

し、今回のようにパーソナルコンビュータをやj用した場合は、その手軽さから、

月ごとに残工程を検討し、常に最新の工程計画図を得ることが出来た。このこと

は、工事マネジメントを遂行していく上で、工程だけでなく全ての管理要素に関

して、計画の精度を高くすることとなり、大きなメリ 1 トがある。例えば、多忙

な業務ゆえに作業所職員間の情報伝達では、制簡を生じやすいが、 PF-NET

Sにより作成された情報を利用することによ って、これ等の問題点が解消さ れる

というような、コミュニケーション手段としての効果も、指摘されている。
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また、ここで適用した工事は、 工程面からみると比較的単純な工事といえるが、

それでも道路下埋設物や仮設道路の民間借地の問題、持認可の裁可時期など、

くつかの不確定要因があり、施工j順序が工事の途中でたびたび変更される状況で

あった。このような状況においては、従来のように手作業や大型コンビュータを

利用して対処していたのでは、多大な労力を必要とするのが一般的であ ったが、

この適用例では、作業所設置のパーソナルコンピュ ータ利用という点に加えて、

プロジェクト ・グラフという、より人聞の視覚で理解し易いデータ編集機能を用

これらをスムーズに処理することができた。

( 4 )ネ ッ トワーク ・モデルの適用状況

この運用実験では、改良 PN法で工程を表現することに問題があるかどうかを

判断することも、大きな目的の lつであったが、)1国序関係記述という点では、

に大 きな問題はなかった。ただし、表-5.18 のW B S における部分工事(スパン

単位)を概略レベルに、また単位作業(杭打ち等)を詳細レベルに対応させて、

本シ ステムの 2階層ネットワーク ・モデルに適用しようと当初検討したが、これ

を旨 く表現することはできなかった。

これは、図-5.26のように後続スパンの杭打作業が、先行スパンの杭抜作業に

先行す るというように、詳細レベルにおける作業聞の関係と、概略レベルにおけ

るものとが完全には一致しないことに起因している。このため、前述したように、

今回の運用実験では、 スパン単位で表現した概略工程計画と、杭の打ち抜き作業

を単位とした詳細工程計画の 2種類を、男IJ個に作成しなければならなかった。 以

上のことは、管敷設工事では単純な階層モデルが適用できないことを 示している。

そこ で、 このような現象のことを、特に“階居間のずれ"と呼ぶこととする。

のような現象は、管敷設工事に特有のものかどうか、今後の研究結果を待たなけ

ればな らないが、経験的な判断からすると、他のタイプの 工事でも見られる現象

ではないかと推定できる。
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図-5.26下水管敷設工事における階層 聞のずれ
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3 .建設工事におけるネットワーク手法適用の課題

前段では、具体的工 事を例に工程管理システム適用の効果や問題点を論じたが、

ここでは他の適用工事の結果も踏まえて、建設工事の工程管理業務にこのような

システムを適用させていくための、より本質的な問題点について、①データ作成

に関する諜題、②ネ 1 トワーク構造に関する課題、③計画の最適化に関する課題、

および④利用環境に関する課題、の 4つに分けて考察する。

( 1 )データ作成に関する課題

ネットワーク手法は、ネットワークを構成するアクティピティやそれ等の I1国序

関係などの詳細なデータを組合せることにより、ネットワーク全体が要する期間

やクリテイカル・パスなどを算出する手法であるために、 必然的に入力するデー

タ盤が多くなる。このため、これ等のデータを容易に作成する機能が、ネットワ

ーク手法普及のキーポイントとなる。特に、現在のよう に工事規模が大型・複雑

化してくると、全体詳細計画のネットワークでは数千作業となるケースも現れて

くるし、また、計画時に行われる代替案作成や、着工後の管理段階における計画

変更なども頻繁に行われるようになるため、このようなネットワーク自動生成機

能は非常に重要となる。

そこで、 PF-NETSの開発にあたっては、ネットワークの一部をコピーす

る機能や、 CRT上で図的にネットワークを作成・変更できるプロジェクト ・グ

ラフ機能を作成し、以上の問題に対応してきたが、これだけでは大規模化する ネ

ヅトワークに対応することは難しい状況となってきている。また、これまで他で

は、この問題を解決するための l方法として、工事タイプごとの標準的な W B S 

をデータ ・ ベース化して利用する方法が、主に~築分野において提案されてきて

いる。しかし、土木工事では①工事形態が多峨であること、②取り得る工法が多

いこと、また③仮設工事を含めると無限に近い作業パターンが存在すること、な

どにより 、必要となる 工事パターンを全てデータ ・ペースに登録しておくことは

困難である。一方、作業の順序関係は W B Sの階層関係だけでは決まらない場合

が多いため、別途入力しなければならないという問題点もあることから、データ

・ベース利用だけでは本当の意味の解決とはならないと考えられる。

以上のように、ネットワーク・データの作成は非常 に難しい問題であることか

ら、これまでは、技術的知識や経験的知識を豊富に有した技術者が、工事の諸々

の施工条件を勘案して作成してきたのが現状である。このことは、一方では「工

事の工程計画は、それを作成した技術者の力量に大きく依存する Jこと を意味し

ている。このようなことは、工事量が少なく工事計画に関する知識が、業務を通

じて確実に伝承されるような、これまでの状況であれば、 dほどの問題とはなら

なかったが、現在のように多量な工事と技術者不足という状況下では、計画の 質

低下という形で問題化してきている。このため、ネットワーク ・データ作成の労

力削減という目的だけではなく 、 施工計画の質を維持するためにも、工事マネジ
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メントに関する知識をコンヒュータに蓄積し、これを利用してネ・1 トワークを fJ
動的に生成する機能は、今後益々 ifr要となってくるものと考えられる。本論文で

は、以七のような観点から、このIBl組の解決方法に附して、自ij~なで詳細に論じた。

( 2 )ネットワーク構造に関する課題

前節で述べた下水管敷設工事の運用実験において、工粍ネットワークを階府的

に表す場合、階層間のずれという問題点がり、単純な階肘モデルで表現すること

が難しいことが解った。つまり、住投プロジェクトを情成する構造物や施工プロ

ック間の施工順序は、あくまで概念的なものであり、実際のd画では、より F位

レベルの施工重機や技能員の移動順序をもとに、計同化が進めらる。このため、

以上のような概念レベルの施工順序関係をもとにネットワーク計算を行うと、非

常に冗長な計画となってしまう。このため、前節の下水管敷設工事の例では、①

工 事全体を検討する概略計画と②月間レベルでの検討を行う詳細計画とは、別々

のネットワークとして作成しなければならなかった。

この問題の対応策としては、階層間のず れか ら起こる慨略作業間の重複を SS 

関係で表現する方法が考えられるが、この場合、 SS関係のタイムラグの設定か

困難であること、週間や日常レベルに拡張しにくいこと、などの理由から、棋ぷ

的な解決策とは考えられない。そこで、概略レベルと詳細レベルでは、!順序関係

の意味が異なるものとして、ネットワーク計算を実行するモデルが考えられる。

すなわち、図-5.27のように概略レベル作業の順序関係は、工事の施工順序を去

す概念的な関係としての意味を持たせ、実際のネットワーク計算では、詳細レベ

ルの異なるサブネットワーク聞の作業の順序関係に基づいてJ算を進め、必要に

応じて上位の慨念的な関係を利用するといった、 “ヒ ューリステックなネットワ

ーク ・モデル"が考えられる。つまり、慨念的なマスター ・ネ ットワークと実態

的なサブネットワークという、|鴨居的なネットワ ーク 情造をベースとして、それ

をヒューリスティクに解析するシステムが、今後必要となるものと考え られる。

以後このようなネットワークを慨念ネットワーク (conccptionalnetwork)と呼ぶ

こととする。

( 3 )計画の最適化に関する課題

周知のように、 PERTはプロジェクトの全体工期を知ることを目的に開発さ

れ (PERT/t i me)、後に投入資源 (PERT/manpower)やコスト (PERT/cost) に関するデ

ータも加え、 工程の最適化を図る手法に拡張されてきた。しかし、投入する資源

は多種類にわたり、その各々の特質や供給量、それに屯要度は、 工事ごとに見な

る。このため、このような特性を身虚して数学的に最適解を求めることは、非常

に難しい問題で、これまでに試みられた方法は、そのほとんどが制約条件を制限

して求められるものであったために、現実の工程計画に適用するまでに至ってい

ない。例えば、プランチ&バウンド法を用いる場合では、解の組み合わせが膨大

な数になるために、数千作業を要するような現実の工事に適用することは難しい。

また、山崩し法も資源の重み付けや山崩し 手順が、非常に単純化されているため

に、現実の桜雑な工事に適用しでもそれほどの効果は上がらないものと考えられ

る。
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聞は、パーソナルコンビュータ の cP U (Central Proccssing Unit) が、 当時の

8 ピットから 16ピット、それに 32ビットへと進歩し、処PE速度が飛躍的に向上し

たために、当初数時間を要したものが、現在では数分ですむように大幅に改苦・ 8

れてきている。

以上のように、作業所における 工程管理業務にネットワ ーク ・システムを活用

するためのコンピュータの利用環境は、ハードウェア機密を中心として急速に改

善されてきているが、このようなハードを利用するためのソフト、すなわ ちて程

管理システムやコンピュータ機器類の使用方法などに関しては、まだまだ改善の

余地が残されている。つまり、作業所で業務を行う職日は 一般にコンビュータに

不慣れであるため、今後、 PF-NETSのようなシステムを普及させていくた

めには、音声や勤固などの新しいメディアを利用することによる、マンマ シン ・

インタ ーフェイス (MMI.ManMachine Interface) の改善が盈要である。 例えば、

PF-NETSでは工程図の作成のためにプロッターを使用するが、この操作 の

煩雑さが PF NETS普及のボトルネックの lっとらなってい る。

|P 1基礎構築Ic>lP2基礎構築]c>[P基礎構築

¥情念的な順序関係 I

概略レ
1'{ ) (， 

図-5.27概念ネットワークの例

以上のように、現実の工事には多種多様な制約条件があるにも拘らず、これま

での忘法は、あくまで 数学的な最適解を求めよう とした所に根本的な問題点があ

ったと 考えられる。すなわち、技術者が経験的に発見した計画の改善方法など、

最適化に関する諸々の経験的知識を活用して、工程計画を逐次的に改善していく

という発見的 (buristic)方法を用 い、これにより現実の工事に利用できる妥当解

を求めるという方法が、より適しているものと身えられる・ 030

( 4 )利用環境に関する課題

ネットワーク手法を実際の工程管理業務に適用するためには、コンピュータ利

用が不可欠であるが、 PERTが我が国に初めて導入された 20数年前には、コン

ビュータといえば本社に設置された大型コンピュータがあるだけで、作業所の業

務にコンビュータを利用することは、非常に手聞がかかる状況であった。しかし、

その後、コンピュータの小型化・低価格化が急速に進んだことにより、工事期間

中だけ仮設される作業所においても、パーソナルコンピュータや最近とみに低価

格化が進んだ EW S (Engineering lorJc Station)が設置されるのが普通の状態と

なってきている。

また、これ等の小型コンビュータの性能も大きく向上し、数年前の大型コンビ

ュータに匹敵するような処理速度や記憶容量を持つものも登場してきている。こ

のため、 PF-NETS開発の初期において問題とな ったネットワークの計算時
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を取り上げ、そこでの適用効果や問題点を整理した。 そして鼠後に、これま でに

PF- NETSを適用してきた他の多くの 工 事例も含めて、建設工事の 工程管哩

業務にネットワーク・システムを適用するための課題について、①データ作成 iこ

関する課題、②ネットワーク構造に関する課題、③3十l剖の段通化に関する課題、

および④利用環境に関する課題、の 4つに分けて整理?した。

この結果から、①に関しては 知 識工 学手法を適用したネ ッ トワーク自動生 成

機能の必要性Jが明確となった。 また、また②に関しては I計画化知識によるヒ

ューリスティクな階層管j順序関係の設定法Jが、③に関しては、やはり 「計画化

知識によるヒューリスティクな投入資源最適化方法」、④に閲しては 「音声 や動

固などの新しいメディアを利用したマンマシン ・インタ ー フェイスの向 上」 が、

ニコロ

本立では、 工 程計画の中でもスケジュ ー リング段階に焦点を当てて、特に、

事マネジメントで合理的に利用するためのスケジューリング方法と知識ベース・

システム化の方法、システム開発の実 例 、 お よ び 、 そ の シ ス テ ム の 適 用 車 例 と そ

こ で 得 ら れ た知見に つ いて、考察を加えてきた。

まず最初の第 2節では、工事マネジメン ト に お け る 詳 細 工 程 計 画 に 使 用 す る た

めの計画手法に関して、 工 程計画モデルの分類を試み、各々の特質に関して検討

を加えた。ただし、ここでは工程計画モ デ ル を ① 図 式 モ デ ル 、 ② ネ ッ ト ワ ー ク

工

結第6節

それぞれ課題として上げられた。
本研究ではネ

ッ ト ワ ー ク ・モデルの利用を前提としていることから、この部分を詳細に検討し

た。 この結果、ネ γ トワーク・モデルの中でも、工事マネジメントの重要な管理

要紫の 一 つである資源との関係が明確となる資額制約モデルの適用が、最も合理

それ に③シミュレーション ・モデルに大きく分類したが、モデル、

的と考えられた。

しかし、この資源制約モデルでは、工程と資源という異なる要素を同時に考慮

するために、これを実現する計画方法は、従来のような数理的手法の適用は難し

い。そこで、技術者のもつ経験的知識を利用して、現実的な計画案を効率的に作

る方法として、発見的方法が妥当であ る こ と を 示 し た 。 さ ら に 、 発 見 的 方 法 の 中

でも、資源配分法が各種の前提条件や過程を組み込むのに適しているという理由

から資源配分法が適していると考え、これを知識ベース ・システム技術を応用し

てシステム化する方法に関して述べた。

しかし、こ のような知的スケジューリング ・システムとは別に、従来型のスケ

ジューリング・システムの利用という点においても、いまだに多くの問題が存在

す る と 考 え られたので、第 3節では、パーソナル ・コンビュータで利用すること

ができるスケジューリング・システム PF-NETSの開発と、そこで検討した

問題解決方法を紹介した。すなわち、このシステムは、工程管理業務の概略計画

から詳細計画、および着工後の月間管理レベルまでを適用対象としていること、

また、計画手法はブレシーデンス・ネットワーク法をベースとして、 BF関係な

ど新たな順序 関係を設定できるようにしたり、ネットワークを階層的に表現しや

すくしたり、 さらに稼働自の設定を ①延臼と②暦自の 2方法で指定できること、

また、マンマシン ・インターフェイスの向上には、特に注意を払い、プロジェク

ト ・グラフと呼ぶ、ネットワーク ・データの図式入力 ・変更機 能を開発したり、

その他の操作 性の向上を図ったこと、さらに、建設工事での適用を行いやすくす

るために、アクティピティの所要回数 の 設 定 方 法 を 、 従 来 の 確 定 目 指 定 に 加 え て 、

①日投入資源量や②作業スピードによっても指定できるようにし、これによって

歩 掛りや作業スピードを変化させた工程のシミュレーションや、これ等の値を変

えることによ って施工結果を容易に残計画に反映させることができるようにした
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この PF-NETSの運用実験の例として下水管敷設工事
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ことなどを紹介した。

さらに第 4節では、
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第 6章結

( 1 )本研究の要旨

曹全
伺w・

本研究は、建設プロジェクトを推進するための工事マネジメントを対象とし、

その中でも特に工程計画に行目して、システム化のための刀法を論じた。 ここで

特に工程計画を取り上げた理由は、本文中でも度々述べたように、原価、丁程、

品質、労務、資材といわれるマネジメント要素の中でも、 工程がマネジメントの

中軸をなすことによる。このために、工事マネジメント全体をシステム化してい

くに当たって、まず最初に工程計画・管理業務をマネジメントの中核システムと

して開発することが非常に遺要である。

そして、同線な考えの誌に、これまで多くの先達により、この分野に関する研

究がなされてきたが、克服すべき課題はまだ多く残されているのが現状である。

特に、工程計画の前段に位置するプランニング段階は、ダムなどの特定の工事種

額を除き、これまでは余り研究されてきていない。特に、工程ネットワーク生成

のためのプランニングに関する研究は、人工知能研究が進んできた今回、注目を

集めるよう になってきた段階にある。

また、後半のスケジューリング段階は、相対的に多くの研究が進められてきた

分野ではあるが、実務に直結した研究はまだ充分とはいえず、やはり課題は多く

残されている。その一つは、資源制約を考慮した工程計画方法であるが、これま

では、 数理的側面から の研究が多く、実用的な計画が得られるまでには至ってい

ない。人工知能技術を適用して、経験豊富な技術者の計両立案能力をシステムに

組み込む必要がある。また、もう一つの課題は、スケジューリング技術を実際の

業務に適用することであり、このためには計画技術だけではなくコンビュータ技

術に関する研究も重要となる。

以上のように、 「工程計画のシステム開発}j法の確立 j が本研究の主要なテー

マであるが、これを補完するための研究課題として、工事マネジメント肉体に関

しでも、①マネジメント技術の発達、②マネジメント組織、それに③マネジメン

ト情報システムの三点に関して、若干の考察を加えた。そして、本論文は、序章

と結論を含めて全体で 6'1立の構成とした。以下に各章ごとの研究内容と結晶の骨

子を示す。

( 2 )第 2~ の慨要

第 2章では、本研究が対象とする工事マネジメント概念を明らかにする目的で、

その主要な構成要素である①マネジメント技術、②マネジメント組織、③マネジ

メント情報システムにつ いて検討し、以下のような考察を加えた。

まず、マネ ジメント技術に関する内容としては、最初に、現状における工 事マ

ネジメントの実状を知る上で重要な、我が国における建設産業近代化の歴史に関

して、現在に至る過程とそこで顕在化した諸問題について考察した。また、工事

マネジメントが、従来の工事管理と異なることを特徴づける 1つの要素である各

種のマネジメント手法に関して、 1890年代後期に米国で起こった科学的マネジメ

ント法の発達や、それ以後の各分野におけるマネジメント手法の研究開発状況を、

品質、原価、工程、安全の 4分野ごとに概観した。

この結果、これまで O Rや統計解析法など、主に数理計画法を主体として、工
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事マネシメント技術が発達してきたが、ここに技術的な限界が顕在化してきてい

るのが解った。すなわち、これまで技術者の仕事とされてきた部分にまで、シス

テム化の対象が拡大してきたことから、このような悪構造問題に対応 しやすい、

人工知能研究に基づくシステム化技術の前要性を示すことができた。

また、マネジメント組織に関しては、米国における新たなコンストラクション

・マネジメント契約と、従来のランプサム契約との比較や、近代組織形態の発展

過程 など を検討 す る こ と に よ り 、 現状における組織形態を再考する必要性を示し

た。そして、このような観点から、現状における建設企業の組織形態の成り立ち

とその特徴、それに、建設企業組織 の中にあって、実際に工事マネジメントを遂

行する作業所組織の現状を分析し、今後の組織の在り方に関して考察を加えた。

ま た 、 マネジメント情報システム に 関 し て は 、 情 報 処 理 技 術 や 通 信 技 術 の 発 達

が 、こ れま で の 組 織 形 態 や 業 務 形 態を大きく変貌させてきた経過を分析し、この

結果 、 組 織 内における意思決定権限の配分や、本支庖組織と作業所組織との業務

分 担な どが 、 変 化 し て き て い る こ とを示した。すなわち、戦略的意思決定権限は

本 社 集 権 化 が進んできている反面、業務的意思決定権限に関しては、逆に、作業

所への分権化が進んできている。こ のために、本支庖と作業所との間の情報シス

テムの在り方も、以上の変化に合わせて、緊密化をはかることが求められている。

そして最後に、以上のようなマネジメント・システムを検討する方法として、

SADTを改良したシステム・モデ リング方法で、現状業務のモデル化を進める

ことが由要であることを示した。

( 3 )第 34tの概要

第 3i;tでは、工程計画システムについて、その現状と問題点を考察し、これを

解決 する ため の 新 た な シ ス テ ム 化 技法として、人工知能技術の有効性と技術レベ

ルを示し、この人工知能技術を適用した工程計画システムの構成と可能性につい

て示した。

すなわち、巌初に、これまで我が国で進められてきた工程計画に関する研究内

容 を ① プ ラ ンニング法、②スケジューリング法、それに③投入資源最適化法に分

けて、詳しく考察した。 この結果、従来からの数理計画法を主体とした研究では、

これまでの起こってきている、新たな業務システムの開発要求に応じられないこ

と、そして、この問題点を解決する方法として、人工知能研究により開発された

新しいシステム化技法が有効であることが解った。そこで、この分野に関して先

進国である米国において進められている人工知能技術の適用研究を調査し、特に、

工事マネジメント分野への適用が有望であることを明らかにできた。

そこで、このような人工知能研究によるシステム化技術の適用を図るために、

これまでの研究経過と現在の技術レベルを検討した。この結果、人工知能研究で

生まれた嫌々な技術の中でも、知識工学やファジィ理論、それに、ニューラル・

ネットワークなどが、工事マネジメント ・システム開発に有効と考えられること、

特に、現状の技術レベルでは、知識工学に含まれる知識ベース ・システム技術の

適用が重要であることが解った。

そして、このような人工知能技術を工程計画問題に適用することを目的として、
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E程計画問題の構造や特徴について検討を加えた。 この結果、フランニング段階

では工程 ネ ットワーク生成問砲、また、スケ ジ品ーリング段階では、資敵配 分問

題に、 人工知能技術を適用よることがm暖であることがN~ ~qできた。そこ で、こ

のような知的工程計画システムの開発に必~・ となる知識の純矧と表現 }j 法、また、

計画生成方法などについて、とりまとめた。

( 4 )第 4立の慨要

第 4章 で は 、 前 章 で 示 し た 「知的工程計がljYステムの情惣Jのプランニン ク 部

分に関して、計画生成方法とシステム化方法について、さらに具体的に検川を加

え、この方法 に基づ き開発したネットワ ーク生成システム (PF-PLAN) の

開発内容を紹介した。

すなわち、まず最初に、 d画生成段階の分析から、フランニングの問題椛造を

明かにし、これを図に示した。そして、このような計画立案問題に対して行われ

てきた研究内容を調査し、手段 一目的解析法を基礎に、 tl1純な A 1プランナから

より複雑な KIプランナとい う計画生成方法が開発されてきたことが解った。そ

して、こののような計画方法は、①手段 I j的戦略と② W B S戦略に分野lできる

こと、また、この各々の問題点を克服する身え方としてハイブリッド戦時を提案

しfこ。

そして、この戦略に沿った計画生成方法として、 フレ ー ム~論 に基づく知識の

階層的な整理、苔積方法や、オブジェク卜指IlJj，こ基づく不 y トワークの生成J5法

について、具体的に示した。 特に、知識ベース・システムのf理念、である“知J践の

独立性"や、メソッドやトリガーなどの付加手続きの活用ゐ法などに閲しては、

詳細に示した。

次に、以上の考えに基づいて開発したネ r トワーク生成システ ム P F P L A 

N) について、システム開発の過程や、システム構成、それに、重要な機能と特

徴などを紹介した。このシステムは、次fZでJしく述べるスケジューリン グ ・シ

ステム P F NETSの入力データ・ジェネレータとして、位置 づ け ら れ 、基本

的な工事情報を入力するだけで、 PF N E T Sが必要とする工程ネ 1 トワーク

・データを自動的に生成することができる。そして、こ の開発過程で得られた知

識ベース・システム技術適用の問題点に ついて考察を加えたo 特 lこ、般論に当た

って、深い知識の利用が重要であることと、唆昧な知識や情報の取扱いやd価方

法が、まだ確立していないことが明確となった。

( 4 )第 5J;lの概要

第 5章では、知的スケジュ ーリ ング・シス テム開発を討的として、計l同モデル

の検討、システム構成を検討し、次に、現状の問題点を明かとするために、従来

型のスケジューリング ・システム開発例とその適用結果を示した。

すなわち、最初に、これまでに提案されてきた工程計画モデルを比較検討した。

ここでは、まず最初に①図式モデル、②ネ 1 トワーク・モデル、それに③シミュ

レーション・モデルに分類したが、本研究ではネットワーク ・モデルの利用を前

提としていることから、この部分の検討を進めた。 この結果、資源制約モデルが、

工程と資源制約を同時に考慮できるということから、工事マネジメントに適して
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いること、そして、このための計画方法としては、発見的計画法に属する資源配

分法が有効であることが解った。

また、この資源配分法による計画手順を具体的に検討するために必要となる、

スケジューリングのための問題整理を行った。すなわち、①単位作業と要素作業、

②主体資源と附属資源、③作業 lこ対する資綜投入方法、④作業への資源投入量と

中断の必要性、それに⑤資源の重要度と調達限界に関して、考察を加え計画立案

のための前提条件や仮説を定義した。また、ここでの定義に基っき、さらに、計

l耐lシステムの目的、号件情報、それに制約条件を明確にして、 具体的な計画立案

のための戦略と手Ii闘を示した。

次に、従来型スケジ A ーリング・システムの問題点を明かとするために、筆者

が数年前 lこ開発し、普及を進めてきた、パソコンで稼働するスケ ジューリング ・

システム PF-NETSの開発とその概要を紹介した。この開発に当たっては、

建設工事をネ y トワークで表現するのに必要な機能という観点から、作業閣の順

序関係に BF関係と R E関係を追加したこと、ネットワークの階層化とプロジェ

クト ・グラフによるデータ編集機能を付加したことを説明し、この効果が高かっ

たことを示した。

このシステムは、開発と改良を繰り返しながら、これまでに多くの辿設プロジ

ェクトに適用してきたが、ここでは、この概要を紹介し、次に、下水管敷設工事

を取り上げて、そこでの適用方法と経過状況について紹介した。この結果、 “階

居間のずれ"という問題があり、工事のネットワークを単純な階府構造では表現

できないことが解った。そこで、他の課題も含めて整理すると、①ネットワーク

生成に経験と労力を要すること、②資源制約を含めた現実的な工程計画が得られ

ない、③単純な階層構造とはならないこと、それに④コンビュータ ・システムの

マンマシン ・インターフェイスに劣っているなどの諜題が存在することが解った。

そして、これらの課題の中で、①と②に関しては、人工知能技術の適用により

解決できることを、それぞれ第 4章と第 5.4iで既に示した。また、③に関しては、

新たな概念的順序関係スケジューリング ・システムに付加し、第 4'(tで示した知

的システムが、他の関係と区別して生成することで、解消することができた。さ

らに、④の課題に関しては、第 3章で人工知能技術の特徴として 示したように、

従来システムを人工知能システム化することにより、次第に解消できてきている。

( 5 )本論文のまとめ

これまで述べてきたように、本研究では、とかく経験に頼るところの多い工事

マネジメント業務の合理化を目的として、その中核的要素である工程計画のシス

テム化に着目した。そして、従来から研究きれてきた数理工学的手法の適用だけ

では、この分野の問題解決が不可能であるという認識から、人工知能技術の適用

を検討し、これまで技術者が行っていた部分も含めたシステム化の方法を検討し

た。

すなわち、従来行われていた工事マネジメント業務では、数量計算や図表の作

成など、ごく限られた部分しかコンピュータで処理されずに、その他の大部分は、

担当した技術者の経験と力量に委ねられているのが現状である。ところが、人工
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知能研究の分野では、このように人聞が行 ってきた知的な問題処理方法の解明か

進展し、 [事マネジメント分町でも、このような技術を，fIJnJして、より 1広範なシ

ステム開発が、期待されるようになってきた。このような背対から、工程計 l刷業

務の知的システム化を目指したのが本研究である。

そして、この結果、①工程計自問題の構造を明らかにしたこと、②工程計画に

関わる知識を体系化したこと、③オブジェクト指向による工程ネ 1 トワーク生成

方法を開発したこと、④発見的スケジューリング方法の骨格を示せたこと、また、

⑤実務での適用上の問題点とその解決策を明らかにしたこと、等々、本研究では、

工程計同業務のシステム化に閲して、問題の解明や体系化、それに、具体的刀法

の提案を行うことができた。

しかし、ぶ研究の結果、まだ多くの問題が残されていることも明きらかになっ

た。例えば、工事マネジメントに関する問題としては、①問題構造の体系化か進

んでいないこと、②マネジメント技術に関する用 dの定義や統 一化が進んでいな

いこと、の 2点が非常に重要である。伺故ならば、今後、我々が取り組まなけれ

ばならない問題は、多くの要因が錯綜した部分であり、その一 部分を取り出して

きて、そこでの整合性を図るだけで解決できる問題ではな L、。 このような芯昧あ

いからすると、本研究で工程計画を対象としたことは、 r ~JJ マネジメント全体を

考える上で、最も有意義な切り口から体系化を試みたものにすきないともいえる。

つまり、将来的に工事マネジメントの体系化が進んた段階では、本研究で築いた

体系のー部に修正を迫られる事態が起こることは、予想、に難くない。

また、人工知能技術に関する残された問題としては、①知識獲得や自己学刊の

メカニズムが明らかにされていないこと、②コネクショニズムによる問題解決}j

法が組み込まれていないこと、③知的システム開発支援ツールが劣ること、なと

が重要である。知識獲得方法の献立は、工事マネジメント問題を体系化する上で

非常に歪要な要素技術である。また、知的システムが必要とする知識の需は央大

であり、それらは時々刻々、追加・修正が進められている。このために、自己学

習も、開発した知的システムを実用システムとして維持管思する上で、必変不IiJ

欠な要素技術である。また、三言葉で表現できない問題は、工事マネジメント分野

にも多く存在する。そこで、このような問題を解決するために、現在の 3箆によ

る推論システムと連携して利用できるコネクショニズムによる方法の開発は占要

である。さらにもう一つ付け加えると、現状における知的システムの開発支援ツ

ールが、研究レベルとかけ離れすぎていて、人工知能の理念を実現することが難

しい状況にあることも、非常に大きな問題のーっと考える。

以上のように、本研究では、工事マネジメント問題に関し、工程計画を中心と

した体系化を図り、人工知能技術を応用した新しい方法も提案し、いくつかの諜

題を解決することができた。しかし、いまだに多くの課題が残されていることも

事実である。そこで、今後は、残された以上のような課題の中でも、特に工事マ

ネジメントに関した研究に重点を置き、これと並行して進められるであろう人工

知能技術に関する研究成果を取り入れて、世の中の要求を満たすことができる工

事マネジメント・システムを確立していきたいと考える。
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資料一 1 人工知能適用に関する外国文献

資料-1 入I知能適用1<:関する外国文献妙録

8706-00 I 
H ierachical R ule-8 ased A ctivi ty D uration E stimation 

階層的知識ベースによる作業所要回数の算定

著 者 :Chris Hendrickson (CMU上木工学部助教侵〉

David Martinelli (同助手)、 DanielRehak (同助教授)

出典 :Journal of Construction Engincering and Management，ASCE 
V01. 113， No. 2， June， 1987. PP. 288-301 

概要:

アクティピティーの所要回数は、掠単作業の生産性を現場条件や作業特性を

勘案して修正し見積られるのが一般的である。そして、この修正の仕方は、 工

学的評価と過去の経験によるという特徴を持っている。本論文では、このよう

な修正を行うための階層的なルールベースの情成が理論的に研究されている。

見積のためのルールを理論的に形式化することにより、作業生産性に影響する

と思われる要因やそれ等の修正のためのルールの精度を特定することが出来る

また、統計手法を用いた方法や統計手法とルールを組み合わせた方法など、代

替的な方法との比較検討を行った。レンガ秘み作業の所要日数見積を行うため

のプロトタイプ ESである MASONについて、その慨要とルールに基づいた

見積のアプローチ方法について実例による利用例を示した。また、 MASON

の説明機能と生産性改善分析機能についても、それ等の慨要を示している。

1 SSUES IN C ONSTRUCTION S CHEDULE K NOWLEDGE R EPRESENTATION 
(建設工程計画知識表現に関する研究〉

著 者:Jesus M. De La Garza、C. William Ibbs(イリノイ大学土木工学部)

出 典 :Proceedings of CIB-W65 5th International Symposoum 

Sep.14， 15， 1987，London United Kingdom， pp.543-553 
概 要 :

著者らは、建設工事における階層的工程解析・評価のための知識ベースによ

るプロトタイプ ESを開発している。本論文の主題は、このための知識の構成

と表現法にあり、この問題領域とコンビュータ環境投計を論じている。このシ

ステムの構成は、コスト、工期、施工法 (Iogic)、一般仮設 (generalerequire 

men t)の 4キー副分類から構成される。また、着工前と後における工程分析の

重要性についても論じている。この研究開発の目的は、 a)知識ベースシステム

の実行可能性を示すこと、 b)コスト、工程、品質の異なるプロジェクト管理要

素を統合化するための 1つの重要な方法として、オブジェクト指向プログラミ

ング概念の位置づけを研究すること、の 2点である。
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8709-02 I 
E XPERT S YSTEMS IN R EAR-T IME C ONSTRUCTION 0 PERATION 

〈リアル・タイム建設施工におけるエキスパート・システム〉

右 者:Boyd C. Pau 1 son (スタンフォード大学土木工学部教授〉

出 典:Proceedings of CIB-W65 5th International Symposoum 
Sep.14.15.1987.London United Kingdom. pp.554-565 

概 要:

電子機器による建設現場作業のリアルタイム・データ収集は、知識ベース E
sと結び付けることにより、 シミュレーションや非線形生産最適化などのよう

な、 これまでの解析的モデリング手法をより現実的な道具に変えることが出来

る。つまり、 リアルタイム ・データ収集技術と、データ自動収集・蓄積・修正

-画像表示・統計解析・意思決定支援等のマイコン ・ベースのソフトとを連携

することに、本研究の目的がある。本論文では、いくつかの一般的概念を概説

した後に、荷忌増加曲線 (load-growthcurve)と呼ばれる非線形最適化法 (non-
linear optimization method)を実行する目的で、搬土スクレーパーへの機器

装着と運転監視に焦点を当てた。これは、 スタンフォード大学において行われ

た、 IBM-PC/ATマイクロコンビュータ上で EX S y Sという ESシェ

ルとインターフェイスを持たせた物理モデル実験をベースとしている。 この研

究結果は、建設生産の最適化に関するより広範な問題領域に適用できるらのと

考える。

8709-03 I 
U SING E XPERT S YSTEMS FOR THE L AYOUT OF T EMPORARY 

F ACILITIES ON C ONSTRUCTION S ITES 
(他設現場における仮設設備配置計画へのエキスパート ・システムの適用)

著 者:lri-; D. Tommelein. Raymond E. Levi tt(^9 :n~-ド大学土木工学部)
Barbara Hayes-Roth(同大学、知識nrA研究所コンビュータ科学部)

出典:Proceed i ngs of C 1 B申 W655th International Symposoum 
Scp.14.15.1987.London United Kingdom. pp.566-577 

概要:

建設プロジェクトの期間中、 現場では嫌々な仮設設備が配置され撤去きれ

る。それ等の位置を決定することは、いくつかの制約下における対象物の位置

を傑作する空間的な配置問題 (spatialarrangement problem)である。著者ら

はこの問題に対して、黒板モデル E Sシェル、 BB 1を用いて、レイアウト設

計知識を実行することにより、建設現場における仮設設備配置計画を支援する

E Sを開発している。 本システムは、レイアウトを増加的に組み立てるため

に、便宜的に様々な問題解決戦略を適用している。設備の位置を表すフレーム

は、地形的かっ一時的な属性、つまり設備閣の関係を表す 2次元空間における

一時的な制約条件を含んでいる。この表現には、対象や制約条件に関する明確

なデータが必要である。 従って、知識獲得法が主要な研究テーマとなってい

る。これまで、この BB 1シェルを簡単なプロトタイプでテストしてきたが、

現在は実際のプロジェクトでの適用を試みている状況である。
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8710-00 I 
E XPERT S YSTEM FOR C ONSTRUCT 1 ON P LANN 1 NG 

施工計画のためのエキスパート・システム

著 者 :Chris Hendrickson (C M U十木 T'宇部教授)

Carlos Zozaya-Gorostiza (同助手〉、 DanielRehak (同助教授)

Eduardo Baracco-Miller (悶助手〉、 PeterLim (同助手〉

出典:Journal of Computing in Civi 1 Engineering . ASCE 
V01.1. No. 4. October.1987. pp. 253-269 

概要:

建設計画には様々な項目が含まれるが、辿設技術の選択(工法選択)、作業

の拾い出し(定義)、所要資源虫、日数、コストの見積り、それにプロジェク

ト工程の準備作業が主要なものである。本論文では、これ等の業務を行うため

の知識集約 ES (プロトタイプ〉、 CONSTRUCTI0NPLANEXを紹介している。本

システムは、プロジェクトのアクティピティー・ネットワークの生成、コスト

見積、それに工程計画を作成する。 すなわち、アクティピティーの定義、順序

関係の設定、最適工法の選定、所要日数とコストの見積などである。本システ

ムはルーチン作業計画自動化の支援として有効である。伊jえば、計画戦略の分

析・評価のための実験とか、設計、現場配百計画、プロジェクト管理等、より

広範な建設支媛システムのへの利用などである。 現在、本システムは地下掘

削、基礎構築、構造建築などより構成される超高層建築工事の部分計画 (modul
arplan)に適用されている。

8710-02 I 
E XPERT S YSTEM IN C ONSTRUCTION : WORK JN P ROGRESS 

施工分野におけるエキスパート ・システム :研究の動向

若 者:David B. Ashley (テキサス大学上木工学部助教授)

Raymond E.Levitt O? :n t- ド大学ト?'I技術 ~ì'?- 、土木工学部助教侵)
出 典 :Journal of Computing in CiviJ Engineering .ASCE 

Vol. 1. No. 4. October. 1987. pp. 303-311 
概 要 :

建設計画、技術マネジメント、メンテナンスの各分野は、知識ベース ESの

有効な適用分野として注目を集めるようになってきている。研究や実務の両方

にインパクトを与える、この新しいコンビュータ技術が現実のものとなってき

たにもかかわらず、成功例は現在のところ数少ない。 しかし、最近の研究動向

調査によると、知識ベース ESには大きなインパクトを与えるような多くの潜

在力がある。 この調査で調べられた現在開発中のシステムについて、基本構

想、実行環境、それに主体開発者等の概要を本論文中に示した。また、最後に

何故この分野が注目を集めているのか、また何故建設業がこれ等の開発により

利益を受けるかについて、いくつかの考えを示している。
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8806-00 I 
CONCRETE OPERATION DECISION SUPPORT SYSTEM (CODS S) 

コンクリート施工意思決定システム

著 者:Fabian C. Hadipriono (オハイオ州立大学助教侵)

Robert L. Sierakowski (同教綬)、 Charles C. S. Lin(伺大学院生)

出 典:The 5th International Symposium on Robotics in Construction 

June 6-8.1988. Tokyo. Japan. pp.491--499 

概 要:

本論文では、 C 0 D S Sと名付けられたコンクリート工事意思決定支援シス

テムを紹介している。この研究の例として選定された作業は、多階層 (multi-s

tory)構造物のコンクリート打設作業である。また、 この目的のために“ 1STC 

LASS" と呼ばれる ESシェルを用いた。本システムは、 シェル内に知識ベー ス

を蓄積することにより、特にロボット作業環境における施工機械選定の完全な

自動化を行うシステムの、最初の段階と位置づけられる。
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G H 0 S T : P ROJECT N ETWORK G ENERATOR 

5806""-02-l 

CONSTRUCTION NETWORK GENERATION WITH APPROXIMATE REASONING 

愚適化推論による工事ネ γ トワークの作成

著者:C. William IBBS、T. C. Chang. 

Di ego Echeverry ( U Cパークレイ校土木工学部)

出 典 :The 5th International Symposium on Robotics in Construction 

J une 6-8.1988. Tokyo. Japan. pp.491--499 

概要:

建設プロジェクト管理の重要な点は、 2基本工程計画を正確に作成することに

ある。つまり、その計画が全ての進捗状況や生産効率を評価する基準となるた

めである。知識ベース ESは、プロジェクトのよりよい管理を支援することが

出来る。 UCパークレイにおける研究は、このツールを使いこなすことにあ

る。本論文では、自動建設工程計画作成システムで必要とされた概念について

述べている。このプロトタイプは、 C A Dタイプの情報からマイルストン工程

図を作成することが出来る。この研究の目標は、建設計画プロトタイプ ・シス

テムを設計し実行することである。また、実用システムにおいては定性的情報

の理解と数量化が極めて重要であることが議論されている。そして、 最適な推

論機構をその基礎 となる知識ベース ESに統合化することを目的とした著者の

研究を示している。

プロジェクト・ネットワーク作成ゾステム :GHOST

著 者 :D. Nav i nchandra ( C M Uロボット研究所研究員)

D.Sriram(MIT土木工学部助教授)、 R.D. Logcher (向教侵)

出典:Journal of Computing in Civil Engineering .ASCE 

V01. 2. No. 3. July. 1988. pp.239-254 

概要:

ネットワーク工程計画システムは、 1950年代を発端として建設産業において

頻繁 に用いられるようになってきた。今回、資源平滑化 (resource leveling) 

や時間 一 コスト ・トレードオフ分析などの洗練された手法を集約したプロジェ

クト ・マネジメント ・システムが氾濫している。ネットワークを基本とした全

ての手法が、正確なプロジェクト・ネ ットワ ークの存在に依存している事実に

もかかわらず、このネットワークを生成するためのアルゴリズムの開発には、

ほとんど注意が払われていない。しかし、このことは特に驚くことではない。

何故なら、ネットワークの生成は非常に阪雑な発見的 (heuristic)フロセスで

あり、コンピュータで効率的なアルゴリズムは存在しないからである。 しか

し、 最近の人工知能技術の開発により、この問題に対応することが可能とな っ

てきている。 本論文では、知識ベースプロジェクト ・ネットワーク・ジェネレ

ーター〈プロトタイプ) (GHOST) を紹介している。このシステムは、ア

クティピティー集合を入力すると、それ等の順序関係を設定し工程計画を作成

することが出来る。この知識ベースは、基礎構造、建設規範、ネットワークの

元長性等の知識から構成されるクリティクス (critics)として知られるいくつ

かの知識ソースから作成された。本論文には、これ等の方法論や例題を泊載し

ている。
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8809-02 I 
EXPLANATION OF CONSTRUCTION ENGINEERING KNOWLEGE 

1 N E XPERT S YSTEMS 

エキスパート・システムにおける建設工学知識の説明機能

著 者 :1. E. Diekman (コロラド・ボルダ一大学建設工学部助教綬)

Zaki Kraiem (同大学院生)

出典:Journal of Construction Engineering and Management.ASCE 

Vo1._114. No. 3. September. 1988. pp. 364........ 389 
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A RTIFICIAL 1 NTELLIGENCE T ECHNIQUES 

FOR G ENERATI NG C ONSTRUCTION P ROJECT P LANS 

プロジェクト計画作成のための人工知能技術

著 者:Raymond E. Lev i t t (スタンフォード大学土木工学科教授)

Nabi 1 A. Kartam (同助手〉、 JohnC. Kunz (インテリコープ〉

出典:Journal of Construction Engineering and Management，ASCE 

V01.114. No. 3， September，1988. pp.329-341 

概要:

1950年代に開発された PERT/ CPM等のネットワーク計画手法は、コン

ビュータの発速にともない改良が進み、建設プロジェクト計画のための強力な

武器となった。しかし、これ等の手法の基本的な限界は、計画段階で作成され

たデータを操作するだけで、計画立案の知識をほとんど利用できないことにあ

る。つまり、有能な技術者が存在し、彼がデータを作成し出力結果を評価しな

ければならない点にある。これに対し、人工知能技術は計画作成のための知識

の蓄積、利用(推論)、それに説明機能を提供してくれる。つまり 、 AI技術

を用いれば、蓄積した知識により計画を立案したり、それ等を論評したりする

ことが可能だ。しかし、これまでに発表された A 1 による計画システムは、表

現力の欠如等の貧弱な機能と知識の蓄積が少ないことが重なって、プロジェク

ト計画のような現実の慎雑な問題には適用できないものであった。そこで、最

近の研究は、計画型システムを開発するための効果的アプローチのための知識

工学手法の開発に関するものが多くなっている。本論文では、これまで用いら

れてきた計画手法の限界と、 AI技術の利点、工事計画における A 1技術適用

に関する既往の研究、それに A 1を基本としたプロジェクト計画システムを開

発するためのアプローチ方法について述べている。

概要:

E Sの中心的特徴は、システムが行った推論を説明出来ることである。本論

文では、 ESに共通して見受けられる説明 (explanation )機能のいくつかにつ

いて簡単な調査結果を載せている。また、 M. 1 E Sシェルを用いて開発した

C言語説明機能について、そのロジックとコンビュータ・コードを掲載した。

この C言語 PGMは分脈規定 (context-sensitive )であり、ネストされた説明

が可能である。このため、使用者は上達するのにしたがって、より詳細な説明

を要求することが出来る。また、この説明という特徴に加えて、この C言語 P

G Mは様々な情報を持つ AS C 1 1ファイルへアクセスすることもできる。従

って、 “ヘルプ"、 “結論"、 “注意"、 “前提条件"等のファイルへアクセ

スする PGMのなかでこの P G Mは利用される。本論文では、最後にシンプル

な建設工学分野における、この説明 P G Mのデモを載せている。

CLASSIFICATION SYSTEM FOR CONSTRUCTION TECHNOLOGY 

建設技術のための分類システム

著 者 :C. B. Tatum (スタンフォード大学土木工学部助教授)

出 典:Journal of Construction Engineering and Management.ASCE 

Vo1. 114. No. 3. September. 1988. pp. 344........ 363 

概 要:

建設技術の構成や相違を明らかにすることは、建設技術の発展に貢献する。

本論文では、次の 4つの要素を対象とした分類システム (classification sys 

tem )を紹介している。分類における要素や属性は、技術革新を計る道具であ

り、かっ特定の施工分野の基本的な改良状況を分析する道具となる。本論文で

は、 これと関連したこれまでの研究をおさらいし、本システムの概要とある施

工分野を例にこのシステムを用いた技術の定義法を紹介している。そして最後

に、施工技術の構成に関する考え方や、研究と実務の両方において将来的にこ

のようなシステムがいかに重要かという点について述べている。
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8809-04 I 
E XPERT S YSTEM FOR E ARTH¥lOVING E QUIPMENT S ELECTION 

IN ROAD CONSTRCTION 
道 路工 事 に お け る 運 土 重 機 選定のためのエキスパート・システム

著 者:Sabah A1kass (T e c h. 大学土木工学部研究生)

F rank Harris (The Polytechnic教授)

出典:Journal of Construction Engineering and Management.ASCE 
Voト 114.No. 3. September. 1988. pp. 426........440 

概要:

本論文では、 今回開発した道路工事における搬土重機選定システム (ESEMP
S) を紹介している。 このシステムで用いている知識は、 経験による判断知

識、地形状況に関する規定、記録か ら推定される気象状況、重機性能、性能調

査 、 積 算 デ ータの 6要素から構成される。この中の経験的な知識は、計画技術

者 や 重 機 の 専門家等の施工経験者か ら 獲 得 さ れ た 。 こ れ 等 の 知 識 は プ ロ ダ ク シ

ョン ・ルール形式で蓄積され、前向き ・後向き推論により実行される。また、

暖昧 8の取扱機能、計算機能、外部 PGMや oBへ の ア ク セ ス 機 能 等 が 付 加 さ

れている。本システムの推論は、 1)作業と作業環境の定義、 2)道 路 分 類 に よ る

機械選定、 3)積算と機械マッチング、 4)最終機械選定、の 4 ステップで行われ

る。 内容や価格に関していくつかのシェルを調査し、 SAVOIRを採用し

た。これは、 1)バソコンで利用できる、 2)パスカル言語とのインターフェイス

を持つ、 3)質問に対して不確実な答えを許容する、 4)カラー ・ウインドウ等の

ユーザ・インターフェイスを持つ、こと等による。最終的なシステムでは、十

分 な テ ス ト を経てこのシステムの正当 性 を 確 認 す る 予 定 。 エ キ ス パ ー ト に よ っ

てなされるのと問機のアドパイスが出来るシステムを目指している。

K NOWLEDGE-B ASED A PPROACH TO P ROJ ECT S CIIEDUL I NG S YSTEM S ELECT I ON 
プロジェクト計画システム選定のための知識ベース ・アプローチ

著 高:E. William East (合衆国陸軍地設工学研究所主任研究員)

出 典:Journal of Computing in Civil Engineering .ASCE 
Vol. 2. No. 4. October.1988 

概 要:

Stepmanの調査によると 200以 上のプロジェクト計画 (sc h ed u 1 i n g)システム

が存在する (1986)。このため、 どのソフトを採用するのかを決めるのに、建築

家、 CM r、施工者は多くの時間を掛けている。計画ソフトに関して様々な情

報源があるにも拘らず、各システムの特徴は CMの 実 態 に 沿 っ た 形 で は 説 明 さ

れていない。つまり、一般的な調査であり、特定の事務所に適しているかどう

か を述 べていてるものではなく役に立たない。この結果、多くの作業所ではそ

こに適した特徴を持ったシステムを買 う こ と が 出 来 な い こ と に な る 。 本 論 文 で

は 、このようなシステムの選定方法に 関 し て 、 選 定 過 程 の 背 景 に あ る 作 業 所 の

環境条件、およびシステムに求められ る 機 能 条 件 を 示 し 、 具 体 的 な 「 計 画 シ ス

テム選定手 順」 を示している。環境条件としては、 1)プロジェクト環犠(サイ

ズ、タイプ、特徴〉、 2)契約条項環境〈形式、タイプ)、 3)職員環境〈時間的

余裕、工事とコンピュータの経験、新採用者数)、4)コンピュータ環境、が挙

げられている。
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資料-2 知識ベース・システム開発事例

lliill 
M ASON:プロック積み作業計画システム

開 発 者 :Chris Hendrickson他(カーネギ ーメロン大学〉

機 能:コンクリート・ブロックやレンガ積み作業の所要回数推定、品明機

能、作業員構成や作業方法の代替案の提示

ツール:0 P S 5 (後向き推論)

参考文献:(8706-00)Hierachica1 Ru1e-based Activity Duration Estimation 

匹E
C 0 N S A E S (CONstruction Schedu1ing Ana1ysis Expert System) 

:建設工程解析エキスパート ・システム

開発者:C. W i 11 i am I bbs他(イリノイ大学土木工学部〉

機 能:部位別作業の計画日・実施状況・構造 ・材料・特徴などの間合 わせ

に答える

ツール :ART

参考文献:(870ト00)Issues in Construction Schedule Knowledge 

Representation 

lliill 
S ITEPLAN:仮設設備配置計画システム

開発者 :Iris Tommelein他(スタンフォード大学〉

機 能:仮設設備配置計画

ツール :B B 1 (J.. ~ï1 t - ド大学で開発された計画 ・ 設計のためのドメイ ï':;l~)

安考文献 :(8709-03)Using Expert System for the Layout of Temporary 

Facilitie on Construction Site 

匹目
C ONSTRUCTION PLANEX:超 高 層 ビ ル の 建 設 計 画 シ ス テム

開発者:Chris Hendrickson他(カーネギーメロン大学)

機 能:工法選択，計画作業の生成、作業順序関係データの生成、作業の所

要因数とコストの見積り

ツール:Knowledge Craft 

参 考 文 献 :(8710-00)Expert System for Construction Planning 
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|[05) I 
c P 0 -E S (Construction Project Organization Design) 

:現場組織編成支援システム

開発者:Rudolf Burger他(モ ータ ー ・コロンパス社、スイス)

機 能:プロジェクトの各段階における最適な組織編成を支援する

ツール:Deciding FactorTM (後向き推論用エキスパ ート・シ ステムシェル)

参考文献:(8710-02)Expert System in Construction:Work in Progress 

日司
D ecision-Making and Risk Analysis :リスク管理システム

開発者:Roozbeh K angar i教授〈ジョージア工科大学)

機 能:プロジェクト採否決定におけるリスク分析とリスク回避方法の提案

ツール:INSIGHT 2TMエキスパート ・システムシェル

参考文献:(8710・02)ExpertSystem in Construction:Work in Progress 

日寸1
1 R 1 S (Intelligent Construction Risk Identification System) 

:建設工事におけるリスク指示システム

開発者:David B.Ashley他(テキサス大学)

機 能:原価増大 ・工期遅延予想、リスクの内容とそれ等の関連図の表示

ツール:M. 1 TM 
参考文献:(8710-02)Expert System in Construction:Work in Progress 

日司
1 P M S 8 5/2 (Intell igent Project Management System) 

・プロジェクト管理エキスパート ・システム

開発者:Navin Chandra他(マサチューセッツ工科大学)

機 能:プロジェクトの進捗管理(工期と原価)

ツ ー ル :IMST(MITで開発されたプロジェクト計画用シェル)

~考文献: (8710四 02)ExpertSystem in Construction:Work in Progress 
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資料一2 知識ベース・システム開発事例

日9Jl
C 0 0 S S (Concrete Operation Decision Support System) 

:コンクリート打投機械選定シス テム

開 発 者 :Fabian C. Hadipriono他(オハイオ州立大学)

機 能:ロボットのためのコンクリート打設機械の選定

ツール:1 S T C L A S S 

参考文献:(8806-00)Concrete Operation Decision Support System(CODSS) 

市司
G H 0 S T (Generator of Hierachical network for cOnSTruction) 

:工程ネットワーク 手法生成システム

開 発 者 :D. Navinchandra他(カーネギーメロン大学)

目 的:工程計画ネットワークの自動生成

ツール: IMST (MITで開発されたプロジェクト計画用シェル

参考文献:(8807-00)GHOST:Project Network Generator 

I [ 11] I 
IL 1 F E :建設計画評価システム

開 発 者 :Bremda 1 (米国陸軍建設工学研究所)

機 能:既存システムで作成した計画および実績の評価

ツール:0 P S 5 

参考文献:(8807-00)GHOST:Project Network Generator 

(8809-00)Artificial Intelligence TechniQues for Generating 

Construction Ploject Plans 

日万l
E S E M P S (Exspert System for Earth-Moving Plant Selection) 

:道路工事用搬土重機選定システム

開発者:Sabah Alkass (ポリテクニク大学、英国)

機 能:搬土重機揖成の選定

ツール :S A V 0 1 R 

参考文献 :(8809-04)Expert System for Earthmoving Equipment Selection 

in Road Construction 
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資料 3 研究発点論文 ー覧 E<.

資料-3 研究発表論文一覧表

発表年月 掲載誌 (発表大会) 論文タイトル

1984年11月|第2回土木工事のマネジメント問題|統計的手法による歩出りデータ利用の研究 (その1) 

($. 59) Iに関する研究討論会講演 ・資料集

pp.205......212 

1985年 1月|土木計画学研究 ・講演集第7号 |パソコンを用いた現場マネジメントシステムの

($. 60) I I 実験的開発について

1985年 8月IlnternationalConference on lDevelopmcnt of Personal Cαnputer-bas凶 Management$ystem 

($.60) ITHE U$E OF COMPUTER$ 1 N Cl VIL I for On-si te Construction Planning and $chedul ing 

ENGINEERING 

19昨 9月|上木学会第40四年次学術講演会

($.60) 

資源市附を考慮した工程計画システム化の研究

1985年10月|第10回電算機利用に関するシンポジ|オンサイトマネジメントにおける

($.60) 1ウム講演集 | 工程計画システムの利用に関する研究

1986年10月|土木計画学研究・講演集第9号

($. 61) 

19岬 11月|土木学会第岨年次学術講演会

($. 61) 

On-site Management $ystemの開発方法に閲する研究

地下滞水池築造工事における

現場管理トータルシステムの開発について

1987年 l月|第4回建設マネジメント問題に閲す|統計的手法による歩掛りデータ利用の研究(その3)

($. 62) 1る研究発表・討論会講演集 | 一分析結果の取りまとめとその利用方法一

pp. 35......48 

1987年間|第5回建設マネジメント問題に関す|工程管理支媛システム (PF-NET$)の開発と酬に関する研究

($.62) 1る研究発表・討論会講演集

pp.31......38 

1988年 3月|土木学会論文集 No.391/Vl-8、
($.63) Ipp.179......187 

1988年10月|土木学会第43四年次学術講演会

($. 63) I講演概要集第6部、 pp.42......43

パーソナル ・コンビュータを用いた

工程管理システムの開発に関する方法論的研究

工程管理におけるエキスパート・システム適用の

考え方と順序関係設定問題への適用例
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資料・3 研究発表論よ一覧表

発表年月 掲 載誌 (発表大会〉 論文タイトル

1989年9月ITransactionsof the ConstructionlISSUES IN KNOWLE凶E-INTENS1VESCHEDULING METHOD 

(H.1) IManagement Com1fti ttee(vo1 ume. 3) I FOR∞NS叩UCT10NPLA~削SG

pp.109-112 

1989年10月|土木学会第44回年次学術講演会

(11. 1) I講演概要集第6部、 pp. -

工佐計画エキスパート ・システムにおける知識表現について

19岬 II月|上水計画学研究・論文集第7号 |知;紅学手法を適用した工程計画立案方法に関する研究

(H. 1) Ipp.59-66 

1989年12月|第7回建設マネジメント問題に関すlオンサイト ・マネジメントにおける

(H. 1) Iる研究発表・討論会講演集 | 組織と情報システムに関する基礎的研究

pp. 161-168 

1990年 9月 i上木学会第~5閏年次学術講演会 |知的工程計両支援システムにおける

(11. 2) I講泌概要集第6部、 PP.226--227 I ネットワーク生成方法について

1990年10月|第15回土木情報システムシンポジウ|知的工程計画支援システムの開発に関する研究

(11.2) Iム講演集、 pp.223-230

1990rド11月|上村十画学研究 ・講演集第13号 |知:腕工計岡支援システム開発における課題とその身察

(H.2) 

1991年 5月ITransactionsof the ConstructionlTIIE DEVELOPMENT OF A KNOWLE凶ト1NTENS1VE

(11.3) IManagellent Commi t tee(vo1U1le. 4) I SCHEDUL1NG SYSTEM 

pp.187--192 

1991年 7月IThe4' th 1nternationa1 Confer-ISTUDY ON THE DEVELOPMENT OF A KNO肌E閃E-INTENSIVE

(11.3) lence On Computing in Civi1 andl SCHEDUL1NG SYSTEM FOR∞NSTRUCTION刷NAGE舵NT

Building Engineering pp.381 

1991年 9月|土木学会第46回年次'判桁講演会 |オブジェクト指向プログラミングによる工程ネットワークの生

(H.3) I講演慨要集第6部、 pp.310--311 I成方法について

ー・・・・・ーーーー・・・"・・・・ー・・・・・・・・・・ー_____________4・・・・・・ー・ーー・・・・ーーーーーーー・ーーーーー・・・ーーーー・ー・・・・・・・・・・・・・・・ーーー・・

1991年10月|第18回人工矧詳会繍ペース・シ|知的工程計画支援システムの開発について

(H.3) Iステム研究会資料 pp.l05--114

1992年 7月IThe7・th1nternational Confer-IDevelop冊lentof Object-Oriented Expert Syste・for

(H.4) lence on Artificial 1ntel1igencel Construction Sch剖uling 

in Engineering 
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